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巻 頭 言 

 
 
	 科研費による第 3年度（ 終年度）の研究成果をまとめることが出来た。 
	 技能実習制度の拡大が議論され、管理の仕方、対象職種の増加や滞在年数延

長などの新しい仕組みが国会に提起されている。今の日本には単純労働力の本

格的な受け入れが必要でこれをめぐる議論や改革が本格的になされるべきと考

えるが、技能実習生という従来型のビザの改定に限定されているのはいかがか

と思う。 
	 米国や韓国等を参考にして、滞在年数や受け入れ人数の上限を設定しながら、

就労ビザを出す方向も検討すべきではないか、来日も複数回、可能にし、これ

にポイント制を入れてグリーンカードのようなことを検討していいと私は考え

ている。 
	 そして日本の技能実習生の制度をめぐる議論も、この実習制度が双方に取っ

て意味ある制度になっている現況を正確に理解した上で、なされるべきである。

また他国の外国人労働力受け入れを日本と比較を行う場合も、仕組みや現場で

の運用など、正確に紹介されたうえでなされるべきと考える。 
 
	 タイやフィリピン、カンボジアでの現地調査でわかったことだが、受け入れ

団体や送り出し団体の努力で、日本で農家あるいは法人の農業経営に入った技

能実習生が、多くの知識や考え方を学び、帰国後はそれを活かして自国の発展

や自らの仕事に寄与する実状を知ることが出来た。 
	 今の制度のように細かく職種を分けその範囲での帰国後の貢献を求める形に

とどまらず、広く考え方や仕事への取り組み方などを学んだ成果が表れている

ことを評価したい。日本側が日本語研修や準備、往復の旅費等を負担し、そし

て 低賃金制度を適用した	 on the job training	 の仕組みは、彼らにとって研
修を可能にし、所得も得ることができるよい機会である。今後はさらにその意

義を深めるため、関係する多様な仕事を可能にする複数回の来日計画や複数の

経営先での実習など、就労ビザとは明瞭に分けて、可能にする方式がよいと思

われる。生産だけではなく、販売・サービス等も含めて技能実習の幅を広げる

べきであり、そのための特殊ビザだと私は認識している。 
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	 今回も研究分担者に加え、多くの研究協力者に執筆いただいた。また多数の

農業に関わる人、送り出し国の関係者に協力いただき、また実習生にもアンケ

ート調査させていただいた。深く感謝申し上げたい。 
 

早稲田大学政治経済学術院 
名誉教授	 	 堀口	 健治 

（研究代表者） 
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第 1 章 

 

構造変化を支える外国人労働力と雇用内容 

————野菜地帯での技能実習生の重みと 

その特徴・意義・限界を主に———— 

       

 
早稲田大学政治経済学術院 
名誉教授	 	 堀口 健治 

（研究代表者） 
 
1. 大規模経営の増加と併進する年雇の

増加 

	 2005年と2010年の農業センサスに見
る変化は、両極分解・大規模経営体の都

府県での顕著な増加・特に 30ha以上の
経営体増加は販売農家で構成される家族

経営体によるものではなく組織経営体

（組織経営体とは農業経営体から家族経

営体＝世帯単位で事業を行っている農業

経営体＝を差し引いた残りを指す）、であ

ることを梶井氏（梶井功2015）は指摘し
た。本論では、これらの傾向を支えるも

のとして、雇用労働、特に年雇の役割と

その増加が大きいことに着目したい。 
	 販売農家を主に、数の上では家族労働

力主体の農業経営が未だ多いものの、雇

用労働力は世帯員の農業労働力に対して

その重みを確実に増加させている。パー

トタイマー依存から年間を通じて仕事を

用意することで常雇に依存する大型経営

の増加にそれは表れている。また常雇を

可能にするくらいの経営の大規模化・大

型化がなされているともいえよう（安藤

光義2013）。 
	 都府県で見ると、2010年、農業経営体
163万のうち常雇を持つ経営体はわずか
2.2％、その内、販売農家159万では1.8％
だが、大型化という特徴が共通にみられ

る組織経営体2.9万では27.6％と4分の
1の経営体が常雇を持っている。2010年
の常雇人数の総計は都府県で 13.6 万人
だが、その半分以上の 7.2万人が組織経
営体に雇われ（常雇を持つ１組織経営体

当たり 9.1人の常雇に対して常雇を持つ
１販売農家当たりでは2.2人の常雇）、組
織経営体の大型化を支える労働力として

の常雇の重みが理解されるであろう。 
	 ただし松久氏（松久勉2013）は、常雇
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の増加が、大規模な経営での大型化のた

めの雇用以上に、農家世帯員の不足を補

うための増加という側面が全体として強

いことを述べている。2005～2010 年の
変化で、常雇を持つ農業経営体総数や常

雇総数はともに増えているものの、1 経
営体当たり常雇は 4.6人から 3.8人へ減
少している。常雇の増加は雇用型経営の

大型化でありその増加である、というよ

うな単純な動きではないことを指摘して

いるのである。 
	 都府県でも確認すると、たしかに2005
年では常雇を持つ 1 組織経営体当たり
9.7人であり2010年の9.1人より多かっ
た。常雇を持つ 1 販売農家当たりでも
2005年2.9人と2010年の2.2人より多
かった。ただし常雇を持つ組織経営体数

も販売農家数もこの5年間で増加し、常
雇人数もともに増えている。より多くの

農業経営体が常雇を持つようになり結果

として平均的には１経営体当たりの常雇

人数が少なくなっているのである。だが

経営を支える労働力構成として雇用労働

力がその重みを増し、大型化のために家

族員数に縛られることなく必要労働力と

しての常雇数を確保する動きに、大いに

注目すべきである。 
 
2.増加する常雇に占める外国人の大きさ 

その常雇の中で外国人労働力（技能実

習生）が、地域的な偏りを持ちつつ、意

味ある大きさになっていることをこの報

告では強調しておきたい。	

低賃金で年間雇用契約を結べる技

能実習生の存在は年間の栽培・出荷計画

を確実にしてくれるし、彼らは大型経営

が負担できる賃金水準の労働者である。

他方、日本人は農業の年間雇用に応募す

るものが概して少なく、また応募者がい

たとしても 低賃金を上回る水準が求め

られボーナスや昇給も必要になる。しか

も途中で離職するものが農業では珍しく

ない。関東や関西など、都市圏に近いと

ころはそうした特徴が強くみられる。	

2010年国勢調査の農業従事外国人就

業者数（農業でも一部に日系ブラジル人

等を含むが大半は技能実習生）を2010

年農業センサスの常雇数で除すと、表１

のように、都府県では常雇の12％、北海

道では8％が技能実習生の外国人だと示

されている。技能実習生は年間雇用契約

で雇用されるのが通常なので常雇に含ま

れる。さらに常雇人数の多い順に７道県

を表で示しているが、その中で茨城県は

49％、長野県は37％と技能実習生が極め

て高い割合を示している。農業で技能実

習生を雇用できる指定職種の、畑作・野

菜、施設園芸、畜産（肉牛は対象外）が

周年盛んであることがそれを説明できる

が、茨城県では農協系が技能実習制度導

入時から組織的に対応してきたことも大

きい。なお長野県は高冷地野菜地帯であ

る川上村や南牧村野辺山を主に7か月契
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 %

	 	
	

3

	 	 	

17793 1479 8 56 9.3 2.2 

7680 3753 49 33 9.2 2.4 

7296 954 13 26 7.1 2.6 

7110 416 6 66 8.5 2.0 

6512 249 4 59 12.5 2.4 

6447 1150 18 45 9.8 2.2 

5530 2055 37 63 10.5 2.0 

1593 286 18 65 11.0 2.3 

153579 17645 12 54 9.1 2.2 

3 135786 16166 12 53 9.1 2.2 

a % % 3

1 ( %

) 1

% 6 3 2

2 1

9 % 99

b /

0 1 9 7 61

1

6 2 9

9 6 2

 

約（春に来て秋には終了し帰国する雇用

契約）の実習生を約1.3千人ほど近年は

持つが、国勢調査は10月1日前1週間の

就業なのでこれらの実習生も把握してい

るとみられる。なお表１の国勢調査によ

る農業従事外国人全国計1.8万人は、全

国農業会議所八山氏の推計（推計方法は、

八山政治2014）による同年の農業分野技

能実習生計1.9万人（農水省調べの来日

初年度の技能実習1号の8.2千人、2年

度目になる法務省の2号移行者5.9千人、

3年度目になる同じく前年の2号移行者
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5.3千人の合計）と近似しているので、

数字は実態を表しているとみてよいだろ

う。	

そして農業センサスの7か月以上の契

約という常雇の概念に、この高冷地野菜

の短期労働者も当てはまる。ただし以前

は来日の1年間は研修生（在留資格は「研

修」で研修手当が 低賃金の半分強の水

準-2年目以降に在留資格が特定活動（技

能実習））であり残業も認められていな

かったのでこれが多くのトラブルの原因

になっていたが、2010年7月からは制度

が変わり初年度（来日直後の1か月等、

合宿しての研修期間は従来と同じく研修

手当）から雇用契約を結んだ 低賃金以

上という労働者扱い（技能実習1号―2

年目以降は技能実習2号）になった。し

かし2010年2月の農業センサス調査時点

では雇用農家は過去1年間においては研

修生として扱い、常雇としては調査に答

えていないものが多いと推測される。高

冷地野菜の場合はそれらの数が農業セン

サスの常雇に含まれていないようにみら

れるので、％はやや高めに出ている可能

性があろう。	

他方、同じような農業条件（周年雇用

が可能で適用職種の農業のウェイトも大

きい）を持つ鹿児島県や宮崎県は、常雇

の多い県であるが常雇に占める技能実習

生の割合は6％、4％と極めて低い。東京

に近く年雇の日本人を求めることが困難

な関東圏と相応の賃金を提示すれば日本

人を雇用できる地域との差と解釈できよ

う。	

支払い可能な水準で年間雇用に応じ

る日本人がいるならば、3年で帰国しな

ければならない実習生と異なり、コミュ

ニケーションが正確に取れ熟練が形成さ

れることや免許証の関係で運転を任せら

れることなどで、先ずは日本人を雇用す

ることになる。しかし鹿児島や宮崎でも

賃金が相対的に低い技能実習生も雇われ

ており、組織経営体の平均10人前後の常

雇の中には実習生が含まれていると思わ

れる。実際に大規模経営を訪問するとそ

うした例が多くなってきている。	

一方、茨城県などでも多くの実習生

（受入監理団体が農協系だと制度的に毎

年2人受け入れが上限なので同時に6人

が働ける:事業協同組合系だと 大3人

なので9人が同時に働ける）を雇用する

大型経営だと、管理職の機能を持ち機械

や自動車運転を任せる日本人雇用者を同

時に雇用するケースが出て来ている。	

なお表によれば、茨城、愛知、千葉で

は、組織経営体が雇用する常雇が全体に

占める割合は33%、26%、45%と半分以下

なので、販売農家が雇用する常雇の方が

多い。他の県では逆で、組織経営体が雇

用する常雇の方の割合が大きい。これら

3県では、常雇を雇用している販売農家

だけで見ると１販売農家当たりの常雇人

数が2.2～2.6人と表の他県に比し多い。

他方、常雇を雇用している組織経営体で
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は1経営体当たりの常雇人数は6.9～

12.5人と販売農家の常雇人数規模の3～

5倍の大きさであるものの、表の他県の

それと比べやや小さい。これら３県は家

族による農業従事者数とほぼ同じ数の技

能実習生を雇用し、その範囲内での雇用

規模に抑えている経営が多数と見られ、

また組織経営体はやや常雇の数で見ると

小規模のそれが多いようである。	

いずれにしろ組織経営体は、府県の違

いを超えて、経営体当たりの常雇人数を

大きく増やす動きは見て取れる。しかし

技能実習生からみると、茨城が典型だが、

販売農家では常雇に多くの外国人がおり、

家族を支え、経営体を組織経営体ではな

く販売農家に留めている。それに次ぐの

が長野、愛知である。他方、鹿児島、宮

崎を典型として日本人が常雇として多く

雇われていて、販売農家の経営体よりも

組織経営体がその動きをより強く示して

いるように見える。	

 
3. 畑作・施設園芸地帯での技能実習生の

重みと役割―茨城県八千代町― 

	 茨城県は府県の中で も技能実習生の

多い県である。2013 年の技能実習 1 号
は 2.0千人であり表１の 2010年の外国
人 3.8千人とそのまま対比させると平均
2 年弱の在留のように見えるーなお技能
実習 1 号で 2 番目に多いのは長野県で
1.9 千人、表１の 2.1 千人とそのまま対
比すると長野は1年未満滞在の実習生が

多数とわかる。茨城県は常雇を持つ販売

農家の数が多いので一戸当たりの常雇の

数が平均 2.4人と、農業に従事する家族
員の夫婦プラス同じ程度の数の技能実習

生と見ることが出来る。そうした動きの

代表として白菜生産日本一を誇る八千代

町の事例を見てみよう（堀口2015）。 
	 八千代町は、表2に見るように、普通
作（表では水稲とあるが稲・麦・大豆等

の水田経営）の大面積経営と露地栽培主

の野菜作の大面積経営、その両方が展開

している県下で有数の大型経営集積地域

である。他市町村へ借地で拡大している

ので、 近の農業センサスによると八千

代町の農業経営体の耕作面積は調査のた

び毎に増えている。属人調査の農業セン

サスではそうなるのである。 
	 そしてこれらの大型経営を支えるのは

常雇である。認定農業者に対する堀口研

究室のアンケート調査（認定農業者 261
戸対象の2013年調査で回収率52％、有
効回答率 49％）の集計結果だが、表 3
によると、普通作経営 23 戸の平均経営
面積は 13.1ha で農業従事家族数は 2.8
人、これに0.9人の常雇（22戸集計）が
いる。ただしその中で実習生は0.5人（21
戸）なので、0.4 人と日本人も同様に雇
用していることがわかる。大面積経営だ

が機械に依存する普通作経営なので、平

均的には家族労働が主体で常雇は補完的

である。 
	 これに対して野菜作経営99戸は平均
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6.0ha、これに農業従事家族数は普通作
と同じく 2.7人、しかし常雇は 2.7人と
家族数と同数であり、しかもこの中の実

習生は2.4人（96戸）だから大半が実習
生であることがわかる。野菜作の場合は、

平均的に家族と同じ数の常雇、それも技

能実習生に大きく依存していることがわ

かる。 

	 この点を、個々の経営体の分布を示し

た図 1 で確認すると、普通作、野菜作、
ともに耕地面積と農業従事者数との間に

ある程度の関係があることがわかる。た

だし普通作経営は機械の効用が大きいた

めに、大面積でもそれほどの従事者数の

増加ではない。これに対して、野菜作は

面積の増加が農業従事者数の急速な増加
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を必要としており、20～30haでは10人
から 15 人弱の従事者が要る。家族の農
業従事者数をはるかに上回る人数の常雇、

それを技能実習生の増加でまかなってい

るのが見て取れる。5～10ha強でも5人
から 10 人弱の従事者が必要であり、家
族従事者の数を上回る常雇、それも技能

実習生に依存している実状を見て取れる。

技能実習生がいるからこそ、それだけの

規模を維持できているといえよう1。 
	 先ず露地野菜の経営を紹介しよう。I
氏の経営は八千代町の典型的な露地野菜

兼ハウス農家であり、夫婦二人の農業従

事の労働力に技能実習生を5人雇用して
いる。そして白菜、キャベツ、施設から

のピーマン等の出荷で年1億円の売り上
げを維持している。 
	 実習生を導入したのは 98 年であり
初は2人であった。当時は5ha弱の畑面
積で、募集してもなかなか集まらないパ

ートタイマーから、敷地内のアパートに

居住し計画通りに仕事をこなしてくれる

                                            
1 結城地域農業改良普及センター技師・
遠藤優子氏によると（2013年6月1日
の地域報告会）、2012年八千代町の野菜
経営認定農業者196戸の調査結果（回答
率96%）は、雇用導入割合85%（2005
年74%）、雇用導入農家の雇用人数3.6
人（2005年2.1人）、調査農家全体の平
均労働力1戸当たり家族3名、雇用3名
の計6名、平均作付面積950a（2005年
580a）と急激な変化を明らかにした。堀
口研のアンケートと比べると大規模層も

すべて網羅した調査とみられる。 

年間雇用の実習生に漸次移行していった

のである。県の 低賃金で契約し日本人

の労働者と残業代や休日出勤手当、年休

等、すべて同じである。送り出し団体や

日本の受け入れ監理機関の費用や往復の

飛行機代などを負担し、 低賃金に残業

手当を含めて年間 150～160万円の賃金
にそれらの諸費用が乗って、実習生一人

当たり計200万円前後が農家負担である。
だが、日本人の常雇いを年間雇用で来て

もらうには 1人 300～400万円は必要に
なるので、雇用する側として 100～200
万円は助かる。一方、アパートの家賃や

光熱費は実習生が払い、食費は自分で賄

うのだが、多くの実習生は年に100万円
前後を貯金するか本国に送金できるので、

途上国からの実習生にとっては国内出稼

ぎよりもはるかに大きなメリットがある。

さらに健康保険もあるので安心だという

（なお 近の円安で中国等、受け取り国

の貨幣額では縮小しているが）。 
	 2009 年調査の時点では実習生が 4 人
に増えており、新しく増えた町外の2㏊
の借入地に対応できるようになっていた。

露地の白菜、キャベツ、ハウスのメロン

を主に年間 7 千万円の売り上げである。
8㏊（内自作地が 2㏊）の白菜とキャベ
ツの組み合わせは多くが契約栽培であり、

約束通りの毎日の確実な出荷は実習生が

いるからこそ可能であり計画的に作業が

出来ていると I農家の経営者は述べてい
た。 
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	 だがハウスの面積60aと大きいが、メ
ロンは規格が厳しいので、実習生は収穫

しメロンを並べ箱作りに専念し、あとは

すべて家族労働力の2人だけで選別・箱
詰めをこなしてきていた。が、これがき

つくなってきた。選別は、経験を積んだ、

滞在可能な 後の年の3年目の実習生に
も任せない。 
	 実習生を 近、5人に増やしているが、
ハウスではメロンを 2010 年にやめてピ
ーマンに全面的に切り替えた。ピーマン

だと出荷がコンテナのために農家段階で

選別する必要がなく、家族がメロンのよ

うに選別にかかりきりになることが避け

られるからであった。 
	 借地は町外で増えているが、ここの特

徴はすべて知り合いの肥料商の斡旋に依

存していることである。芝の跡地を紹介

してくれるが、水田・普通作農家の借地

が未だすべて従来の町内の農業委員会や

農協等の諸機関の斡旋や個人的な紹介で

行われているのとは大きな違いである。 
	 次いで、普通作の大規模経営の内、二

つの経営事例を紹介しよう。これらの経

営の拡大テンポは速く、達成された耕地

面積の大きさに驚かされる。これは、普

通作が機械による栽培可能面積が大きい

ので、例えばコンバイン等の台数を増や

すことで倍々のペースで面積増大が出来

たことが要因としてあげられる。そして

それを可能にさせたのが、水田転作の作

業委託の増加、さらには水田の全面貸付

けであり、そのことにより農地の流動化

が一気に進んだ。ただし2戸の経営に見
るように、機械の台数を倍々に増やすに

は日本人常雇が必要であるし、この難し

い人探しを成功させないと倍々の規模拡

大はできない。 
	 まず水田を主に規模拡大を行って来た

IG経営を紹介しよう。2013年の時点で、
経営耕地規模は、米作付の 35 ㏊、借地
で転作している 20 ㏊、作業受託で転作
を引き受けている30㏊、計85㏊になる。
これ以外に畑 5-6㏊が加わる。この内、
自作地は 4 ㏊のみである。なお転作 50
㏊は麦の後に大豆30㏊ないしそば20㏊
を作付するので、延べ作付面積は135㏊
の大きさになる。借地は米も栽培する水

田と一体で借りているので、転作もこち

らで行う。作業受託の転作は従来からの

仕組みのものであり、この委託を含め貸

す相手は150-160人、すべて町内であり、
その斡旋は農業委員会や農協、地縁組織

である。八千代町の野菜経営の規模拡大

が他市町村に展開する過程で、斡旋農地

は民間の肥料商経由になっているのとは

異なる。バブルの時代につくば市など、

畑に芝が植えられ土を付けての芝の掘り

取り・出荷が一般化して、多くの農家が

畑の経営から手を引き始めた。そしてそ

の後のバブルの崩壊後に、そうした畑が

貸付けに出るようになり、そこに肥料を

納入してきた肥料商が畑の斡旋を広げて

きた経緯があるからである。これに対し
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て、水田の斡旋は従来型である。 
	 ほ場の数は、水田 35㏊が 130枚、麦
50㏊は 550～560の筆数になるという。
数の多さは分散の激しさを物語るものに

なろう。このほ場を、世帯主、経営権が

委譲された長男、そして常雇いの日本人

男性二人（60歳と40数歳）の計4人で
まかない、技能実習生は雇用していない。

機械の運転のためには日本人が必須で、

稲刈りの時は周辺の作業に臨時労働力 3
人がその時期に雇用される。この労働力

編成であれば、経営耕地面積として、米

50㏊、麦とそのあと作の50㏊、の計100
㏊は可能だという。普通作経営は労働力

を確保できるならば、機械の台数を増や

すことで面積をさらに大きくすることが

可能なのである。 
	 なお法人化のメリットはまだないとし

て、この経営は従来の個人事業主の形で

ある。 
	 他方、SK 経営は普通作で規模拡大を
遂げた農場だが、水田以外に畑の割合が

多いのが特徴である。水田がベースだが、

規模拡大のメリットを麦、大豆で得るた

めには、拡大の対象を畑にも広げた。畑

作では野菜作の規模拡大が先行していた

が、野菜の連作が続いた畑を普通作に貸

すことで地力対応を考える経営が増えて

来たからである。 
	 受託を含めた経営耕地面積は 2010 年
時点で 105.2㏊（その内、畑が 40㏊）
であり、自作地2.4㏊、借地58.8㏊（そ

の内、水田借地18.8㏊）、受託44.0㏊と
なっている。作付は、米20.0㏊（自作と
水田借地の計であり米の裏作は行ってい

ない）、受託の 44.0㏊と畑を使っての麦
（小麦と大麦と半々）60㏊、転作麦の後
の大豆が 25-30㏊、他にそば 15-20㏊、
ねぎ1.3㏊となり、延べ耕作面積は121.3
－131.3㏊になる。このSK経営は、200
枚に分散するほ場を、夫婦二人、日本人

雇用者3人、技能実習生3人の合計8人
で管理している。特徴は経営面積の半分

弱を占める畑があり、しかも畑を麦や大

豆等の普通作で対応して、野菜作はねぎ

だけである。さらに上記以外に純粋の作

業受託として稲刈り120㏊も受けていて、
3 台のコンバインを一斉に運転するよう
に機械を操作する日本人が3人必要だと
している。これに加え、5 年前から雇用
し始めた技能実習生は3人と、毎年1名
が上限の 3年間働いて帰国し代わりに 1
名を雇用する形で常時3名が働くが、ネ
ギや施設内の仕事等、多様な仕事に従事

している。日本人が一人年間300-350万
円支払うのに対して、技能実習生は賃金

（ 低賃金だけなら年間168万円だがこ
れ以外に残業手当、そして管理団体等へ

の支払いを入れると、農家は一人200万
円の負担）も相対的に低く、道路での運

転はできないが、大事な戦力だとしてい

る。他の普通作が技能実習生をそれほど

多く雇用しないのに比べて、この経営が

多いのは畑や施設内の仕事が多いための
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ように思われる。経営面積に占める畑の

多さがそうした状態を生んでいるといえ

よう。 
	 地代は、水田では米価が 1.9万円に下
がった時に現物小作料を導入し、長く反

当り 4万円だったものを 4袋（2俵）と
してこの時は 2.6万円水準と認識してい
た。その時の標準小作料が 2.1万円とこ
ちらが高く払っているが、この額を妥当

と考えて払っていた。畑は1万円である。
この経営は 2014 年時でも規模に大きな
変化はないが、水田の小作料を3袋に減
額していて150人の地主には了解を得て
いるとのことであった。 
	 2014年には企業開発の稲の品種・F１
の「みつひかり」を米穀卸から紹介され

て導入し、大手牛丼店に納めることにな

っており、反当15俵を期待している（実
際の収穫は台風が来る予想で予定より早

く刈ったので13.5俵）。種を毎年購入（反
当３㎏で 1.2万円）することになるが、
米の納め価格がその時のコシヒカリの１

俵当たり1千円安なので採算が合うとし
ていた。米価が全般に低下気味な情勢の

中で、業務需要への直接販売を取り入れ、

収入を安定化させようとしている。 
 
4.確実な農業短期外国人労働者の確保と

そのためのコスト 

	 長期経営戦略を練る農業経営が、 低

賃金を支払い労働基準法を守って積極的

に技能実習生を導入し、そのことが一段

の経営展開を可能にしている状況を茨城

県下の動きで説明してきた。 
	 労基法では農業は法定による労働時間

の定めや休日・休憩の定めがなく、また

割増賃金は深夜労働以外、不要となって

いて、農業の特殊性を考慮している。が、

農水省の指導で、技能実習生には労基法

の適用が行われ、労働時間、休憩時間、

法定休日、さらには割増賃金の仕組みが

適用されている。 
	 パートタイマーと異なり技能実習生に

よる年間雇用は年間の安定した経営計

画・栽培出荷のために必須であり、それ

が経営をさらに展開させ、好循環がみら

れる。そしてより一層の大型化に対応し

て、単純労働力の技能実習生を管理し公

道での運転も担う熟練労働力の日本人を

同時に雇用する大型経営が現れている。

すなわち雇用主体の農業経営の展開が見

られるのである。ただ大規模経営で労基

法適用の技能実習生と適用外の日本人を

同時に雇用している実態なので、それが

労働者間の問題にならないようにする配

慮が経営者に求められている。 
	 そして実習生の安定的確保に、往復運

賃の負担だけではなく、相手国の送り出

し団体と組んで来日予定の実習生に、制

度が求める期間よりも長期の日本語や農

業等の研修を提供する方向に動き出す受

け入れ農家・法人や受け入れ団体（監理

団体）が、例えば香川県、出始めている。

研修が十分でない場合はコミュニケーシ
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ョン不足によるトラブルや失踪等のケー

スが起きやすい。特に少ない実習生だけ

で同じように少人数の家族経営に入る場

合、コミュニケーション不足でトラブル

が起きやすい側面がある。他方、少ない

人数で農家に入った場合、日本語しか使

えないので学習がかえって進み、大規模

な職場よりも実習生と雇用者とがより親

しい関係になることが多いのも事実であ

る。 
	 ただし制度が要求する以上の期間で日

本語や他の研修を来日前に行う場合、雇

用者側の費用が発生するので、日本人雇

用と場合と比べて、賃金格差のメリット

の縮小は考えられる。 
	 今後の技能実習生の増加は、指定職種

の拡大や滞在期間の長期化という制度の

変化も考えられ、確実であろう。また来

日前の、より充実した研修は、日本での

スムーズな仕事の着手につながり、生産

性があがる雇用者側のメリットがあるこ

とも指摘しておきたい。事前費用がかか

るものの、農業に特有な多種の仕事や指

示を正確に彼らが理解することを、雇用

者は期待できるからである。また技能実

習生の研修も進み、日本農業の仕組みや

労働の取り組み方等を体験することが出

来て、広い意味での技術移転がなされよ

う。 
	 送り出し先は、賃金水準が上昇した中

国のような国から他の途上国にシフトす

るなど、新たな労働力供給源を求める動

きは今後も継続するであろう。外国人の

単純労働力を求めて技能実習生に依存し、

これを拡大させる傾向は確実に続くもの

と思われ、そのことがさらなる大型経営

の展開に結び付いていることを確認して

おきたい。（本稿は 2015年 11月 7日に
開かれた農業問題研究学会秋季大会の

「常雇依存傾向を強める大型農業経営―

年間雇用契約下の外国人労働力（技能実

習生）の大きさと役割―」の分科会で堀

口が報告した内容に手を加えたものであ

る） 
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第 2 章 

 

農家における家族構成と労働力雇用 

————2010 年農林業センサス個票の分析結果———— 

 
早稲田大学社会科学部 

教授	 	 小島 宏 
（研究分担者） 

 
1.はじめに 

	 近年、2010 年農林業センサスで、
農家における常雇い・臨時雇いが増

加していることが明らかになり、特

に一部の県では常雇いの一部が外国

人技能実習生の増加によるものであ

ることが指摘されているが(例えば、
Ando and Horiguchi 2013, 松 久 
2013,軍司・堀口 2014)、すでに 2005 
年農林業センサスでの常雇い増加に

ついても同様の指摘がなされていた

(安藤 2008,松久 2009)。また、松久
(2013: 93)によれば、2005年農林業セ
ンサスから常雇いが特に増えた農家

は「家族労働力+α」の経営体であり、
家族規模・構成の変化が影響を与え

ていることが窺えるし、臨時雇いの

増加についても同様な可能性がある。 
	 1980 年農林業センサスまで常雇い
も臨時雇いも減少の一途を辿ってい

たが、1985 年農林業センサスでその
ような減少傾向が反転して常雇いと

臨時雇いを 300 人以上雇用する農家
が増加し、そのような増加傾向が

1990 年農林業センサスでも続いてい
たことは指摘されていた(梶井 1991: 
65)。また、増加率が高いのは耕地規
模が大きい農家、施設園芸農家、東

海・南関東地方の農家ということが指

摘されていたが(梶井 1991: 65-66)、
近年、 外国人技能実習生を受け入れ
ている農家の属性とされているもの

と一致しているように思われる。しか

し、当時は農業分野において外国人技

能研修生・技能実習生の受け入れが認

められようになる前のことであるか

ら、多くの場合は日本人の常雇い・臨

時雇い(例えば、今井 1991)が増加傾
向にあったということであろう。 実

際、同じ年鑑の「外国人労働者問題」

と題された囲み記事では農業分野で

の外国人技能研修生・実習生の受け

入れには厚い壁があることが指 摘 さ

れていた(日本農業年鑑刊行会 1991: 
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235)。 
 同じ年鑑の 1990 年センサスの分析
の中で、中国地方に「ウィークエン

ド・ファーマー」が多いことも指摘

されていた。これは道路交通網の発達

によってあとつぎ(後継者)が必ずしも
同居せずに農業を継続するというも

の で、他出したあとつぎが農業に従

事した農家の割合が全国平均で 4.3%
であるが、山陽(9.5%)、南九州(7.2%)、
山陰(5.8%)の3地域で特に高いとのこ
とである(満永・安倍 1991:77-78)。こ
れらの地域は宇佐美 (1992:224)の 
1990 年センサスによる家族構成の
分析において「西日本型」「南方型」

と分類された地域で二世代夫婦の同

居率が低く、同居あとつぎがいない農

家が多数派を占める地域である。こ

のような非同居あとつぎによる農 業

従 事は以前の農林業センサスでは

「手伝い」とされていたが、2010 年
センサスでは「臨時雇い」に含まれる

ようになったため、2010 年センサス
における「臨時雇い」の増加には非

同居あとつぎ等の手伝いの分の追加

が寄与している可能性もある。 
	 実際、2010 年世界農林業センサス
調査票(「農林業経営体調査票」)にお
いて、農業労働力は過去 1年間に農業
経営のために「常雇い」した人と「臨

時雇い」した人(手伝いを 等を含む)
に分けられ、男女別の実人数と従事日

数の合計が尋ねられている。後者の手

伝い等については「農業研修生、手間

替え、ゆい(労働交換)」のほか、世帯
から離れて住んでいる子ども等 の 手

伝いを含みます」と注記されている。

しかし、2005 年以前の農林業センサ
スにおいては「臨時雇い」と「手伝

い等」が分けられており、それが統

合されたため、臨時雇いを受け入れ

ている農家の性格がはっきりしなく

なったと指摘されている (松久
2013:91) 。  それでもどのような属
性、特に家族構成に関する属性をも

つ農家が「臨時雇い」を受け入れて

おり、「常雇い」を受け入れている

農家とどのように異なるかを明らか

にする意義 はあろう。これは松久
(2012: 97-98)が 2005年から 2010年
にかけて「常雇い」が増える 中で、
男子の割合が高まることと、2010 年
において農家の男女年齢別構成によ

って「常雇い」を受け入れる割合と

その男女構成が異なることを指摘し

ているためでもある。ま た、筆者は
かつて農業と家族の関係を研究して

いたし(例えば、小島 1981, ブルデュ
ー/ 丸山・小島・須田訳 2007)、雇用
と家族の関係も研究してきたし(例え
ば、小島 1995a, 1995b, 2009)、 近

は農業分野の外国人技能実習生の研

究 も 開 始 し て い る ( 小 島 
2015a,2015b)。そこで、本稿では 
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2010 年農林業センサスの個票データ
に多変量解析の手法を適用し、農家に

おける男女別労働力(常雇い・臨時雇
い)雇用の家族構成関連要因を明らか 
にしたい。 
 
2.既往研究 

	 農家家族に関する研究で世帯員の

就業に触れた研究は 近でもある(例
えば、佐藤 2007,堤 2009,渡辺 2009)
が、農業の「雇用」労働力との関係

を扱ったものはほとんどない。わずか

に、石原(1996:173)が他出あとつぎの
農業従事日数に触れ、熊谷(1996:17, 
1998:82, 93)が農家男女の生活時間の
一部として「他家手伝い」に触れ、佐

藤 (2014: 222)が「手間」不足の茶生
産高齢者世帯への支援という形で

「臨時雇い」に触れているのが目に

付くだけである。佐藤の研究からは高

齢の単独世帯等での「臨時雇い」の受

け入れ (以下においては「雇用」とい
うことばを用いる )が多いという可能
性が窺われる。 
	 他方、農業経済学的研究のうち、田

畑(1993)は高齢農家の農業・農地維持
のために「町外に転出した子弟が手伝

いに来る」が大きなウェートを占め

ると指摘している。実際、1990 年農
林業センサスによれば、「農業に従

事した他出あとつぎのいる農家の割

合は全国で 4%であり、沖縄 11%、山

陽 10%、南九州 7%となっている」(田
畑 1993: 87)とのことである。しかし、
前述の通り、満永・安倍(1991: 77-78)
による 1990 年センサスの集計結果は
全国平均が 4.3%で沖縄以外について
はより正確な数値で、山陽 9.5%、南
九州 7.2%で高く、北海道・南関東 1.8%、
北関東 2.4%、東北 2.7%で低いことを
示している。また、高橋(1992: 25-26)は
他出あとつぎが農業従事した割合が

高い農家は 60 歳以上の男子専従者が
いる農家や農業専従者が女子だけの

農家であることを示している。従って、 
高齢の夫婦世帯(ないし夫婦片親世帯)
や単独世帯で「臨時雇い」の雇用が

多いという可能性がある、同じ報告

書で前述の宇佐美(1992)は 1990 年セ
ンサスに基づいて家族構成や他出あ

とつぎの地域差について詳細に論じ

ているものの、他出あとつぎの農 業

労 働 供 給については論じていない

が、やはり同様の可能性が示唆され

る。 
	 千田(1971: 261)は稲作農家に焦点を
合わせているが、1965年以降、家族構
成が単純化したにもかかわらず、家族

労作化が進む一方、他人労働力の導入

の大部分が臨時雇い・ 労働力交換で
あるのは、省力的な労働材料・用具・

施設の開発・利用によると指摘して

いる。同時に、従来の農業季節的移

動労働力の主要供給県自体内でも、
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女子労働力移動の増加が目立つのは、

農業労働力の全体的縮小に伴う女性

化・高齢化の一方で、東北・北陸・ 北
九州などの労働力の主要供給地域に

おける稲作経済の著しい進展によ

り、地元雇用力が 顕著に上昇したこ
とにもよるとも指摘しており、すで

に高度経済成長初期からのちに田畑 
や梶井が指摘するような変化の兆し

があったことを示唆しているし、高齢

の夫婦世帯(ないし夫婦片親世帯)や単
独世帯で「臨時雇い」の雇用が多い

という可能性が窺われる。 
	 近 年、雇用労働力に関する研究が

増加傾向にあり、家族構成との関係

を論じるものもある。 前 述 の 松 久

(2013: 98)は 2010年農林業センサスの
集計結果から 60 歳未満の男女世帯員
を抱えるような、若い家族労働力が

確保されている農家が常雇いを雇用

する傾向があり、特に男子常雇いを

雇用する傾向が強まっていると指摘

している。ここからは二世代世帯・

三世代世帯の農家で「常雇い」の雇用

が多いという可能性が示唆される。 
	 小島 (2015a)による外国人技能実習
生が多いとされる 6 道県(北海道、茨
城県、千葉県、長野県、愛知県、熊本

県)の販売農家(販売額 50 万円未満を
除外)を対象とする常雇いの関連要因
に関する  2010 年農林業センサス個
票のゼロ可変ポワソン(ZIP)分析結果

によれば、販売額をコントロールす

ると家族構成の効果が小さくなるも

のの、全道県で同居配偶者がいると

男性常雇い雇用に負の効果があり、

熊本県では女性常雇い雇用にも負の

効果がある。北海道で同居男子が 1
人ないし 2 人以上いると男性常雇い
雇用に正の効果があり、千葉県では

同居男子が 2 人以上いると女性常雇
い雇用に正の効果があるものの、熊

本県では負の効果があり、長野県で

は同居男子が 1 人いると女性常雇い
雇用に負の効果が ある。北海道では
同居女子が 2 人以上いると男性常雇
い雇用に負の効果があるものの、愛

知県と熊本県では同居女子が 1 人い
ると男性常雇い雇用に正の効果があ

るが、千葉県では同居女子が 2 人以
上いると女性常雇い雇用に正の効果

がある。 
	 北海道では同居の父親がいると男

女 の 常 雇 い雇用に負の効果がある

が、茨城県では同居の父親がいると

男性常雇い雇用に負の効果があり、

千葉県と熊本県では女性常雇い雇用

に  負の効果がある。北海道と愛知県
では同居の母親がいると男性常雇い

雇用に負の効果があり、千葉県と熊

本県では男女の常雇い雇用に負の効

果があるが、茨城県と長野県では同

居の母親がいると女性常雇い雇用に

正の効果がある。北海道と愛知県で
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は子の配偶者が同居すると女性常雇

い雇用に正の効果がある。北海道で

は男性の孫が同居すると女性常雇い

雇用に負の効果があり、女性の孫が同

居すると男女の常雇い雇用に負の効

果があるが、愛知県でも女性の孫が

同居すると男性常雇い雇用に負の効

果がある。北海道では非同居後継者 
がいると男女の常雇い雇用に正の効

果があり、長野県でも男性常雇い雇

用に正の効果がある。以上のように 6
道県において各種世帯構成員の有無

に関する変数が有意な効果をもつ場

合は比較的少ないが、生産する農産物

によるためか、その効果の方向は一貫

しているとは限らない。各種世帯構成

員の有無の臨時雇い雇用に対する効

果は茨城県以外の 5 道県では負の場
合が多いが、やはり効果の方向は一貫

しているとは限らないし、常雇い雇

用に対する効果と逆方向の効果をも

つ場合もあるため、解釈が難しい。 
	 他方、小島(2015b)による外国人技能
実習生が多いとされる 6道県(北海道、
茨城県、千葉県、長野県、愛知県、熊

本県 )、外国人農業就業者比率が高い
3県(群馬県、徳島県、香川県)、農村に
外国出身配偶者が多いと思われる 3
県(宮城県、山形県、福島県)の全販売
農家を対象とする 2010 年農林業セ
ンサス個票の常雇い雇用の関連要因

に関する ZIP 分析結果によれば、茨

城県、千葉県、長野県、愛知県、群馬

県、徳島県、山形県で単独世帯(追加
された家族構成関連要因)であること
は常雇い(男女総数)雇用に対して正の
効果をもつ。茨城県、熊本県、群馬

県、香川県では同居配偶者がいると

常雇い雇用に負の効果がある。北海

道と徳島県では同居男子が 1 人ない
し 2 人以上いると常雇い雇用に正の
効 果があり、千葉県と香川県では同

居男子が 2 人以上いると正の効果が
あるが、長野県、宮城県、山形県で

は同居男子が 1 人いると常雇い雇用
に負の効果があり、福島県では同居

男子が 2 人以上いると負の効果があ
る。北海道、愛知県、山形県、福島県

では同居女子が 2 人以上いると常雇
い雇用に負の効果があり、宮城県と

福島県では同居女子が 1 人いると負
の効果があるが、千葉県と群馬県で

は同居女子が 2 人以上いると常雇い
雇用に正の効果があり、愛知県、熊

本県、群馬県では同居女子が 1 人い
ると正の効果がある。従って、愛知県

では同居女子の数が 1人から 2人以上
になると常雇い雇用に対する効果が

正から負へと逆転する。 
	 北海道、熊本県、群馬県、福島県

では同居の父親がいると常雇い雇用

に負の効果がある。北海道、千葉県、

愛 知 県、熊本県、群馬県、香川県で

は同居の母親がいると常雇い雇用に
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負の効果があるが、長野県では正の

効果がある。北海道、群馬県、宮城

県では子の配 偶者が同居すると常雇
い雇用に正の効果があるが、茨城県

と徳島県では負の効果がある。熊本

県では男性の孫が同居すると常雇い

雇用に負の効果があるが、宮城県で

は正の効果がある。北海道、愛知

県、香川県では女性の孫が同居する

と常雇い雇用に負の効果がある。北

海道、群馬県、徳島県、宮城県では

非同居後継者がいると常雇い雇用に

正の効果がある。 
	 臨時雇い雇用に対する家族構成関

連変数の影響についてみると、愛知

県では単独世帯であることが臨時雇

い雇用に対して負の効果をもつが、

熊本県、群馬県、香川県、宮城県、

山形県では正の効果をもつ。千葉

県、長野県、徳島県、山形県、福島

県では同居配偶者がいると臨時雇い

雇用に負の効果があるが、愛知県で

は正の効果がある。茨城県では同居

男子が 1 人いると臨時雇い雇用に正
の効果があり、群馬県では有意な効

果がみられないが、  他の道県では負
の効果がある。徳島県と宮城県では

同居男子が 2 人以上いると臨時雇い
雇  用に正の効果があるが、千葉県、
愛知県、熊本県、山形県、福島県で

は負の効果がある。有意な効果がみ

られない茨城県、熊本県、群馬県を

除く道県では同居女子が 1 人いると
臨時雇い雇用に負の効果がある。茨

城県、長野県、熊本県、徳島県、香

川県では同居女子が 2 人以上いると
臨時雇い雇用に正の効果があるが、

北海道、千葉県、愛知県、宮城県、

山形県では負の効果がある。 
	 北海道、茨城県、徳島県、山形

県、福島県では同居の父親がいると

臨時雇い雇用に正の効果があるが、

長野県、愛知県、熊本県、香川県、

宮城県では負の効果がある。熊本県、 
香川県、宮城県では同居の母親がい

ると臨時雇い雇用に正の効果がある

が、北海道、茨城県、千葉県、長野

県、愛知県、群馬県、福島県では負

の効果がある。北海道、茨城県、千

葉県、長野県、愛知県、福島県では

子の配偶者が同居すると臨時雇い雇

用に負の効果があるが、群馬県と香

川県では正の効果がある。正の効果

がある愛知県と有意な効果がない熊 
本県と宮城県を除く道県では男性の

孫が同居すると臨時雇い雇用に負の

効果がある。千葉県、長野県、愛知

県、宮城県、山形県では女性の孫の

同居も臨時雇い雇用に対して負の効

果をもつが、熊本県、徳島県、福島

県では正の効果をもつ。北海道、熊

本県、群馬県、徳島県、山形県、福

島県では非同居後継者がいると臨時

雇い雇用に正の効果があるが、千葉
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県、長野県、愛知県、香川県では負

の効果がある。 
	 外国人技能実習生が多いと言われ

る 6 道県全体として単独世帯である
ことは常雇い雇用に対して正の効果

をもつ傾向があり、各種の家族構成

員が同居すると常雇い雇用に負の効

果があるという傾向がある程 度みら

れるし、例外も多いものの、非同居

後継者がいると正の効果があるとい

う傾向もみられる。また、6道県全体
として単独世帯であることは臨時雇

い雇用に対して正の効果をもつとい

う傾向はあまり明瞭ではないもの

の、各種の家族構成員が同居すると

臨時雇い雇用に負の効果があるとい

う傾向がより明瞭にみられるが、例

外もあるし、非同居後継者がいると

正の効果がある道県と負の効果があ

る県がある。 
	 筆者による以上の二度にわたる 
2010 年農林業センサス個票の分析結
果は外国人構成比等の常雇い・臨時雇

いの雇用に対する影響を明らかにす

るためのモデルによるものであ り、
分析対象も農業分野に外国出身者が

比較的多い道県に限定されていた。

そこで、本稿では 47 都道府県に当て
はまるモデルで家族構成の常雇い・臨

時雇いの雇用への影響を明らかにす

ることを試みる。 
 

3.データ・分析方法 

	 本稿で分析するデータは目的外利

用を許可された 2010 年農林業セン
サスの全販売農家についての個票で

ある。全国についてはケース数が非

常に多い(1,631,204 件)ため、都道府
県別に分析を行う。被説明変数として

は男女別常雇い・臨時雇いの雇用人数

を用いる。具体的には、常雇いと臨

時雇いのそれぞれについて男女いず

れかの雇用人数、男性のみの雇用人数、

女性のみの雇用人数、男女両方の雇用

人数を被説明変数とする。表 1に示さ
れた通り、常雇いを雇用する農家は

非常に少数で、平均雇用人数も少な

く、常雇い雇用人数がゼロという農

家が大多数である。臨時雇いを雇用

する農家はそれよりは多いし、平均

雇用人数も多いが、北海道を除き、

やはり雇用人数がゼロという農家の

方が多い。 
	 そこで、本稿の分析ではゼロの割

合が大きい計数データを被説明変数

として関連要因を分析するのに適し

たゼロ可変モデルを用いる。当初は

ゼロ可変ポワソン(ZIP)モデルを使う
予定であったが、平均と分散が等し

いという強い仮定を置かないゼロ可

変非負 2 項(ZIMB)モデルを用いるこ
とにした。固定効果を表す説明変数と

しては表 1(a~b)に 都道府県別の度数
分布が示された 初の 7 種類の世帯
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構成(「単独」、「夫婦のみ」「夫婦と子」
「片親と子」「夫婦両親」「夫婦片親」

「三世代」vs.「その他」)と非同居後継
者有りのダミーを用い、コントロール

変数としては世帯主の性別(女性 vs.
男性)・年齢階級(50~54歳、55~59歳、
60~64歳、65~69歳、70~74歳、75~79
歳、80歳以上 vs.50歳未満)と農業地
域分類(都市的地域、中間農業地域、
山間農業地域 vs.平地農業地域) を用
いた。ランダム効果を表す変数とし

て販売額 13区分(15万円未満、15~50
万円未満、50~100万円未満、100~200 
万円未満、 200~300 万円未満、
300~500万円未満、 500~700万円未
満、700~1000万円未満、1000~1500
万円未満、1500~2000 万円未満、
2000~3000万円未満、3000万円以上
vs.販売なし)を用いて層化した。 
	 表 1(a~b)には都道府県別に説明変
数の分布と被説明変数の度数分布・平

均値のほか、販売農家数、平均世帯主

年齢、平均販売額、平均世帯規模が

示されている。平均世帯規模は西日

本で小さい傾向があり、特に鹿児島

県・沖縄県で小さい。これは宇佐見

(1992)が示した  1990 年農林業セン
サスに基づく結果と類似している。

また、単独世帯・夫婦のみ世帯は中

四国・九州、特に鹿児島県・沖縄

県、広島県・山口県で多く、夫婦と子

世帯は関 東、鹿児島県・沖縄県で多

い。三世代世帯は東北、関東、北陸

で多いが、これらの結果も 1990年農
林業センサスの分析結果と類似して

いる。平均販売額は北海道で抜 群 に

大きい。 
	 被説明変数の常雇い雇用人数につ

いては外国人技能実習生が多いと言

われる道県と沖縄県で多い。臨時雇

い雇用人数も同様な道県のほか、外

国出身配偶者が多いと思われる県で

多い。後者には米作地帯が多いこと

から、非同居親族による「手伝い」

や「ゆい」が多いためかもしれない。 
 
4.分析結果 

	 以下においては、表 2(a~d)により
男女別常雇いの雇用人数と男女別臨

時雇いの雇用人数に対する農家の世

帯構成(単独世帯、夫婦のみ世帯、夫
婦と子世帯、片親と子世帯、夫婦両親

世帯、夫婦片親世帯、三世代世帯 vs.
その他世帯)と非同居後継者有りの影
響を検討する。 
 
	 4.1.常雇い雇用人数に対する家族

構成関連要因の影響 
	 まず、表 2(a~d)上段に示された常雇
い雇用人数に対する各家族構成関連

要因の影響を検討することにする。

農家が単独世帯であることは男女い

ずれかの常雇い雇用に対してほとん

ど有意な効果をもたず、沖縄県のみ
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で有意な正の効果をもつ。同様に、

男性のみの常雇い雇用に対して茨城

県と沖縄県のみで有意な正の効果を

もち、女性のみの常雇い雇用に対し

て高知県のみで有意な正の効果をも

つ。農家が単独世帯であることは男

女両方の常雇い雇用に対して新潟県

と兵庫県では有意な正の効果をもつ

が、京都府のみで有意な負の効果を

もつ。 
	 農家が夫婦のみ世帯であることは

男女いずれかの常雇い雇用に対して

北海道、群馬県、埼玉県、千葉県、

愛知県、和歌山県、愛媛県、福岡

県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児

島県で有意な負の効果をもつ。同様に、

男性のみの常雇い雇用に対して北海

道、青森県、群馬県、山梨県、和歌

山県、愛媛県、大分県、宮崎県、鹿

児島県で有意な負の効果をもつ。農

家が夫婦のみ世帯であることは女性

のみの常雇い雇用に対して宮城県で

は正の効果をもつが、群馬県、埼玉

県、千葉県、岐阜県、愛知県、和歌

山県、福岡県、宮崎県、鹿児島県で

は負の効果をもつ。男女両方の常雇

い雇用に対して鳥取県では正の効果

をもつが、群馬県、千葉県、愛知

県、三重県、奈良県、愛媛県、福岡

県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県では

負の効果をもつ。 
	 農家が夫婦と子世帯であることは

男女いずれかの常雇い雇用に対して

北海道、岩手県、群馬県、埼玉県、

東京都、岐阜県、愛知県、大阪府、

佐賀県、大分県、鹿児島県で有意な

負の効果をもつ。同様に、男性のみ

の常雇い雇用に対して北海道、岩手

県、宮城県、群馬県、千葉県、東京

都、山梨県、岐阜県、佐賀県、大分

県、鹿児島県で有意な負の効果をも

つ。農家が夫婦と子世帯であること

は女性のみの常雇い雇用に対して北

海道、山形県、埼玉県、愛知県、奈

良県、佐賀県、熊本県で有意な負の

効果をもつ。男女両方の常雇い雇用

に対して愛知県と大分県で有意な負

の効果をもつ。 
	 農家が片親と子世帯であることは

男女いずれかの常雇い雇用に対して

鹿児島県のみで有意な負の効果をも

ち、女性のみの常雇い雇用に対して

埼玉県のみで有意な負の効果をもつ 
が、男性のみの常雇い雇用に対して

はいずれの都道府県でも有意な効果

をもたない。農家が片親と子世帯で

あることは男女両方の常雇い雇用に

対して茨城県のみで有意な正の効果 
をもつ。 
	 農家が夫婦両親世帯であることは

男女いずれかの常雇い雇用に対して

福島県のみで有意な正の効果をもつ

が、北海道、千葉県、愛知県、和歌山

県、島根県、岡山県、徳島県、熊 本
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県、大分県、宮崎県では有意な負の効

果をもつ。男性のみの常雇い雇用に対

して北海道、愛知県、徳島県、高知

県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児

島県で有意な負の効果をもつ。農家

が夫婦両親世帯であることは女 性 の

みの常雇い雇用に対して福島県と新

潟県では有意な正の効果をもつが、

北海道、千葉県、愛知県、和歌山

県、岡山県、熊本県、大分県では有

意な負の効果をもつ。男女両方の常

雇い雇用に対して山梨県と広島県で

は有意な正 の効果をもつが、愛知県
と徳島県では有意な負の効果をもつ。 
	 農家が夫婦片親世帯であることは

男女いずれかの常雇い雇用に対して

福島県のみで有意な正の効果をもつ

が、北海道、青森県、群馬県、富山

県、愛知県、和歌山県、熊本県、大

分県では有意な負の効果をもつ。男

性のみの常雇い雇用に対して北海

道、青森県、岩手県、宮城県、群馬

県、千葉県、富山県、山梨県、愛知

県、島根県、岡山県、広島県、長崎

県、熊本県、大分県では有意な負の

効果をもつ。農家が夫婦片親世帯で

あることは女性のみの常雇い雇用に

対して福島県のみで有意な正の効果

をもつが、北海道、群馬県、愛知

県、和歌山県、熊本県、大分県では

有意な負の効果をもつ。男女両方の

常雇い雇用に対して京都府と沖縄県

では有意な正の効果をもつが、北海

道、青森県、群馬県、愛知県、福岡

県では有意な負の効果をもつ。 
	 農家が三世代世帯であることは男

女いずれかの常雇い雇用に対して茨

城県のみで有意な正の効果をもつ

が、北海道、愛知県、和歌山県、愛

媛県、大分県、宮城県、鹿児島県で

は有意な負の効果をもつ。男性のみ

の常雇い雇用に対して茨城県のみで

有意な正の効果をもつが、北海道、

岩手県、愛知県、和歌山県、高知

県、佐賀県、熊本県、大分県、宮崎

県、鹿児島県では有意な負の効果を

もつ。農家が三世代世帯であること

は女性のみの常雇い雇用に対して宮

城県のみで有意な正の効果をもつが、

北 海 道、千葉県、和歌山県、大分県

では有意な負の効果をもつ。男女両

方の雇用に対して北海道、愛知県、

大分県では有意な負の効果をもつ。 
	 他方、農家に非同居後継者がいる

ことは男女いずれかの常雇い雇用に

対して北海道、秋田県、群馬県、埼

玉県、石川県、福井県、静岡県、岡

山県、福岡県、宮崎県、鹿児島県で

は有意な正の効果をもつが、岩手県

のみで有意な負の効果をもつ。男性の

みの常雇い雇用に対して北海道、青森

県、群馬県、埼玉県、神奈川県、石

川県、静岡県、岡山県、福岡県、宮

崎県、鹿児島県では有意な正の効果
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をもつ。農家に非同居後継者がいる

ことは女性のみの常雇い雇用に対し

て北海道、秋田県、群馬県、埼玉

県、石川県、岡山県では有意な正の

効果をもつが、岩手県のみで有意な

負の効果をもつ。男女両方の常雇い

雇用に対して北海道、群馬県、埼玉

県、石川県、岡山県では有意な正の

効果をもつが、鳥取県のみで有 意 な

負の効果をもつ。 
 
 4.2.臨時雇い雇用人数に対する家

族構成関連要因の影響 

	 次に、表2(a~d)下段に示された臨時
雇い雇用人数に対する各家族構成関

連要因の影響を検討することにす

る。農家が単独世帯であることは男

女いずれかの臨時雇い雇用に対して

宮城県、埼玉県、千葉県、神奈川

県、新潟県、福井県、長野県、大阪

府、兵庫県、和歌山県、広島県、香

川県、長崎県、鹿児島県では有意な

正の効果をもつが、青森県、東京

都、佐賀県、沖縄県では有意な負の

効果をもつ。男性のみの臨時雇い雇

用に対して多くの府県では有意な正

の効果をもち、東京都のみで有意な

負の効果をもつが、北海道、青森県、

富山県、石川県、山梨県、三重県、京

都府、奈良県、鳥取県、徳島県、福

岡県、佐賀県、沖縄県では有意な効

果をもたない。農家が単独世帯であ

ることは女性のみの臨時雇い 雇用に
対して宮城県、茨城県、埼玉県、千

葉県、新潟県、福井県、長野県、大

阪府、和歌山県、広島県、香川県、

長崎県、鹿児島県では有意な正の効

果をもつが、青森県、愛知県、佐賀

県、沖縄県では有意な負の効果をも

つ。男女両方の臨時雇い雇用に対し

て福井県のみで有意な正の効果をも

つが、北海道、青森県、栃木県、静

岡県、徳島県、佐賀県、沖縄県では

有意な負の効果をもつ。 
	 農家が夫婦のみ世帯であることは

男女いずれかの臨時雇い雇用に対し

て岩手県、秋田県、茨城県、千葉

県、新潟県、福井県、長野県、愛知

県、香川県では有意な正の効果をも

つが、青森県、東京都、静岡県、京

都府、鹿児島県では有意な負の効果

をもつ。男性のみの臨時雇い雇用に

対して岩手県、茨城県、栃木県、新

潟県、福井県、愛知県、香川県、大

分県では有意な正の効果をもつが、北

海道、青森県、群馬県、東京都、静岡

県、京都府、 宮崎県、鹿児島県では有
意な負の効果をもつ。農家が夫婦の

み世帯であることは女性のみの臨時

雇い雇用に対して岩手県、宮城県、秋

田県、福島県、茨城県、千葉県、新潟

県、福 井県、愛知県、香川県、福岡
県では有意な正の効果をもつが、青森

県、岐阜県、静岡県、 奈良県、徳島
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県、鹿児島県では有意な負の効果を

もつ。男女両方の臨時雇い雇用に対

して岩手県、宮城県、茨城県、千葉

県、神奈川県、新潟県、長野県、愛

知県では有意な正の効果をもつが、

青森県、栃木県、群馬県、岐阜県、

静岡県、徳島県、鹿児島県では有意

な負の効果をもつ。 
	 農家が夫婦と子世帯であることは

男女いずれかの臨時雇い雇用に対し

て愛知県のみで有意な正の効果をも

つが、北海道、青森県、福島県、東京

都、新潟県、石川県、山梨県、長野県、

岐阜県、静岡県、三重県、京都府、兵

庫県、和歌山県、島根県、岡山県、広

島県、 山口県、徳島県、福岡県、佐
賀県、長崎県、大分県、鹿児島県、

沖縄県では有意な負の効果をもつ。

男性のみの臨時雇い雇用に対して愛

知県のみで有意な正の効果をもつが、

北海道、秋田県、福島県、群馬県、東

京都、神奈川県、富山県、山梨県、長

野県、静岡県、三重県、京都府、和歌

山県、島根県、岡山県、広島県、山口

県、徳島県、福岡県、佐賀県、 熊本県
では有意な負の効果をもつ。 
	 農家が夫婦と子世帯であることは

女性のみの臨時雇い雇用に対して愛

知県のみで有意な正の効果をもつが、

青森県、群馬県、千葉県、新潟県、石

川県、山梨県、岐阜県、静岡県、京都

府、兵庫県、奈良県、和歌山県、島根

県、岡山 県、広島県、山口県、徳島
県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分

県、鹿児島県、沖縄県では 有意な負
の効果をもつ。男女両方の臨時雇い

雇用に対して宮城県と愛知県では有

意な正の効果をもつが、青森県、石川

県、山梨県、岐阜県、静岡県、京都府、

兵庫県、和歌山県、 島根県、岡山県、
徳島県、佐賀県、大分県、沖縄県では

有意な負の効果をもつ。 
	 農家が片親と子世帯であることは

男女いずれかの臨時雇い雇用に対し

て岩手県のみで有意な正の効果をも

つが、青森県、山梨県、奈良県、岡

山県、徳島県、福岡県、宮崎県、沖

縄県では有意な負の効果をもつ。男

性のみの臨時雇い雇用に対して岩手

県と千葉県では有意な正の効果をも

つが、山梨県、徳島県、沖縄県では

有意な負の効果をもつ。農家が片親

と子世帯であることは女性のみの臨

時雇い雇用に対して山形県と長野県

では有意な正の効果をもつが、青森県、

山梨県、静岡県、愛知県、福岡県、宮

崎県、沖縄県では有意な負の効果を

もつ。男女両方の臨時雇い雇用に対

して千葉県、長野県、鹿児島県では

有意な正の効果をもつが、北海道、

青森県、茨城県、静岡県、滋賀県、

鳥取県、岡山県、徳島県、福岡県、

沖縄県では有意な負の効果をもつ。 
	 農家が夫婦両親世帯であることは
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男女いずれかの臨時雇い雇用に対し

て群馬県のみで有意な正の効果をも

つが、福島県、茨城県、富山県、石

川県、兵庫県、鳥取県、島根県、岡

山県では有意な負の効果をもつ。男

性のみの臨時雇い雇用に対して鹿児

島県のみで有意な正の効果をもつが、

青森県、秋田県、福島県、茨城県、

千葉県、新潟県、富山県、山梨県、

岐阜県、愛知県、三重県、京都府、

兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、

高知県、福岡県、熊本県では有意な

負の効果をもつ。農家が夫婦両親世

帯であることは女性のみの臨時 雇い
雇用に対して愛媛県のみで有意な正

の効果をもつが、福島県、石川県、

島根県、岡山県、広島県、大分県で

は有意な負の効果をもつ。男女両方

の臨時雇い雇用に対して群馬県、香

川県、愛媛県では有意な正の効果を

もつが、北海道、福島県、長野県、

愛知県、島根県では有意な負の効果

をもつ。 
	 農家が夫婦片親世帯であることは

男女いずれかの臨時雇い雇用に対し

て宮城県、愛知県、沖縄県では有意

な正の効果をもつが、北海道、青森

県、福島県、茨城県、埼玉県、富山

県、石川県、静岡県、京都府、鳥取

県、岡山県、山口県、大分県では有

意な負の効果を もつ。男性のみの臨
時雇い雇用に対して沖縄県のみで有

意な正の効果をもつが、北海道、福

島県、茨城県、埼玉県、静岡県、京

都府、岡山県、山口県、佐賀県では

有意な負の効果 をもつ。農家が夫婦
片親世帯であることは女性のみの臨

時雇い雇用に対して宮城県、新潟県、

愛知県では有意な正の効果をもつ

が、青森県、静岡県、滋賀県、京都

府、岡山県、大分県では有意な負の

効果をもつ。男女両方の臨時雇い雇

用に対して宮城県のみで有意な正の

効果をもつが、北海道、青森県、福

島県、埼玉県、富山県、石川県、静

岡県、岡山県、高知県、大分県では

有意な負の効果をもつ。 
	 農家が三世代世帯であることは男

女いずれかの臨時雇い雇用に対して

愛知県、愛媛県、 長崎県、熊本県では
有意な正の効果をもつが、青森県、福

島県、東京都、富山県、石川県、三重

県、滋賀県、京都府、兵庫県、島根県、

岡山県、広島県、山口県、徳島県では

有意な負の効果をもつ。男性のみの

臨時雇い雇用に対して長崎県のみで

有意な正の効果をもつが、青森県、宮

城県、秋田県、山形県、福島県、群馬

県、千葉県、東京都、新潟県、富 山県、
石川県、長野県、岐阜県、静岡県、

三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、

岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県では有意な負の効果

をもつ。農家が三世代世帯であるこ
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とは女性のみの臨時雇い雇用に対し

て神奈川県、愛知県、大阪府、愛媛県、

熊本 県、宮崎県では有意な正の効果
をもつが、富山県、石川県、滋賀県、

奈良県、島根県、岡山県、広島県では

有意な負の効果をもつ。男女両方の臨

時雇い雇用に対して宮城県、茨城 
県、神奈川県、愛知県、大阪府、愛

媛県、長崎県、熊本県、宮崎県では

有意な正の効果をもつが、青森県、

富山県、島根県、岡山県では有意な

負の効果をもつ。 
	 他方、農家に非同居後継者がいる

ことは男女いずれかの臨時雇い雇用

に対して多くの道府県では有意な正

の効果をもち、愛知県のみで有意な

負の効果をもつが、岩手県、千葉県、

東京都、新潟県、石川県、福井県、長

野県、岐阜県、滋賀県、大阪府、鳥取

県、島根 県、香川県、愛媛県、高知
県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分

県では有意な効果をもたない。男性

のみの臨時雇い雇用に対してほとん

どの都道府県では有意な正の効果を

もつが、福井県、愛知県、長崎県で

は有意な効果をもたない。農家に非

同居後継者がいることは女性のみの

臨時雇い雇用に対して多くの道県で

は有意な正の効果をもち、福岡県の

みで有意な負の効果をもつが、岩手

県、千葉県、東京都、新潟県、石川

県、福井県、岐阜県、滋賀県、京都

府、大阪府、鳥取県、香川県、愛媛

県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎

県では有 意な効果をもたない。男女
両方の常雇い雇用に対して北海道、

青森県、秋田県、福島県、栃木県、

山梨県、静岡県、沖縄県では有意な

正の効果をもつが、千葉県、岐阜

県、愛知県、鳥取県、香川県、愛媛

県、福岡県、宮崎県では有意な負の

効果をもつ。 
 
5.おわりに 

	 以上は47都道府県別の分析結果で
あり、被説明変数が常雇い・臨時雇

いのそれぞれについて 4 種類ずつ計
8種類にわたるため、一般的傾向を見
いだすのは容易でない。また、世帯構

成に関する説明変数の準拠

(reference)カテゴリーを「その他」
としたが、「その他」の世帯には農家

の敷地内や周辺に居住し、労働力を供

給する「常雇い」(外国人技能実習生
を含む)や傍系親族等が含まれている
可能性もある。実際、多くの都道府

県、特に外国人技能実習生が比較的

多いと言われるような道県(北海道、
関東、愛知県、九州)で常雇い雇用人数
に対する各種世帯構成の効果が負に

なる傾向があるのはそのためであろ

う。 
	 しかし、長期の外国人技能実習生

がもっとも多いとされる茨城県では
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単独世帯と三世代世帯の影響が正、

特に男性常雇い雇用に対する影響が

正になっているが、三世代世帯の影 
響については安藤(2006)が指摘する
ように、同県内の一部地域で二世代

の夫婦がフルに働いた上で外国人技

能実習生を導入して借地等により拡

大した農地の耕作を継続しているよ

うな実態を反映しているのであろ

う。単独世帯の場合は不足する労働

力を間接的な形で導入した男性外国

人技能実習生で補っている可能性が

ある。茨城県のみで、片親と子世帯 
の女性常雇い雇用に対する影響も正

になっているが、高齢の片親(おそら
く母親)と独身の息子からなる農家が
女手を必要とするような作物を中心

とする農業を継続するために、同県

では相対的に少ない女性の外国人技

能実習生を導入していることを示し

ている可能性がある。 
	 短期の外国人が比較的多いとされ

る長野県では家族構成関連変数が常

雇い雇用に対して有意な影響を与え

ていない。これは外国人技能実習生

が申告されていなかったり、臨時雇 
いとして申告されていたりするため

かもしれない。また、短期の外国人

技能実習生の導入が同県内の小地域

に限定されているためでもあろう。

農家に外国出身配偶者が多いと思わ 
れる宮城県、福島県、新潟県では二

世代・三世代世帯で女性の常雇い雇

用が多い傾向が見受けられるが、外

国出身配偶者が同じ出身国の女性の

技能実習生等を導入している可能性

も考えられる。2008年のリーマンシ
ョック後、農家の外国出身配偶者の

農外就業先が減少してきているとす

れば、臨時雇いの供給源となってい

る可能性もある。臨時雇い雇用の場

合ほど明確ではないが、非同居後継

者がいると常雇い雇用が増える傾向

がある。これは後継者への移譲に備

え、農業を継続するために常雇いを

雇用している可能性もあるし、非同

居後継者を通じて外国人技能実習生

を導入している可能性もある。臨時

雇いの場合は非同居後継者が実家の

農業の手伝いをすることから、ほと

んどの都道府県 で非同居後継者がい
ると特に男性の臨時雇いが増える傾

向があるのであろう。また、大部分

が男性の非同居後継者だけでなく、

その姉妹も手伝いに来るため、非同

居後継者がいると女性の臨時雇いも

増えるという結果になっているもの

と思われる。単独世帯や夫婦のみ世

帯で臨時雇いが多いのもやはり非同

居成人子が手伝いにくるためであろ

う。逆に同居成人子がいると思われ

る二世代・三世代世帯の農家では臨

時雇いを雇用しない傾向があるが、

愛知県は例外的で常雇いと臨時雇い
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が代替的な関係にあるようにも見受

けられる。 
	 2015年の農林業センサスでは常雇
い・臨時雇いの年齢が尋ねられてい

るはずなので、若年者の場合は外国

人技能実習生であるかどうかをある

程度、推定できるのではないかと思

われる。したがって、2015年農林業
センサス個票の目的外利用が可能に

なれば、より精緻な分析ないしより

的確な解釈が可能になるのではない

かと思われる。しかし、日本の農業

も欧米の場合と同様、外国出身の労

働力への依存をますます強める傾向

にあることから、農林業センサスで

国籍ないし出生地も質問項目に含ま

れるようになることが望まれる。特

に日本を含む東アジアの場合、外国出

身の農業労働力には外国人労働者(技
能実習 生)だけでなく、外国出身配
偶者も含まれるためである。 
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第 3 章 

 

農業法人における外国人技能実習生 

 
国学院大学経済学部 

非常勤講師	 	 神山 安雄 
（研究協力者） 

 
1.はじめに―本稿の課題― 

	 農業部門における外国人技能実習生が

増えてきている。１年目の農業技能実習

を終えて２、３年目に移行するための技

能評価試験（初級）を受ける実習生は、

年間7,000人を超えている。その３倍の
外国人技能実習生がおり、また短期滞在

型の実習生を加えれば、農業部門におけ

る外国人技能実習生は常時、２万人を大

きく超えてきている。 
	 ここでは、日本農業法人協会『農業法

人白書（農業法人実態調査結果）』分冊の

『統計表』をもとにして、農業法人にお

ける外国人技能実習生の役割とその占め

る位置について検討を加えていくことに

する。2	

第一に、農業法人における雇用状況に

                                            
2 農業法人における外国人技能実習生の
位置について検討している論考はほとん

どない。ここでは、神山安雄「外国人実

習生の役割と日本人常雇－畜産法人経営

を中心に－」（『農村と都市をむすぶ』748
号、所収）をもとにして、 新データを

加えて、検討していくこととしたい。 
 

のなかでの外国人技能実習生の位置と現

状について概略をみていく。 
第二に、外国人技能実習制度のかかえ

る課題、外国人労働力の雇用問題につい

て、農業法人の視点からみていくことに

したい。 
	 外国人技能実習制度は、改正法案が

2015年通常国会に上程されたが、審議未
了により継続審議となっている。その改

正内容は、①技能実習期間を現行３年間

に一時帰国後の２年間を加え、 長５年

間とすること、②日本側の受け入れ団体

としての監理団体の責務を強化する等、

外国人技能実習生の受け入れ体制を強化

すること、③外国人技能実習生の労働環

境の改善のほか人権の擁護を明確にする

こと等である。 
	 こうした外国人技能実習制度の改正も

視野に入れながら、農業法人における外

国人技能実習生の現状を事例に踏まえな

がら、外国人技能実習制度の課題につい

て検討することが、本稿の課題である。 
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2.農業法人における外国人技能実習生の

現状 

 2.1.農業における外国人技能実習制度 

	 外国人技能実習制度は、各産業部門に

おける労働力確保策の一環で、外国人労

働力を受け入れる仕組みとして位置づけ

られ、制度化された。同時に、各産業の

生産現場において 長３年間、技能実習

を行って、海外への技術移転をうながす

という目的ももっている。 
	 現行制度では、日本の言語・生活文化

などを学ぶ当初の３か月間は雇用関係の

ない「研修生」として扱われ、この研修

期間をすぎると「技能実習生」として雇

用契約にもとづく「労働者」としての扱

いとなる。 
	 旧制度では、当初の１年間は「研修生」

として扱われ、２年目・３年目が「実習

生」として「労働者」扱いとされていた。

「研修生」としての技能研修を終えて、

２年目以降の「技能実習生」に移行する

際は、技能評価試験（初級）を受験して、

合格しないと「技能実習生」に移行でき

ない仕組みであった。 
	 旧制度では、当初 1 年間の「研修生」
は、労働者ではないため、「超過勤務」を

行うことができず、 低賃金制も適用さ

れないという問題があった。現行制度で

は、「研修生」としての期間を３か月に短

縮して、「労働者」扱いの期間を長くする

ことになった。 
	 現行制度でも、１年目から２年目に移

行するビザの書き換えの際は、技能評価

試験（初級）の合格が条件になっている。 
	 改正法案では、技能実習期間の３年間

を終え、次の２年間（４年目・５年目）

への移行を技能実習生が希望する場合は、

技能評価試験（専門級）実技の合格が条

件になっている。 
	 農業部門の作業研修は、耕種農業では

施設園芸、畑作・野菜、果樹（常緑果樹・

落葉果樹）の３作業がある。施設園芸に

は、施設園芸一般のほかに、施設栽培す

るものとしてキノコ栽培が含まれている。

研修計画は、技能実習作業の２／３程度

が施設園芸、畑作・野菜、果樹作業であ

れば許可され、稲作作業などの技能実習

を含むことも可能になっている。 
	 畜産農業では、養豚・養鶏・酪農の３

作業である。酪農では、肉用牛生産を技

能実習作業の一部に含めることも可能に

なっている。養鶏は、採卵養鶏の技能実

習生の受け入れが主である。 
	 農業法人への外国人技能実習生の受け

入れは、制度発足当初から行われている。

農業法人における外国人技能実習生の受

け入れ第１号は、野菜の露地栽培を行っ

ている農業法人の「畑作・野菜」作業の

研修生受け入れであった。 
 
2.2.雇用型経営としての農業法人 

	 2015年農林業センサスによれば、農業
経営体137.5万経営体のうち法人経営が
2.7 万経営体である。農業経営体は全体
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では 2005－10 年 16.4％減、10－15 年
18.1％減と推移しているが、そのうち法
人経営は13.0％増、25.5％増と推移して
いる。 
	 このうち家族経営体は、2015年134.2
万経営体で、2005－10年 16.8％減、10
－15 年 18.6％減と推移し、家族経営体
のうちの法人経営（2015年4千経営体）
も 13.5％減、5.0％減と推移している。
一方で、組織経営体（2015年3.3万経営
体）は 2005－10 年 10.4％増、10－15
年 6.3％増と増加し、組織経営体のうち
の法人経営（2015年2.3万経営体）もま
た23.1％増、33.6％増と大幅に増加した。 
	 農林水産省「集落営農実態調査」によ

れば、2015年時点の集落営農1万4,853
組織のうち法人は3,622組織である。こ
れらの集落営農法人の大半は農事組合法

人であり、雇用者数も少ない。 
	 集落営農法人を除く農業法人経営の多

くは、株式会社・特例有限会社といった

会社法人か複数農家による共同経営の法

人であり、これらの会社法人などが農業

部門における雇用の受け皿となっている。 
	 『農業法人白書』（2014年版）分冊の
『統計表』によれば、１法人当たりの従

事者数16.6人のうち、役員が3.3人、正
社員 6.6 人、常勤パート 6.5 人である。
『農業法人白書』は 2012 年以降、年間
７か月未満雇用した「臨時パート」人数

を調査していないが、2011年版によれば、
１法人当たり従事者数（役員＋正社員＋

常勤パート）16.2 人に対して、「臨時パ
ート」人数は5.8人である。3 
	 農業法人経営は、経営の規模拡大と複

合化・多角化を進めてきている。経営の

規模拡大・多角化などのなかで、不足す

る労働力は正社員と常勤パート、臨時パ

ート職員の雇用によって補っている。農

業法人経営は、雇用型経営としての性格

を強めているといえる。 
 
 2.3.農業法人における外国人技能実習

生の位置 

	 農業法人における外国人技能実習生の

受け入れ状況（表１）についての第一の

特徴は、耕種農業では野菜（露地野菜、

施設野菜）、畜産農業では酪農、養鶏（採

卵鶏、ブロイラー）の受け入れ割合が高

いことである。主要作目が野菜、酪農、

養鶏の法人では、外国人技能実習生を 1

法人当たり平均４～６人受け入れている。

                                            
3 日本農業法人協会「農業法人白書（農
業法人実態調査）」分冊の「統計表」は、

従事者数を〈役員＋正社員＋常勤パート〉

とし、それぞれの有効回答があった法人

数を分母として、１法人当たりの役員・

正社員・常勤パートの従事者数として公

表している。１法人当たりの外国人技能

実習生数についても、同様である。ここ

では、従事者数の有効回答法人数を分母

として、同白書の公表数値から逆算して

１法人当たりの役員・正社員・常勤パー

トの従事者数を算出した。そのため、合

計数値は一致しない。また、１法人当た

り臨時パート人数も、同様に従事者数の

有効回答法人数を分母として算出した。 
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表示していないが、野菜のうち露地野菜

では外国人技能実習生の受け入れ割合が

31.9％、受け入れている法人の受け入れ

人数は4.8人、施設野菜では受け入れ割

合が18.6％、受け入れ人数が5.0人であ

る（2014 年）。また、花き栽培が含まれ

る「その他耕種」では、外国人技能実習

生の受け入れ割合が比較的高く、1 法人

当たり５～６人受け入れている。	

	 第二の特徴は、経営の多角化（いわゆ

る６次産業化）の度合いごとの経営形態

別にみると、「生産のみ」を行っている農

業法人で、外国人技能実習生の受け入れ

割合が高いことである。2014年では、つ

いで「生産・直売・加工」を行っている

法人、「生産・直売・加工・観光」を行っ

ている法人の順に外国人技能実習生の受

け入れ割合が高くなっている。	

	 これは、外国人技能実習生が栽培作業

や家畜飼養管理作業といった生産作業を

行う「労働力」、また農産加工などの生産

作業を行う「労働力」として位置づけら

れていることを意味している。農業法人

はとくに近年、経営規模拡大と多角化を

進めているが、経営の多角化度合いが高

まったとしても、外国人技能実習生は生

産部門を担う労働力としての意味合いが

強い。外国人技能実習生は、雇用関係に

ある「労働者」として扱われ、 低賃金

制が適用され超過勤務手当ても支払われ

るが、低賃金の労働力としての意味合い

が依然として強いのである。	

	 経営の規模拡大を進め多角化の度合い

を強めている農業法人は、正社員やパー

ト職員のかたちで雇用労働力を確保して

いる（表１）。ここに表示されている日本

人研修・実習生も、労働力としての意味

合いが強い。「農の雇用事業」によって、

農業法人等と雇用契約をむすび身分・地

位を明確にして「社員」扱いとし、受け

入れ農業法人等に対しては研修経費の一

部を助成するという技能実習が１～２年

間、実施されている。「農の雇用事業」に

よる日本人実習生は、この数値には反映

されていないとみたほうがいいであろう。	

	 第三の特徴は、従事者数規模の大きい

農業法人ほど外国人技能実習生の受け入

れ割合が高いことである（表１）。従業者

数 100 人以上の法人では、2012 年では

40％の法人が１法人当たり 12.8 人の外

国人技能実習生を受け入れ、2014年では

25％の法人が１法人当たり7.8人の技能

実習生を受け入れている。	

	 しかし、一方で、従事者数規模の小さ

い農業法人ほど、外国人技能実習生の比

重が高い（図１）。	

	 従事者数１～４人の法人では、受け入

れ割合は 9.8％にすぎないが、１法人当

たり従事者数（役員＋正社員＋常勤パー

ト）3.1 人に対して外国人技能実習生数

は4.6人であり、従事者数の1.48倍に相

当する。従事者数５～９人の法人では、

外国人技能実習生の受け入れ割合 9.8％

で、従事者数7.0人に対し外国人技能実
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習生4.2人であり、従事者数の60％に相

当する。	

	 従事者数規模の小さい農業法人では、

外国人技能実習生がいなければ日常的な

農業生産活動さえ成り立たないほど、外

国人技能実習生はなくてはならない存在

になっている。	

	 同時に従事者数規模の大きい農業法人

にあっても、経営の規模拡大と多角化を

進めた結果、外国人技能実習生の受け入

れ割合は高く、農業生産部門を担う労働

力として外国人技能実習生はなくてはな

らないものとなっている。	

	 第一の特徴で述べたように、作目別で

は、耕種農業の野菜（露地野菜、施設野

菜）、畜産農業の酪農、養鶏（採卵養鶏、

ブロイラー）で外国人技能実習生の受け

入れ割合が高くなっている。	

	 露地野菜では、１法人当たり従事者数

12.4 人に対して外国人技能実習生数は

4.8人（従事者数の39％）。施設野菜では、

従事者数 22.6 人に対して外国人技能実

習生数が5.0人（同22％）で、外国人技

能実習生の比重は重い。	

	 外国人技能実習生数の従事者数に対す

る割合は、酪農では29％、採卵養鶏では

20％と、ここでも比重が高い。	

	 野菜作や酪農、養鶏などの農業法人で

も、外国人技能実習生は生産部門を担う

労働力としてなくてはならない存在であ

るといえよう。	

	

3.外国人技能実習制度をめぐる課題 

 3.1.外国人技能実習生の雇用労働力と

しての重み 

	 以上のように、外国人技能実習生は、

農業法人経営にとって、とくに生産部門

の雇用労働力として重い意味をもってい

る。	

	 経営の規模拡大と複合化・多角化を進

めている農業法人にとって、野菜作では

栽培管理労働に加えて出荷調整作業など

でも外国人技能実習生は雇用労働力とし

て重い意味をもつ。畜産農業でも、家畜

の飼養管理労働に加えて、大規模経営に

なるほど、酪農では搾乳労働、養鶏では

ＧＰセンターでの選卵労働など、外国人

技能実習生の雇用労働力としての重みが

増している。	

	 大規模な酪農畜産経営では、規模拡大

や多角化などを進めるほど、正社員や常

勤・臨時パート職員の雇用拡大とあわせ

て、外国人技能実習生を相当数受け入れ

ている。一方、中小規模の酪農畜産経営

においては、飼料高などで経営環境が悪

化するなかで、労働力不足をおぎなうた

めに、外国人技能実習生の受け入れが必

要不可欠になっている。たとえば、関東

の酪農地帯では、飼養頭数規模 30～40

頭の酪農経営には外国人技能実習生が

低1人はいるという状況がつづいている。	

	 外国人技能実習制度の第一の課題は、

雇用労働力として意味をもつ外国人技能

実習生が「労働者」として正当に扱われ
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ているかにある。	

	 言語・生活文化などをまなぶ研修期間

中は雇用関係をもたない「研修生」とし

て扱われ、「労働者」としては扱われない。

研修期間が、旧制度の１年間から現行制

度の３か月間に圧縮されたのは、とくに

１年未満の短期滞在型の外国人研修生の

扱いに問題があったからである。	

	 現行制度では、３か月の「研修生」期

間をすぎれば、外国人技能実習生は「労

働者」として一応は扱われ、 低賃金制

を適用され超過勤務手当ても支払われる

ことになった。	

	 改正法案は、外国人技能実習生の賃金

水準について２年目、３年目は段階的に

昇給するよう求めている。外国人技能実

習生に対して、都道府県ごとの 低賃金

が１円単位でそのまま適用されている例

が大半であり、２年目、３年目の賃金も

そのまま据え置かれているのが実態だか

らである。	

	 外国人技能実習生は、日本人研修・実

習生との間に格差が生じている例も多い。

農業法人の場合、農の雇用事業で日本人

実習生を受け入れており、その対象者は

農業法人と雇用契約をむすんで「社員」

として扱われ、研修経費の一部が受け入

れ法人に助成されている。農業法人側か

らすれば、正社員はもちろん、常勤パー

ト、臨時パート従業員、日本人実習生、

外国人技能実習生と身分・地位が異なっ

ており、労務管理がむずかしいという問

題をかかえている。	

	 関東のある酪農法人では、見るキング

パーラー（25 頭×２）を使って１日 24

時間（休憩時間は１時間ずつ２回）３交

代で搾乳を行っているが、正社員や常勤

パート従業員は中２階にあるブースでミ

ルカーに直結しているパソコン画面をつ

うじた管理労働者、もしくは作業班長で

あり、搾乳作業員はみな外国人技能実習

生である。	

	 第二の課題は、外国人技能実習制度が

事実上、外国人労働力の受け入れ制度で

あるにもかかわらず、海外への技術移転

をうながす「技能実習生」制度としての

外形をもっていることにかかわる問題で

ある。	

	 製造業などでは海外工場の従業員の技

能実習を日本国内の工場で行うために、

外国人技能実習制度を利用している例も

ある。たとえばベトナムでエビを養殖し

てその食品加工工場を立地させている食

品加工企業が、ベトナム工場の従業員を

日本国内の加工工場で技能実習する際に、

この制度を利用している例がある。	

	 農業部門での外国人技能実習生による

海外への技術移転はむずかしく、取り組

み事例は少ない。四国の有機農業法人は、

フィリピンなどアジアを範囲にした有機

農業ネットワークづくり、拠点づくりの

ために、外国人技能実習制度を利用して

いる。また、インドネシアのＡ州政府は、

農業高校卒業生を選抜して外国人技能実
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習生として送り出し、３年間の技能実習

を終えて帰国後は、州政府の営農指導員

として採用している例がある。	

	 畜産部門では、経営開始のための初期

投資額が大きいため、技能実習を終えて

帰国後、畜産をはじめた例は少ない。中

国では酪農乳業が急拡大し「組織化され

た酪農経営」が生まれている4が、中国・

東北部出身の技能実習生が技能実習３年

間に資金を貯めて、帰国後に酪農経営を

開始したという例がある。	

	 改正法案では、技能評価試験（専門級）

実技の合格者に限って、３年間の技能実

習を終えた後、１か月程度の一時帰国を

して、その後に再入国して２年間の技能

実習を行うことができるようにする。

長５年間の技能実習期間とする改正内容

である。	

	 労働力不足の著しい建設業では、外国

人技能実習生の技能実習（就労）期間を

５年間とする「特定活動」の特例とする

制度の運用改訂がすでに行われている。

しかし、労働力不足に対応した「特定活

動」としての特例であるため、海外への

技術移転のための外国人技能実習制度と

しては成功しているといい難い。「特定活

動」として技能実習先（就労先）を随時

変更することが認められているため、外

                                            
4 矢坂雅充「中国酪農の変貌」（『農村と
都市をむすぶ』第744号、所収）によれ
ば、中国・東北部のトウモロコシ生産地

帯に「組織化された酪農経営」が成立し

ている。 

国人技能実習生は労働条件のよい技能実

習先（就労先）へと随時変更しているか

らである。外国人労働力の受け入れとい

う「本音」と海外への技術移転のための

外国人技能実習という「建て前」との間

の齟齬が表われたものといえよう。	

	 外国人労働力の受け入れという面でも、

問題がでている。いわゆるアベノミクス

によって円安が急進行したため、日本に

「出稼ぎ」するメリットが急速に失われ

ている。外国人技能実習生の７～８割を

占める中国人のなかには、技能実習期間

を２年に短縮して帰国する例が散見され

るようになっている。	

	 外国人労働力を正当に「労働者」とし

て受け入れる仕組みを整備すること、同

時に、それとは別に、海外援助の一環と

して、農業部門でも海外への技術移転を

うながす仕組みを整備することを、検討

すべきときに来ているといえよう。	

	

参考文献 

神山安雄（2014）「外国人実習生の役割と

日本人常雇―畜産法人経営を中心に

―」『農村と都市をむすぶ』第748号。	

公益社団法人日本農業法人協会『農業法

人白書（農業法人実態調査結果）統計

表』各年版。	

矢坂雅充（2013）「中国酪農の変貌」『農

村と都市をむすぶ』第744号。	
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資料：表1に同じ	
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第 4 章 

 

農業分野における技能実習制度の期待される効用と課題 

————茨城県でのタイ人技能実習生を事例として———— 

 
鯉淵学園農業栄養専門学校 

教授	 	 長谷川 量平 
（研究協力者） 

 
1.課題設定 

	 周知のように我が国における農業生産

において技能実習生を中心とした外国人

労働力は欠かせないものになっている。	

堀口（2013）によれば、農業分野の常雇

用の15％は技能実習生となっており、軍

司（2015）は、技能実習生が農家という

家族経営に入るためには、監理する監理

団体の役割が大きく、トレブル回避の為

不断の取り組みが必要であると明らかに

した。	

	 また、筆者によりタイにおける「職業

教育制度」と日本の技能実習生制度との

融合により、技能実習生制度の本来の目

的が完遂される事例が紹介されたが、技

能実習生を「実習生」としてみる土壌が

我が国の受入農家にも必要であることな

どが指摘された。	

	 本研究では、茨城県Y市におけるM事

業協同組合（以後、M 組合）を事例に、

聞き取り調査およびアンケート調査を通

じて、受入農家、技能実習生の2つの視

点から技能実習生制度を概観し、相互の

関係を明らかにする。	

 

2.茨城県Y市M組合組合員の事例 

 茨城県Y市にあるM組合は一つの集落

の農家が集まり共同出荷を目的に設立さ

れた任意組合をルーツとする。2005年に

7 戸の農家を組合員とする事業協同組合

として法人格を取得した。出荷組合とし

て一箱あたり 10 円程度の手数料を取り

協同使用を目的とした耕作機械や、私農

道の舗装などを行っていた。	

	 外国人技能実習生の受け入れを検討し

始めたのは2008年である。きっかけとな

ったのは理事の一人が JA より実習生を

受入れていたが JA への出荷金額および

資材などの購入金額を考慮しなければい

けないなどの「不自由さ」を感じていた

ことや、組合員の高齢化である。	

	 当初、他の事業協同組合（監理団体）

からの受入を検討していたが、中小企業

団体中央会の支援や、タイ送出し機関T
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社の設立とそれに伴う勧誘などがあり

2009 年 12 月に初めて4名の技能実習生

を受け入れた。	

	 4名を受入れた4件の農家はハクサイ、

キャベツなどの露地野菜農家であり、作

目もほぼ同じである（1 件の農家は露地

野菜に加えキノコ栽培もおこなってい

る）。	

	 また、4 件の農家は以前には家族労働

のみの営農活動であり外国人技能実習生

またはそれ以前の外国人研修生を受け入

れたことはなく、2009 年 12 月が初めて

の外国人技能実習生受入となる。	

	 表 1 は、4 件の農家の受入前の農業販

売金額（確定申告ベース）と受入後の変

化を見たものである。基幹労働力につい

ては年間の技能実習生受け入れ期間が

12か月の場合は1を加え、4か月の場合

は0.33が加えられるとした。	

	 4 件の農家ともに2010 年より2011 年

を除いて売り上げが伸びているのがわか

る(図1)参照。2011年は東日本大震災に

より農業販売額か極端に減っているため

以後の検証より除くものとする。	

	 受入前と受入後ではD農家を除き、基

幹労働力1人あたり平均722万円の農業

販売額の上昇が見られた。A～C農家とも

に、技能実習生により、規模の拡大を念

頭においており、作付面積、作付け回数

などを増やしており、その結果が出たも

のであると推察される。	

	 D 農家に関しては、従来パート労働力

により行っていたものを技能実習生に代

替することで従来の労働力を維持しよう

とするのである。その結果パート従業員

の募集とシフト管理及び急な欠勤などが

なくなり、農業販売額に現れない従業員

管理にさかれる時間が削減されていると

いう。	

	 同様な事態はA～C農家においてもあ
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り、「日本人従業員だと自己都合での休暇

が多く作業が進まないが、外国人技能実

習生であるとそういったことがない。」な

どの声があがった。	

	

3.タイ人技能実習生の意識 

	 一方、M 組合が受け入れている技能実

習生の日常への評価はどうであろうか？	

	 現在来日して実習中の技能実習生 18

名に対して、実習生の日常に関して 15

項目の設問に対して 5 段階（5 が一番良

い）で評価していただいた。	

	 表2はその結果であるが総じて各項目

高い値を示しているが、「11.時間外労働

表2 　来日中の実習生の評価
質問番号 評価項目 平均 標準偏差

1 職場の満足度 4.1 0.8
2 職場の主人 4.4 0.7
3 職場の人間関係 4.2 0.8
4 労働環境 4.2 0.7
5 宿舎環境 3.8 0.9
6 食事 4 0.7
7 快適さ 4.2 0.6
8 主人の協力 4.1 0.7
9 主人以外の協力 4.1 0.7

10 収入 3.6 0.6
11 時間外労働収入 3.3 0.8
12 休暇頻度 3.4 1.1

13 日本語の学習機
会

3.8 1.1

14 新たな知識習得
機会

4.3 1

15 見学の機会 3.3 1
※アンケート調査より筆者作成

57



第 4章 農業分野における技能実習制度の期待される効用と課題（長谷川量平） 

 

収入」に関しては3.3と他項目よりもや

や低い。賃金台帳などから各実習生とも

に季節による変動は大きくあるものの平

均して 30 時間程度の残業時間がある事

を確認したが、実習生によると「休日を

取るよりも残業をしたい。」と言った声も

多くあり、それが抑えられているという

感覚での評価であると思われる。	

	 評価が高い項目として「2．職場の主人

（農家主人）」と「14．新たな知識の習得

機会」があげられる。タイの社会では年

長者を尊んでいく傾向にあり、家庭にお

いても父母を非常に大切にする。日本の

農家内においてもそれがなされていると

みることができる。	

	 M 組合では、ほとんどの組合員が技能

実習生を初めて受入れ、それがタイ人実

習生であることが多いが、中国人実習生

を受入れた経験のある農家に対しては、

中国人とタイ人の気質の違いや、指導の

仕方など、タイ人実習生とうまく付き合

う方法を農家に伝えている。その結果が

今回の調査において確認されたといって

もよい。	

	 「14．新たな知識の習得の機会」に関

してはM組合が受け入れているタイ人技

能実習生は元々タイの農業高専を卒業し、

イスラエルなどで海外農業研修を終了し、

営農している者たちから選抜し受け入れ

ている。帰国後も日本での3年間の農業

研修と、タイ国内での講義受講等を条件

に「農業実践学士」認定を行おうとして

いる（詳細は前年度報告書参照）。それゆ

え、農業に対しての学習意識は高く、タ

イ国内では経験したことのない栽培方法

を受入農家からの「指示」ではなく「教

え」としてとらえている。	

	 上述の「農業実践学士」はその「教え」

を享受する気持ちを維持するに十分な理

由となっている。事実、M 組合では未だ

失踪者を出したことがないのもそのため

であると思われる。	

表3　来日中実習生アンケートの設問間相関

職場の満

足度

職場の主

人

職場の人

間関係
労働環境 宿舎環境 食事 快適さ

主人の協

力

主人以外

の協力
収入

時間外労

働収入
休暇頻度

日本語の

学習機会

新たな知

識習得機

会

見学の機

会

1．職場の満足度 1
2．職場の主人 0.83 1
3．職場の人間関
係

0.72 0.83 1

4．労働環境 0.62 0.6 0.34 1
5．宿舎環境 0.7 0.85 0.68 0.41 1
6．食事 0.68 0.76 0.53 0.61 0.65 1
7．快適さ 0.59 0.55 0.63 0.34 0.57 0.55 1
8．主人の協力 0.55 0.55 0.49 0.45 0.41 0.38 0.38 1
9．主人以外の協
力

0.43 0.55 0.49 0.33 0.5 0.38 0.52 0.87 1

10.収入 -0.03 0.02 0.31 -0.11 -0.23 -0.14 0.18 0.11 0.11 1
11．時間外労働収
入

0.03 -0.01 0.25 -0.22 -0.08 -0.11 0.25 0.26 0.38 0.8 1

12．休暇頻度 0.73 0.68 0.7 0.29 0.71 0.71 0.68 0.34 0.5 -0.11 0.12 1
13．日本語の学習
機会

0.59 0.32 0.38 0.27 0.49 0.31 0.39 0.03 0.03 -0.46 -0.28 0.55 1

14．新たな知識習
得機会

0.67 0.53 0.43 0.51 0.53 0.44 0.59 0.21 0.21 -0.27 -0.32 0.48 0.72 1

15．見学の機会 0.43 0.29 0.35 0 0.13 0.27 0.39 0.3 0.3 0.03 0.24 0.48 0.28 0.13 1

※アンケート調査より筆者作成
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	 表 3．は設問間の相関を見たものであ

る。比較的相関の大きいと思われる 0.6

以上を斜字下線で強調した。	

	 「12．休暇頻度」が各設問において相

関が高くなっている。	

	 実習生は雇用契約により農家に入り、

農家から給与を得ているが、農家との関

係の良し悪しはそれだけではなく、知識

を与える「指示」ではない「教え」をい

かに与えるかが肝要であり、適度に休暇

を与えることによりその関係構築に良い

影響を与えていると思われる。	

	

4.まとめ 

	 以上のように、受入農家、技能実習生

の2つの側面から技能実習生制度を概観

したが、受入農家の技能実習生を受け入

れることによりもたらされる効用として

は、第1に規模拡大による収入の増加で

ある。今回の調査において、規模拡大を

年頭においた受入農家においては技能実

習生一人あたり722万円の農業収入の増

加が見られ、生産経費及び実習生に支払

う賃金、監理団体へ支払う監理費、渡航

費などを差し引いても数十万円程度の所

得増加があると推察される。	

	 実際に、M 組合の組合員においても実

習生を1人受入から複数人へ増加させる

動きもあり、受入の効用を実感している

ものと思われる。	

	 第2には、安定的な労働力供給である。

これは、技能実習生の入国が予定通りに、

スムーズに行われた場合である。M 組合

においても当初2009年7月以前の入国を

年頭に計画し、受入農家も作付け計画を

増やすなど対応したが、M 組合が初めて

の技能実習生受入と言うこともあり入国

が6ヶ月程度遅れた経験をもっている。

このことから、以後余裕をもった入国時

設定などして対応している。	

	 入国以後は、日本人の従業員と比較し

て、圧倒的に欠勤は少なく、安定的に労

働供給が行われている。また、募集など

の労力も軽減され計画的な営農を扶助し

ている。	

	 しかし、ひとたび失踪となれば突然労

働力に穴が空き、その回復は即座には難

しいリスクもある。	

	 技能実習生側からみた効用としては、

第１に、賃金収入である。自国よりも賃

金水準が高い日本での技能実習を行う大

きな理由であるのは紛れもない。	

	 しかしながら、それに固執することに

より受入農家とのトラブル、ひいては失

踪となってしまうのではないだろうか。

これは農家側も同様であり、農家所得の

増加を目指すあまり、技能実習生とトラ

ブルとなるケースが多い。	

	 M 組合の事例においては第 2 として、

「新たな技術・知識の獲得」が大きな役

割を担っている。	

	 上述の「農業実践学士」獲得に向けて、

技能実習生が自ら学ぶ姿勢で3年間を過

ごし、タイにおいては極少数である学士
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認定を獲得する。受入農家も、実習生と

して単純な労働者としてではなく、様々

な知識経験を得られるようしなければい

けないという意識がM組合員には見られ

る。	

	 まさに「技能実習生制度」が本来目指

す姿があると思われるが、このM組合で

見られる本来目指す姿は「技能実習生制

度」が自己完結により作り上げたもので

はなく、タイの「農業実践学士」制度に

より下支えされたものである。	

	 M 組合の場合は、受入農家と技能実習

生の融和が図られ、相互に良好な関係が

保たれている。それらは、受入農家の意

識、技能実習生の意識の協調によるもの

で、もし意識のずれが生じた場合に種々

のトラブルが発生するものであると思わ

れる。	

	 このため監理団体であるM組合は、監

査時に技能実習状況、賃金の支払いなど

の他に、受入農家、技能実習生の意識、

実習に対するモチベーションなどを常に

チェックしている。	

	 こうした、トラブルを回避すると言う

よりは、トラブルが発生しないような土

壌作りと言った視点での技能実習の制度

展開が今後において必要ではないだろう

か。	
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第 5 章 

 

北海道における外国人技能実習制度の活用と課題 

————監理団体としての JA の役割———— 

 
早稲田大学地域・地域間研究機構 

招聘研究員	 	 軍司 聖詞 
（研究協力者） 

 
1.序論 

 1.1.はじめに 

	 農業における労働力不足が深刻化する

なか、外国人労働力に対する注目が高ま

っている。堀口（2013）は、高卒者の年
収が200万円超である今日、農家による
年収200万円保障のハローワーク求人に
応募者は無く、農家の間では外国人労働

力の雇用、すなわち外国人技能実習生の

受入れが進んでおり、すでに常雇の約

15%が実習生によって占められている現
況があるとしている。 
	 これに対して、安藤（2014）や軍司
（2014）など、実習制度に関する事例研
究が報告されてきた。しかしながら、こ

れらは主に、制度活用の も盛んな茨城

県を中心とした温暖地の事例であり、農

繁期には大きな労働需要が生じるものの

農閑期があり年間雇用できない寒冷地に

おける短期雇用型の制度活用の研究は、

ほとんど行われておらず、その活用現況

は明らかにされていない1。 
	 そこで本研究は、北海道を代表する実

習制度の活用地である北海道ア市におい

てヒアリング調査を行い、寒冷地におけ

る実習制度活用のありようと課題を明ら

かにする。また、実習制度は、外国人労

働力を家族経営農家に入れるものである

から、必然的に、これらを監理・統括す

る監理団体の役割が大きくなる。そこで

本研究は、受入農家とともに、監理団体

（ア JA）に対しても調査を行い、監理
団体である JAの役割についても考察す
る。 
 
 1.2.寒冷地における制度上の特徴 

	 温暖地では、修業年限である３年間の

実習が行われることが通常であるが、寒

冷地では一般に1年未満の短期実習が行
われており、ア JA斡旋実習生（畑作）
                                            
1 寒冷地を対象とした既往研究は、北海
道については北倉他（2006）、北倉他
（2011）など北海学園大北倉名誉教授を
中心としたグループによるものがある。 
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の実習期間は、後述の通り、７ヶ月間で

ある。これは、農閑期があるため実習生

を通年雇用できないためだが、その背景

には、実習制度の制度上の制約がある。 
	 在留資格「技能実習」を得て来日する

実習生は、一度帰国（家族の病気など特

別な事情で一時帰国する場合を除く）す

ると、実習が修了したものとみなされる。

実習制度は本邦で習得した技術を出身国

で活かすことを前提としているため、実

習生は、帰国後しばらくは長期の在留資

格を得ることができない。 
	 このことから、寒冷地では、同じ実習

生を農繁期のみ来日させるといったこと

はできず、毎年、異なる実習生を新たに

雇用しなければならない。よって、受入

農家は毎年、受入手続きを行う必要があ

るほか、実習生に作業内容を一から指導

する必要があり、また先輩実習生に新入

実習生を指導させることもできない。 
	 さらに、制度上、実習は同一実習実施

機関（受入農家）で行わなければならな

いため、例えば寒冷地で受入れられてい

る実習生が、農閑期は冬野菜を生産する

温暖地の受入農家で実習を行うことはで

きない。なお、筆者による他のヒアリン

グ調査によれば、千葉県（温暖地）と長

野県（寒冷地）に農場を持つイ農業法人

は、受入れている実習生を両農場で行き

来させることを検討したが、両県では

低賃金が異なるという理由で、入国管理

局から取りやめるよう指導を受けたとの

ことである。 
 
2.北海道における制度活用 

 2.1.ア JA 管内の営農概況と実習生受

入れ概況 

	 ア JA は、ア市を管轄し、約 8200ha
の農地面積を誇るJAである。管区内は、
もち米のほか、アスパラガスやジャガイ

モ、カボチャ、トウモロコシなどの産地

だが、小麦や花卉などの栽培も行われて

いる。ア JAは 2005年に近隣 3JAが合
併して設立されたが、合併当初の組合員

農家総数は974戸だったものの、深刻な
高齢化と後継者不足から、調査時の2013
年 7月現在 706戸にまで減少している。 
	 うち、実習生の受入農家は 49 戸（畑
作 44戸、酪農５戸）であり2、ア JAが
斡旋する実習生は中国人 84 名（畑作１
号 80 名、酪農１号２名・２号３名）で
ある3。畑作の実習生は全員が１号である

が、これは、農閑期があるため６カ月（国

内事前講習期間を含めると７カ月）間の

                                            
2 受入戸数は、合併時に56戸、ピーク時
は61戸あった。管内では、旧研修制度
下に研修生の受入れが進んだものの、実

習制度への移行に伴い受入費用が約1.5
倍となったため、受入れを断念した農家

が続出した。 
3 アJA管内には、事業協同組合を利用
する農家もあるが、３〜４戸程度である。

これらは、年間３人受入れを行うために、

事組を利用しているものと推察される。

JA利用農家にも大規模経営はあるが、
これらは実習生２名に加え、人材派遣会

社から日本人臨時雇を雇用している。 
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雇用しかできないためである。酪農には

通年作業があるため、温暖地と同じ通年

雇用が行われており、２号が３名いる。

しかし雇用契約は滞在上限の３年ではな

く、２年としている4。 
	 受入農家（畑作）の経営面積は、分散

が大きく、10ha弱から60ha程度まであ
り、平均は28ha程度である5。受入農家

（酪農）の飼育頭数（乳牛）は、約 90
頭から約200頭まであり、平均は130頭
程度である。受入農家（畑作）の売り上

げもまた分散が大きいが、平均すると年

3000 万円程度、手取りはこの約 3 割で
ある。 
	 実習生の性別は、酪農は全員男性、畑

作は男性41名・女性39名である。畑作
の男女比がほぼ等しいのは、2 人受入れ
の場合は男女ペアを基本として斡旋され

るためである6。実習生の年齢は、35 歳

                                            
4 これは、後述の通り応募者・実習生の
ほとんどが既婚者であり、本国に子供を

残しているので、３年の実習を望まない

からである。しかし受入農家は、作業を

覚えた実習生を長く雇用したいため、３

年契約を望んでいる。 
5 ア市に精通する北倉教授によれば、ア
市農家の経営面積は、他地域に比して大

きくないため、労働集約的な高収益作物

を作付する必要があり、旧研修生の受入

れが積極的に行われた。 
6 これは、男性が重量野菜を担当し、女
性が手先の器用さが求められる軽量野菜

を担当するためである。男女ペアで斡旋

することが予め決められていることは、

アJA監理の特徴の１つである。また、

前後が中心である。ア JAは募集の年齢
条件を20〜39歳としており、これは20
代を中心とする温暖地の一般的な募集よ

り高齢まで募集しているので、応募者に

35歳前後が多いからである。また、よっ
て、応募者・実習生の９割超は既婚者と

なっている7。 
	 ア JAが契約している送出し機関は２
社あり、両社とも山東省での実習希望者

の募集を行っているほか、１社は黒竜江

省でも募集している。ア JAでは、年間
約 80名の募集に対し、約 200名を面接
できるよう各送出し機関に通達している

が、実際の応募者は面接者の数十倍あり、

多くの地域で確認されている応募者の減

少は、ア JAにはみられない。これは、
30 代後半で学歴の無い農村部の中国人
単純労働力は、中国国内でも競争力に乏

しいため、日本での実習を望むものが多

いことと、ア JAが 低手取額を保障し

て募集をしていることによる。ア JAは
受入農家に、月給95000円（雇用期間平
均。畑作 6カ月雇用計 57万円）を保障
するよう求めているが、堀口科研調査報

告会における北倉教授報告によれば、北

海道で受入れられている実習生には未だ、

中国国内で借金をしてくるものが少なく

                                                             
１人受入れは９戸のみであり、ほとんど

が男女ペアの２人受入れを行っている。 
7 アJAは婚姻条件を設定していないが、
比較的高齢まで募集していることから、

結果として既婚者が多く、酪農では2年
契約となっている。 

63



第 5章 北海道における外国人技能実習制度の活用と課題（軍司聖詞） 

 

なく、 低賃金での雇用で達成できる水

準でも、これを明示した方が応募者が集

まりやすいとのことである。 
	 ア JAは、実習生に失踪等のトラブル
が生じた場合は、契約する送出し機関を

変更することもある。ア JAは、これに
より各送出し機関に、トラブルを起こさ

ない良質な実習生を送出すインセンティ

ブを与えている 8。また、ア JA自身も、
送出し機関の変更の際には、新地域を視

察し、現地の営農概況や人的資源の状況

等を調査して、実習生の質と量の担保に

努めている。 
	 しかしながら、近年、送出されてくる

実習生の質は非常に低下しており、アJA
内では送出し国の変更も視野に議論がな

                                            
8 軍司（2012）によれば、日本を代表す
る実習制度の活用地である茨城県八千代

町を管轄するJA常総ひかりでは、15年
以上にわたり同じ送出し機関と契約し、

関係を密にすることで、東日本大震災後

の実習生帰国事件の際に帰国者ゼロを達

成した。契約する送出し機関の変更はJA
にも受入農家にも負担となるが、送出し

機関の駐在員も滞在していないアJAで
は、送出し機関を変更するメリットの方

が大きいと考えられている。 

されている。しかしア JAは、巡回指導
等のために中国人専任職員を雇用してい

る事情から、早急な変更を行うことは難

しい状況にある。 
 
 2.2.受入農家の営農事例と受入概況 

	 本研究が調査を行った３戸の受入農家

の営農概況は、表1の通りである。 
	 A 農家は、経営主 A 氏 60 歳、妻 56
歳、実習生 2人（29歳男性既婚、28歳
女性既婚）、日本人臨時雇（人材派遣会社

を利用）40〜50 人日で 9、26ha の畑を
耕作している。実習生の募集条件は 20
代であることだけである。経営耕地のう

ち、半分弱はカボチャ（12ha）を作付し
ており、その他、スイートコーン（5ha）、
甜菜（5ha）、ジャガイモ（2ha）などで
ある。B農家は、経営主B氏 52歳、妻
54歳、父80歳（トラクターなどの機械
作業を担当）、実習生（33 歳男性既婚）、
日本人臨時雇（人材派遣会社から雇用）

                                            
9  A農家の日本人臨時雇は、人材派遣会
社を介して養護施設から雇用しており、

これは養護施設の野外研修としての側面

が大きいため、主力は家族2人と実習生
2人の計4人となっている。 

 

 A B C 
�$�

(�) 
 	(ha) 20 20 27 
�	(ha) 6 0 0 

!	� 
�� 

�
�� 

��(�) 2 3 3 
���(�) 2 1 2 
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370〜380人日で、20haの畑を耕作して
いる。実習生の募集条件は特に設定して

いないが、日本人臨時雇のみ 40 代であ
ることを条件としている 10。作付は、小

麦、ジャガイモ、スイートコーン、加工

用トウモロコシ、アスパラガス、カボチ

ャのほか、生薬（信州ダイオウ）である。

C農家は、経営主C氏54歳、妻56歳、
父 82歳（年間 60日程度）、実習生 2人
（32 歳男性既婚、36 歳女性既婚）の 5
人で、27ha の畑を耕作している。日本
人臨時雇は雇用していない。これは、日

本人臨時雇の需要が集中し、雇える可能

性が乏しいことから、探すこと自体して

いない。作付は、甜菜、ジャガイモ、カ

ボチャ、小麦、スイートコーン、アスパ

ラガス、白菜などである。 
	 各受入農家の営農概況のうち、特に労

働力に注目すると、A・C 農家が実習生
を２人受入れているのに対し、B農家は
実習生１人と臨時雇を雇用する形態とな

っている。B農家は、以前は旧研修生を
２人受入れていたが、実習制度になり受

入費用が約 1.5倍となったことで、実習
生の雇用と人材派遣会社からの日本人臨

時雇の雇用に費用差がほとんどなくなっ

た。また、以前B農家では、２人の研修
生同士がケンカをして、研修どころでな

くなった経験があるため、 悪の事態を

回避できる現在の形態とした。すなわち

                                            
10 高齢だと毎日出勤できないことが多
いため、40代に限定している。 

ア市では、実習制度は費用的なメリット

から活用されている訳ではないことが分

かる。 
	 各受入農家とも、旧研修生の受入れの

背景には、ア市近隣における日本人臨時

雇（出面）の減少があるとしているが、

受入理由は異なる。すなわち A 農家は、
作付体系を、労働集約的で収益性の高い

カボチャやスイートコーン中心へと変更

するためである。B農家は、出面減少へ
の危惧から、労働力として確実な常雇を

雇用するためであり、C農家は高齢とな
った両親の労働力の代替のためである。 
	 上述の通り、ア市農家は経営面積が比

較的大きくなく、A農家のような経営戦
略を採る必要があったが、B・C 農家の
ように、温暖地にも多く見られる理由を

あげる農家もみられる。いずれにせよ、

ア JA管内では、労働力確保の意味から
実習制度は不可欠なものとなっている。 
	 しかしながら、実習生の質の低下に、

各農家とも苦心している現況がある。実

習生は 30 代後半で、労働能力が低いこ
とはもとより、学習意欲も、労働意欲も

低下しており、「収穫物を投げない」とい

うレベルから教える必要が生じている。

また、短期雇用であるがため、適当に過

ごして帰国すれば良いと考えるものも現

れてきている。また実習生は、出稼ぎ労

働者的な性質を強めてきており、金銭感

覚に極めてシビアで、近隣の受入農家と

残業量に差があれば、すぐにクレーム
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を付けるようになってきている。 
	 この現況に対し、農家間でも独自の取

り組みが行われている。すなわち、アJA
斡旋実習生受入農家は全戸加入の協議会

を設置している。同協議会では、残業量

に関する調整を行っているほか、町内会

の施設などを共同宿舎として借受け、協

議会の役員がこの宿舎の責任者となるな

どして、実習生の管理を徹底している 11。 

                                            
11 実習生の宿泊施設は、倉庫や納屋など
を改装して用意し、実習生は農家の敷地

内に住ませることが温暖地では一般的で

あるが、短期雇用型のア市では、宿泊施

設を共同で借受けることで、この費用を

抑えている。なお、この宿舎は男女共同

であることも特徴的である。トラブルを

懸念して、男女は別宿舎とするのが一般

的だが、受入農家の妻達によれば、借受

けている宿舎を清潔に使う傾向があるた

め、男女共同の方が良いとのことである。

 
 2.3.アJA斡旋実習生の受入費用 

	 ア JA斡旋実習生の受入れにかかる費
用（畑作）は、表2の通りである。 
	 なお、酪農のケースでは、渡航費が往

復約12万円、JITCO賛助会費が約1200
円となる。 
	 また、受入農家には、表2の費用項目
のほか、実習生の宿泊施設の確保が求め

られるが、上述の通りア市では共同宿舎

を借受けているため、温暖地ほど固定費

用は掛かっていない。 
	 表2の受入費用には、２つの特徴があ
る。１つは、JITCO賛助会費の支払があ
ることである。畑作農家自体はJITCO
                                                             
これまで、特にトラブルは無いが、その

背景には、実習が短期間であり、また実

習生のほとんどが既婚者であることがあ

るものと推察される。 
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に加入していないが、アJAはJITCOに
加入しているので、賛助会費の負担が受

入農家に求められている。これは、温暖

地ではあまりみられない。もう１つは、

ア JAの監理費が比較的安価であること
である。ア JAによれば、管内では実習
制度の活用が不可欠となっている一方、

実習制度への移行により受入費用が高騰

したため、監理費を可能な限り安価に抑

えているとのことである。 
	 実習制度への移行に伴う費用負担増の

影響が深刻であることは、受入農家が実

習生の給与から控除している各費用（表

3）からも読み取れる。 
	 すなわち、受入農家は、実習生から保

険料と食料品費を徴収している。一般に

は、JITCO保険料は受入農家負担である
が、アJAでは実習生負担となっている。
また食料品費も実習生から徴収しており

（他地域でも、米を共同購入することは

あるが、賃金から定額控除をしているの

は珍しい）、アJAが受入農家の費用負担
を少しでも軽減しようとしていることが

分かる。 
	 なお酪農のケースは、水道光熱費が月

額12500円 12となるほか、保険料が月額

3000円13となり、食料品の控除はない。 
 

3.結論 

	 本研究は、短期雇用型受入れを行う寒

冷地における実習制度活用のありようと

課題、JAの役割について、北海道アJA
管区を事例として考察した。調査結果の

詳細は以上をまとめると、次のようにな

                                            
12 酪農の実習生は共同宿舎でなく、温暖
地同様、受入農家敷地内に整備された宿

泊施設に住んでいる。酪農では冬季も実

習生を受入れており、暖房代が掛かるた

め、水道光熱費が高額となっている。 
13 酪農では畑作より長期間の保険を掛
けるため、割安となっている。 
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る。 
	 ア JA の受入れには、こんにち、3 つ
の課題がある。1 つは、農閑期があり 7
カ月の短期雇用型で実習生を受入れざる

を得ないため、30代後半の実習生を募集
する必要が生じていることである。これ

は労働力として劣悪であるほか、質の低

下も深刻である。 
	 2 つ目は、実習制度への移行に伴う費
用の高騰があることである。温暖地でも

受入費用は高騰したが、研修生のみであ

った寒冷地ではその影響が特に大きく、

受入れを断念する農家まで出ている状況

にある。しかし、経営面積が大きくない

ア市農家は、労働集約的な作物を作付せ

ざるを得ないため、労働力を雇用する必

要がある。各受入農家は、少しでも費用

負担を軽減しようと、実習生から保険料

や食料品費を徴収したり、共同宿舎を借

受けたりして、これに対応している。 
	 3 つ目は、実習生の質の低下がことさ
ら深刻であることである。他地域でも質

の低下は見られるが、中国国内でも競争

力の乏しい農村部の学歴の無い 30 代後
半の単純労働力を受入れているア市では、

ことに質の低下が深刻である。 
	 これら短期雇用型の受入れを行う寒冷

地特有の諸課題に対応することが、寒冷

地の JAには求められる。ア JAでは、
監理費を安く抑えたり、保険料や食料品

費を実習生から徴収したりして、受入農

家の費用負担を軽減させているほか、

低手取額の保障、送出し機関の変更、現

地調査するなどして、実習生の質の低下

を回避しようとしている。しかし、これ

らの取り組みでは対応しきれていない。

送出し国を変更することも検討中である

が、専任中国人職員を雇用していること

から、早急な変更は難しい。 
	 以上の現況に対し、各受入農家ないし

ア JAは、修業年限 3年以内での、実習
生の再来日を可能とするような制度改正

を切望している。実習生の再訪が可能と

なれば、募集条件を温暖地に近付けるこ

とができ、優良な実習生が集まることが

期待される。もしくは、農閑期には温暖

地での実習を行うことができるようにな

れば、同様の効果が期待できる。現行の

実習制度は、中小企業向けに整備された

ものであり、現在はこれを農業分野に流

用しているため、農業分野における短期

雇用型受入れを行う寒冷地に特有の事情

は勘案されていない。しかし、以上の事

例からは、受入農家や JAなどによる取
り組みのみでは対応しきれない課題が寒

冷地では生じており、農業分野特有の事

情に即した制度設計の必要が生じている

ことが窺える。 
 
付記 

	 本稿は、軍司聖詞（2015）「寒冷地に
おける外国人技能実習制度の活用現況と

JA の役割」『農業経営研究』をもとに、
加筆修正をしたものである。 
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第 6 章 

 

中国における日本の外国人技能実習制度研究の整理 

 
青島農業大学外国語学院 
外籍教師	 	 佐藤 敦信 

（研究協力者） 
 
1.はじめに 

周知の通り、日本の農業等、外国人技

能実習制度が対象としている産業では、

来日した外国人技能実習生が重要な存在

になっている。外国人技能実習制度は、

外国人技能実習生に日本国内の受入機関

でそれぞれの技能を習得させ、帰国した

後、その技能を母国で発揮させることを

目的としている。その一方で、受入側と

しては、一定程度、外国人技能実習生を

労働力と捉えざるを得ないという点も指

摘できる。そのため、外国人技能実習制

度の安定的運用は外国人技能実習生と受

入側双方に利点のあるものであったと言

えよう。そして、これまで中国人技能実

習生が大きなシェアを占めていたことか

ら、外国人技能実習制度は日中両国にお

ける労働力問題として重要な位置付けに

あった。 
しかし、近年、日本の外国人技能実習

制度を取り巻く環境は大きく変化してい

る。例えば、2012年以降の円安傾向は、
日本の輸出競争力を高めた一方で、日本

での技能実習期間中の収入もある程度期

待する外国人技能実習生のインセンティ

ブを低下させたとも考えられる。佐藤

（2014a）では、帰国した元外国人技能
実習生の外国人技能実習制度に対する認

識が明らかにされており、経済的理由か

ら同制度に応募する者が少なくなく、か

つ近年の中国国内における給与水準の上

昇や円安傾向から、今後、日本へ行く利

点は少なくなると考えている者もいたこ

とを指摘している。ただし、この成果は、

一部のヒアリング対象者の考えを明らか

にしたものであり、中国国内で日本の外

国人技能実習制度がどのように認識され

ているのかを明らかにするまでには至っ

ていない。先述の通り、中国は外国人技

能実習生の送出し国として大きなシェア

を占めている。しかし、公益財団法人国

際研修協力機構（JITCO）の業務統計に
よると、JITCO入国支援技能実習生（1
号）を国籍別にみると、上位5ヶ国（中
国、ベトナム、フィリピン、インドネシ

ア、タイ）のうち、中国のみ 2012 年か
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ら減少し続けている1。この状況が継続す

れば、外国人技能実習制度における各国

の位置付けが大きく変わることも予想さ

れる。外国人技能実習制度を、今後、安

定的に運用していくためには、減少に転

じた中国の同制度に対する認識を把握す

る必要もあると考える。 
	 これまでの日本における外国人技能実

習制度に関する研究は、受入機関の取り

組み課題や外国人技能実習生の意識を明

らかにしたものが主であり2、中国におけ

る認識については、先の一部の帰国した

技能実習生の意識について明らかにした

佐藤（2014a）等がある。 
	 本稿では、中国における日本の外国人

技能実習制度に関する研究成果をもとに、

同制度がどのように捉えられているのか

について整理する。 
 
2. 中国における研究成果 

 2.1. 外国人技能実習生の意識に関す

る研究 

                                            
1 2011年に中国のJITCO入国支援技能
実習生（1号）は3万8,825人（全体の
80.4%）であったが、2012年に3万4,794
人（同79.0%）、2013年に2万8,805人
（同71.2%）、2014年に2万6,585人
（57.0%）となっており、全体に占める
比率も低下している。公益財団法人国際

研修協力機構HPによる。（https:// 
www.jitco.or.jp/about/data/statistics/sta
tistics-i.pdf） 
2 軍司（2012）や孔（2005）等が挙げら
れる。 

	 胡（2015a）と胡（2015b）は、中国
人技能実習生に対するアンケート調査を

もとに、日本の生活の中での言語、価値

観、企業の制度等への適応状況について、

学歴、性別の面から差異を明らかにして

いる。その上で、とりわけ胡（2015b）
では、外国人技能実習制度について、①

個人から見た場合には、グローバル化が

進む中で自己の価値を高めるための重要

な選択の一つであると位置づけられ、②

国家から見た場合には、国内の就業問題

を緩和させ、先進的技術を習得させ帰国

後に経済発展に貢献させることができ、

③社会から見た場合には、中国と日本を

はじめとする世界各国の文化や技術の交

流を通じて、日本及び日本人との相互理

解と友好を促進することができると述べ

ている。 
 
2.2.労働者海外派遣に対する中国の

取り組みの研究 

呉（2009）は、江西省が岐阜県等のア
パレル産業に主に研修生を送り出してき

たが、近年減少していることを踏まえ、

問題点として海外における労働環境に関

する情報が不足しており、省内の余剰労

働力供給状況や海外の労働力需要を随時

把握することが難しいことを挙げている。

そして、労働者派遣については、①派遣

者数は多いが習得した高度な技術は少な

いという状況を鑑み、特に IT 等の知識
技術集約型産業を中心に派遣先を開拓し
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ていくべきであること、②海外への労働

者派遣が国内余剰労働力問題を解決する

重要な手段であることから、各地方政府

は「労働者海外派遣基金」を設立し、資

金を貸し付けることにより、中国の労働

者が社会保障を十分に受けられ国際競争

力を高められるようにすべきであること、

③国内派遣会社と高等教育機関が共同で

条件の良い労働市場を開拓し、国内の就

職難の問題を解決し、併せて国際的視野

をもった人材を育成すべきであることを

指摘している。 
 
2.3.外国人技能実習制度に内在する

課題に関する研究 

張（2004）は、日本の出入国管理政策
の変遷について整理する中で、外国人技

能実習制度について、従来の外国人技能

実習生の技術の習得という側面だけでは

なく、日本の単純労働者の受入という側

面が生まれてきており、この点は同制度

の主旨に反していると指摘している。さ

らに、研修機関は日本語や技術の教育に

関する法定義務を厳格に実施するととも

に、外国人技能実習生に対する試験の質

を高め、習得した技能のレベルを正確に

判断できるように改善していくべきだと

している。 
薛・支（2008）は、中国のロシアと日
本への労働者派遣に内在する課題につい

て言及している。同成果では、1999年時
点で日本において中国人技能実習生が占

める比率は、外国人労働者総数からみる

と小さく、日本の労働力不足の実態から

みると、派遣先として拡大する余地は十

分にあるとしている。その一方で、日本

は、研修生という名目で派遣することに

限られ、外国人労働者の参入を制限して

おり、労働者が不足している産業では、

一部の企業は違法に外国人労働者を雇用

せざるを得ない状況に陥っているとも指

摘している。 
廖（2009）は、日本における研修生が
直面している問題として、就業時間の超

過、給与のピンはね・遅延、母国への強

制送還の可能性、事故等による安全問題、

パスポート取り上げ、暴力等を挙げてい

る。そして、このような問題が発生する

主な原因の1つは、研修生自身の社会的
立場が相対的に弱いことにあると述べて

いる。具体的には、①研修生はその在留

資格の定義上、労働基準法や税法、労災

保険制度等の適用外であり、 低賃金法

や労働安全衛生法の保護も受けられない

こと、②日本政府が研修生に関する紛糾

を処理することは、研修生を苦境から助

けるどころか、研修生の研修状況を悪化

させることにつながる可能性もあること

3を指摘している。その一方で、制度改正

                                            
3 廖（2009）では、2004年に受入機関
において残業等に関する問題が発覚した

結果、当該受入機関が外国人研修生受け

入れ資格を停止され、研修生も在留資格

が取り消され中国へ帰国することになっ
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により一般労働者と同じ法的保護を受け

られるようになったことは、地位向上の

面からみて大きな前進であり、外交ルー

トを通じて生活条件等の改善を促すこと

が重要であるとも述べている。 
李・李（2014）は、中国の主な労働者
派遣先国として日本と韓国に注目し、両

国の外国人労働者に関する制度（外国人

技能実習制度と雇用許可制度）を比較し

ている。その中で、共通点としては、①

制度の実態、②外国人労働者の出身国、

③外国人労働者が就業する背景、④就業

先、⑤入国後の管理、⑥両国の制度から

みる外国人労働者に対する姿勢を挙げて

いる。具体的には以下のように言及して

いる。①両制度は、発展途上国へのさら

なる先進技術の移転を加速させ、人材を

育成することを名目として運用されてい

るが、実質的には労働力不足に悩む中小

企業の需要を満たすためのものであり、

本来の技術移転の理念からは離れたもの

である。②両国ともに外国人労働者の出

身国は中国やベトナム等比較的労働力コ

ストが低い国である。③日本については

少子高齢化と経済成長による給与水準の

上昇、韓国についても同じように経済成

                                                             
たことを例としている。このような問題

の解決方法は、確かに違反のあった受入

機関に一定の処罰を科すものであるが、

大の被害者は研修生であり、研修が中

止になったことで強制送還されることに

なり大きな損失を被ったとしている。 

長による給与水準の引き上げと国内労働

者のいわゆる 3Kの業務を避ける傾向が
背景にある。④両国とも製造業、建築業、

農業などが受け入れており、外国人労働

者の学歴等教育水準も低下している。⑤

両国において、企業または団体による受

け入れをサポートしているのは、政府の

公共部門である。⑥労働力市場の開放に

は消極的である一方で、制度面で融通を

利かせ大量に安価な労働力を確保したい

と考えている。その結果、受入機関の中

では時に劣悪な就業条件や就業時間の超

過、給与等の問題が発生する。 
また、日本と韓国とでは、①制度の変

遷、②受入過程、③受入規模、④就業期

間、⑤制度の発展において、違いがみら

れるとしている。①韓国の外国人労働者

受入に関する制度は、当初、日本の制度

を参考にして始まったが、2007年から雇
用許可制度へと転換した。②日本は入国

管理局と JITCO によって監理されてい
るが、韓国は政府各部門と関連企業が受

入について監理している。③韓国は日本

と比較して外国人労働者数が多く、労働

市場が比較的解放されていると言える。

④就業期間についても、韓国の方が長い。

⑤日本は外国人労働者の就業環境を改善

すること等を通じてさらに多くの外国人

労働者の受入を指向しているが、韓国は

労働者の送出し国に対する要求を高め、

人数が少なくても外国人労働者の質を重

視している。 
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3. おわりに 

	 本稿では、外国人技能実習制度に対す

る中国の研究成果を引用し、中国で同制

度がどのように捉えられているのかにつ

いて整理した。本稿で取り上げた成果で

は、その多くで外国人技能実習制度は日

本の労働力不足を補完するものとして捉

えられており、その上で技能実習期間に

発生する問題について指摘していた。 
本稿で取り上げた中国の労働者海外

派遣、外国人技能実習制度に関する研究

は一部にすぎない。これらのみで中国全

体の認識と捉えることはできないため、

本稿では研究成果の一部の紹介にとどめ

ておきたい。しかし、外国人技能実習生

の生活条件に改善が求められるとしてい

る点や、法規に反した受入事例もあると

いう点は近年の複数の成果で言及されて

いることであり、外国人技能実習制度に

対して、これらのことがイメージされる

のは少なくないと考えられる。このよう

な研究成果によって、上記認識が中国国

内で今後拡大することも想定される。来

日する外国人技能実習生数をみると、中

国は依然として も多いことから、今後

も長期的に中国での情報発信に注目して

いく必要があるだろう。 
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第 7 章 

 

中国における研修生・技能実習生派遣の現状と課題 

————中国山東省・江蘇省における事例調査より———— 

 
桃山学院大学経済学部 
教授	 	 大島 一二 
（研究協力者） 

愛知県立大学外国語学部 
准教授	 	 西野 真由 

（研究協力者） 
 
1.はじめに 

 1.1.課題の設定 

	 本報告の目的は、海外からの研修生・

技能実習生（以下「研修・実習生」と略

す）にかんして、主要な送り出し国の一

つである中国の、①関係資料等の分析に

よる全体動向の分析、さらに、②研修・

実習生派遣企業において実施したヒアリ

ング調査結果から、中国の海外向け人材

派遣状況の変化、近年の中国の派遣人数

の減少の背景、送り出し国での人材選抜、

派遣前教育の実態と問題点等について検

討し、さらに日本の研修制度についての

評価を交えて論じることにある。 
	 これまで、研修・実習生問題研究にお

いては、日本国内における低賃金等の劣

悪な就労環境問題等を背景に、日本国内

での就労・生活実態などを分析する研究

が多く発表されているものの、送り出し

国の労働力需給等の動向、さらに派遣労

働者の選抜・事前教育などの派遣企業に

ついての実態調査研究は、主に現地調査

が比較的困難であることなどから限定さ

れた状況にある。 
たとえば、送り出し側に関する研究とし

て、田嶋（2010）は、中国における海外
への労働者送り出し政策と研修事業、さ

らに、送り出し機関が抱える問題等につ

いて中国の実態調査から考察を行ってい

る。また、常（2005）は、研修生派遣に
関わる中国側の行政部門、派遣の仕組み

を明らかにし、山東省威海市を事例に、

研修・実習生派遣事業の実態とその問題

点について考察を行っているが、これら

二つの研究では、中国側の派遣企業の成

立の経緯、経営構造、近年の派遣企業が

直面する問題などにかんする分析は十分

とはいえない。これにたいして、黒田
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（2010）は、北海道雄武町における実態
調査から、研修・実習生の送り出し地域

や機関についても言及しているものの、

これも分析の中心は日本における研修・

実習生の生活実態や就労にかんする意識

の変化などとなっている。 
	 また、今回テーマとしている研修・実

習生の現状にかんしては、近年、日本向

け送り出し国別の派遣人数構成の変化が

顕著となっていることが注目できる。関

係資料および茨城県等の日本の受け入れ

現地でのヒアリング結果では、中国出身

者数が停滞する一方で、東南アジア諸国

出身者の増加が顕著であるという。この

ような変化にはどのような背景があるの

か。 
	 このような問題意識から、本報告では、

中国における研修・実習生派遣企業の調

査を中心に、中国全体の派遣状況の変化、

さらに、中国における研修・実習生希望

者の募集方法、人材選抜、派遣前教育の

実態、派遣企業の経営実態、赴任に関わ

る経費の実態等について注目する。 
いくつかの資料から読み取れるように、

中国は、日本に派遣される研修・実習生

の主要な供給国であり、近年、日本向け

研修・実習生の送り出し国が徐々にベト

ナム、フィリピン、インドネシア等の東

南アジア地域にシフトしているとはいえ、

2010 年～2013 年にかけて入国した研

修・実習生全体の約６～７割1を占めるな

ど、相変わらず給源地域として突出した

地位を占めている点が特徴的である（表

1参照）。 
	 さらに、中国のなかでは、沿海地域に

位置する山東省と江蘇省に注目した。こ

れは、山東省・江蘇省が、北京市・天津

市・上海市などの大都市に隣接し、経済

が相対的に発展しているものの、いずれ

も都市近郊に広範な農村地帯を抱え、人

口密度も高いという共通の特徴があり、

これまでも広範な農村地域を中心に多数

の研修・実習生を日本に送り出してきた

実績を有しているからである。 
	 表２は、2012年の中国の対海外請負プ
ロジェクトにおける労務合作業務派遣人

数にかんして、各省別に、年間派遣人数

について降順に示したものである2。表２

に示した中国の労働力の海外派遣全般に

おいては、多い順に山東省、江蘇省、広

東省、福建省、河南省、遼寧省等の沿海

地域に位置する諸省の海外への労働力派

遣数が多数を占めていることが理解でき

                                            
1 表１に示したように、2013年の外国人
技能実習生・研修生入国者は合計68,884

人で、内、中国からが45,263人（65.7％）

が中国出身者である。法務省入国管理局

編（2014）『出入国管理』、および公益財

団法人国際研修協力機構編（2012）『2012

年度版JITCO白書』81頁参照から。 
2 この表２は、資料の限定から、海外派
遣者の全体数を示したものになっている。

この統計に研修・実習生も含まれている。 

79



第 7章 中国における研修生・技能実習生派遣の現状と課題（大島一二・西野真由） 

 

る。そのため、これら上位２省を分析対

象として取り上げることが適切であると

考え、現地調査を実施した。 
	 上記の問題意識に基づき、筆者を含む

研究チームは、2010年11月、2013年8
月に、中国山東省青島市に所在する研

修・実習生派遣企業、さらに 2013 年 12

月に、江蘇省南通市の研修・実習生派遣

企業において調査を実施した（各社の詳

細については後述する）。また、中国政府

商務部等の関係機関資料を基に、中国の

海外労働者派遣の現状について分析した。	

本報告はそれらの成果の一部である。 
 
 1.2.調査対象企業の概要 

  1.2.1.青島市A社の概況 

	 筆者を含む研究チームは、前述のよう

に海外派遣労働者数の多い山東省青島市

に注目し、2010年 11月、2013年 8月
に、山東省青島市にある青島Ａ有限公司

（以下、Ａ社と略す）を訪問した。 
Ａ社は、1998 年 7 月に設立され、登録
資本金500万元、中国商務部より「対外
労務合作経営権」の認可を受けた研修・

実習生送り出し機関である3。Ａ社は、設

立当初は海産物や特産物の貿易などを中

心に行っていたが、2002年より、研修・
実習生の派遣業務を開始した。現在、青

島市だけでなく、山東省東部の乳山市、

                                            
3 Ａ社は後述する「中日研修生協力機構」
の会員企業である。 

威海市にも事務所を構え、研修・実習生

募集の拠点としている。 
Ａ社の従業員は 36 人で、主な業務は、
研修・実習生の派遣、海外への人材派遣、

商品及び技術の輸出入、国外の工事請負

事業など多岐にわたる。 
	 山東省では、国外へ人材の派遣を行う

場合（ほとんどの場合、研修・実習生は

このカテゴリーに含まれる）、山東省商務

庁が認可している「外派労務訓練機関」

によって、人材の選抜、教育、訓練を行

う必要がある。2010年の調査時点では、
商務庁より認可を受けた教育、訓練機関

は山東省内に115機関あり、その内、108
の機関は地域限定での募集や教育のみが

認められており、７機関が商務庁直属の

訓練機関として、山東省内全域において

研修・実習生の募集、教育が許可されて

いる。 
Ａ社は、研修・実習生の派遣前教育を実

施するための教育センターを併設してい

る。前述のように、このＡ社教育センタ

ーは、山東省商務庁によって「外派労務

訓練機関」に指定されているため、省内

全域での募集が可能になっている。省内

全域において研修・実習生の募集が可能

という点は、受け入れ機関の要望に合致

する多様な職種、業種に適合する人材の

獲得に有利に働くと考えられる。 
 
  1.2.2.江蘇省南通市B社の概況 

 

80



第 7章 中国における研修生・技能実習生派遣の現状と課題（大島一二・西野真由） 

 

	 すでに述べたように、江蘇省は労働力

の海外派遣業務において、山東省に続い

て派遣人数が多い省である。そこで、本

研究チームは江蘇省の派遣業務の実態に

ついての調査を計画した。そして、2013
年 12 月に江蘇省南通市の派遣会社「江
蘇Ｂ労務有限公司」（以下Ｂ社と略す）の

訪問が可能となり、ヒアリング調査を実

施した。このＢ社では近年の日本向け派

遣業務の変化を調査の主要内容とした。

ヒアリング対象者はＢ社営業本部本部長

のＣ氏である。 
Ｂ社は、南通市政府および南通市工商局

から承認された海外派遣機関であり、国

外（主に日本向け）の農業・工業・サー

ビス業界などへの労務派遣業務を取り扱

っている専門会社である。研修生は、日

本の東京都、大阪府、名古屋市などの10
ヵ所以上の地域に派遣されている。派遣

先業界としては、縫製業、建築業、機械

加工業、水産加工業、造船業、農業など

広い分野に、年間200～300人を派遣（そ
の多くは工業部門であり、農業部門はそ

れほど多くない）している。 
 
2.中国および派遣企業の海外労働力派遣

の現状 

2.1.中国の海外労働力派遣の現状 

	 まず、現地調査を実施した、中国の山

東省および江蘇省から海外への労働力派

遣の実態についてみてみよう。	

	 表３は中国商務部の資料から、2005年

から 2012 年までの中国の海外労働者派

遣数の変化を示したものである。	

	 この表によれば、以下の特徴が読み取

れる。	

①2005年当時は派遣人数の多い順に、江

蘇省、山東省、遼寧省、吉林省、福建省

であったが、2010年には山東省、江蘇省、

河南省、広東省、福建省の順に変化し、

山東省が第１位となった。さらに 2012

年には山東省、江蘇省、広東省、福建省、

河南省の順に変化している。いずれの年

も主要送り出し地域としての山東省と江

蘇省の位置には大きな変化がないが、そ

れ以外では、徐々に東北地方３省の地位

は低下し、派遣の中心地域が南方各省に

移転していることがわかる。	

②ただ、こうした送り出し省・市・自治

区の変化は、あくまで沿海地域の一部の

省・市・自治区の中で推移しているに過

ぎないことには注意が必要である。これ

にたいして、中国内陸地域の中部・西部

地域の各省・市・自治区からの派遣人数

は、依然としてごく限られた規模に留ま

っていることがわかる。	

	 中国の沿海地域の各省・市・自治区が、

研修・実習生の主要な送り出し地域とな

っている点は、別の資料からも裏付けら

れる。図１は、中国の日本向け研修・実

習生送り出し企業の業界団体である「中

日研修生協力機構」に認定されている送

り出し機関（企業）の省・市・自治区別

分布を示したものである。この図からも、
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表３と同様に、山東省、江蘇省、遼寧省、

北京市、吉林省、上海市などの沿海地域

の各省・市・自治区が上位を占めている

ことがわかる。	

	 こうしたことから、これまでの中国か

らの労働力海外派遣は、経済が比較的発

展した沿海地域の省・市・自治区からの

ものが中心であることが明らかである。

とくに現地でのヒアリング結果にもとづ

けは、沿海地域の比較的経済が発展した

省・市・自治区の都市地域に比較的近い

農村が主要な供給源となっていることが

明らかになっている。	

	

2.2.調査対象企業の研修・実習生派遣

実績 

 2.2.1.A社の研修・実習生派遣 

	 Ａ社担当者によると、日本向けの農業

関係研修・実習生は、以前は、上海市近

郊の江蘇省・浙江省等からの派遣が多か

ったが、所得水準の上昇とともに、そう

した地域からの研修・実習生の派遣は少

なくなり、現在は、山東省、江蘇省、さ

らに東北地方出身者がかなりの部分を占

めるという。	

	 Ａ社は、2002年に派遣業務を開始して

以来、帰国生約1,000人、派遣中の研修・

実習生約400人と、あわせて約1,400人

送りだした実績を有し、これまで失踪者

や重大トラブルの発生は「皆無」を強調

していた（実態は不明であるが）。Ａ社派

遣の研修・実習生は、年齢は20代前半が

主で、男女比は4対6と女性が多く、学

歴は大部分が中学校卒業程度となってい

る。	

	 Ａ社は日本の５～６の研修・実習生受

け入れ組合と提携しており、調査当時は、

Ａ社が派遣する研修・実習生は、すべて

日本向けである。そのうち農業研修・実

習生が約７割を占めている。農業の他は、

水産加工、工業分野への派遣を行ってい

る。これまで、畜産業では千葉、茨城、

北海道、水産加工業では宮城、三陸地方、

工業分野への派遣として大阪、神戸、名

古屋へ、主に研修・実習生の派遣を実施

してきた。Ａ社は派遣業務を開始した当

初は、農業分野の研修・実習生が約５割

を占め、同時に、工業や繊維業へも積極

的に派遣を行ってきた。	

こうした派遣先は、日本国内の経済状況

によって大きく変化してきた。例えば、

Ａ社では2000年代前半には繊維産業（と

くに縫製業）への派遣がかなりの比率を

占めていたが、日本国内の縫製業の空洞

化に伴い、この業界への派遣は2000年代

末にはほぼ皆無となった。また、2008年

以降の金融危機の影響で、工業、とくに、

自動車産業が影響を受け、名古屋近辺の

工業地帯への派遣はほぼなくなったとい

う。このように、研修・実習生の派遣動

向は、日本の産業の状況や景気動向と深

く関係していることがわかる。	

	

 2.2.2.B 社および南通市における研
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修・実習生の海外派遣 

	 江蘇省南通市にはＢ社のような海外労

務派遣企業は10社ほどあり、省内でもっ

とも多くなっている。江蘇省内には、他

に、蘇州市、揚州市、南京市などにも派

遣会社が存在しているが、南通市ほどに

は集中していない。Ｂ社は南通市のなか

では比較的規模の大きい企業である。	

南通市の海外派遣企業における全体的な

動向として、近年日本向け派遣業務が縮

小傾向にある点があげられる。この要因

は、中国国内の賃金上昇と円安による研

修・実習生の受け取り賃金の目減りによ

り、日本赴任のメリットが減少している

点がもっとも大きな要因としてあげられ

る。	

これまでの経験では、研修・実習生は日

本赴任中の３年間で、30～40万人民元程

度を貯金し、それを中国に持ち帰ること

を目安にしているが、その目標額に円安

が原因で達しないこと、その反面で中国

国内の労賃が上昇しているので（表４参

照、全国平均で2006年から2011年にほ

ぼ倍増している）、赴任希望者が減少して

いるのである。こうしたことから、多く

の派遣企業では、人材確保においてかな

りの困難が発生しているのが実態である

という。その反面、2011年の東日本大震

災に伴う原発事故、2012年の反日デモ等

の要因は希望者減少の大きな要因ではな

いとの説明があった。	

調査時点で南通市の派遣企業では、人材

確保対策のため、基本的に募集対象地域

の拡大によって対応していると説明され

た。元来地元の江蘇省を中心に求人活動

を実施していたが、この求人範囲を山東

省の西部、安徽省、河南省、四川省など

と、主に内陸地域に向かって、かなり広

い範囲に拡大させているのが現状である

という。これは、江蘇省、山東省などの

沿海地域（多くの場合江蘇省・山東省の

農村地域）は、経済発展に伴う賃金上昇

によって、現在ではほとんど募集が困難

な状態に陥っているためであるという。	

過去においては、とくに2010年前後まで

においては、ある企業が所在地以外の

省・市・自治区で募集行動を行うことは、

制度的に規制している省もあったとのこ

とで、事実上ほとんどみられなかった。

現在は派遣大型企業が各省に支店を配置

するという方法で、制度的には可能とな

ったが、現実には他省での募集は容易で

はないとのことである。つまり、たとえ

ば江蘇省の派遣企業は、当然のことなが

ら、これまで江蘇省内を募集の拠点とし

ていたため、他省の求人状況に疎く、実

質的には他省で募集活動ができない、あ

るいは非常に進めにくい状況にあること

が要因となっている。しかし、多くの派

遣企業は、ここ数年地元での求人が困難

となるに従って、求人範囲を広げざるを

得ない状況に追い込まれている4。	

                                            
4 ヒアリング時には、近年いくつかの派
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3.派遣会社の経営構造と制度規制 

3.1.派遣会社の許認可と地方政府の

癒着 

	 今回の調査の際、A 社総経理Ｌ氏の談

によれば、山東省の「外派労務訓練機関」

の認可を受けている企業のほとんどが、

かつて山東省商務庁（商務庁は海外人材

派遣許認可権を有する省政府の一部門）

に勤務経験がある者によって経営されて

いることが明らかになった。このことは、

山東省の海外人材派遣業界が一種の天下

り構造によって成立していることを示し

ていると考えられる。おそらく他の省･

市・自治区も同様の事情であると推察で

きよう。	

Ｌ氏自身も山東省東部の出身で、大学卒

業後、山東省商務庁に勤務した経歴の持

ち主である。このように、海外派遣業務

は、当初その収益性が比較的高かったた

めに参入を希望する企業が多く、限られ

た関係者グループが利益を独占するため

に、省政府との太いパイプがなければ、

事実上参入できない仕組みを作り上げて

おり、実態として公務員関係者による独

占状態にあることがうかがえた。	

また、Ｂ社でのヒアリング結果によれば、

現在の江蘇省の海外派遣企業 20 社程度

                                                             
遣会社が国の枠を超えて、東南アジアに

支店を開業するという動向も説明された。

こうした中国系派遣会社の東南アジアで

の活動には未だ不明点が多い。 

の経営者は、その大部分が、Ａ社の事例

のように、政府機関からの天下り公務員

であることが多いという。基本的に山東

省と同じ構造が存在している。	

	

3.2.派遣会社の利益構造 

 3.1.1.派遣に伴う費用徴収	

	 中国政府は、派遣会社が研修生から徴

収する手数料を 25,000 元以下と定めて

いるが、Ｂ社においては、30,000～40,000

元が必要と説明された。これは南通市に

おける多くの同業者にほぼ共通した水準

にあるという。後述するように、2013年

の調査時前後の江蘇省における当時の農

民一人当たり年間純収入（2012 年）は

12,202元であることから、研修を希望す

る農村出身の青年にとっては、容易に準

備できる金額ではないことが予想される。	

	 この手数料はＡ社でもほぼ同水準であ

る。Ａ社では研修希望者は、Ａ社にビザ

や様々な証明書の手続き費用 25,000 元

～35,000元（2010年調査時の費用、Ａ社

の場合飛行機代を含む）を支払う5。この

手数料に、後に説明する研修に必要な学

費（一ヶ月約1,000元）、宿舎費（一ヶ月

約150元）、食費等が必要になる。これら

を合算すると、日本への研修・実習生派

遣希望者は、およそ３万元から４万元の

                                            
5 A社派遣手数料は、派遣先の業種によ
って異なる。また、派遣前に用意できな

い場合は、派遣後に支払うことも可能と

いう。 
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資金を用意する必要があるという6。山東

省における調査当時の農民一人当たり年

間純収入（2011 年）は 8,342 元7と江蘇

省よりもさらに低い水準にあったので、

これも容易に準備できる金額ではない。	

	

 3.1.2.派遣会社の利益構造	

	 ただ、派遣会社が多額の手数料を得て

いるからといって、即、彼らが暴利を得

ていると判断するには、いくつかの留保

点もある。	

	 その一つは、法外に高額な許認可に関

わる費用である。今回のＢ社におけるヒ

アリング調査と関係資料からは、中国政

府による許認可の際の法外な手数料水準

が明確になった。2012年８月から実施さ

れた中国の関係制度の改革では、派遣企

業は地方政府の管理部門に派遣機関とし

て登録時に登録料600万元を支払い（こ

れ以前は 500 万元）、さらに保証金 300

万元（これ以前は100万元）を預託しな

ければならない。つまり会社創業当初で

900 万元、約 1.7 億円相当が必要となる

のである。この後者の保証金300万元は

派遣先の日本の会社が倒産したときに研

修生の賃金として充当する名目である。	

                                            
6 A社研修生は、費用については、親戚
などから借金をして用意するケースなど

もあり、また、用意が難しい場合は、研

修帰国後の支払いにも応じている。 
7 『中国農村統計年鑑2012』中国統計出
版社。 

	 この制度が実施されてから、中小零細

の派遣会社は自動的に淘汰され、江蘇省

で 20 社程度という現在の企業数に激減

した。この新しい登録料・保証金制度施

行以前は江蘇省だけで派遣企業が100社

以上あった模様である。実際に、前述し

た中日研修生協力機構の登録派遣企業数

も、2012年7月の改正前では281であっ

たが、2014年５月時点では、257に減少

している。	

	 今ひとつの派遣会社にたいする圧力は、

募集の困難化である。Ｂ社でのヒアリン

グ結果によれば、前述のように募集が非

常に厳しくなっている状況下で、派遣会

社は募集現地で実際に研修生を集めてく

れるエージェントに、日本に派遣できた

場合の成功報酬として、多額のマージン

を支払うことが常態化しているという。

この金額は、ここ数年一人あたり 6,000

～10,000元で推移しており、求人の困難

化に従って、2012年ごろから顕著に上昇

傾向にあり、調査時には一人あたり１万

元が相場となっているという。	

	 こうして、政府からの圧力と求人の困

難化により、派遣企業の手取りは以前よ

りも低下しているのが実態であり、募集

が困難化しているからといって、容易に

手数料水準を引き下げる状況にないこと

が推察できる。	

	

 3.1.3.研修・実習生の見込み所得の

変化と希望者の減少	
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	 前述したような多大な費用を支払って

も、なお、2010年以前は研修・実習生希

望者が後を絶たなかった理由として、日

本での研修・技能実習は、ある程度の金

額の貯蓄を可能にしてきた点があげられ

る。調査の際、Ａ社の研修・実習生の約

８割は、日本への主な研修目的として「貯

蓄」を挙げていた。	

	 2010年の日本における研修・実習生に

関わる法改正によって、 低賃金が適用

されたことにより、基本給が一ヶ月約13

万円8に増額された上、これに残業代等が

プラスされ、月給が 20 万円～25 万円程

度になる場合もあり、この金額から生活

にかかる諸費用を差し引いても3年間で

数百万円の貯蓄も可能となることも可能

であったためである。ただ、すでに少し

触れたように、ここ数年の円安傾向によ

り（表５参照、2012年4月から現在まで

に日本円が人民元にたいして約 40％の

下落していることがみてとれる）、研修・

実習生の人民元手取金額は確実に減少し、

一方で前掲表４のように地域の平均賃金

が上昇していることが、近年の応募者の

減少に大きく影響していると考えられる。	

	 貯蓄額の差は、研修・実習生の総所得

                                            
8 2010年7月以降、労働関係法令適用後
の賃金の状況は、「技能実習1号イ」（企
業単独型）12万8,923円、「技能実習1
号ロ」（団体監理型）12万1,372円（い
ずれもJITO支援の技能実習生の月額平
均賃金）となっている。『2011年度版
JITCO白書』114ページ参照。 

の多寡に関わる問題であり、研修・実習

生の も重要な関心事である。このため、

以前から他者との残業手当の格差、派遣

先の企業や農家における仕事量の多寡に

ついて非常に敏感であった。これまでも、

Ａ社で派遣している実習生のほとんどが

日本入国後、一ヶ月程でノートパソコン

や携帯電話を購入し、インターネットを

通じて日本各地の研修・実習生と情報交

換を始めるという。賃金や残業の有無、

就業条件などに関しての情報は、日本全

国の研修・実習生の間ですぐさま行き交

い、また、研修を進める上での大きなト

ラブルの原因になり得る。そのため、A

社では、派遣前教育において他の企業や

農家に派遣された研修・実習生との比較

を行わないよう力を入れて指導を行って

いるが、この指導については、あまり顕

著な効果はみられないとの説明であった。	

来日以降、当初予定した所得が得られな

い場合、容易に失踪の発生や雇用側との

トラブルに帰結する。これを未然に防ぐ

ために、これまでもＡ社・Ｂ社とも派遣

後の実習生の管理やケアを重要視してい

る。	

	 A 社では、スタッフが日本に駐在し、

トラブルが発生しないよう一ヶ月に一回

程度派遣した研修・実習生を見回り、生

活や仕事上の悩みや不満を迅速に解決す

るよう対策を行っている9。A社の日本駐

                                            
9 通常、日本側の第一次受け入れ機関（農
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在員は、研修・実習生の信頼関係を築く

ため、日本における研修の管理だけでな

く、中国での研修・実習生の選抜、派遣

前教育にも携わっている。入国の際も引

率し、日本での研修にも一緒に参加する

ことによって、個々の研修・実習生につ

いて細かく把握するように対策を行って

いる。	

	 Ｂ社の派遣後の研修・実習生管理につ

いては、前述Ａ社と共通点が多い。研修

生の中から 1～2 名の研修生管理者を指

定し、渡航後、会社との緊密に連絡を取

ることによって、研修生の研修状況と生

活状況の把握を強化するとともに、定期

的に研修・実習生受入団体・企業との連

絡を取り問題を事前に把握することに努

めている。また在日駐在員が定期的に派

                                                             
業の場合は農協や農家組合等）が研修・

実習生を管理することになっているが、

人数不足などで難しい場合は、A社のよ
うな中国側の派遣機関が駐在員を常駐さ

せ、研修・実習生の管理を行う場合もあ

る。これらの研修・実習生修の管理にか

かわる諸費用は、第二次受け入れ機関（農

業の場合は農家）が研修・実習生一人当

たり2～3万円（月）を負担している。
この研修・実習生一人当たり2～3万円
の管理費用の配分は、第一次受け入れ機

関と中国側の派遣機関の管理業務に関わ

る度合いによって案分される。配分比率

はケースごとに変わってくるという。ま

た、A社では研修生班長制度を設けてお
り、派遣前教育の段階で派遣先企業別に

班長を選抜し、日本での実習期間におけ

る管理責任をもたせている。 

遣先を巡回している。	

	 つまり、以前は日本に到着してからの、

手取り所得の多少の存在が主要関心事で

あったわけであるが、それが近年の円安

傾向により、派遣前にはっきりと認識で

きるほどの問題になったことにより、こ

こ数年の派遣希望者の減少をもたらして

いると考えられよう。	

	

4.調査企業における研修・実習生の送り

出しまでのプロセス 

	 次に、調査によって明らかになった、

研修・実習生の送り出しまでのプロセス

についてみてみよう。このプロセスは、

研修・実習生に日本にたいする基礎知識

（日本語能力や文化・社会・経済などに

かんする知識）を向上させるが、その一

方で、学費と研修費用の高額化を招いて

いるという側面も否定できない。	

	

4.1.研修・実習生の募集・選考 

	 A社における研修・実習生の募集方法
は、大きくわけて２つある。主要な方法

としては、A社が直接募集を行う方法が
ある。上述したように、A社は、青島市
をはじめ威海市・乳山市など山東省の各

地域に出張所を構え、常時募集を行って

いる。この一方、A社と提携している企
業からの推薦に基づいて受け入れる方法

がある。A 社は、省内 68 社の企業と提
携を結んでおり、提携企業の業種は水産

加工工場、機械工場など様々である。	
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	 募集の流れとしては、日本側受け入れ

機関（企業、農家組織）からの要望を把

握した後、A社の募集拠点で、職種や求
められる条件を貼り出し、募集を行う。

また、それと同時に、A社が常時準備し
ている研修・実習生希望者のリストから

も選抜を行う。リストは、常に 2～300
人の候補者を登録している。これら二つ

の方法から、募集人員の3倍から４倍の
候補者を選抜し、審査の準備を行う。た

だ、こうした状況は、近年大きく変化し

てきている点には注意が必要である。

2013年の補充調査時には、ここ数年顕著
になってきた志願者の減少により、３～

４倍の候補者を選抜することはほぼ困難

となってきていることが明らかになった。	

	 A社は、受け入れ機関の要望に適合す
る質の高い研修・実習生を選抜するため

に、また、失踪やトラブル等事件が発生

しないよう、希望者の選定、派遣前教育

には様々な工夫を行っているという。具

体的には、研修・実習生の選抜方法につ

いては、まず、候補者に対して、A社が
１次審査を実施する。審査内容は多岐に

わたり、一般常識、体力、知能、日本語

学習適性検査、手先の器用さ、等の試験

に加え、A社スタッフによる面接を数回
実施する。また、同時に、応募者には家

族写真を提出させ、家庭環境の調査を念

入りに行う。１次審査合格者には、A社
スタッフが必ず家庭訪問を行い、生育環

境、経済状況、家族の病歴、犯罪歴等に

ついて聞き取りを行い、さらに篩にかけ

る。ここまで残った合格者が、日本側の

受け入れ機関の面接を受けることができ

る仕組みである。このように、A社では、
日本側受け入れ機関の面接の前に、独自

の審査や家庭環境調査などを実施し、選

抜の際の重要な判断材料にしている（図

２参照）。ただ、こうした比較的厳しい選

抜方法は、2013年の調査では、応募者減
少情勢に適応できなくなりつつあり、当

然のことながら選抜基準の易化は免れな

い事情にあった。	

	

4.2.派遣前教育 

	 Ａ社の場合、日本側受け入れ機関によ

る面接で合格した者は、派遣までの３ヶ

月から５ヶ月間、A 社教育センターにお

いて派遣前教育を受講する。A 社は、青

島対外貿易専門学校と提携し、教室や派

遣前の技能研修用に工場の提供を受けて

いる。派遣前教育の概要は、基本学習時

間は540時間以上、内容は、日本語教育、

日本の文化、生活習慣、礼儀、法律等が

あげられる。日本語教育については、日

本人１名を含む専任の日本語教師が6名

配置されており、日本語平均学習時間は

約430時間以上で、受講者のおよそ９割

が三ヶ月間の日本語学習により、日本語

能力試験3級程度のレベルに達するとい

う。その他、日本の生活習慣などについ
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ての講習を約200時間受講する10。	

	 また、Ｂ社の派遣前研修も、ほぼＡ社

のそれと共通し、３～４ヶ月を費やして

いる。これは南通市では平均的な状況で

あるという。この主な内容は、日本語研

修、渡航前研修、日本の国情にかんする

研修、関連法規研修（表５参照）、および

技能研修（派遣される業種に基づく事前

研修）からなる。日本語研修および日本

経済・社会についての理解を深める研修

が多い要因としては、Ａ社の場合と同様

に、日本語能力の向上と日本にたいする

理解の深まりが赴任後のトラブル現象に

有効であるとの判断による。日本語研修

は日本側の規定では160時間以上となっ

ているが、それでは十分な日本語能力を

得られないとの判断から、Ｂ社では 240

時間と定めている。	

	

4.3.研修・実習生の帰国後の動向 

	 Ａ社の研修・実習生の帰国後の動向と

しては、約６割が元の職に戻るか、他の

業種に就業、さらには新たに起業する者

もあるという。また、限られた事例では

あるが、日本での研修先が、中国で起業

することになり、日本語や技能を評価さ

                                            
10 A社は、これまで日本への派遣を行っ
てきた経験から、日本で研修生が実際に

体験する様々な悩みや問題を「技能実

習・研修100問」としてまとめ、具体例
から学習するよう独自の教材を作成して

いる。 

れ、現地の社員として雇用されるケース

もみられる。この事例としては、山東省

のハルディン（本社千葉県、種苗・花苗

の生産・販売）、朝日緑源（アサヒビール

現地法人、本社東京都、牛乳・農産物生

産販売）などがあげられる。	

	

5.まとめ 

	 以上、研修・実習生派遣企業である山

東省青島市のA社と、江蘇省南通市のＢ
社の事例を中心に、派遣企業と地方政府

との関係、派遣に関わる費用と派遣企業

の利益構造、近年の日本派遣者数の減少

の背景、さらには、研修・実習生の募集

から日本到着までのプロセス、派遣前教

育の実態などについて述べてきた。	

	 周知のように、日本における研修技能

実習制度は、諸外国への技術移転を目的

とする人材育成という看板を掲げる一方

で、日本では、国内で労働力を確保する

ことが困難な産業における深刻な労働力

不足問題を解決する方途として機能して

いる実態がある。産業、職種によっては、

研修・実習生なしではすでに経営が成り

立たなくなっている事態が発生しており、

研修・実習生の募集、事前研修等の実態

は、日本側受け入れ機関、農家、農協等

にとって重要な問題であるといえる。	

	 今回の中国側派遣企業Ａ社・Ｂ社の調

査事例から、研修・実習生の募集、選抜、

派遣前教育について、日本側受け入れ企

業、農家の要求に合致する人材を集める
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ため、また、研修中の失踪者や事件の発

生を防ぐべく様々な企業努力を行ってい

ることが明確になった。調査企業では、

研修中のトラブル発生の要因として、コ

ミュニケーション、異文化理解の不足を

あげ、日本語教育や日中間の習慣の違い

を理解させる研修を重視していた。また、

日本に入国後も頻繁に研修先の見回りを

行い、受け入れ機関と連携してトラブル

防止に力を入れていた。この点は、日本

においてあまり知られていない事実であ

るが、中国の現地では、赴任後のトラブ

ル回避のため、派遣会社によって一定の

努力がなされていると考えてよいだろう。	

	 失踪者や重大な事件の発生は、当該企

業が研修技能実習制度による研修・実習

生の派遣、受け入れを実施、継続するに

際してもっとも大きな問題であり、日本

側受け入れ機関と送り出し側機関が連携

してさらなる対策を行わなければならな

い重要な課題となっているのである。 
しかし、前述したように、トラブルの

多くは研修・実習生の手取り所得に関わ

る問題から派生してきた。この問題を突

き詰めていくと、中国からの派遣にかか

わる政府と企業のあり方が大きく関与し

ている。調査結果からは、現在の、日本

への派遣希望者の減少問題は、まさに、

その派遣に関わる費用対効果（収益）の

問題と強く関係していることが理解でき

た。つまり、Ａ社・Ｂ社の事例に明らか

なように、派遣前教育と各種手続き費用

を合わせると、現地の農民収入の数年分

の金額となり、研修・実習生本人にとっ

ては、かなり早い時期から一貫して過大

な負担であった。ヒアリング結果からは、

このように高い手続き費用が、派遣会社

と地方政府との癒着、高額な政府への預

け金、さらには一握りの企業による独占

状態によってもたらされていることが予

想できる。 
しかし、これまで一定の人数の研修･

実習生の派遣希望者が存在したのは、日

本での実習後一定の金額の貯蓄が可能と

なったため（あるいはなると予想される

ため）であるが、近年の円安傾向による

赴日後の手取り人民元報酬の相対的な減

少、さらには中国国内の賃金上昇などの

要因が加わり、今日に至って、日本に向

け派遣される研修・実習生の減少という

事態が結果されていると考えることがで

きよう。また研修・実習生の主要給源地

域が山東省、江蘇省などの比較的経済が

発展した地域に偏ってきたことが、賃金

上昇の直接的な影響を受けることとなっ

たと考えられる。 
周知のように、中国の地域間経済格差

は著しく、とくに経済的に発展した沿海

地域の諸省と、取り残されつつある内陸

地域の諸省との所得格差は大きい。表６

はこの点について示したものである。こ

の表６からは、中国農村全体からみると、

低省（ここでは甘粛省農村）と 高省

（同上海市農村）との格差は４倍にも達
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していることがわかる。この状況下で、

とくに賃金の高い地域を主要給源地域と

していたのでは、当該地域の労働者にと

って魅力がより少なくなり、労働力供給

が減少するのも当然のことである。これ

はある意味で、きわめて冷静な経済的行

動によってもたらされつつあるもので、

今後も相対的に高い所得地域からの派遣

を想定することは困難であろう。 
	 ただ、このことを逆に言えば、表２・

表３・表６から理解できるように、中国

には低所得の農村地帯がいまだ広範に存

在し、それらの省・市・自治区からの海

外派遣は、いまだほとんど手つかず状態

であることにも注目する必要があろう。

こうした地域の人材開発に、南通市のＢ

社をはじめとして多くの派遣企業が参入

し始めている。この地域での求人活動に

は今後も一定の発展可能性があると考え

られる。 
しかし、趨勢としては、派遣される研

修･実習生をめぐって、政府、派遣企業、

各地のエージェントの利益争奪は激しさ

を増すばかりである。この構造が変わら

ない限り、中国からの派遣人数の大幅な

増加は今後も期待できないと思われる。 

日本の研修・実習生市場への労働力供

給をめぐって、東南アジアへのシフトと

いう新しい動向とならんで、中国国内で

もさまざまな新しい動向が発生している。 
	

参考文献 

黒田由彦（2010）「地域産業を支える外国

人労働者-外国人研修生・技能実習生

というもうひとつのDEKASEGI-」『名

古屋大学社会学論集』第30号，53-70

頁	

常清秀（2005）「研修生制度」と外国人労

働力問題―中国山東省威海市の水産

加工研修生を対象として―，『漁業経

済研究』第50巻第2号，pp65-88	

田嶋淳子（2010）『国際移住の社会学』明

石書店	

JITCO（2012）『JITCO 白書』国際研修協

力機構	

JITCO（2012）『外国人技能実習制度概説』

（第2版）国際研修協力機構	

中国国家統計局（2013）『中国統計年鑑

2013』中国統計出版社	

法務省入国管理局編（2014）『出入国管理』

法務省	

 
 
 
  

91



第 7章 中国における研修生・技能実習生派遣の現状と課題（大島一二・西野真由） 

 

表１ 「技能実習１号」の在留資格による国籍・地域別新規入国者数の推移と

構成比 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	（人、％）	

  2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

総数 26,002 100.0 66,025 100.0 67,915 100.0 68,844 100.0  

中国 20,133 77.4 49,311 74.7 49,172 72.4 45,263 65.7  

ベトナム 2,184 8.4 6,632 10.0 7,449 11.0 10,216 14.8  

フィリピン 1,212 4.7 3,755 5.7 4,264 6.3 4,906 7.1  

インドネシア 1,454 5.6 3,536 5.4 3,818 5.6 4,160 6.0  

タ イ  641 2.5 1,722 2.6 1,994 2.9 2,540 3.7  

カンボジア   68 0.3 245 0.4 227 0.3 329 0.5  

モンゴル  48 0.2 188 0.3 214 0.3 220 0.3  

ネパール   40 0.2 169 0.3 145 0.2 220 0.3  

ラオス  58 0.2 136 0.2 112 0.2 134 0.2  

スリランカ  21 0.1 56 0.1 122 0.2 76 0.1  

その他 143 0.5 275 0.4 398 0.6 780 1.1  

資料：法務省入国管理局編『出入国管理』各年版から作成。	
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表２ 中国の対海外請負プロジェクトによる各省の労務合作業務派遣人数

（2012 年） 

	

注：年間派遣人数に関して降順に示した。	

資料：中国商務部ＨＰから作成。	

 
  

実数 構成比 実数 構成比

山東省 51,425 11.7 103,736 14.1
江蘇省 46,497 10.6 86,849 11.8
広東省 41,032 9.3 48,164 6.6
福建省 35,364 8.0 35,162 4.8
河南省 26,113 5.9 74,814 10.2
遼寧省 25,495 5.8 47,143 6.4
湖北省 24,662 5.6 31,002 4.2
上海市 21,244 4.8 29,350 4.0
浙江省 20,020 4.5 27,149 3.7
天津市 16,553 3.8 17,510 2.4
吉林省 13,935 3.2 48,285 6.6
安徽省 13,370 3.0 23,748 3.2
北京市 12,501 2.8 16,759 2.3
湖南省 11,964 2.7 30,077 4.1
河北省 11,533 2.6 9,800 1.3
四川省 10,442 2.4 21,301 2.9
陝西省 8,408 1.9 12,612 1.7
雲南省 8,075 1.8 19,655 2.7
黒竜江省 7,047 1.6 7,767 1.1
江西省 6,081 1.4 13,816 1.9
広西壮族自治区 4,658 1.1 4,883 0.7
内モンゴル自治区 4,641 1.1 4,272 0.6
新疆ウイグル自治区 3,708 0.8 2,024 0.3
重慶市 3,643 0.8 5,403 0.7
山西省 3,264 0.7 3,513 0.5
新疆生産建設兵団 2,544 0.6 2,406 0.3
貴州省 2,178 0.5 2,442 0.3
甘粛省 1,982 0.5 3,332 0.5
青海省 1,208 0.3 945 0.1
寧夏回族自治区 280 0.1 493 0.1
チベット自治区 153 0.0 21 0.0
海南省 20 0.0 26 0.0
合計 440,040 100.0 734,459 100.0

2012年

年間派遣人数 年末在外人数

省、自治区、直轄市
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表３ 中国の対外請負プロジェクトによる各省の労務合作業務派遣人数 

	

注：2012 年の年間派遣人数に関して降順に示した。	

資料：中国商務部ＨＰから作成。	

	 	

2008年 2009年

山東省 37,797 71,610 45,274 46,098 47,300 101,913 48,840 108,666 51,425 103,736
　　　　青島市 6,377 11,437 7,384 7,730 6,393 15,559 7,003 14,663 10,678 19,411
江蘇省 44,163 100,280 46,996 35,500 34,576 96,336 39,167 89,254 46,497 86,849
広東省 9,937 21,075 25,948 13,307 24,788 38,455 35,679 42,638 41,032 48,164
　　　　深圳市 7 273 0 0 0 135 0 135 2,951 1,389
福建省 13,592 45,154 27,842 17,945 19,182 24,240 27,920 27,601 35,364 35,162
　　　　アモイ市 4,147 8,769 4,675 5,199 5,803 7,394 6,099 6,146 10,352 8,317
河南省 10,531 15,842 22,983 23,019 32,435 56,291 38,664 64,193 26,113 74,814
遼寧省 25,841 41,546 27,041 20,123 18,291 41,448 20,798 43,267 25,495 47,143
　　　　大連市 17,308 23,585 16,846 12,677 11,784 19,620 13,107 19,384 15,019 23,691
湖北省 5,658 7,599 12,453 15,911 9,727 20,370 17,386 23,473 24,662 31,002
上海市 12,875 25,717 16,173 14,028 15,910 26,847 14,308 23,493 21,244 29,350
浙江省 9,778 25,621 17,134 8,851 13,446 26,261 8,933 15,736 20,020 27,149
　　　　寧波市 1,026 5,036 1,006 1,800 1,664 4,275 277 1,624 868 1,935
天津市 4,835 13,140 4,550 9,941 7,066 12,683 11,081 16,084 16,553 17,510
吉林省 17,066 38,401 19,163 15,707 15,972 66,566 14,878 63,352 13,935 48,285
安徽省 5,720 11,042 12,749 14,620 12,631 20,236 13,574 20,901 13,370 23,748
北京市 3,473 4,796 6,034 10,496 11,770 22,499 11,804 17,842 12,501 16,759
湖南省 1,386 7,518 6,352 10,190 9,727 20,370 17,386 23,473 11,964 30,077
河北省 3,580 7,807 7,660 10,295 8,761 13,324 7,228 8,873 11,533 9,800
四川省 1,767 11,378 13,027 10,076 5,876 21,983 7,496 21,781 10,442 21,301
陝西省 1,434 3,927 6,648 2,335 7,638 8,553 6,651 10,777 8,408 12,612
雲南省 7,179 10,846 5,032 8,013 11,275 17,189 11,506 26,306 8,075 19,655
黒竜江省 9,070 13,382 7,174 7,489 3,166 12,885 11,200 11,315 7,047 7,767
江西省 2,907 7,705 6,508 6,307 4,694 14,615 3,517 13,535 6,081 13,816
広西壮族自治区 129 716 4,923 4,660 4,723 5,958 3,337 4,394 4,658 4,883
内モンゴル自治区 4,301 6,353 7,443 522 931 4,704 1,539 5,773 4,641 4,272
新疆ウイグル自治区 865 741 5,126 5,336 5,122 3,077 3,729 3,134 3,708 2,024
重慶市 698 5,347 660 1,639 1,790 4,066 2,149 4,361 3,643 5,403
山西省 1,195 2,263 2,662 2,022 1,224 6,147 2,447 5,935 3,264 3,513
新疆生産建設兵団 603 426 3,422 3,126 3,813 4,665 2,579 2,701 2,544 2,406
貴州省 560 642 738 1,350 977 1,789 2,019 1,938 2,178 2,442
甘粛省 471 686 530 494 922 911 2,385 2,023 1,982 3,332
青海省 0 0 0 0 57 51 1,697 411 1,208 945
寧夏回族自治区 247 239 247 347 453 692 291 522 280 493
チベット自治区 0 0 0 0 0 0 0 0 153 21
海南省 61 335 41 8 0 2 6 6 20 26
合計 237,719 502,134 362,533 319,755 334,243 695,126 390,194 703,758 440,040 734,459

年末在外
人数

2012年

年間派遣
人数

年末在外
人数

年間派遣
人数

年間派遣
人数

年間派遣人
数

年末在外人
数

年間派遣
人数

年末在外
人数

年間派遣
人数

省、自治区、直轄市

2005年 2010年 2011年

94



第 7章 中国における研修生・技能実習生派遣の現状と課題（大島一二・西野真由） 

 

図１ 中国の「中日研修生協力機構」に認定された送り出し機関の分布	

                            （２０１４年）	

	

（資料）国際研修協力機構ＨＰより作成。	

（注）2014年 5月 7日時点の企業数。	

	

   表４ 中国の在職労働者平均賃金の上昇 

            （年間、元） 

年 全国 江蘇省 

2006 21001   

2007 24932   

2008 29229   

2009 32736 35890 

2010 37147 40505 

2011 42452 45987 

	 （資料）『中国統計年鑑』各年版、『2012 年度人力資源・社会保障事業発展

統計公報』から作成。	
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表５ 人民元・日本円レートの推移 

 

資料：みずほ銀行外国為替公示相場表から作成。 
  

人民元・日
本円レート
（円）

2012年4月27日 12.92
2012年5月31日 12.47
2012年6月29日 12.76
2012年7月31日 12.55
2012年8月31日 12.67
2012年9月28日 12.63
2012年10月31日 13.06
2012年11月30日 13.52
2012年12月28日 14.21
2013年1月31日 14.98
2013年2月28日 15.18
2013年3月29日 15.44
2013年4月30日 16.19
2013年5月31日 16.79
2013年6月28日 16.37
2013年7月31日 16.28
2013年8月30日 16.37
2013年9月30日 16.27
2013年10月31日 16.49
2013年11月29日 17.17
2013年12月30日 17.65
2014年1月31日 17.36
2014年2月28日 16.99
2014年3月31日 16.88
2014年4月30日 16.70
2014年5月30日 16.57
2014年6月30日 16.61
2014年7月31日 16.97
2014年8月29日 17.18
2014年9月30日 18.05
2014年10月31日 18.19
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図２ Ａ社における研修・実習生の募集から帰国までのプロセス	

 （資料）A社ヒアリング調査より作成。 
  

日本側の第一次受け入れ機関（事業組合、農協等）より候補者募集の依頼
↓

A社が希望者を募集
↓

候補者を選定し、A社による１次審査
↓

中国 １次審査合格者に対してA社スタッフによる家庭訪問
↓

日本側第一次受け入れ機関による面接
↓

A社教育センターにて派遣前教育
↓

在留資格認定証明書の交付申請、ビザ申請などの手続き

↓
技能実習生、日本入国

↓
日本 日本側第一次受け入れ機関による研修（一ヶ月）

↓
第二次受け入れ機関（中小企業、農家）において技能実習開始

↓
技能実習終了

↓
中国 技能実習生帰国

↓
A社による帰国実習生のフォローアップ
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表５ Ｂ社における研修内容 

渡航前教育	

日本への研修目的	

日本での生活常識	

日本円の保管方法及び保険知識	

日本でのマナーおよび常識	

健康管理、衛生知識、交通安全知識	

１４時間	

（	 ２）	

（	 ２）	

（	 ４）	

（	 ４）	

（	 ２）	

日本の国情教育	

	 日本の人文、地理概況	

	 日本の経済文化概況	

	 日本の生活習慣常識	

	 日本の風土人情常識	

	

２６時間	

（	 ４）	

（	 ４）	

（１０）	

（１０）	

関連法規教育	

中日両国の関連法律、法規についての研修		

日本の規則と制度、職業の道徳についての研修	

２０時間	

（１２）	

（	 ８）	

日本語研修	 ２４０時間	

資料：Ｂ社におけるヒアリング結果から作成。	
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表６ 農民一人あたり年間純収入の格差 

           （元、％） 

 
注：所得 低の甘粛省を 100.0とした指数で示している。 
資料：中国国家統計局（2013）400ページから作成。 
	

 
 
 

 
 

  

省、自治区、直轄市

実数 指数

上海市 17,804 395.0
北京市 16,476 365.6
浙江省 14,552 322.9
天津市 14,024 311.1
江蘇省 12,202 270.7
広東省 10,543 233.9
福建省 9,967 221.1
山東省 9,447 209.6
遼寧省 9,384 208.2
黒竜江省 8,604 190.9
吉林省 8,598 190.8
河北省 8,081 179.3
湖北省 7,852 174.2
江西省 7,829 173.7
内モンゴル自治区 7,611 168.9
河南省 7,525 167.0
湖南省 7,440 165.1
海南省 7,408 164.4
重慶市 7,383 163.8
安徽省 7,160 158.9
四川省 7,001 155.3
新疆ウイグル自治区 6,394 141.9
山西省 6,357 141.0
寧夏回族自治区 6,180 137.1
広西壮族自治区 6,008 133.3
陝西省 5,763 127.9
チベット自治区 5,719 126.9
雲南省 5,417 120.2
青海省 5,364 119.0
貴州省 4,753 105.5
甘粛省 4,507 100.0
全国 7,917 175.7

2012年
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第 8 章 

 

台湾中部地域における農業臨時雇用労働力と 

東南アジア系結婚移民 

————南投縣を事例として———— 

 
南開科技大学 

助理教授	 	 長谷美	 貴広 
（研究協力者） 

 
1.はじめに 

	 台湾は日本と同様の島嶼国家であり、

また日本以上に少子高齢化が進んでいる。

国内では建設業、製造業における労働力

不足が深刻である。農業もその例外では

ない。農業分野における労働力の減少は、

労働集約的な経営種目である茶業経営や

果樹経営に直接的な影響を与えており、

これら経営における労働力調達はきわめ

て重要な課題となっている。 
政府は農業分野における外国人労働

者（以下、外籍労工）の導入をめぐり2005
年 12月、2013年 10月と断続的に議論
を行ってきたが、いまだ実現には至って

いない1。農業分野への外籍労工導入は、

                                            
1 独立行政法人労働政策研究・研修機構
ＨＰ「農業部門で外国人労働者受入れを

検討」2006年３月。
http://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2006_
3/taiwan_03.htm。 
政府は2005年の12月末に、農業分野

台湾人の就労機会保護＝「本土性」の観

点から消極的にならざるを得ないという

のが、政府の立場である「本土性」とは

台湾本土の労働者に多様な就業機会を与

                                                             
における外国労働者導入の制度改正を検

討した。この経緯は、長谷美貴広「台湾

における『農業分野』への外国人労働者

受入について」、『日本農業経営年報No.
６	 雇用と農業経営』pp.209～212。 

2013年10月、政府は農業分野への外
籍労工の導入の検討再開を示唆した。政

府案概要は①第1段階として労働力不足
が深刻な農家及び農業法人、具体的には

育苗、茶業、花卉（ラン栽培）、農産物物

流センターに外籍労工を導入する、②第

２段階として極度の労働力不足が指摘さ

れる畜産業が２４時間３交代の輪番制が

とれるようにする。外籍労工を導入でき

る経営の基準は常雇４人に対し、外国人

労働者１人の導入を認めるという内容で

ある。『中時電子報』2013年10月９日
「引進農業外勞、農委会首鬆口」

http://www.chinatimes.com/newspaper
s/20131009000408-260102。 
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える重要性の高い産業・職種ということ

であり、「本土性」があるとみなされた産

業、職種には「外労」は導入しないとい

うのが政府の基本方針である2。 
だが、現実には、農業の現場では政府

の外籍労工導入論議とは乖離した形で、

外国人労働力への依存が進んでいる。そ

の中心は東南アジアの女性結婚移民たち

である 3。 
近年、台湾では女性の高学歴化にとも

ない晩婚化、少子化が進み、結婚移民の

増加が目立っている。女性結婚移民は定

住者であり、外籍労工と異なる、一般国

民に準ずる性格を持っているが、一方で、

彼女らは台湾国内の特定の社会階層の嫁

需要によって金銭を介して導入された

人々であり、台湾社会経済の構造変化に

よって新たに出現した社会集団である。

彼女たちの嫁ぎ先は低所得層が中心とさ

れ、農業労働力の給源として位置付けら

れている。 
台湾における東南アジア系結婚移民

に関する研究としては王宏仁のものがあ

                                            
2 農業委員会からの聞き取りによる。 
3 横田祥子は同論文で結婚移民について、
「対面的関係になかった男女が結婚を契

機として、主に女性が国境を越えた移動

を行う移民形式」と定義している（横田

祥子（2008）「グローバル・ハイパガミ
ー?--台湾に嫁いだベトナム人女性の事
例から」『異文化コミュニケーション研究』

No.20、p.81、神田外語大学異文化コミ
ュニケーション研究所）。 

げられる4。王は主にベトナム人結婚移民

の家庭を対象にアンケート調査及び訪問

調査を行い、ベトナム人結婚移民の嫁ぎ

先の多くが下層階層に属していることを

明らかにした。また、横田祥子は文化人

類学において「上昇婚」（ハイパガミー）

と呼ばれる現象が、台湾における東南ア

ジア系女性の結婚による移民は、国際的

な「上昇婚」（グローバル・ハイパガミー）

と評価することができるのか、台中縣（当

時）、台北市の調査に基づいて検討を行い、

グローバル・ハイパガミーとはいえない

こと、すなわち「彼女らの夫は必ずしも

当地で経済的・社会的に高い階層に属す

るとは限らない。夫の経済力が弱く、低

い階層に属する場合、妻は婚入先の社会

において様々な困難―言語・文化の相違

に起因する社会適応の課題と移民に割り

当てられた労働―と相まって、しばしば

出身社会においてよりも厳しい状況に置

かれる」ことを明らかにした5。 
これらの議論を踏まえて、本稿では、

まず、台湾の社会構造の変化、とりわけ、

少子高齢化と年々増加する国民＝労働者

の海外流出に悩まされる姿について述べ、

これ等によって生じた労働市場の空隙を

埋めるために、「外籍労工」と「結婚移民」

導入に大きく依存している状況について

述べる。ここで重要なのは、「外籍労工」

                                            
4 王宏仁（2001）「社会階層化下的婚姻
移民與国内労働市場：以越南新娘為例」

『台湾社会研究季刊』No.41。 
5 横田、前掲書、p.80。 
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導入が短期的な労働不足対策の手段であ

るのに対し、「結婚移民」が少子・高齢化

という社会の基底部で起きている変化に

対応して生じた現象という点である。「結

婚・出産マシーン」の役割と6、「低賃金

労働力欠乏の穴埋め」としての二重の任

務を担わされているということである。 
第二に、結婚移民の属する社会階層、

彼女らの労働力としての特質、台湾農業

労働力市場の構造とそこにおける女性結

婚移民らの位置づけ、台湾の精緻農業政

策によって進んだ農業の労働集約化によ

り発生した臨時雇用賃金の階層分化とそ

こにおける、東南アジア結婚移民の役割

について、筆者の調査、政府調査及び政

府統計を用いて明らかにする。 
近年、台湾では自国農業を国際化に対

応させるために、大胆な農業政策を打ち

出した。いわゆる、「精緻農業」政策であ

るが、これは海外との競争力に劣ると考

えられる経営を、レジャー農園などに転

換させるとともに、スケールメリットの

追求を捨て、むしろ農産物の高付加価値

化を追求する路線へと転換を図った。こ

うした農業政策の転換によって労働集約

化が進み、農村では臨時雇用を中心に大

                                            
6 ただし、台湾政府の意図とは別に、台
湾全体の出産数に占める結婚移民の出産

割合は、2004年15.47％から低下し、
2010年には5.88％になっていると、伊
藤正一は指摘している。伊藤正一「台湾

の少子化と政策対応」（2012）『人口問題
研究』第68巻第３号、pp.61～32国立
社会保障・人口問題研究所。 

量の労働力需要が発生した。しかし、作

目によってはそれほどの高付加価値化を

見込めない作目もあり、高付加価値作物

を栽培する農家の臨時雇用賃金との間に

格差が生じ、臨時雇用賃金の階層分化の

契機となっているのである。 
 
2.台湾の人口構造変化 

 2.1.人口の停滞 
まず、表 2-1によって過去 20年間の
台湾の人口の推移についてみると、1996
年以降、人口増加率は年々鈍っている。 

 

表2-1　台湾の人口の推移

年 人口（人） 年増加率

1991年 20,605,831     

1992年 20,802,622     0.96%

1993年 20,995,416     0.93%

1994年 21,177,874     0.87%

1995年 21,357,431     0.85%

1996年 21,525,433     0.79%

1997年 21,742,815     1.01%

1998年 21,928,591     0.85%

1999年 22,092,387     0.75%

2000年 22,276,672     0.83%

2001年 22,405,568     0.58%

2002年 22,520,776     0.51%

2003年 22,604,550     0.37%

2004年 22,689,122     0.37%

2005年 22,770,383     0.36%

2006年 22,876,527     0.47%

2007年 22,958,360     0.36%

2008年 23,037,031     0.34%

2009年 23,119,772     0.36%

2010年 23,162,123     0.18%

2011年 23,224,912     0.27%

2012年 23,315,822     0.39%

2013年 23,373,517     0.25%

2014年 23,433,753     0.26%

註：人口は各年12月末日の数字

 資料：內政部戶政司統計處統計
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96～2000 年には前年比 0.75％～
1.01％の増加で推移しているが、2001
年 0.58％の増加率へと低下し、2002 年
を 後に人口増加率は 0.5％を上回って
いない。このように人口の伸び率は頭打

ち状態にある。 
表 2-2は各縣別人口の推移について示
したものである。2010年～2014年の５
年間に大都市への人口集中が進んでいる。

高雄、台南の南部大都市の人口増加は緩

慢である一方、台北、桃園の北部大都市、

台中の中部大都市への人口増が著しい。

一方、東部、南部、中部の大都市周縁縣

では各縣とも人口が減少傾向にある。 
 

2.2.際立つ特殊出生率低迷と高齢化 
	 表2-3は2005～14年の10年間の合計
特殊出生率及び老化指数（65歳以上人口

／0-14歳人口×100）について表したも
のである 7。台湾の合計特殊出生率は世

界でも特異な低水準にある。2005年当時
から 1.12 であり台湾政府もかねてから
懸念していたが、2010年に0.895％と世
界 下位を記録した。政府が 2020 年と
予想していた0.9割れが10年早まった。
台湾政府は驚愕し、「国家の安全にかかわ

る問題」として、出産の奨励策を打ちだ

した。また、結婚は特殊出生率の先行指

標となるため、結婚の支援策も打ち出し

た 8。その成果が表れたのか、11年、12

                                            
7 台湾では公式な統計として粗出生率
（出生数／人口1000人当たり）を公表
している。 
8 『TAIWAN TODAY』2011年８月19
日「出生率が世界 低の0.895、加速す
る超高齢化」

http://taiwantoday.tw/ct.asp?xItem=17

表2-2　台湾の各縣別人口の推移 単位：人

2010 2011 2012 2013 2014

総計 23,162,123  23,224,912  23,315,822  23,373,517  23,433,753  

台湾省 23,054,815  23,110,923  23,191,401  23,240,639  23,293,524  

 台北縣 6,900,273    6,947,346    6,989,684    7,016,359    7,042,210    

  宜蘭縣 460,486      459,061      458,595      458,456      458,777      

  桃園縣 2,002,060    2,013,305    2,030,161    2,044,023    2,058,328    

  新竹縣 928,359      937,693      949,064      958,969      969,618      

  苗栗縣 560,968      562,010      563,976      565,554      567,132      

台中縣 2,648,419    2,664,394    2,684,893    2,701,661    2,719,835    

  彰化縣 1,307,286    1,303,039    1,299,868    1,296,013    1,291,474    

  南投縣 526,491      522,807      520,196      517,222      514,315      

  雲林縣 717,653      713,556      710,991      707,792      705,356      

  嘉義縣 815,638      809,468      804,943      800,101      795,666      

  臺南縣 1,873,794    1,876,960    1,881,645    1,883,208    1,884,284    

  高雄縣 2,773,483    2,774,470    2,778,659    2,779,877    2,778,992    

  屏東縣 873,509      864,529      858,441      852,286      847,917      

台東縣 230,673      228,290      226,252      224,821      224,470      

  花蓮縣 338,805      336,838      335,190      333,897      333,392      

  澎湖縣 96,918        97,157        98,843        100,400      101,758      

福建省 107,308      113,989      124,421      132,878      140,229      

 資料：内政部戸政司統計處統計

註：人口は各年12月末日の数字
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年と 1.1、1.27と特殊出生率は上昇した
が、2013年には再び1.065へと低下して
いる。 

 
また、高齢化も深刻な問題である。表

2-3 の老化指数とは、0～14 歳の人口を
100 としたときに対する 65 歳以上人口
の対比指数である。2005 年には 52.05
と0～14歳の人口の半数程度を示してい
たものが、その後、急上昇して 2014 年
には85.70と、10年間で30以上も指数
を上げており、数年中の0～14歳人口と
の関係逆転は避けられないと思われる。

台湾の政府系機関中央研究院は「少子

化・高齢化・貧困化」の危機に陥るとし

て警戒を呼び掛けている 9。 

                                                             
4359&ctNode=2327（ 終アクセス日：

2015年12月25日） 
9 『新華ニュース』2014年11月11日「台
湾の合計特殊出生率は世界 低、『高齢化、

貧困化』の危機に陥るか」

2.3.超高学歴社会の形成 
伊藤正一は台湾の少子化の理由につ

いて、女性の高学歴化」、「女性の出産の

機会費用の上昇」、「「育児コスト」などを

あげている 10。女性の出産機会費用の上

昇は女性の賃金上昇によってもたらされ

たものであるが、こうした賃金上昇の背

景には、台湾経済の成長と同時に、学歴・

学位を根拠とした賃金制度の確立があり、

また、育児コストの上昇も高学歴化に対

応する先行投資の負担増大が背景にある。 

 
台湾社会においてはここ 10 数年ほど
で超高学歴社会が完成した。表 2-4は台
                                                             
http://www.xinhuaxia.jp/social/52142
（ 終アクセス日：2015年12月25日） 
10 伊藤、前掲書pp.53～58、国立社会保
障・人口問題研究所。 

合計特殊
出生率

老化指数

2005年 1.12 52.05

2006年 1.12 55.17

2007年 1.10 58.13

2008年 1.05 61.51

2009年 1.03 65.05

2010年 0.895 68.64

2011年 1.10 72.20

2012年 1.27 76.21

2013年 1.065 80.51

2014年 1.17 85.70

表2-3　台湾における合計特殊出
生率と老化指数

資料：内政部統計處資料

注：老化指数は（65歳以上人口）
／（0-14歳人口）×100

表2-4　台湾における大学進学率の推移（％）

普通科及
綜合科

專業科 平均

35学年度 39.76 0 2.21

60学年度 43.47 0 21.21

70学年度 45.39 0 15.65

80学年度 51.94 13.68 25.69

90学年度 77.13 42.72 58.43

94学年度 88.44 66.61 79.20

95学年度 91.13 69.79 82.08

96学年度 93.61 72.96 84.75

97学年度 95.32 76.37 87.00

98学年度 95.56 76.91 87.27

99学年度 95.24 79.64 88.06

100学年度 94.67 81.91 88.79

101学年度 94.75 83.51 89.52

102学年度 95.50 81.10 88.75

資料：行政院主計総處『統計年鑑　民国103
年』ｐ.61、民国104年（2015年）

註：民国年には11をプラスすることで西暦とな
る。台湾の学年度は９月１日～翌８月31日まで
である。
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湾における大学進学率についてみたもの

である。民国90年（2001年）の時点で、
すでに男女平均で 58.43％に達している。
これは平成 25 年時点の日本の大学進学
率55.1％を上回っている 11。さらに民国

94 年には 79.20％へと 20％以上も上昇
している。その後も高学歴化は進行し、

現在では、高中の普通科で95.5％、職業
科でも81％に達した。日本でも進学希望
者の大学全入時代到来が話題になったが、

台湾ではまさしく全入状態である。表

2-5 のように大学相当教育機関は少子化
が予測されていたにもかかわらず増加を

続け、現在、大学余りが深刻化している。 

 

                                            
11 総務省統計局発表データによる。
http://www.stat.go.jp/data/nihon/22.ht
m（ 終アクセス日：2015年12月25
日） 

2.4.人口の海外流出 
	 次に、台湾国民の国外流出状況を確認

したい。直接的に示す資料はないので、

政府行政院移民署の統計に基づき、台湾

国籍保有者の各年の出国者数と入国者

（帰国者数）の差を、1 年以上の海外滞
在者とする。 
表2-6によれば、統計上1年以上と推
測される。海外滞在者が発生したのは

1999年である。海外で台湾国籍保有者が 

 
就労していた例は、それ以前からあった

はずであるが、そうした労働者は短期間

表2-5　台湾における大專校院の推移

35学年度 4 1 3 0

60学年度 96 9 14 73

70学年度 104 16 11 77

80学年度 123 21 29 73

90学年度 154 57 78 19

94学年度 162 89 56 17

95学年度 163 94 53 16

96学年度 164 100 49 15

97学年度 162 102 45 15

98学年度 164 105 44 15

99学年度 163 112 36 15

100学年度 163 116 32 15

101学年度 162 120 28 14

102学年度 161 122 25 14

103学年度 159 124 21 14

註：民国年＋11＝西暦となる。

　台湾の学年度は８月１日～翌７月31日。

資料：行政院主計総處『統計年鑑　民国
103年』ｐ.62、民国104年（2015年）

独立
学院

專科
学校

大学合計

表2-6　台湾国籍保有者の海外長期滞在者数の動向

入国者数 出国者数 
年間未帰国

者数
未帰国者合

計数
1992年 4,223,951 4,223,951 0 0

1993年 4,633,444 4,633,444 0 0

1994年 4,727,528 4,727,528 0 0

1995年 5,143,789 5,143,789 0 0

1996年 5,700,514 5,700,514 0 0

1997年 6,160,016 6,160,016 0 0

1998年 5,909,576 5,909,576 0 0

1999年 6,561,807 6,581,620 -19,813 -19,813

2000年 7,296,673 7,342,036 -45,363 -65,176

2001年 7,092,968 7,174,628 -81,660 -146,836

2002年 7,210,233 7,319,466 -109,233 -256,069

2003年 5,890,131 5,923,072 -32,941 -289,010

2004年 7,748,780 7,780,652 -31,872 -320,882

2005年 8,179,057 8,208,125 -29,068 -349,950

2006年 8,628,867 8,671,375 -42,508 -392,458

2007年 8,923,885 8,963,711 -39,826 -432,284

2008年 8,452,638 8,465,172 -12,534 -444,818

2009年 8,118,284 8,142,946 -24,662 -469,480

2010年 9,413,659 9,415,074 -1,415 -470,895

2011年 9,561,400 9,583,873 -22,473 -493,368

2012年 10,179,813 10,239,760 -59,947 -553,315

2013年 11,055,996 11,052,908 3,088 -550,227

資料：内政部移民署出国統計

註：年間未帰国者数は、その年の台湾国籍保持者の入国者から
出国者数を減じたもの。未帰国のものが多い場合にはマイナスで
示される。
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に出入国を繰り返すタイプの貿易関係者、

留学生、サービス業関係者が中心であっ

たと推測される。海外流出者が大きく増

加したのは、2001、02 年の２カ年で、
１年当たり81,660人、109,233人と未帰
国者が大幅に増加した。その後も、人口

の出超状態が続いた。13年に3,088人と
久しぶりに帰国者が増加に転じている。

とはいえ、1999年以降、2012年まで、
ほぼ一貫して人口流出は続いている。統

計的には15年ほどの間に約55万人もの
国民が流出した状態になっているといえ

る 12。 
	 近年ではこうした海外への人口流出も

問題視されている。台湾中央研究院では、

2011 年８月 14 日付けで、国内学界、マ

スコミ、産業経済界のリーダー18人の連

名で、国内労働政策に関する建議「人材

宣言」とそれに付属する２文書を公表し

た1。ここで「人才」とは「国内で需要が

逼迫している高度な技術知識を有する専

                                            
12 政府統計によれば、台湾国籍変更者
（台湾国籍喪失者）は89～103年末時点
で、11,639人であり、台湾国民が将来的
には帰国することを前提に海外に滞在し

ていることを示している。 
1「中央研究院発布《人材宣言》粉籲重視

人才供需失衡問題」中華民国100年
（2011年）８月14日発布。付属する２
文書とは「人才問題與因應對策建議」（簡

要版）、「人才失衡－一個正在浮現的危機」

（完整版）の２文書である。

http://www.sinica.edu.tw/manage/gate
news/showsingle.php?_op=?rid:4276
（ 終アクセス日2105年12月31日）。 

門家」を指している13。	

同文書ではリーマンショック以降、世

界発展の中心はアジア地域に移り、アジ

ア各国は高度専門技術者らの人材獲得競

争を繰り広げているが、台湾はその対応

で後れを取っている。台湾の移民に関す

る統計では過去 10 年来合法的に居留す

る外僑49万人、外籍労工が約40万人だ

が、ホワイトカラーや専門技術者はわず

か２万人前後と少ない。一方で、台湾か

ら毎年流出する人口は約２～３万人に達

するが、そのほとんどがホワイトカラー

層で占められており、台湾はホワイトカ

ラー労働者の「淨輸出國」＝純輸出国だ

と指摘している。そして、ホワイトカラ

ー層、高度専門技術者の賃金水準の引き

上げによる人材の引止めと、各国からの

吸引。高等教育の充実によるそれら高度

人材の育成を提言している。	

そこで、台湾の実質賃金動向を見よう。

表 2-7によれば、台湾の実質賃金がもっ
とも高かったのは 2003 年で、2008 年の

大幅低下以降、実質賃金は上昇していな

い。2013年には行政院主計総處と労工委

員会によって、台湾の年間労働平均時間

は世界第３位の長さであるものも、時給

ベースではアジア NIEｓ諸国・地域の中

では 下位であったことを明らかにし、

このような賃金水準の低さが人材流出の

原因であると議論を呼んだ14。	

                                            
13 中央研究院発布「人材宣言」p.１。 
14 『フォーカス台湾』2013年10月16
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台湾「４大紙」の一つである『中国時

報』も、「人才外流不利台湾発展」と題し

た社説で、中国、香港、シンガポールな

どにおいて、台湾青年層の求人が増加し、

多くの若者がより高い賃金に魅かれて、

海外へ流出していると指摘している。転

職志向も強く、サラリーマンの68％は在

                                                             
日「うわっ…私の収入、低すぎ！？台湾

の労働時間、世界第3位も低賃金」
http://japan.cna.com.tw/news/asoc/201
310160003.aspx（ 終アクセス日：2016
年１月5日）。 

職中、既に転職を準備し、そのうちの

94％が「跳槽」（鞍替え、転職）をして
いる。特に、転職の際に も重要なのは

賃金額で、過去のキャリアと全く関係の

ない職種に平気で転職する「裸跳」（「裸

跳族」）が転職者の26.7%を占めている。
また、積極的転職希望組の転職先に海外

企業が入るようになったことで、高度科

学技術者及びマネジメント能力を持った

人材が海外転職者の 61.1％を占める 15。

外国語学習の過熱ぶりも激しく、大学で

は一般教養よりも外国語の習得に力を入

れている 16。これは海外流出を過熱させ

                                            
15 『中国時報電子版』2015年１月30日
「社論―人才外流不利台湾発展」

http://www.chinatimes.com/newspaper
s/20150130000561-260109（ 終アクセ

ス日：2015年１月30日）。「裸跳」とは
本来、文字通り「裸踊り」の意味で、イ

カレタ奴のニュアンスを含むが、そこか

ら転じて、「後先考えず裸一貫で無鉄砲な

転職をする人間」を意味する。 
ホワイトカラー層だけが流出してい

るような印象を抱きかねないが、筆者に

は認識が甘いように感じられる。中小企

業を支える中堅技術者が大陸に流出し、

歯止めがかからないというのが筆者の印

象である。外国語に堪能な高度技術者た

ちは欧米圏へ、外国語に堪能でなければ

中国大陸へ流出するのが、基本的構図で

ある。 
16 海外滞在経験はないが、母国語よりも
英語の方がうまい、英語でないと会話が

通じない学生もしばしば存在する。多く

の国民が、英語名を持っている。それほ

どまでに、台湾国民の海外志向は強烈で

ある。 

表2-7　台湾の名目賃金の推移と実質賃金の動向

年
月平均賃

金
名目賃
金指数

消費者物
価指数

実質賃
金指数

1994 27,085 73.82 80.77 91.40

1995 28,407 77.43 83.73 92.48

1996 29,761 81.12 86.31 93.99

1997 30,979 84.44 87.09 96.96

1998 31,989 87.19 88.56 98.45

1999 33,068 90.13 88.71 101.60

2000 33,953 92.54 89.82 103.03

2001 34,489 94 89.82 104.65

2002 34,746 94.70 89.64 105.64

2003 34,804 94.86 89.39 106.12

2004 35,096 95.66 90.83 105.32

2005 35,382 96.44 92.92 103.79

2006 35,724 97.37 93.48 104.16

2007 36,319 98.99 95.16 104.02

2008 36,387 99.18 98.51 100.68

2009 35,629 97.11 97.66 99.44

2010 36,214 98.71 98.60 100.11

2011 36,689 100 100.00 100.00

2012 37,151 101.26 101.93 99.34

2013 37,527 102.28 102.74 99.55

2014 38,208 104.14 103.97 100.16

　　　　行政院主計總處「物價指數統計表」

資料：行政院主計總處「薪資與生產力統計月報」

註：ここで平均賃金は賞与を除いた金額である。

　　2011年を基準年としている。
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るステップボードの役割を果たしている。

「三通」が実現し、言語的の障壁がない

中国への転職組も増加した。「人才宣言」

は高度人材の確保を主眼に置いたもので、

単純労働者の不足状況は顧みていない。

単純労働者不足は「外籍労工」によって

補充するのが、既に、当然となっている

ためである。 
 
3.台湾における在留外国人の動向 

 3.1.外国人居留者の動向 
	 台湾では国内賃金水準の停滞から高度

技術者や高度なマネジメント能力を持っ

た人材の流出に悩まされ、政府は国民教

育水準の引き上げ＝大学全入化による人

材育成を行なっているが、高度教育を受

けた人材が却って国外に流出するという

悪循環に陥っていることがわかった。し

かも、女性の高学歴化の進行によって、

晩婚化・非婚化が進み、合計特殊出生率

が低下し、高齢化が進んだ。賃金水準は

上昇せず、肝心の高度技術者獲得に支障

をきたし、人口停滞、さらには人口の流

出が止まらないというのが現状である。 
	 政府は、台湾人を高度技術者として養

成する一方で、「本土性」の名のもとに、

台湾人労働者の労働の場と「外籍労工」

の労働の場を分割し、「外籍労工」を単純

労働者として固定化する、制度面からの

労働市場の二重構造化を行っているとい

ってよい。台湾では 1970 年代から「十
大建設」計画と呼ばれる大型の公共投資

を軸とした経済開発が行われ、急速に経

済発展を続けきた。80年代も大型の公共
投資は続いたが、一方で、経済成長に伴

って経済構造のサービス産業化が進み、

土木・建築分野での人手不足が深刻化し

た。この時期から、東南アジア諸国から

ブローカーの仲介による外国人不法就労

者が見られるようになり、徐々に社会問

題化した。台湾政府も深刻化する労働力

不足と不法就労外国人問題の解決に迫ら

れ、1989年に「十四項目重要検閲工程入
力需給因応措置法」（「政府プロジェクト

公共工事に係る雇用需要対策法」）を成立

させ、1991年には台湾で初めて公式な形
で約 1000 人のタイ人労働者を導入した
17。 
台湾における「外籍労工」受入の法的

骨格は、1991 年 12 月に成立し、1992
年５月に施行された「就業服務法」と92
年７月に公布された関連法である「外国

人招聘許可および管理法」の二法によっ

て構成されている。「就業服務法」は「台

湾の官民人材サービス事業における求

人・求職マッチング業務、労働契約、雇

用促進のための職業訓練制度のあり方」、

「外籍労工についても受け入れ分野の職

種別範囲、受け入れ期間等について定め」

                                            
17 佐野哲（2004）「台湾の外国人労働者
受入れ政策と労働市場」、一橋大学経済研

究所世代間利害調整研究プロジェクト特

定領域研究ディスカッションペーパー

No.229、p.9。 
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たものである 18。現在、台湾が外国人受

け入れについて協定を結んでいる国は、

インドネシア、マレーシア、フィリピン、

タイ、ベトナム、モンゴルの６カ国であ

るが、現在、マレーシア、モンゴルから

の受入れはごくわずかで、受け入れの中

心はインドネシア、フィリピン、タイ、

ベトナムの４カ国である。 
台湾の場合、職業能力の程度によって、

高・中・低の３つのカテゴリーに分け、

高位カテゴリーは職種、産業分野、受入

数量に制限を求めない。一方、低位カテ

ゴリーにおいては、受入れを許可する産

業、職種に制限を設け、１企業当たりの

外国人雇用率を設定・課税し、受入数量

を調整する方法で、受入分野と外国労働

者の職業能力レベルのコントロールを行

っている 。台湾の受入制度は、職業能力
が 下位のカテゴリーに分類される労働

者グループの受入れを管理する制度であ

る。 
現在の、外籍労工の受入れ開放項目は、

産業外籍労工と社福外籍労工の二分野に

分類されており、産業外籍労工分野は、

①政府重大公共事業（政府重大公共工程）、

②６製造業等 15 職種（六行業十五種職
業）、③船員（船員）、④68種製造業（六
十八種行業）、⑤73種製造業（七十三種
行業）、⑥窯業等６製造業（陶瓷等六行

業）、⑦新規工場建設及び設備拡充計画

投資（新廠及擴充設備案）、⑧経済部加

                                            
18 佐野、前掲論文、p.10。 

工輸出特区及び科学技術特区計画プロジ

ェクト（經濟部加工出口區及科學園專案）、

⑨３K製造業特区計画プロジェクト（三
K行業專案）、➉重大投資製造業（重大
投資製造業）、⑪重大投資建設業（重大

投資營造業）、⑫７製造業計画プロジェ

クト（七行業專案）、⑬製造業等期間再

調整（製造業兩年期滿重整）、⑭伝統的

製造業許可（傳統製造業）、⑮非伝統製

造業（非傳統製造業）、⑯24時間操業シ
フト制採用産業（特殊時程產業）、⑰追

加増員申請許可招聘（附加外籍勞工）、

⑱国内新規投資・増資計画プロジェクト

（國內新增投資案）、⑲在外台僑国内回

帰投資プロジェクト許可（臺商回臺投資

案）の19項目。社福外籍労工分野は、①

施設看護ヘルパー（養護看護工）、②訪

問介護ヘルパー（外展看護工）、③在宅

介護ヘルパー（家庭看護工）④家政婦・

メイド（家庭幫傭）の４項目となってい

る 19。 

                                            
19 ⑰追加増員申請許可招聘（附加外籍勞
工、Extra	worker）は、外籍労工が不足

した際に、追加的な受け入れを申請して

受け入れる労働者のこと。この制度を利

用するためには、雇用主が「職業安定増

加費」と称する保険金を毎月支払うこと

で許可される。	

現在の開放産業項目に、かつて開放さ

れていたハイテク産業が含まれていない

が、これはコンピューター産業の高度危

険行程が、⑨３Ｋ製造業特区計画プロジ

ェクト（三Ｋ行業專案）に包含されるに

至ったためである。現在、ちなみに外籍

労工の受入れ数は３Ｋ製造業特区計画プ
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雇用期間は一般的な製造業を例に見ると、

原則として２年、これに「製造業等期間

再調整」によって、プラス1年の雇用延
長が可能であった。これが、2001年に制
度改正が行われ、3年間を 1つの期間と
して、契約が出来るようになり、現在で

は、さらに、１期間の更新が行えるよう

になったため、 大６年の継続雇用が可

能となっている。 
	 台湾の外籍労工受入制度は入国管理方

式をベースとしながら、受入れ相手国と

の間で結ばれた協定に基づき管理する二

国間協定方式を組み合わせた「シンガポ

ール型」を採用している。台湾がシンガ

ポール方式を採用しているのは、専ら、

政治的理由により、中国大陸からの労働

者流入を制限する必要があるためである

20。 
                                                             
ロジェクトによる受入れが、260,140人

／584,454人で、44.51％を占めて、 も

多い（2015年９月末現在）。 
20 台湾の外籍労工受入制度は、制度的特
徴から島国類型に分類される。島国類型

とは、「自然的国境が明確」で「周辺国と

の経済格差により国際労働移動のプッシ

ュ・プル要因が大き」いものの、自然的

国境による流入障壁が高く、入国管理制

度の操作により外籍労工の量的規模と属

性を比較的容易に調整できる。そのため

外国労働者の受け入れ調整機能が入境管

理法（入国管理法）に集中している。一

方、大陸国家の場合には自然的国境が不

明確であるため、絶えず密入国の可能性

にさらされている。このため、当該国政

府は労働者として入国する者を把握する

ために、「送出相手国」との間で「二国間

表 3-1は 1994～2014年までの台湾に
居住する国籍別及び男女別に見た外籍労

工の数について示したものである。1994
年には既に 15 万人を超えている。初期
の受入れ相手国はタイ、インドネシア、

マレーシア、フィリピンであったが、マ

レーシアは 1998年を 後に 100人台に
急減し、1999年にはベトナム人労働者の
受け入れを開始した。 

1999年には 9.21台湾大地震が発生し、
翌年は復興のための労働者需要が拡大し

た。復興事業の減少に伴い土木建築労働

者は減少したが、サービス業の分野で「外

籍労工」の需要が増加した。特に増加が

目立つのは介護労働者の増加で、介護労

働に強いインドネシア人、ベトナム人の

「外籍労工」が増加している 21。「外籍労

工」の男女比をみると、2002年の男女比
は44：56であったものが、2009、2010
年には 37：63 と女性の比重がより大き
くなった。2014年には 42.5：57.5と若
干戻したものの、「外籍労工」の受入れは 
                                                             
協定」を結ぶ。これが、大陸類型である。 
21 近年では介護労働分野を「本土性労働」
として認めた様子で、急速な「外籍労工」

の排除が進められている。こうした動き

は2002年１月31日に可決成立した「照
護服務産業発展方案」によりはっきりと

した。「方案」は介護サービスの担い手を

中高年女性、離農者、原住民等を人材資

源とした台湾人ヘルパーを養成しようと

するものである。この点については、陳

真鳴「台湾の介護サービスとホームヘル

パー」『日本台湾学会報』№.９、日本台
湾学会、2007年に詳しい。 
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サービス産業化・女性化しているとい

うことができる。 
 

 3.2.結婚移民の動向 

－低学歴・低所得層の嫁需要により増 

加する東南アジア系結婚移民－ 

ここでは農業分野における臨時労働

力として重要な役割を果たしている東南

アジア系結婚移民の動向について検討し

たい。表 3-2は国籍別居留民数と在留理
由の内訳について示したものである。 
現在、居留者の も多いのはベトナム

人であり、に次いで多いのはタイ人であ

る。ベトナム人は婚姻を居留理由とする

ものが多い。タイ人も多いものの、ベト

ナム人の約4分の１に過ぎない、ベトナ
ム人結婚移民は総結婚移民のうち、2010
年には 49.6％、2011年には 46.8％と高
い割合を示している。現在、ベトナム人、

年 計 男 女 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾏﾚｰｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ タイ ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾓﾝｺﾞﾙ

1994 151,989  6,020     2,344  38,473    105,152  

1995 189,051  5,430     2,071  54,647    126,903  

1996 236,555  10,206    1,489  83,630    141,230  

1997 248,396  14,648    736    100,295  132,717  

1998 270,620  22,058    940    114,255  133,367  

1999 294,967  41,224    158    113,928  139,526  131       

2000 326,515  77,830    113    98,161    142,665  7,746     

2001 304,605  91,132    46      72,779    127,732  12,916    

2002 303,684  134,169 169,515  93,212    35      69,426    111,538  29,473    

2003 300,150  128,426 171,724  56,437    27      81,355    104,728  57,603    

2004 314,034  128,453 185,581  27,281    22      91,150    105,281  90,241    59    

2005 327,396  128,403 198,993  49,094    13      95,703    98,322    84,185    79    

2006 338,755  130,073 208,682  85,223    12      90,054    92,894    70,536    36    

2007 357,937  139,030 218,907  115,490  11      86,423    86,948    69,043    22    

2008 365,060  142,003 223,057  127,764  11      80,636    75,584    81,060    5     

2009 351,016  128,602 222,414  139,404  10      72,077    61,432    78,093    

2010 379,653  140,121 239,532  156,332  10      77,538    65,742    80,030    1     

2011 425,660  165,656 260,004  175,409  3       82,841    71,763    95,643    1     

2012 445,579  177,878 267,701  191,127  4       86,786    67,611    100,050  1     

2013 489,134  200,963 288,171  213,234  4       89,024    61,709    125,162  1     

2014 551,596  234,304 317,292  229,491  4       111,533  59,933    150,632  3     

表3-1　台湾における外国人労働者の動向

資料：行政院労工委員会入出国及び移民署

註：単位は人。各年の数値は12月31日時点のもの。
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インドネシア人結婚移民の数は徐々

に減少しているが、この減少の主たる理

由は国籍の取得によるものである 22。 
そこで、帰化の状況についても確認し

ておこう。表 3-3はベトナム籍およびイ
ンドネシア籍者の帰化（台湾国籍取得）

人数について示したものである。台湾内

政部戸政司の統計によればベトナム人及

びインドネシア人の帰化が現れるのは

1990年である。その後、その数は急激に

                                            
22 例えば、台湾内政部発行の「内政統計
通報」の民国101年（2012年）第５週、
あるいは民国102年（2013年）第５週
において「外籍配偶」の減少理由につい

て台湾国籍の取得が原因と述べている。 

増加して、現在のインドネシア人帰化者

は 24,394 人、ベトナム人帰化者は
74,883人にも上っている。両国の帰化者
99,277 人は戸政司の統計に表れている
帰化者累計 115,127 人の約 86％を占め
るほど大きい。帰化者の中心は女性で、

インドネシア人帰化者では98.4％、ベト
ナム人帰化者に至っては 99.6％にも上
る。東南アジア系の中でも、とくにベト

ナム人結婚移民が多い理由はベトナム政

府が国際結婚に積極的であることによる

23。 

                                            
23 『VIETJO ベトナムニュース』2015
年７月24日「国際結婚の面接手続きを

年 総計 タイ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾏﾚｰｼｱ ﾍﾞﾄﾅﾑ その他

総数 592,372 75,341 80,809 170,431 19,194 126,346 120,251

ｳﾁ労働 379,653 65,742 77,538 156,332 10 80,030 1

ｳﾁ婚姻 47,322 5,800 2,833 4,993 1,563 23,488 8,645

総数 648,229 80,595 86,862 189,662 20,104 138,378 132,625

ｳﾁ労働 425,660 71,763 82,841 175,409 3 95,643 1

ｳﾁ婚姻 46,269 5,909 2,938 4,606 1,699 21,636 9,481

総数 680,138 76,472 92,392 207,461 23,523 140,179 140,111

ｳﾁ労働 445,579 67,611 86,786 191,127 4 100,050 1

ｳﾁ婚姻 43,169 5,851 2,859 4,385 1,804 18,661 9,609

総数 725,161 71,134 95,493 229,378 25,155 161,661 142,340

ｳﾁ労働 489,134 61,709 89,024 213,234 4 125,162 1

ｳﾁ婚姻 41,110 5,698 2,829 4,063 1,872 16,586 10,062

総数 800,943 70,764 119,963 248,765 29,621 188,338 143,492

ｳﾁ労働 551,596 59,933 111,533 229,491 4 150,632 3

ｳﾁ婚姻 42,715 6,218 2,883 4,028 2,283 15,631 11,672

資料：『内政統計通報』民国103年第５週、p.３、民国104年第６週、ｐ.３内政部統計處。

註：単位は人。原資料は行政院労工委員会、内政部入出国及移民署による。

　　表中の労働、婚姻はそれぞれ在留資格を表す。

　　総数は全ての滞在許可者の合計である｡

表3-2　台湾における国籍別移民数と移民理由の内訳

2010

2011

2012

2013

2014
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廃止か、戸籍法の政令草案」

http://www.viet-jo.com/news/law/15072
4091412.html 
『VIETJO ベトナムニュース』2016年
１月６日「戸籍法が施行、国際結婚の面

接手続きを廃止」

http://www.viet-jo.com/news/law/print_
160106090202.html 
戸籍法改正草案が公にされた当時から、

外国人との結婚手続きの簡素化が、「花嫁

輸出国」化につながるとの批判があった

が、1月1日附け、ベトナムの戸籍法が
改姓され、外国人の戸籍登記手続き権限

が各省、市の司法局から区・郡レベルの

人民委員会に移譲され、外国人への面接

が廃止された。手続き期間も短縮された。

ベトナム国内では「手続きの簡素化はベ

トナム人花嫁の『輸出』の扉が開かれた

ことを意味し、花嫁輸出大国になりかね

ない」との懸念が広がっている。 

東南アジア系女性との結婚は「メール・

オーダー・ブライド」と呼ばれる方法に

よっている。台湾国内にある国際結婚紹

介所が開設したインターネットに登録さ

れている女性の写真入りリストから、気

に入った女性を選ぶ（インターネットで

の見合い）。その後、現地で個別あるいは

集団式の見合いが行われ、そこで婚姻の

意思を確認する。両者が婚姻の意思があ

れば結婚式を行う。こうした方法には「商

品化された結婚」との批判があり、台湾

国内でも問題視されており 24、ベトナム

国内でも「国際結婚商戦」と揶揄される

状態であるが 25、台湾国内の標準的見解

                                            
24 横田、前掲書、p.81。 
25 『VIETJO ベトナムニュース』2014
年４月12日「過熱する国際結婚商戦、
売買されるベトナム人花嫁」

http://www.viet-jo.com/news/sanmen/1
20412114556.html（ 終アクセス日：

2015年12月29日）を参照。こうした
批判の背景には「結婚後のベトナム人女

性の生活は総じて“悲惨”」という現実が

ある。また、ベトナム人花嫁仲介業者に

よる宣伝は決して褒められた内容ではな

い。今でこそ少なくなったが、2008年時
には筆者の居住地域においても「越南新

娘19万元」（ベトナム花嫁19万元）と
書いた看板やポスターを見かけた。もち

ろんこれは人身売買をしているという意

味ではなく、あくまで仲介料の意味であ

る。しかし、これらの看板に「処女保証」、

「処女でなかった場合には、代わりの花

嫁と交換いたします」などというのを見

ると、正直、驚かされる。横田（前掲書）

は台湾国内で結婚移民は持参財を持たず

に家に入ることから、「買ってきた嫁」と

表3-3　結婚移民の台湾国籍取得（帰化）の動向

年 性別 総計
うちｲﾝﾄﾞﾈ

ｼｱ
うちﾍﾞﾄﾅﾑ

男 188        28        18        

女 9,665      1,057    7,538     

男 171        37        16        

女 7,521      876      5,871     

男 139        29        11        

女 5,784      738      4,514     

男 182        36        29        

女 5,415      645      4,259     

男 179        40        38        

女 4,825      526      3,817     

男 215        32        46        

女 4,184      472      3,350     

男 2,450      396      317       

女 112,677   23,998  74,566   

合計 115,127   24,394  74,883   

資料：内政部戸政司統計「國籍之歸化取得人數」

註：単位は人。数値は各年12月31日時点。

　　原統計は1982年からの集計開始。

　　累計数値は1982年～2014年末までの数値。

累計

2009

2010

2011

2012

2013

2014
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は、「国際結婚の「過程」の商品化」とし

て、これを正当化する理屈づけがおこな

われ、結婚移民問題は、むしろ台湾国内

の文化・社会・福祉問題であるという観

点から、経済支援、教育支援、人権保護

などの諸施策を講じ、国民統合を図る方

向へと推移している 26。 
	 次に各縣ごとの結婚移民数についてみ

てみよう。表 3-4は各縣における在留外
国人の数（帰化者及び居留査証取得者）

について示したものである。 
なお、ここでは政府直轄市を元の所属

縣に統合して再計算している。総数につ

いてみると165,573人、 も多いのは上

から台北縣（新北市、台北市、基隆市）

の 44,374 人であり、次いで桃園縣：
19,864人、高雄縣（高雄市）：16,706人、
台中縣（台中市）：16,386人、台南縣（台
南市）：10,561 人の順で、いずれも台湾
有数の大都市である。ただし、彼女たち

以上に多いのは、大陸、香港、マカオ等、

中国出身の結婚移民である。現在、

343,790 人と、東南アジア系移民の２倍
以上に上る。彼（女）らは、台湾から大

陸の事務所や工場に出張滞在した際に、

                                                             
呼ばれることを指摘している（p.82）。 
26 国際結婚の解釈については、林寶安編
『新移民與在地社会生活』（2011）p.15、
巨流図書股份有限公司、（台湾・新北市）。

本書は、新移民＝結婚移民問題に関する

体系的かつ教科書的著作で、台湾国内の

大学で使用可能な編集となっている。本

書によって、現在の台湾結婚移民問題の

社会的位置づけを把握することができる。 

現地で知り合い結婚して来台するケース

が多い。ビジネスマンやエンジニアとの

結婚も多く、都市地域に集中する。統計

的には台北、高雄、台中などの大都市に

多く、東南アジア系移民の家庭よりも経

済的に豊かで、本人たちも共通語や福建

語が話せれば、職場も東南アジア系移民

より容易に探せる。潘淑満らによれば、

来台する結婚移民は、大都市に集中する

傾向があるものの、細かく見ると、台北

市、高雄市、新北市、基隆市などの大都

市近郊地域に居住する結婚移民は中国系

が中心で、東南アジア系結婚移民は澎湖

縣、南投縣、彰化縣、新竹縣、嘉義縣、

屏東縣などの伝統産業縣、農業縣、漁業

縣を中心に居住していると指摘している

27。東南アジア系結婚移民は、第６位に

台湾 大の農業縣である彰化縣、第9位
に彰化縣に次ぐ農業縣の雲林縣が続いて

おり、潘の指摘と一致している。 
 
	 3.3.下層階層に取り込まれる東南アジ 

ア系結婚移民 
台湾政府は 2003 年に「外籍與大陸配
偶生活状況調査」という、結婚移民すべ

てを対象にした大規模な訪問調査を行っ 

                                            
27 潘淑満編（2013）『新移民社会工作実
務手冊』pp.６～８、巨流図書股份有限公
司、（台湾・高雄）。 
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ている 28。現在でも彼らをめぐる基本的

状況に変化はないと考えられる。ここで

はその調査データを検討したい。 
まず、結婚移民本人及び配偶者の学歴に

ついてみたい。 
表 3-5は外籍配偶者（結婚移民本人）
の学歴について示したものである。男性

の場合は、大卒以上が も多く 47.0％、
                                            
28 「外籍與大陸配偶生活状況調査」は、
結婚移民に関係する法規、行政指導方針、

医療保険と就業サービスの制度整備に資

することを目的に、内政部によって民国

92年10月17日～11月7日にわたって
外僑居留証、永久居留証保持者、帰化し

た者を対象に行われた。対象者は外籍配

偶者101,615人、大陸配偶者139,222人
であった。 

高校卒業23.4％であり、男性結婚移民は
高学歴者が多い。その一方で、女性結婚

移民の学歴は中学卒業が35.5％、小学校
卒業が 33.0％で女性の低学歴傾向が目
立つ。女性結婚移民の多くは、本国にお

いて高等教育を受ける機会を持たない社

会階層の出身者であることがうかがわれ

る。 
次に表 3-6で配偶者である台湾人の教

人  數 ％

總　計 165,573  100.00% 93,251  28,653 8,537  8,296   4,283   343,790   

台北縣 44,374    26.80% 22,738  4,843   2,176  2,071   684     121,732   

桃園縣 19,865    12.00% 9,231    4,558   2,245  1,497   299     35,711     

高雄縣 16,706    10.09% 10,838  2,041   639    832     438     42,434     

台中縣 16,386    9.90% 9,606    2,188   822    736     743     36,732     

台南縣 10,561    6.38% 7,301    1,046   495    380     328     21,590     

彰化縣 9,703     5.86% 6,398    1,715   468    358     407     11,896     

新竹縣 8,988     5.43% 3,429    3,035   470    727     75       12,537     

屏東縣 7,807     4.72% 4,581    1,688   197    789     238     10,691     

雲林縣 6,630     4.00% 4,039    1,787   202    144     261     8,685      

嘉義縣 6,580     3.97% 4,397    1,354   181    172     231     10,660     

苗栗縣 5,421     3.27% 2,773    1,851   256    236     70       7,947      

南投縣 4,664     2.82% 3,085    898     168    110     226     5,539      

宜蘭縣 3,131     1.89% 2,127    446     113    84      130     4,859      

臺東縣 1,464     0.88% 930      253     30      84      42       2,630      

花蓮縣 1,998     1.21% 1,038    519     67      63      63       5,998      

澎湖縣 932       0.56% 539      315     -    8        42       869         

金門縣 311       0.19% 167      112     4       4        3         2,152      

連江縣 52         0.03% 34       4        4       1        3         516         

資料：内政部入出国及移民署、各縣市戶政司。

表3-4　各縣市における東南アジア系外籍配偶者数（2015年11月末現在）

東南アジア系合計

註：単位は人。本表の外籍配偶者は民国78年の統計作成開始以来の帰化国籍取得
者、外僑居留証保持者。大陸出身者の中には、所在縣市不詳者612人を含む。

 大陸・香港 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱﾌｨﾘﾋﾟﾝﾀ ｲｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾍﾞﾄﾅﾑ

人数 なし 小学校 中学校 高校 大学以上

合計 82358 2.9 31.9 34.6 21.2 9.4

男性 4243 0.7 11.9 17.0 23.4 47.0

女性 78115 3.0 33.0 35.5 21.1 7.4

資料：『外籍與大陸配偶生活状況調査適要報告』ｐ.19

表3-5　台湾における結婚移民の教育水準（単位：％）
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育水準を見よう。 も多いのは中学卒で

40.2％、高校卒35.4％、小学校卒12.9％、
大卒以上が10.9％である。台湾人配偶者
の学歴は結婚移民に比較してやや高い傾

向にあるといえるが、それでも婚姻関係

を結ぶ男性の大半が中学卒業以下の低学

歴層なのである。 

 
以上の関係をクロスしたのが表 3-7で
ある。台湾人配偶者－結婚移民の両者の

学歴関係を見たとき、 も多いのが中－

中のペアで 14.8％、次いで高－中：
13.8％、高－高：10.4％、中－小：9.9％
であり、これらだけで56.7％を占めてい
る。学歴の面から見たとき、台湾におい

て結婚移民を も必要としているのは高

校卒業層、次いでほぼ同じ割合で中学卒

業層であり、彼らが受け入れ対象とする

のは自分と同じ程度の学歴かそれより一

つ下の学歴層の女性たちだといえる 29。 
王宏仁の研究によれば、ベトナム人花

嫁を娶る台湾人新郎の社会的地位につい

て、低学歴の彼らは台湾社会においては

社会的な弱者グループに入り、周囲の女

性の学歴が高いため、彼らは台湾国内で

は結婚を望んでも結婚相手がなく、必然

的に相手を海外に求めざるを得ないと指

摘している 30、本調査の整理によっても、

同様のことが確認できる。台湾社会にお

いて人生設計上、学歴のないことは致命

的なのである。そして学歴社会の中から

はじき出された人々の需要に応じて輸入

されてくるのが結婚移民なのである。 
次に結婚移民の家庭経済の状況につ

いてみたい。生活状態調査においては女

性結婚移民の家庭がおかれた経済環境に

かかるデータは欠けている。そこで、

2003 年当時の政府家計調査と現在を比
較する意味で、2014年の状況について検
討したい。 

 

                                            
29 台湾社会の高学歴化が進む中で、現在
の結婚移民の受入れの中核となっている

台湾人配偶者学歴層が、2003年の水準で
安定しているのか、上向しているのか、

下向しているのかは重要な論点である。 
30 王、前掲書、p.144。 

表3-6　外籍結婚移民と結婚した台湾人配偶者の教育水準（単位：％）

合計（人） なし 小学 國中 高中 大学以上

82,358  0.6 12.9 40.2 35.4 10.9

資料：『外籍與大陸配偶生活状況調査適要報告』ｐ.36

表3-7　外籍及び大陸籍結婚移民と台湾人配偶者の教育水準（単位：％）

なし 小学校 中学校 高校 大学以上

なし 0.3 0.8 0.9 0.5 0.1

小学校 0.5 5.3 9.9 7.8 1.6

中学校 0.4 5.2 14.8 13.8 3.6

高校 0.2 2.9 7.3 10.4 3.8

大学以上 0.1 0.7 1.8 3.4 4.2

資料：『外籍與大陸配偶生活状況調査適要報告』ｐ.36

註：対象者は外籍移民82,358人、大陸籍93,551人である。

台湾人配偶者

結婚
移民

表3-8　台湾における非農家一戸当たり所得

１戸当た
り家族員

うち就
業者

一人当たり年
間賃金収入

一戸当たり
賃金収入

可処分所
得

消費支出

2003年 3.53 1.54 399,542				 615,294 881,662 666,372

2014年 3.15 1.40 476,800				 667,520 956,849 755,169

資料：『92年家庭收支調查報告』及び『103年家庭收支調查報告』

註：単位は台湾元。一人当たり賃金は１戸当たり収入を就業者数で除したも
の。可処分所得は賃金＋企業所得＋財産所得＋移転所得。
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表 3-8は非農家の一戸当たり年間所得
について示したものである。非農家1戸
当たりの年間賃金所得は615,294台湾元
である。また、一人当たり年間賃金は

399,542 元であるが、これは一戸当たり
の年間所得の約 65％を占めるにとどま
っている。2014年についてみると、１戸
当たりの年間賃金所得は 667,520 元で
8.5％上昇している。ただし、すでにみた
とおり、2003 年は実質賃金指数で
106.12（2011年基準）、近年では も高

い値を示した年であり、以後、低迷を続

けていることを考えれば、家計はむしろ

悪化している可能性もある。例えば、１

戸当たりの収入中、１人当たり収入が占

める収入の割合が、71.4％と大きくなっ
ているということは、非正規労働による

家計補助能力が低下していることの表れ

ともとらえられる。実際、2003年には家
庭内の就業者は 1.54 人であったのに対
し、2014年には 1.40人へと減少してお
り、雇用の場が減少していることがうか

がえる。また、台湾では１戸当たり平均

賃金収入によっては１戸当たり消費支出

を下回る赤字状態であったが、１戸当た

り平均賃金収入による１戸当たり平均消

費支出負担は2003年：92.3％から、2014
年：88.4％へと低下している。 

次に、家庭の基幹的労働者の学歴と家

計収入の関係についてみてみよう。表

3-9は2003年及び2014年における家庭

の基幹的労働者の学歴別に見た家庭の経

済状況である。こからは学歴と所得の関

表3-9　家庭の基幹的労働者の学歴別に見た家庭の経済状況

基幹労働者
最終学歴

戸数（戸）
一戸当た
り平均家
族人数

可処分所得
（台湾元）

最終消費
支出（台湾
元）

総戸数 6,961,560 3.53 881,662 666,372

国民小学以
下

1,763,126 2.94 614,529 473,293

国民中学 1,171,139 3.87 754,100 613,119

高級中学 667,797 3.67 899,181 693,935

高級職業学
校

1,431,698 3.85 870,441 684,915

専科学校 936,655 3.66 1,048,488 783,131

大学以上 991,146 3.48 1,354,335 917,060

総戸数 8,289,999 3.15 956,849 755,169

国民小学以
下

1,501,705 2.23 541,572 459,944

国民中学 1,281,366 3.26 818,660 660,198

高級中学 787,732 3.24 928,943 742,642

高級職業学
校

1,709,907 3.48 929,574 763,649

専科学校 1,122,513 3.41 1,132,541 887,484

大学以上 1,886,776 3.31 1,313,064 973,465

資料：『92年家庭收支調查報告』及び『103年家庭收支調查報告』

民国
92年
（2003
年）

民国
103年
（2014
年）
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係ははっきりしている 31。国民小学校以

下の学歴者が基幹労働者の家庭では、可

処分所得額が2003年：614,529元から、
2014年：541,572元へと大幅に低下して
いる。小学校卒以下の学歴者は高齢者が

多いことと関係があると思われる。国中

卒以上になると、可処分所得は 2003 年
に比較して増加しているが、注目される

のは大学卒以上が基幹労働者となってい

る家庭においては、可処分所得が

1,354,335 元から 1,313,064 元へと減少
していること、大学卒以上が基幹労働者

の戸数が991,146戸から1,886,776戸と
倍増していることである。高学歴化の進

行の中で、学歴のもつ意味が大きく変質

していることが推測される。 
統計的に見ると、台湾の一般的な家庭が

平均的な所得を得るための条件は基幹的

労働者が高級中学校（高校）卒業である

ことと、かつ２人の正規労働者が存在す

ることである。 
そこで結婚移民の就業状況について

みたい。表 3-10 は外籍結婚移民の職業
について示したものである。外籍結婚移

民のうち、職業を持つ者の割合は男女合

計で22.3％と低い。これを男女別にみる
と男性は 71.8％が有業者であるのに対

                                            
31 台湾の学校制度は複雑であるが、おお
よそ国民小学→国民中学→高級中学→大

学という学歴コースと国民中学→高級職

業学校という学歴コースがある。現在は、

職業学校にも大学部が新設され、科技大

學と改称されている。 

して、女性の有業者は19.6％に過ぎない
が 32、すでにみたように、台湾において

は1戸当たり２人が正規労働につかない
と 1 戸当たり年間平均所得に達しない。
すなわち、夫婦共働きが当たり前の状態

である。彼女たちは複数のアルバイトを

掛け持ちせざるを得ない。台湾の国内市

場は「本土性」の観点から、台湾人にと

って重要と考えられる産業については外

籍労工に門戸を閉ざし、台湾人が就業を

嫌う職種に対しては門戸を開放する、制

度的な労働市場の二重構造化政策をとっ

ているといえる。だが、外籍労工はカネ

を稼ぎ、いつか母国に帰れる。母国で経

済的成功をつかむチャンスがある。いわ

ば「陽向の外籍労工」ともいえるが、そ

れに対して、結婚移民たちは、母国並み

に過酷な経済状況の下での生活を余儀な

くされ、将来的展望も見出しにくい。彼

女たちは「日陰の外籍労工」なのである。

そして、彼女らの労働市場的受け皿とな

っているのが農業労働市場なのである。 
国籍を取得しても学歴、さらには「言

葉の壁」によって本土出身、高校卒並み

の収入を得るだけの職場に勤務すること

が難しい。彼女たちの仕事をめぐる環境

は、より厳しくなっている。そして、 

                                            
32 王、前掲書、p.116。、ベトナム人結婚
移民は、一般的に、裁縫、工場勤務（電

子機器外装ケース組み立てなど）、理髪店

手伝い、家事手伝いなどによって平均月

三万元の給与を得ているという。 
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そこに彼女たちが農業労働市場に流入し

てくる必然性があるのである。 
 
4.南投縣農業労働市場の構造 

 4.1.南投縣農業と事例農家の概況 
南投縣は台湾中部内陸に位置する農

業縣である。南投縣の面積は417,644ha
のうち、平地の占める面積は 20,458ha
でわずかに 4.78％を占めるにとどまる。
台地・丘陵地が 127,822ha で 31.13％、
山地にいたっては 222,364ha で 63.8％
にものぼる。中央山脈の高山地帯を抱え

条件不利地域が多い。 
『台湾農業統計年報』では耕地の統計

区分は水田と旱田に区分されており、樹

園地がどの程度の面積を占めるかわから

ないという統計的制約がある。2013年に
ついてみると全国及び中部で隣接する農

業縣である雲林縣の水田率は74.3％、彰
化縣の水田率は77.2％に比較して、南投
縣は 18.4％と極端に低いことが確認で
きる。南投縣はその地理的制約から大河

川沿いの狭小な平野部に水田、畑作が展

開し、山地、傾斜地には果樹、茶業、高

原野菜生産が展開している。南投縣の代

表的農産物としては、茶葉、ウメ、ブド

ウ、モモ、ナシ、リンゴ、バナナ、パイ

ナップル、ドラゴンフルール、各種柑橘

類、ライチ、リュウガン、タケノコ、野

菜類などをあげられる 33。 
 
4.2.「精緻農業」政策の展開と労働集 

  約化の進展 
	 台湾農業において外籍労工の必要性が

叫ばれるようになった背景には、農村人

口の減少とともに、「精緻農業」政策が導

入・推進されたことの影響が大きい。そ

のスタートは、民国 76年度（1987）に
開始された「坡地農村綜合發展規劃建設」、

民国 82 年度（1993 年）「平地農漁村社
區整體規劃建設」の二つの政策からであ

る。これによって「富麗農村」のスロー

ガンのもと、農村のインフラ整備がすす

められたが、こうした農村整備事業の過

程で、より安全、安心、健康、美味で消

                                            
33 南投縣の特産物については、南投縣政
府ＨＰ「原郷特産」を参照。

http://www.nantou.gov.tw/big5/resourc
e.asp?cid=905&dptid=376480000（ 終

アクセス日：2015年12月20日） 

表3-10　結婚移民の就業状況

有業 臨時雇 無職 不明

人数 農林漁業 工業 ｻｰﾋﾞｽ業 公共機関

合計 82,358   22.3 2.6 10.7 8.7 0.3 12.3 64.1 1.3

男性 4,243     71.8 0.8 32.7 34.96 3.3 9.2 17.7 1.3

女性 78,115   19.6 2.7 9.5 7.3 0.2 12.5 66.6 1.3

資料：『外籍與大陸配偶生活状況調査適要報告』ｐ.28
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費者に求められる農産物を作ろうとする

「精緻農業」の考え方が提出されるに至

った。「精緻農業」とは、あえて訳すなら

「佳き農業」の意味になる。「精緻農業」

政策の本格的確立は台湾が民国 90 年
（2001）にWTOに加盟し、国際化の中
で台湾農業がどのように生き残るか「待

ったなし」の状況下においてであった。 
「精緻農業」は「健康農業」、「卓越農

業」、「楽活農業」という３つの政策目標

からなる 34。「健康農業」は清浄な生産環

境のもとで合理的生産方法を推進し、化

学物質による汚染のない農業環境のもと

で、農業生産と生態系の調和を達成し、

国民に健康で安全な農産物を供給すると

ともに、子孫に良好な生態環境を残すと

いうものである。有機無農薬農産物の認

証制度、トレーサビリティもこの政策枠

組みの下で推進されている。 
「卓越農業」とは、今後発展の見込ま

れる 先端技術を用いた農業分野で、バ

イオテクノロジーの利用や新品種の育

種・開発などが含まれている 35。「楽活農

業」は荒廃した農山漁村の景観整備、条

                                            
34 台湾行政院農業委員会「『精緻農業健
康卓越方案』行動計画」p.３、2009年
10月。 
35 「卓越農業」の政策対象は「農業生物
技術」、「蘭花育種開発」「観賞魚養殖」、

「石斑魚（ハタ）養殖」、「植物種苗の生

産・育種開発」、「種禽生産・育種」をあ

げている（台湾行政院農業委員会「『精緻

農業健康卓越方案』行動計画」pp.10～
12）。 

件不利地域における国際競争力の乏しい

経営の「休閒農場」への転換推進などレ

ジャー農業の推進、国外輸出も視野に入

れた高付加価値化の見込める「農業精品」

＝優れた農産物加工品の商品開発・生産

を行い、Made in Taiwanを国際ブラン
ドとして確立させるというものである 36。

「６次産業化」はこの部分で強く意識さ

れている。また農業の高付加価値化を前

面に押し出すことによって、農外資本か

らの対農業投資を呼び込もうという狙い

もある。 
「精緻農業」政策は、従来の、省力化

を前提とした農薬の利用や機械化から脱

却し、生態系の活用や人力化に回帰させ

るベクトルを持つ政策であり、雇用労働

力依存の増加は避けられないが、それに

加えて多様な加工食品の開発、手作業に

よる収穫、見た目にも美しく丁寧な収獲

調整による高付加価値の実現は、一層、

雇用労働力に対する依存を深めざるを得

ないといえる。 
 
4.3.調査農家の経営状況 
表 4-1は 2015年に筆者が調査した農
家の概況についてまとめたものである。

                                            
36 「農業精品」開発として、政府は「台
湾茗茶」、「農村美酒」、「経典好米」、「竹

製精品」、「金鑽水産」、「優質畜産」の６

項目を挙げている。本稿の調査対象で、

この政策に関係する作目は、茶、ウメで

ある（台湾行政院農業委員会「『精緻農業

健康卓越方案』行動計画」pp.19～21）。 
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A農家の圃場は信義郷は玉山山麓の神 木村 37、塔塔加茶区にある。ここは1979

                                            
37 聞き取りによれば、神木村は2009年

表4-1　調査農家の経営状況

作物 品種
作付面

積
1甲あたり収量 生産量 販売量 販売先・販売方法 、国内向け・輸出の別 販売金額 備考

Ａ農家 茶
青心烏

龍
0.7甲 1,000㎏ 900㎏ 全部

生茶葉１期＝900㎏。加工→150㎏（1／6）に縮
小。春、秋、冬の三期製品合計450㎏。自家ブラン
ドとして全量販売

販売総額＝200万元。販売価格
は、4,444元／1㎏、2,666元／１斤
（600g）

圃場標高：1,700ｍ

柳橙 1.5甲 ３トン 、全量販売 20元／1㎏、60,000元

タケノコ 麻竹 2甲 ６トン 一部販売 ９００㎏販売、3,000元

柳橙 0.5甲 15トン 、全量販売 20元／1㎏、60,000元

竹材 桂竹 0.5甲 全量販売 販売無し

胭脂梅 ４甲 10,000㎏ 40,000kg 全量 酒用（取引相手はチョーヤ） 1㎏＝22元、880,000元

二青梅 ６甲 10,000㎏ 60,000㎏ 全量 砂糖漬け用 1㎏＝15元、900,000元

軟枝梅 ６甲 10,000㎏ 60,000㎏
農会、加工工場向
け、一部自家販売

1㎏＝36元、2,160,000元

青貢梅 ３甲 10,000㎏ 30,000㎏
農会、加工工場向
け、一部自家販売

1㎏＝36元、1,080,000元

Ａ農家は梅園を12月
から２月にかけて花
見用の梅園として開
放。

梅（手採） 大青梅 ５甲 10,000㎏ 50,000㎏ 全量 梅干し用、生食用 1㎏＝50元、2,500,000元

タケノコ ５甲
単位面積当た

り不明
50,000㎏ 全量自己販売

梅園で経営しているレストランで使用。土産物な
どにも。自宅で加工

春＝4,800㎏ 1,440㎏ 全量
自家販売。ブランド名「天岳」。中国向け輸出。金
門 → アモイ → 中国大陸に中継の支店を持つ。

金萱（緑茶用）　　600元／１斤
（生茶葉ベース）

金萱 0.3甲 夏＝4,800㎏ 1,440㎏ 全量
中国大陸の販売量70％。四季春、翠玉が中心。
残り30％は台湾で販売。

金萱（夏のみ紅茶に加工） 800元
～／1斤

茶 （手摘） 秋＝4,800㎏ 1,440㎏ 全量 販売はネット販売を中心に考えている。 販売金額＝2,250,000元

冬＝3,600㎏ 1,080㎏ 全量

１甲

冬＝3,600～
4,200㎏

3,600～
4,200㎏

全量

翠玉 0.2甲

（手摘）

有機栽培あり。烏龍茶を0.1甲。

0.3甲 1年間、1,500斤（900㎏）生産。1,600元／1斤。 販売金額＝2,000,000元

有機栽培は収量が減る。 販売金額＝400,000元（有機）

烏龍茶合計＝2,400,000元

全販売額合計＝15,275,000元

ウメ販売額＝
7,520,000元

圃場標高：380～
400ｍ

B農家

C農家
　柳橙は産銷班を通じて高雄市場に販売

　柳橙は産銷班を通じて高雄市場に販売

搾汁用（ジュース・梅精用）。

竹林は竹材用で5年
に一度の収穫。

梅（竿採）

農会50％／酒造会
社10％／加工工場
25％／生鮮市場
15％。

6,000㎏

720㎏ 全量

翠玉 500 元／１斤（生茶葉ベー
ス）

全量

960㎏

全量

960㎏+240
㎏

960㎏+240
㎏

全量

960㎏+240
㎏

全量

全量

全量

Ｄ農家

E農家

全量

春＝4,800kg

夏＝4,800kg

秋＝4,800kg

春＝6,000㎏

冬＝3,600㎏

720㎏+180
㎏

四季春 500元／１斤（生茶葉ベー
ス）

6,000㎏ 全量 販売金額＝9,125,000元

960㎏ 全量 販売金額＝1,500,000元

6,000㎏

960㎏ 全量

資料：筆者の聞き取り調査による。聞き取りによるため、必ずしも正確な数値ではない。調査日時は以下の通り。A農家：2015年４月26日、B農家：2015年5月３日、C農家：2015年5月３日、D農家：
2015年10月４日、E農家：2015年11月８日。

秋＝6,000㎏

夏＝6,000㎏

春＝4,800㎏

冬＝3,600kg

四季春
（手摘）

製品加工によって、1000～2000元／１斤（600
ｇ）。機械摘みは500元／１斤だが、手摘みは
1,000～2,000元／1斤になるため、手摘みにした。

青心烏
龍（手
摘）

夏＝4,800㎏

秋＝4,800㎏

121



第 8章	 台湾中部地域における農業臨時雇用労働力と東南アジア系結婚移民（長谷美貴広） 

 

年来開発の始まった新興茶区であり、生

産される烏龍茶は「玉山茶」のブランド

で知られる。A農家は、現在の経営主が
2007 年に経営を始めた歴史の浅い農家
である。茶園は塔塔加茶区 1,700ｍの高
標高地にある。経営地は台湾大学演習林

からの借り入れ地で、経営面積は 0.7甲
である。貸借期間は40年の長期契約で、
地代は無料。台湾大学演習林の造林作業

への労働供出の報酬として地代無料貸借

で契約されている。 
	 A農家は経営地すべてに青心烏龍茶を
作付けている。収穫は、春、秋、冬の３

期で、１期の生産量は生茶葉ベースで

900㎏である。これを自家製茶工場で加
工する。生茶葉は製茶すると１／６＝

150㎏にまで縮小する。春、秋、冬の３
期合計450㎏の製品ができる。これを全
量自家ブランドで販売する。A農家の茶
園は 1,700mの高標高地にあるため生産
量は少ないが、その分、付加価値の高い

烏龍茶が生産されている。販売金額は

200万元。これは1斤（600g）当り2,666
元、㎏当たり約4,444元の高級茶である。 
Ｅ農家も茶農である。Ｅ農家は名間郷

の低山茶業地帯にあり、大型の製茶工場

を持っている。経営面積は 1.8甲。圃場
は標高 380～400m の場所で、3 か所に
分散している。四季春という品種の茶を

                                                             
に台湾中南部を襲った八八台風によって

激甚な被害を受け、被災者は南投市郊外

に用意された住宅地に移村した。茶園に

は現住所から通勤している。 

中心に（1.0甲）、金萱（0.3甲）、翠玉（0.2
甲）、烏龍茶（0.3甲）の計4種を栽培し
ている。 
全品種、年４期の収穫で、四季春の収

量は春～秋 6,000 ㎏／１甲、冬＝3,600
～4,200㎏／１甲、金萱は春～秋＝4,800
㎏／１甲、冬＝3,600 ㎏／１甲、翠玉は
春～秋＝4,800 ㎏／１甲、冬＝3,600 ㎏
／１甲、烏龍茶は春～秋＝4,800 ㎏／１
甲、冬＝3,600 ㎏／１甲である。収穫法
はすべて手摘みである。機械摘みを止め

た理由について、機械摘みが製品ベース

で500元／1斤（600g）の価格であるの
に対して、手摘みは1,000～2,000元／1
斤（600g）と、２～4倍の価格がつくか
らであると述べている。 
烏龍茶は0.3甲のうち、0.1甲を有機・
無農薬栽培にしている。年間生産量は

900㎏で、通常の栽培法による 0.1甲当
り年間生産量 1,800 ㎏の半分であるが、
プレミアがつく。また、市場のニーズに

よって生産された茶葉は、烏龍茶、緑茶、

紅茶を多様な製品に加工されている。E
農家は加工技術が極めて高く、品評会で

多くの受賞歴を持つ。 
自家ブランドを設立し、中国大陸との

「三通」の認められている金門島に代理

店を置き、そこからアモイ、中国大陸の

支店を置いている。製品の70％は中国大
陸、30％は台湾国内で販売される。 
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表 4-2は南投縣下の茶園面積の動向に
ついて示したものである。名間郷は標高

200～400ｍの八卦台地上に展開する台
湾 大の茶業地帯であり、「松柏嶺茶」の

地域ブランド名で知られている。 
	 同時に、機械化の進んだ地域で、比較

的発酵度の低い大衆向けの国産低価格茶

を生産していたが 38、2000年代に入って、
より安価なベトナム茶、中国茶が流入す

るようになり、厳しい価格競争を強いら

れてきた。規模拡大、茶葉収穫の機械化

などの合理化も限界につきあたり、価格

補償を求める茶農が抗議活動を行うなど、

不安定な状況が続いてきた 39。しかし、

                                            
38 林木連他編（2003）『台湾的茶葉』、
p.144、遠足文化（台湾）。 
39 民間郷茶農の抗議活動については、例
えば、行政院農業委員会ホームページ（初

見2009年９月13日時）（現在、記事は
台湾WTO農業研究中心のホームページ
管理下に移行）「越南茶成本低 混充台湾

近年、収穫を手摘み収穫に転換し、加え

て有機栽培、無農薬栽培によって、付加

価値を高めていく戦略を採用し、高級茶

需要の高まる中国向けの輸出を積極的に

                                                             
茶苦農民」2007年７月９日によれば、７
月８日にWTO加入後、安価な中国茶、
ベトナム茶の流入により、茶農の生計維

持が著しく困難になったとして、名間郷

の茶農らが農業委員会を訪れ抗議を行っ

ている。

http://www.arcwto.org.tw/content/news
/news1_c.asp?id=544&search=1（ 終

アクセス日2016年１月３日）。こうした
抗議活動を受けて、農業委員会は１億４

千万元の救助金の支出と、輸入茶に対す

る「臨時進口救濟關稅」の課税を決めて

いる（行政院農業委員会ホームページ「進

口茶入侵 農委会将提撥１億４千万元救
助金」2007年７月９日）
http://www.arcwto.org.tw/content/news
/news1_c.asp?id=626&search=1（ 終

アクセス日2016年１月３日）。その後も、
茶葉を大量に運び込み役所内にまき散ら

すなど、茶農の抗議活動はますますエス

カレートしている。 

表4-2　南投縣下における茶園面積の推移（単位：ha）

市鄉鎮 1997年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

名間郷 2,576.2  2,235.8  2,156.2  2,196.1  2,203.0  2,214.7  2,184.1  

鹿谷郷 1,982.0  1,605.9  1,517.8  1,462.0  1,349.4  1,350.1  1,334.9  

竹山鎮 1,470.3  1,899.0  1,861.5  1,272.4  1,203.7  1,205.9  1,197.7  

仁愛郷 847.0    844.0    844.0    1,050.6  1,050.6  1,050.6  1,050.6  

魚池郷 323.5    288.4    288.6    291.1    223.1    227.0    232.4    

南投巿 287.0    234.7    243.1    234.2    228.4    229.0    218.1    

信義郷 256.0    211.5    172.9    175.3    175.8    166.8    175.8    

水里郷 177.0    89.7      77.4      57.6      50.3      46.8      47.3      

中寮郷 99.0      60.8      60.1      60.8      54.6      29.7      30.0      

國姓郷 182.0    38.1      33.1      13.0      17.8      21.5      21.5      

埔里鎮 59.6      28.8      28.8      10.1      6.7       11.4      14.1      

集集鎮 11.0      9.8       9.8       9.8       2.0       2.5       2.5       

草屯鎮 7.0       1.5       1.2       1.2       1.2       1.2       1.6       

合　　計 8,277.6  7,547.8  7,294.4  6,834.2  6,566.5  6,557.2  6,510.4  

資料：行政院農業委員會

123



第 8章	 台湾中部地域における農業臨時雇用労働力と東南アジア系結婚移民（長谷美貴広） 

 

進めている。 
Ｂ農家、Ｃ農家は南投縣水里郷の果樹

農家である。南投縣水里郷は台湾一の大

河川濁水溪沿いの中流部に位置する。郷

内は 1,000ｍ前後の低・中標高の山が多
い。河川の両岸に発達した段丘上には水

田も多く見られる。玉峰村は濁水溪の左

岸の段丘上にある。B農家、Ｃ農家とも
柳橙を基幹作物とする果樹農家である。 
	 B農家は150年以上続く農家で、５年
前、相続で 20 甲の農地の分割し、現在
は 3.5甲の農地を所有している。経営主
（68歳）は20歳で就農したが、その後、
公務員試験に合格し消防署勤務（兼業）

を経て、60歳で退職後に専業農家となっ
た。経営主妻、三男（41歳）がいずれも
専業で農業に従事する。後継者は三男の

予定である。経営地はすべて自己所有で

ある。三男は退役軍人である。経営主、

三男とも年金を受けているという。 
Ｃ農家も柳橙を基幹作物とする果樹

農家である。Ｃ農家も150年以上の歴史
を持つ古い農家である。兼業農家で経営

主（65歳）は農会に勤務している。農作
業を行っているのは経営主１人で経営主

妻が農繁期に 10 日ほど手伝いをする。
子供は男子２人、女子１人であるが全員

他出しており、後継者はいない。 
B 農家は 1.5 甲に柳橙を栽培し、2.0
甲が竹林である。柳橙は価格低迷が続い

ているため、現在、レモンに転換中で、

圃場の 50％以上をレモンの幼木が占め

るという。それ故に、柳橙の収穫量は３

ｔと少ない。これを高雄や台中の市場に

生鮮果実として出荷している。出荷には

産銷班を利用している。柳橙の販売金額

は60,000元である。販売単価は20元／
１㎏である。竹林は麻竹という種類の竹

で、タケノコが採れる。この収穫量は年

間６ｔであるが、殆どが自家消費や贈答

用になり、約900㎏を販売している、金
額も3,000元だという。 
Ｂ農家からの聞き取りによれば、柳橙

も2000年から2001年にかけては30元
／600g（１斤）の高値を付けていた時期
があったが、過剰生産状態になり、2006
年頃、月の平均庭先価格が４～５元／

600g（１斤）程度まで下落したこともあ
ったという。 

 
	 そこで、表 4-3を見よう。柳橙とレモ

表4-3　柳橙とレモンの庭先価格動向
年 柳橙 レモン

2005 13.38 27.63

2006 12.75 41.31

2007 12.63 18.51

2008 10.72 17.77

2009 10.29 27.13

2010 10.86 31.39

2011 11.73 33.40

2012 14.73 44.39

2013 19.49 40.92

2014 19.56 48.19

2015 19.61 34.35

資料：行政院農業委員会農產品価
格統計

単位：元/kg

註：2015年数値は施フ未集計のた
め、年間市場価格の単純平均を算
出した。
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ンの価格の推移を表している。単位は１

kg当りである。2005年以降 08～10年
の価格低迷はひどい。レモンも 2007～
08 年には価格低迷に見舞われているが、
それでも柳橙の 1.4（07 年）～3.2（06
年）倍の価格を付けている。近年は作付

転換が進んだおかげで柳橙価格も持ち直

し、19 元／１kg 台の安定した水準で推
移しているが、レモンの販売価格の優位

は２～３倍を保っているため、Ｂ農家は

レモンへの転換に踏み切ったという。5
年後の黒字を目指しているという。後継

者は、造園用樹木の栽培に経営をシフト

していきたいという意思を持っている。 
一方、Ｃ農家は 0.5甲で柳橙の栽培を
行い、0.5 甲が竹林である。柳橙の収穫
量は15ｔで全量を販売。B農家同様、出
荷には産銷班を利用している。販売額は

300,000 元である。竹林は桂竹という種
類で、タケノコも採れるが、目の詰まっ

た堅牢な材質で竹材用に適している。こ

れを5年に1度切り出して出荷する。Ｃ
農家はこれまで 30 年間柳橙を専門にや
ってきたこともあり、レモンなどへの作

付転換の意思はないということであった。 
	 Ｄ農家は南投縣信義郷のウメ農家であ

る。信義郷は果樹生産が盛んで、ブドウ・

モモなども有名である。Ｄ農家は 24 甲
の梅林、５甲の竹林を持つ大規模経営で、

冬期にはウメの花見の名所としても知ら

れる休閒農場（レジャー農場）である。

農場内にはレストランを持ち、有機・無

農薬栽培にも取り組んでいる。ウメは生

鮮食用、加工用に対応した品種を栽培し

ている。竹林から収穫されるタケノコは、

主として農場内のレストランで食材とし

て利用されている5種のウメを栽培して
いる。胭脂梅４甲、二青梅６甲、軟枝梅

６甲、青貢梅３甲、大青梅５甲である。

ウメは竿採り・手採りの収穫法により、

価格が異なる。竿採りは加工用、手採り

は生鮮食用、梅干し用である。 
竿採りウメからみると、胭脂梅は梅酒

用でチョーヤと取引されている。生産量

は 10ｔ／１甲、価格は 22元／1㎏であ
る。二青梅は砂糖漬け用で、生産量は10
ｔ／１甲、価格は15元／1㎏である。軟
枝梅、青貢梅は搾汁及び梅精用。生産量

は両者とも10ｔ／１甲、価格は36元／
1㎏である 40。ここでは90ｔのウメが生
産されるが、このウメから 100ｔの梅精
ができる。手採りは大青梅で梅干し用、

生鮮食用で、生産量は10ｔ／１甲、価格
は50元／1㎏である。 
従来、青梅の取引は仲買商人や加工会

社との相対が中心であったが、買いたた

きが横行し、農家も無駄な手を掛けるの

を嫌い、荒らしづくりが横行していた。

しかし、ＷＴＯ加盟以降、その生産性の

低さに危惧を抱いた農業委員会が民国

97年（2008年）から、竿採りウメの取

                                            
40 「梅精」とは梅を煮詰めて作った暗紅
色の粘性の高い水あめ状の健康食品で、

台湾で人気が高い。 
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引正常化に乗り出した。その政策は、①

生産資材購入補助、②共販窓口の農会な

どへの統合、③取引 低価格の設定、取

引基準価格の設定、共同計算の導入、④

平均売りの導入、⑤仲買商人、加工業者

の買入義務枠の設定、⑥支払期限の設定、

⑦取引量の登記、⑧契約数量決定のルー

ル作りを行なった 41。こうした政府の保

護のもとに、ようやく重量単位当たり価

格が付くようになった。また、政府は市

場評価の低い竿採りウメから、樹高の低

い矮性種の導入による、手採収穫を奨励

している 42。 

 
                                            
41 『農政與農情』第251期「竿採青梅廠
合作執行結果」（2013）行政院農業委員
会全球資訊網

http://www.coa.gov.tw/view.php?catid=
2447500&print=1（ 終アクセス日：

2016年１月7日） 
42 『農政與農情』第251期「竿採青梅廠
合作執行結果」（2013）行政院農業委員
会全球資訊網

http://www.coa.gov.tw/view.php?catid=
2447500&print=1（ 終アクセス日：

2016年１月7日） 

	 表 4-4は収穫法別にみた青梅の価格に
ついて示したものである。竿採梅は2003
年までは既に述べたような経緯で価格が

不明である。手採りは竿採りに比較して、

価格が３～５倍の価格になるため、政府

は手採り品種への転換を奨励しているも

のの、竿採り梅は、主として梅酒原料に

使われるほか、 近では、ジュースの他、

梅精という健康食品がブームとなってお

り、高付加価値製品として注目されてい

るため、今後むしろ需要の増加する可能

性がある。 
ウメの収穫期後期の４・５月は春茶の

収穫期と重なるため、長い地理的移動を

好まない原住民労働力が安定的に供給さ

れる信義郷以外では、ウメの収穫歩合上

昇もありうる。それがウメ農家の淘汰を

進める契機になる可能性もある。 
 
4.4.労働調達方法と臨時雇用の実態 
	 現在の台湾中部農業労働市場における

臨時雇用労働力で中心的な役割を果たし

ているのは、①結婚移民、②台湾人、③

原住民である。 
筆者の行った農家調査によれば、農家

が臨時雇用を集めようとするとき二つの

方法がある。第1は農家自身が周辺に居
住する技術者、高齢者、女性に声をかけ

て労働者を集めるケースで、製茶技術者、

圃場管理作業者、４～５人の労働者の雇

用で足りる果樹経営などで見られる形態

である。 

手採 竿採

2004年 26.47 5.13
2005年 37.33 8.27
2006年 38.34 8.93
2007年 38.83 13.44
2008年 39.23 13.85
2009年 29.92 8.74
2010年 31.88 8.03
2011年 39.44 10.32
2012年 29.39 9.17
2013年 35.75 12.34
2014年 36.08 9.09

註：竿採り価格は2004年から統計上に
現れるようになった。ウメの収穫期は３
～５月。

資料：行政院農業委員会農產品価格
統計

表4-4　青梅産地価格の推移（元/kg）
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第２に「工頭」と呼ばれる企業形態を

とらない労働派遣・仲介者に依頼して労

働者を集める形態で、これは 20 人を超
える、まとまった人数の労働者を必要と

する茶業経営や梅農家などを中心に見ら

れる。「工頭」とは、元々、 “労働者の
かしら”を意味しており、労働者の仕事

の割り当て、差配、指示を司る。筆者の

聞き取りによれば、「工頭」は、1990年
頃から出現したという。台湾における外

国人労働者（以下、外籍労工とする）受

け入れを巡っては、1991年に台湾の外籍
労工受入制度の法的骨格となる「就業服

務法」が成立しており、この結果発生し

た労働派遣業者をモデルとして「工頭」

も発生したと考えられる。そもそも「工

頭」というのは必ずしも農業分野にのみ

対応しているものではなく、土木・建築

分野の緊急的な臨時労働力需要に対応す

る「工頭」もある。ただし、土木・建築

分野の「工頭」は、労災に対する補償な

どの必要から当局の管理を比較的強く受

けるのに対し、農業系工頭は全く野放し

である。政府関係者も農業労働力を取り

扱う「工頭」についてはなんらの実態把

握も行っていない。工頭と労働者の関係

は雇用契約を伴うものではない。それ故

に、しばしば発生する事故の補償を巡っ

てトラブルが発生する 43。農業系「工頭」

                                            
43 例えば、自己の事例としては『法律諮
詢家』2012年９月11日。母親が採茶作
業に従事中に急斜面から転落死した事故

をめぐる賠償請求問題についての相談。

の中は本業を持っているのが普通で、「工

頭」は、看板を掲げないサイド・ビジネ

スとして行われている 44。 
	 工頭は農家から仕事の日時、場所、作

業内容、賃金条件、人数など依頼を受け

てから、労働者に声をかける。工頭は依

頼を受けた場合、作目を選ぶようなこと

は無いようである。茶、梅をはじめ、野

菜の収穫依頼にも応じている。 
表 4-5は工頭の労働派遣システムにつ
いて示したものである。工頭には原住民

を派遣するものと、台湾人高齢女性およ

び結婚移民を派遣するものに分かれる。

台湾人高齢女性および結婚移民を派遣す

る「工頭」は台湾人であるが、原住民の

「工頭」は原住民である。原住民は「仲

介」をビジネスとはしていないため、仲

介料などは取らない。原住民の「工頭」

は自らも労働に参加する。D 農家では、
原住民グループを1シーズンの間、専属
的に雇用するために、「工頭」に対し「契

約金」として6,000元を支払う。「工頭」
はこれをグループ内で等分する。原住民

は居住地周辺から遠方には出ようとしな

いため、信義郷の周辺以外ではあまりあ

てにされていない。 

                                                             
http://www.law110.com.tw/forum_cont
ent.aspx?pid=101324 
44 つまり、登記されていない闇ビジネス
ということである。 
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臨時雇用労働力として広範囲に活躍

しているのは、台湾人の女性高齢者と結

婚移民である。筆者の調査によれば、彼

女らを仲介する「工頭」の多くは住民の

多い市街地に住み、労働者の調達は「工

頭」の居住地周辺の住民や友人・知人に

対する声掛けによって行われる。調査事

例の中で、「工頭」の派遣する労働者に必

ずしも結婚移民を多く含まない事例があ

るのは、労働者の調達が「工頭」の居住

地の周辺の状況や人脈に影響を受けるか

らである。結婚移民の派遣の少ない「工

頭」の周囲には、結婚移民が少ないので

ある。 
「工頭」に対して農家は労働者1人に
付き 200～350元／１日の手数料を支払
う。手数料は通作距離に応じて決められ

ている。茶のように圃場が山間部にある

場合、「工頭」が労働者を１～２台の大型

車にまとめて乗せて送迎する。現場で労

働者の作業管理を行うものと行わないも

のがいるが、作業管理の有無が手数料の

多寡に反映されているか否かはわからな

い。 
近年、機械摘みを行っていた低山茶業

地帯の名間郷を中心に付加価値の追求の

ための手摘みが増加している。これらの

地域でも「工頭」の労働力派遣が増加し

ているという。低山茶業地帯の茶業農家

は地元の「工頭」に依頼するため、労働

者の調達も派遣を依頼した農家の周辺で

行われる。労働者は指定された時間、場

所に自ら参集するため、「工頭」は特に送

迎を行うなどの対応をしない。したがっ

て手数料は要求されないが、代わりに労

働者に声をかけるための連絡通信費とし

て500～1,000元を支払う。 
 
4.5.調査農家の雇用状況 
表 4-6は 2015年に行った調査農家の
雇用状況についてまとめたものである。

A農家の経営面積は 0.7甲であり、採茶
工を雇用する期間もその分短くなるとい

う。春、秋、冬それぞれの収穫期間は各

３日間である。労働者の派遣は同じ縣内

の竹山鎮、名間郷の工頭に依頼するとい

う 45。派遣人数については工頭が圃場の

実地検分に基づいて決める。農家側は派

                                            
45 A農家によれば、経営者の知る限り竹
山鎮、名間郷には30名の工頭がいると
いう。また、工頭の派遣する採茶工は名

間郷、隣縣の彰化縣の労働者が多いとい

う。 

表4-5　工頭による労働者派遣システム

作目・経営 工頭の族群 派遣手数料・仲介料等関係費用 送迎

茶（低山） 台湾人 連絡通信費：500～1,000元 なし

茶（中標高
及び高山）

台湾人
仲介費：200～350元／1人日（仲介
料は送迎費用込み。金額は通作移
動距離により異なる）

あり

原住民 ウメ・ブドウ 原住民 なし なし

註：筆者の聞き取りによる。

結婚移民・
台湾人高齢
者
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表4-6　調査農家の雇用状況

作目
雇用形
態

族群 雇用人数 性別年齢 作業内容・効率 募集方法 賃金
期間・日数（労働時間・作業ノルマ
の有無）

2人 男 做青

４人 男 　炒青

４人 男 　揉捻

合計 20～30人／1日

臨時雇
うち台湾
人

18～27人／1日

女性（男性１
名）（68～72
歳）

うち新移
民

２～３人／1日
女性（30歳
位）

B農家 柳橙 台湾人 ３人／1日
女性（50歳
～）

収穫
集落内の知り
あいに声をか
ける。

日当制：800元
１月初旬、４日間、1人1日当たり800
～900斤収穫。結婚移民なし。３年
前まではいた。集落内。

C農家 柳橙 台湾人 10～12人／1日
女性（50歳
～）

収穫

集落内の知り
あいに声をか
ける。 日当制：900元

１月初旬、１日10人雇用の場合には
４日間、１日12人雇用の場合には３
日間、1人1日当たり800～900斤収
穫。結婚移民なし。３年前まではい
た。集落内。

３人
男（30～40
代）

45,000元／月

４人
女（30～40
代）

45,000元／月

５人 男 観光／農事 45,000元／月 12月～2月

２人 男 採梅作業
1,500元／1日、手採＝12元／１㎏、

竿採＝4元／１㎏
３月～５月

10人 女 観光／農事 45,000元／月 12月～2月

１人 女 採梅作業
手採＝12元／１㎏、竿採＝4元／１

㎏、竿採＝4元／１㎏
３月～５月

臨時雇 10人 男 45,000元／月

30人 女 45,000元／月

13人 男

14人 女

３人 男 製茶／炒青 3,200元／１日（時間不定） 春30日、夏30日、秋30日、冬45日

６人 男
製茶／揉捻－烘
焙（行程一貫）

3,400元／１日（時間不定）

臨時雇 ２人（50歳以上） 男 施肥 1,500元／１日 1年2回

２人（50歳以上） 男 農薬 2,500元／１日
50日に２～３回。労賃が高いのは、
農薬の危険性を考えてのこと。

２人（50歳以上） 男 除草 1,200元／１日
1年2回。手作業。除草剤不使用。草
刈り機も使わない。

合計 30～40人

採茶 臨時雇 台湾人 10人（70～80歳） 女

新移民 20～30人（20～30歳） 女

台湾人

台湾人

臨時雇臨時雇

観光客対応、12
月～2月／農事

知人経由

年雇 台湾人

台湾人

台湾人

12月～2月

３月～５月

１年

採茶 工頭

竹山鎮、名間
郷の工頭に
依頼する。

原住民工頭
に依頼。工頭
の実態は原
住民労働者
仲間のグルー
プという程度
のもので、専
門的な 派遣
業ビジネスに
はなっていな
い。
4人の工頭に
依 頼 （ ４ グ
ループ）。

1,500元／1日、手採＝12元／１㎏、
竿採＝4元／１㎏。仕事の依頼は1季
契約（１シーズン継続契約）。契約の
際に6000元支払う。この契約金は仲
間内で等分される。
労働者は工頭も含めてやってくる。１
グループ5人から10人の原住民労働
者。弁当は持参。
賃金は収穫物の総計を頭割りで等分
している。大体1日1,400元の手取り
になっている。
農園側は彼らに1日おやつの時間に
40元相当の点心（お茶菓子）とお茶
などを供する。

1,500元／1日、手採＝12元／１㎏、
竿採＝4元／１㎏。仕事の依頼は1季
契約（１シーズン継続契約）。契約の
際に6000元支払う。この契約金は仲
間内で等分される。
労働者は工頭も含めてやってくる。１
グループ5人から10人の原住民労働
者。弁当は持参。
賃金は収穫物の総計を頭割りで等分
している。大体1日1,400元の手取り
になっている。
農園側は彼らに1日おやつの時間に
40元相当の点心（お茶菓子）とお茶
などを供する。

収穫量は台湾人高齢者の収穫量
が、１日20～30斤。新移民は60～70
斤。春夏秋冬、どのシーズンも、35元
／１斤の歩合制。新移民はベトナム
人がほとんど。中国大陸系は２～３
人。

知人経由

Ｅ農家

Ｄ農家

製茶・茶
園管理

Ａ農家

製茶期間は２日間

採茶工のほとんどは名間郷在住の
周辺住民。作業は１日当たり0.2甲。
およそ5日間で収穫作業は完了させ
る。ただし、新移民の収穫作業はき
わめて雑。台湾人高齢者が一芯二
葉を守っているのに対して、新移民
は一芯五葉が普通。

歩合制：秋60元／600ｇ　春冬65元／
600ｇ、派遣手数料：300元／１人、20
人＝6,000元、30人＝9,000元、秋＝
900ｋｇ／0.6ｋｇ×60元＝90,000元、
春冬＝900㎏／0.6㎏×65元＝
97,500元

１日1,500斤の収穫をもって作業終
了。台湾人高齢者は新移民の半分
程度の作業能率。１日1000元程度。
1000÷65×600ｇ＝9230≒９㎏。新
移民は１日、2000元相当を収穫す
る。2000÷65×600ｇ＝18,461≒18
㎏

資料：筆者の聞き取り調査による。調査日時は以下の通り。A農家：2015年４月26日、B農家：2015年5月３日、C農家：2015年5月３日、D農家：2015年10月４日、E農家：2015年11月８日。2015
年11月８日。

工頭

茶

臨時雇

観光／農事

台湾人

梅（兼観
光農場）

採梅作業

採茶

原住民
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遣人数や労働者の人選に一切関与しない。

派遣される労働者の人数は 20～30 人。
派遣される労働者の約9割が台湾人女性
高齢者で、時により1名男性高齢者も入
っているという。東南アジア系の結婚移

民は２～３人にとどまる。結婚移民が少

ない理由について尋ねたところ、A農家
側の意向ではなく、工頭側の都合による

ものであるという。A農家は労働者の派
遣を依頼する工頭の傘下に結婚移民が少

ないと理解していると回答した。また、

工頭の派遣する結婚移民の採茶工には不

法就労者が紛れ込んでいることがあり、

関わり合いになりたくないという不安感

もあるということであった 46。また、結

                                            
46 結婚移民は家族ビザで台湾政府の正
式な許可を受けて滞在しているので違法

性はない。この点についてはＡ農家は誤

解しているのであるが、昨今の不法就労

者雇用の摘発が相次ぐ中で、結婚移民の

雇用に茶業農家が恐れを抱いていること

の表れでもある。結婚移民の国籍取得は

年々増加傾向にある。国籍未取得者はコ

ンピュータ関連産業をはじめとする製造

業への就業に制限があり、国籍を取得し

てより安定的な工場勤務を希望する結婚

移民が増えている。不法就労者を採茶工

に雇用して摘発された事例については、

2015年４月24日「逃逸外勞採茶赫見越
南偷渡客」

http://www.cna.com.tw/news/asoc/2015
04240240-1.aspx（アクセス日
2015.05.26）。この事件では、犯罪者を
含む「非法外勞」4人と雇用主、合わせ
て５人が検挙された。この記事には「10
餘名越南籍配偶」が一緒に居たとあり、

結婚移民を中心とする採茶工１個小隊の

婚移民の多くが子供を持つようになり、

採茶労働に出たがらなくなったとも述べ

ている 47。 
A農家によれば、派遣される採茶工の
人数 20～30人とは茶園１甲（1.03ha）
当りに派遣される採茶工の標準的人数で

あるという。喩えは悪いかもしれないが

茶園１甲当りを担当の「1個小隊」で、1
日の標準作業単位は約 0.1甲である。工
頭は派遣相手先農家の経営規模に応じて、

採茶工の人数を調整する。こうして採茶

工の派遣人数を調整し、農家一戸あたり

４～５日で作業を完遂する。A農家の場
合は 0.7甲であるから作業期間は３日で
ある。採茶の時間は早いので、農家は採

茶工たちに朝食、昼食、飲料の支給を行

わなければならない。作業時間はＡＭ

6：30から、ＰＭ3：00までに完了する。 
現在、工頭に労働者の派遣を依頼する

と、１名の派遣当り300元の手数料を支
払う。2010 年当時の派遣手数料は 200
元であり、派遣手数料は上昇傾向にある

48。この手数料額は台湾人高齢者、結婚

                                                             
中に不法就労者が入り込んでいたという

ことであろう。不法就労者の意図せざる

混入を防げるか否かは重要な問題で、混

入が即検挙につながるのであるから茶農

が恐れるのも無理はない。 
47 結婚移民の出産による労働市場から
の一時離脱については、本稿、B農家C
農家も同様に指摘している。 
48 長谷美貴広・安藤光義（2014）「台湾
茶業の構造変化と雇用労働力の変化」、

p.64『農業市場研究』第23巻第３号。 
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移民、性別に関係なく一律のものである。 
派遣の約束が決まると、工頭は採茶工

の送迎、作業手順の指示と労働ノルマの

達成まで、すべてを自らが指揮するとい

う。この過程に農家自身が立ち入ること

はほとんどなく、 後に収穫物の確認に

立ち会うだけの仕事しか残されていない。

A 農家のように開業後、いまだ 10 年を
経ていない農家に、高付加価値茶の生産

が可能なのは工頭のような専門的労働者

派遣管理人や製茶の専門的技能工の存在

が大きい。ここで農家は資本の投資とそ

のリスクを負担する役割を担うのみであ

る。 
採茶工賃は歩合制で、通常600g（1斤）
を基本単位とする。秋茶 100元／１kg、
春茶・冬茶 108 元／１kg である。夏茶
は摘まない。この工賃ベースで、台湾人

高齢者は、1日およそ 1,000元の日給を
手にするのが一般的だという。一方、結

婚移民は１日およそ2,000元の日給を手
にする。これは採茶量に換算すると、台

湾人高齢者が1日当たり9㎏を採茶する
のに対し、結婚移民が 18 ㎏採茶するこ
とになる。A農家の場合、1日当たり30
人の１個小隊の採茶量は９×27＋18×3
＝279㎏で、1日当たり 300㎏の採茶が
行われる。こうして、１期900㎏の採茶
が行われると作業が完了する。工頭はこ

うした作業進行状況に知悉し上手く労働

者の管理を行っているのである。 
Ｂ農家、Ｃ農家とも柳橙の収穫に臨時

労働力を雇用している。両農家とも柳橙

の収穫は1月上旬、約4日間で集中的に
行う。雇用する労働者は全員、50歳以上
の台湾人中高齢者女性である。臨時雇労

働者は集落内の知り合いに頼んで集めて

もらう方法で、工頭は介在していない。

Ｂ農家は現在作付転換中であり雇用人数

は３人とすくない。これで収穫作業を４

日間行った。労賃は日当制で 800 元。1
人の労働者が 1日当たり 480～540㎏の
収穫を行うという。 
	 Ｃ農家では 1日に 10人雇用するとき
には4日の収穫、1日に12人雇用すると
きは３日の収穫で済むという。労賃は日

当制で900元である。 
Ｂ農家、Ｃ農家とも、現在は皆無であ

るが、3 年前までは３～４人いたと述べ
ている。玉峰村には現在、15名ほどの結
婚移民がいるという。インドネシア人が

多い。彼女たちが３年前を 後に一斉に

柳橙の収穫に姿を見せなくなった。その

理由についてB農家、C農家とも、①子
供ができるなど家庭内の理由、②柳橙収

穫の臨時雇賃金の相対的低下をあげた。

水里郷周辺での農業分野の臨時雇は柳橙

の収穫の他に、梅、採茶などの収穫の臨

時雇がある。採茶、梅の実収穫は歩合制

であり、若い結婚移民ならば１日当たり

1,000 元以上の歩合賃金を手にすること
も可能である。一方、台湾人高齢者は 1
日当たり 1,000 元前後がやっとであり、
柳橙の日当とあまり変わりのない水準で
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ある。それならば、気心の知れた知り合

いと近所で仕事をした方が良いというこ

とで、台湾人高齢者が柳橙の収穫の臨時

雇用に残ったのである。村内の結婚移民

たちは、より率の良い農作業のアルバイ

トや労働負荷の低い、郷内のレストラン

のウエイトレスなどのアルバイトに出て

いるという 49。 
	 D農家では観光客対応及び農場管理労
働として、常雇で台湾人の男性３人、女

性を４人雇用している。彼らは 30～40
代の比較的若い労働者である。月給制で

男女とも 45,000 元である。これは台湾
における突き平均賃金 38,208 元を大き
く上回っている。では非常に高い賃金で

ある。これに加え、花見シーズンには観

光客対応のため、臨時雇で台湾人男性５

人、女性10人、原住民男性10人、女性
30人を雇用している。彼らの雇用期間は
12～２月、月給制で45,000元である。 
	 一方、収穫作業では、台湾人男性２人、

                                            
49 調査時には、B農家、C農家とも郷内
市街地のレストラン・アルバイトで1日
当たり1,000元稼げると聞いているとし
ていたが、筆者の勤務校で学生に面談調

査したところ、都市地域のアルバイト賃

金の平均は104元であり（本稿中、表4-9
を参照）、農村部の水里郷のレストランの

アルバイトで１日当たり1,000元を手に
することは不可能である。結婚移民側か

ら、農家に対する日当要求額として、レ

ストラン勤務を引き合いに出して1,000
元を提示していると理解することが、ウ

メの収穫工賃との関係からみても、筋道

が通る。 

女性1人、原住民は男性13人、女性14
人と圧倒的に原住民の比率が高い。賃金

は歩合制で手採りが 12 元／１㎏、竿採
りが４元／１㎏である。梅実（青梅）の

場合、直接に手で採取する手採り、枝を

竹竿で叩いて木の下に敷いたブルーシー

トやネットの上に叩き落とす竿採りの二

つ収穫法がある 50。表 4-4で既にみたよ
うに、手採り青梅の庭先価格は竿採り青

梅の庭先価格の3倍強になる。手採り梅
は外見を重視される梅干し用、生鮮食用、

竿採り梅は加工原料用となる。台湾人臨

時雇は手採り、原住民労働者は竿採りを

中心に作業する。両者とも、1 日 1,400
～1,500 元の日当を稼ぐ 51。原住民の竿

採りグループ作業であり、計量はまとめ

て行い、受け取った賃金を頭割りに配分

する。 
	 E農家では、名間郷内の工頭に依頼し、
30～40名の採茶工を集める。すべて女性
で、70～80 代の台湾人高齢者が 10 人、
20～30 代のベトナム人を中心に大陸籍
を２～3 人含む結婚移民が 20～30 人。
台湾人高齢者が 70～80 代が中心という
のは珍しい。普通は60代が多い。 
	 彼らはE農家の周辺に居住する住民が
ほとんどで、指定された集合場所に自ら

                                            
50 2013年11月17日、本科研調査団で
の聞き取りによる。 
51 2013年11月17日、本科研調査団で
の聞き取りによれば、梅の歩合給は10
元／１㎏で、原住民労働者は1日1,000
元程度の金額を手にするという。 
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集まってくるという。名間郷のある八卦

台地はテーブル状の地形で、茶園のある

台地上は平地に近く、採茶労働も強度が

低いために、70～80代の台湾人高齢者で
も作業が可能なのだと思われる。採茶量

も台湾人高齢者が 12～18 ㎏、結婚移民
に至っては 36～42 ㎏を採茶するが、結
婚移民の作業は雑である。 
 
4.6.雇用賃金の動向 
	 農家で臨時雇用される台湾人は男性の

場合青壮年から高齢者まで幅広い年齢層

から雇用されるのに対し、女性は高齢者

が多い。青壮年男性の場合、圃場管理な

どの強度の高い労働、製茶など特殊な技

術を必要とする労働に雇用されるのに対

して、圃場管理などの労働者は、主とし

て農家周辺の壮年・高齢男性に依頼する。 
一方、収穫労働は一部を除き、主に女性

が雇用されている。 
	 表 4-7はこれまで筆者が行ってきた調
査農家の臨時雇用賃金の動きについてま

とめたものである。まず、中標高地帯に

ついてみよう。鹿谷郷凍頂山山麓（標高

700m 前後）における 2008 年時の工賃
は、春冬茶60元／１㎏、夏秋茶30～40
元となっている。2009年には春～冬を通
じて50元／１㎏である。2010年数字は
水里郷の工頭からの聞き取り数字である。

中標高地帯では春冬茶45～50元／１㎏、
夏秋茶30～40元／１㎏で、平均40元程
度となっている。2011年数字をみると春
冬茶60元／１㎏、夏秋茶30～40元／１
㎏、2012年11月における鹿谷郷の聞き
取りでは、およそ 65 元程度である。調
査対象がそれぞれ異なるため一貫した数

字とは言えないものの、2011年までは中
標高産地の工賃は平均額は 50 元で安定
しているが、2012年になって中標高産地
での採茶工賃は上昇過程に入ったと推測

される。 
低山茶業地帯には 2015 年に初めて調
査に入ったので、採茶工賃の動向につい

ては不明だが、低山地帯の採茶工賃は58
元／１㎏であり、2011年頃の中標高茶業
地帯の工賃歩合とほぼ同水準となってい

ることも興味深い。かつて機械摘みによ

る省力化に活路を見出そうとしていた茶

業地帯で、手摘みへの回帰や有機無農薬

栽培の導入が進んでいることは、注目さ

れてよい。高山茶の工賃についてみると、

2008年の春冬茶は70元／１㎏、夏秋茶
は 50～60元／１㎏であった。2010年、
2012年でも春冬茶70元／１㎏、夏秋茶
60元／１㎏である。ところが、2014年、
2015年には工賃が春冬茶108元／１㎏、
夏秋茶100元／１㎏へと急上昇している。 
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近年における高山茶の工賃歩合上昇

の背景には、春冬茶、高山茶の高級化が

進んでいるためであると考えられる。台

湾では採茶工の不足が言われて久しい。

また、春茶シーズンの高山帯は気象が不

安定で、降雨があると作業が遅れる。一

表4-7　1日当たり農業労働者の賃金
2008年 2010年 2012年 2013年 2014年 2015年
賃金 賃金 作業量 日当 賃金 賃金 作業量 日当 賃金 作業量 日当 賃金 作業量 日当 賃金 作業量 日当

Ａ農家 結婚移民
18～
20kg

2000元
18～
20kg

2000元

台湾人高
齢者

９～
10kg

1000元
９～
10kg

1000元

Ｅ農家 結婚移民
36～
42kg

2,100～
2,450元

台湾人高
齢者

12～
18kg

700～
1,050元

参考 結婚移民
30～
40㎏

1,500～
2,000元

台湾人高
齢者

10～
30㎏

500～
1,500元

結婚移民

台湾人高
齢者

Ｂ農家 柳橙
台湾人高

齢者
1.5～
1.7元

480～
540kg

800元
1.5～
1.7元

480～
540kg

800元
1.5～
1.7元

480～
540kg

800元

Ｃ農家 柳橙
台湾人高

齢者
1.7～
1.9元

480～
540kg

900元
1.7～
1.9元

480～
540kg

900元
1.7～
1.9元

480～
540kg

900元

梅（手
採）

原住民 12元
100～
130lg

1500元 12元
100～
130lg

1500元

梅（竿
採）

原住民 ４元 370kg 1500元 ４元 370kg 1500元

高齢者 100ｋｇ 1,000元

原住民 10元
男＝120kg
女＝100kg

1,200元
1,000元

130㎏ 1,300元

　結婚移
民

130㎏ 1,300元

男性 200㎏ 1,100元
女性 200㎏ 1,000元

50元
／１㎏

Ｄ農家

梅（竿
採）

10元

梅（手
採）

5元

参考

58元

春・冬 70
元／１㎏
夏・秋 60
元／１㎏

春・冬60元
／１㎏
夏・秋 30～
40元／１㎏
冬・春  70
元／１㎏
夏・秋  60
元／１㎏

労働者族
群

茶（低
山）

茶（中
標高）

茶（高
山）

春・冬 45
～50元／
１㎏　夏・
秋 35～40

2009年

茶

柳橙

ウメ

資料：筆者の聞き取り及び科研調査団聞き取りによる。調査日時は以下の通り。A農家：2015年４月26日、B農家：2015年5月３日、C農家：2015年5月３日、D農家：2015年10月４日、E農家：2015年
11月８日。参考については次の通り。①2008年採茶工賃、鹿谷郷林光演氏からの聞き取り（調査日：2008年５月３日）。②2009年鹿谷郷茶農からの聞き取り（調査日：2010年３月25日）。長谷美貴
広・安藤光義（2014）「台湾茶業の構造変化と雇用労働力の変化」『農業市場研究』第23巻第３号。③水里郷の工頭からの聞き取り（調査日：2010年７月７日）。④2012年採茶工賃、鹿谷郷林光演氏
からの聞き取り。科研調査団の調査（調査日：2013年11月16日）。⑤2012年ウメ採り工賃、科研調査団の調査団聞き取りによる（調査日：2013年11月17日）。⑥2015年ウメ採り工賃工賃。水里郷梅
子博物館館長（調査日：2015年12月31日）からの聞き取りによる。

註：台湾における収穫量歩合賃金は、通常、伝統的な重量単位である「斤」（600g）を用いるが、ここでは１kg当たりに換算している。

高級：70～
80／１㎏

並品：50～
60／1㎏

冬・春   60
元／１㎏

夏・秋 30～
40元／１㎏

茶（高
山）

100～
108元

100～
108元
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方、春茶の価格は市場でも高く評価され

るため 52、採茶シーズンを逃せば、農家

に莫大な損失が生じることになる。その

ために茶農は、少々高い工賃であろうが

採茶工を確保することを優先する。 
台湾人高齢女性の場合は、高山茶業地

帯での評価は良くない。休憩が多く作業

がはかどらない、収穫が雑で、且つ木片

を混入させるなど、歩合をとるために狡

猾なことをするという声があった。一方

で、台湾人高齢者を歓迎する声もあるが、

それは、すでに述べたように、もっぱら

結婚移民の中に不法滞在者が紛れ込むケ

ースがあるためであり、高齢者を積極的

に評価するものではない。 
高山茶業地帯では決して評価が高く

ない台湾人高齢者たちも、低山茶業地帯

では評価が変わる。作業効率は高くない

が、「一芯二葉」を守って仕事は丁寧だと

いう。 
	 結婚移民は明朗な人柄の人物が多く農

家の受けがいい。高山茶業地帯における

収穫作業は天候に大きく左右される。短

い晴れ間で採茶を行う必要があり作業効

率の良く、手先も器用な結婚移民たちは

歓迎される。ところが、低山茶業地帯に

行くと評価が一変する。彼女は一見作業

効率がいいが、作業内容はきわめて雑で

                                            
52 茶業農家にとっては、春茶の品評会も
欠かすことのできない、重要なイベント

である。ここで入賞すれば、市場評価は

高くなる。 

ある。採茶は新芽を丁寧に摘むことを求

められるが、低山茶業地帯では「大きく

芽を摘もうとする」ため評価が低い。こ

れについては、E農家での聞き取りの際、
筆者も実際に収穫物を見て事実と確認し

た 53。 
	 表 4-8は高山茶業地帯と低山茶業地帯
における台湾人高齢者と結婚移民の作業

と賃金の関係についてまとめたものであ

る。現在の所、中標高地帯、高山地帯の

茶業の歩合給は、日当に直すと結婚移民

は 1日 1,500～2,000元以上、台湾人高
齢者であれば 800～1,500 元に達するよ
うに設定されている。低山茶業地帯の歩

合給は 58 元／１㎏の水準であり、かつ
ての中標高産地における歩合給に匹敵す

る水準で行われている。ただし、高山茶

の歩合給に比較すれば、60％にも満たな
い数字であり、歩合の低い分を、作業の

粗雑化で稼いでいると考えられるのであ

る。 
「精緻農業」政策が掲げる「農業精品」

開発の中でも、「台湾茗茶」は も成功を

収めている分野である。今後、さらに高

級化が進む可能性が高い。すでに世界的

に名声の確立されたブランドである「高

山茶」に対して、中標高地帯、低山地帯

では、手摘み、有機無農薬栽培などをた

てに、高級化を進めていくことは間違い

                                            
53 結婚移民の収穫した茶葉には、長さ
10cmにも及ぶ若枝も散見された。 
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ない。 
低山茶業地帯と高山茶業地帯の収穫

期にはずれがあるため、茶業地帯間の臨

時労働力をめぐる競合は発生しにくい。

茶の収穫期は春夏秋冬の４期に分かれて

いるが、低山地帯から高山地帯を含める

と、１・２月を除き、ほぼ1年中収穫が
行われており、労働力の激しい奪い合い

も発生する。特に、春冬茶は取引価格も

高く、茶農にとっては大きな商機であり、

ここで形成される採茶工賃の相場が、地

域の農業臨時雇用水準をリードする役割

を果たすと考えられる。 
次に、ウメについて見てみると、ウメ

の歩合給は竿採４～5元／１㎏、手採10
～12元でほとんど変化がない。ウメの場
合、収穫期後半が茶の収穫期と重なるも

のの、収穫期間が２～３か月と長く、高

山茶と異なり収穫ピークもなだらかで、

加えて、地理的移動性に乏しい原住民居

住地域及びその周辺が産地であり、滞留

している原住民労働力は豊富で、労働者

の奪い合いによる歩合の上昇が起きると

は考えにくい。 
「農業精品」における酒や近年盛んに

なっている多彩な梅加工品開発によって

市場が拡大し、高付加価値化がうまくい

く否かにかかっているものと思われる。 
次に、柳橙についてみると、調査対象

であるＢ農家、Ｃ農家とも、これまで、

一貫して 800～900元の日当を変えたこ
とはないという。台湾の実質賃金も名目

賃金も、過去 15 年ほとんど変化しなか
ったことを考えれば、日当が変わらなか

ったことには何の不思議も無い。 

 
	 すでに述べたように、3年ほど前から、
結婚移民が収穫作業を嫌って離れてしま

っている。こうした行動をとる理由は何

であろうか。表 4-9は、茶、ウメ及び柳
橙の日当を歩合給換算しまとめたもので

ある。柳橙はウメよりも大きく、重い上

に、収穫量が 480～540㎏で、日当 800
～900元、歩合換算で１㎏当たりわずか
1.6～1.9元である。ウメは竿採りで１㎏
当たり４～５元、ブルーシートやネット

表4-8　採茶における作業の質と工賃水準の関係

高山・中標高 低山 目標金額

台湾人高
齢者

作業強度高く、量を稼げ
ないため、雑な作業で
量を稼ごうとする

作業強度低く、量も稼
げるため仕事が丁寧。

1,000元前後

結婚移民
歩合給高いため、無理
に量を稼ごうとせず仕事
が丁寧。

歩合が低いので、量を
稼ぐために仕事が粗雑
化

1,500～2,000元強

資料：農家調査に基づき、筆者が作成。

茶（高山） 茶（低山） 梅（手採） 梅（竿採） 柳橙

100～108元 58元 10～12元 4～5元 1.6～1.8元

資料：筆者の聞き取り調査をもとに換算。

表4-9　調査農家各作目の１㎏当歩合給（2015年）
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を地面に敷いて、その上に竿で叩いてウ

メを落とし、シートの端を持ち上げるこ

とで、収穫物を簡単に移動させ、集める

ことができる。収穫量も 200 ㎏あれば、
1,000元に達する。 

表 4-10 は台湾中部都市地域における
アルバイトの時給について聞き取り調査

を行ったものである。日中から夜間（深

夜勤務は除く）のアルバイト賃金の平均

は104元である。１日８時間労働で800
元の日当を手にすることは可能であろう

が、1,000 元の日当を得るのは容易なこ
とではない。こうした経済関係に基づい

て、結婚移民の農業臨時雇用賃金ににつ

て1日当たり1,000元を基準とするとい
う相場感覚が形成されていると考えられ

る。 
	 結婚移民たちは市街地でのアルバイト

賃金の方がよいから、柳橙の収穫を止め

たのではない。柳橙の日当は歩合換算で

安すぎるのである。農業労働そのものが

忌避されているわけではない。彼女たち

は採茶やウメ収穫のシーズンにはそちら

で雇用されているのである。 
一方、女性高齢者たちは農業雇用労働

力としても、すでにピークを過ぎており、

働き口も少ないので、どのような作目の

収穫作業でも、1日当たり、800～1,000
元の労賃が得られれば、作業を選ばなく

なっている。高い付加価値をつけること

のできない経営においては、台湾人高齢

者は農業雇用労働力の主力として欠くこ

とができない状態が続くであろう。 
	 台湾中部農業地帯の農業労働市場にお

いては、労働生産性の高い臨時労働力と

して結婚移民が位置付けられ、その下の

階層に労働生産性の低い台湾人高齢者が

位置付けられる階層化が進んでいるとい

えよう。 
 

5.結論  

表4-10　2015年における中部地域のアルバイト時給

勤務先 時給 勤務先 時給

南投　レストラン 100 台中　レストランレジ 115

草屯　レストラン 115 草屯　洋品店 115

彰化　マクドナルド 115 草屯　喫茶店 90

草屯　レストラン 100 台中　本屋 100

彰化　スーパーレジ 115 台中　ガソリンスタンド 112

草屯　レストラン 90 草屯　軽食販売スタンド 90

草屯　喫茶店 100 南投　洋品店 115

南投　コンビニ 105 草屯　喫茶店 95

南投　喫茶店 80 台中　マクドナルド 115

草屯　喫茶店 90 南投　喫茶店 105

南投　学習塾助手 103

彰化　ショッピングモール店員 115 平均 104
資料：筆者勤務校の学生からの聞き取り（調査日2015.02.26）。
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	 台湾においては、少子高齢化や人口の

海外流出にともない、労働力の総体的減

少が続いている。政府は、マネジメント

能力の高いホワイトカラー層や高度専門

技術者の減少を問題視し、高度塗力を持

った人材の育成に力を注いでいるが、一

方で、単純労働者の減少も深刻である。

政府は単純労働者の確保を、専ら外国人

労働者に依存しており、専門的高賃金労

働＝台湾人、低賃金労働＝外籍労工とい

う国内労働市場の制度的二重構造化が進

められている。 
	 高学歴化に伴う女性の晩婚化、非婚化

に伴う嫁不足も問題で、結婚移民が増加

している。結婚移民は主として、国内の

低学歴低所得層と結婚しているが、低所

得家庭の家計の要求に従って労働に出な

ければならない。安定した労働の場を確

保できない彼女たちの多くは農家の収穫

作業などの臨時雇に労働の場を求めてい

る。 
	 国内的には台湾農業は「精緻農業」と

いう高付加価値化農業政策を推進してお

り、労働集約化が進んでいる。そこで、

結婚移民は臨時雇用労働力の中心的存在

として地位を固めつつある。 
	 本論における調査地域の南投縣では、

結婚移民、台湾人、さらに地域的には原

住民が臨時雇用労働力の中心となってい

る。日当で言えば、1,000 元を基準とし
て、それ以上の日当水準であれば結婚移

民、1,000 元に満たない賃金水準であれ

ば台湾人高齢者が中心に雇用されるよう

になりつつある。歩合制の場合、特に、

採茶の場合、高歩合給の作業は労働強度

が高く、低歩合給の場合には、労働強度

が低い。結婚移民は 1 日当たり賃金が
2,000 元前後、台湾人高齢者の場合、
1,000 元前後の賃金となるように対応を
変えている。結婚移民は、高歩合給の場

合には作業内容を精密に、歩合給の低い

場合、重量稼ぎのため作業は粗雑になる。

一方、台湾人高齢者は高歩合給の高山地

帯では、作業強度が強く、収量が上がら

ないため重量を稼ぎを目的に作業が雑に

するが、低山地帯では労働強度が低いた

め、無理せず採茶量が稼げるため、精密

な作業を行う。 
	 高付加価値農業は今後ますます結婚移

民への依存を深める一方で、高い付加価

値を望めない農業経営では女性高齢者依

存を深めるであろう。 
「精緻農業」政策の中で も成功を収

めているのは「台湾茗茶」である。当局

が、地下経済化している工頭を野放しに

している背景には、農業労働供給の重要

なパイプである彼らを摘発すれば、「精緻

農業」政策はもたない、結婚移民なしに

台湾農業はもたないとの認識があるため

であろう。だが、結婚移民も年を取る。

彼女たちの子弟が農業臨時雇用労働の担

い手となる保証などどこにもない。 
現在、結婚移民のアルバイトは、結婚

移民の家庭において、重要な経済的意味
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を持っていると推測される。特に、特段

の学歴や資格も必要なく、市街地のアル

バイト賃金よりも高い日当を得ることの

できる農業臨時雇用は貴重な労働の場で

ある。農業分野を外籍労工に開放する際

には、結婚移民に対する教育機会、職業

訓練機会を積極的に与え、「台湾人並み」

の社会経済的地位を確立させるために努

力する必要がある。 
農業分野を外籍労工に開放するか否

かを決断することは、移民国家化した台

湾にとって極めて重い問題なのでなる。 
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第 9 章 

 

農業における他国からの季節労働者に関する国際的状況 

 
東京農業大学国際食料情報学部 

准教授	 	 内山 智裕 
（研究分担者） 

 
1.はじめに 

	 農業における外国人労働者受入制度は，

ほぼすべての先進国にあると言っても過

言ではない。そこで本論では，英国にお

ける他国からの農業者受け入れ制度「季

節 農 業 労 働 者 計 画 （ Seasonal	

Agricultural	Workers	Scheme:	SAWS）」

の存廃を巡り，2012年に作成されたレポ

ート（移民助言委員会報告（Migration	

Advisory	Committee：MAC報告））が整理

した，イギリス以外の諸外国における季

節農業労働者の受け入れ計画を概観し，

英国を中心に，諸外国の制度設計を比較

する。以下はMAC報告の内容を抄訳した

ものである。	

	

2.他国における農業の季節労働者計画 

	 季節農業労働者計画（Seasonal 
Agricultural Workers Scheme: SAWS）
は，英国に固有にみられるものではない。

農業における季節労働者計画は，先進国

の多くで実施されている。これらの国は，

他国からの季節労働者に多くを（あるい

はすべてを）依存している。 
	 表４－１は，英国の状況を確認するた

めに，各国における季節労働者の数をみ

たものである。この表は，英国における

SAWS の存在が決して固有のものでは
ないことを示している。例えば，イタリ

アは毎年農業における他国からの季節労

働者を35,000人まで認めている。 
 

“英国の立場は通常と異なるも

のではない。先進国・高所得国

の多くは農業の季節労働を他国

からの季節労働者に依存してい

る。カナダは季節農業プログラ

ムを1966年から実施している。
米国は，季節労働に対してH-2A
という特別なビザを用意してい

る。スペインでは，失業率が

26％に達しているにもかかわら
ず，北アフリカの労働力に依存

している。ポーランドは，園芸

部門において，ウクライナの季

節労働力に依存している。（コン
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コルディア1の声明） 
 
 2.1.ドイツ	

	 ドイツには季節農業労働プログラムの

長い歴史がある。19世紀後半に開始され
た頃は，主にポーランド人を導入してい

た。1890年に一時労働許可制が導入され，
第二次大戦中に強制労働に置き替わるま

で機能していた。1945年以後，農業にお
ける労働力に関する規制はなくなり，機

械化の進展に伴って西ドイツ農業におけ

る雇用は大きく落ち込んだが，不法労働

はある程度残った。ポーランド国籍者や，

1990年までの政治難民（亡命希望者）な
どドイツで正規雇用から排除された者た

ちである。 
	 ドイツの再統一後，1991年に季節労働
許可制度が再導入され，ポーランドをは

じめとした東欧諸国からの季節農業労働

者の人数が制限されるようになった。労

働許可は、繁忙期の労働需要を満たすた

め，１年間につき３か月（後に６か月へ

と延長された）有効なものから始まった。 
	 今回取り扱う国の中で，ドイツは農業

分野における他国からの短期季節労働者

の 大の使用者となっている。過去 10
年間のうち多くの年において平均約 30
万人の季節労働者があり、その多く（約

90％）が，近年までポーランドから来て

                                            
1 （訳注）Concordiaは，海外からの季
節労働者を農場に斡旋する英国の代表的

団体である。 

いた。 
	 さらに 近ではルーマニアが主な送り

出し国となっており，2011 年には約
194,000 人の季節労働者を供給している。
そして、その多くが農業分野である。ま

た，2012年以降，ブルガリアとルーマニ
アからの労働者が６か月を超えない季節

労働のために労働許可を取得する義務が

なくなった。ドイツは、クロアチアとも

農業分野における季節労働の供給に関す

る二国間協定を締結し、8,000 人の枠を
設けている。クロアチアが 2013年 7月
にEUに加盟する際には，クロアチア国
籍者が季節労働のために労働許可を取得

する要件を免除する計画もある。 
	 通常，あらゆる職種において，経営体

がブルガリア，ルーマニアあるいは

EEA2外の国籍者を雇用する意志がある

とき，優先テスト（priority examination）
を実施し，ドイツあるいは EEA 国籍者
が，その仕事を行うことができないかを

判定する必要がある。ただし，2012年（ブ
ルガリア・ルーマニア国籍者が労働許可

を取得する義務を免除）より前において

も、多くの季節農業労働者はこの要件か

ら免除されていた。 

                                            
2 EEA：欧州経済地域（European 
Economic Area）の略。EU加盟国に，
非加盟のアイスランド、リヒテンシュタ

イン、ノルウェーを加えた地域を指し，

EUにおける商品、人、サービス、資本
の移動の自由はEEAにおいても適用さ
れる。 
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 2.2.スウェーデン	

	 スウェーデンの他国からの季節労働力

政策は，2008年に劇的に変革された。そ
れは、労働力不足と高齢化への関心の結

果である。他国と異なり，熟練に関する

要件も、国外からの季節労働者に発給す

る労働許可証数の制限もない。このシス

テムは，需要サイドから導かれて導入さ

れたものであり，雇用主は他国からの季

節労働者に対する需要の判断を任されて

いる。OECDは，スウェーデンの他国か
らの季節労働システムは，世界でもっと

もリベラルなものの１つであると記して

いる。 
	 スウェーデンは，季節労働者向けの特

別な計画は有していない。実際，スウェ

ーデンの関連統計において，該当する労

働者を見出すことは難しい。これは，ス

ウェーデンの雇用主から採用された外国

人にはすべて同種の労働許可証が要求さ

れているためである。唯一，追加の要件

が課されているベリー類の収穫作業のみ

抜き出すことができる。非 EEA の国外
労働者を雇用しようとするすべての雇用

主は，どんな職種であれ，スウェーデン

移民委員会（migration board）に対して
以下を示さなければならない。 
・被雇用者に対し，スウェーデン標準職

業 分 類 （ the Swedish Standard 
Occupational Classification）に基づく
職種分類を示した書面による採用通知を

発行していること。 

・スウェーデンおよびＥＵ内で 10 日間
の求人広告を出していること 
・スウェーデンの労働協約もしくは同種

の職種・産業で一般的なものと同等もし

くは上回る採用条件を提示すること。 
・年間 13,000 クローネ以上の税引前賃
金を提示すること。なお，この額は、英

国における 低賃金とほぼ同等である

（ただし、両国における生活費の差は考

慮されていない）。 
 
	 ベリー類の収穫作業者を雇用しようと

する者は、追加で以下の条件を満たさな

ければならない。 
・過去に雇用した収穫作業者に対して、

賃金が支払われたと証明すること。 
・雇用者の会社は，仮にベリー類が不作

であったとしても 低賃金を支払える余

裕があると示すこと。 
・作業者に対して作業手順を案内し、通

勤・住居・食料を準備する旨の計画を書

面によって示すこと。 
・作業者が支払い義務を負うすべての費

用を明示すること。 
・作業者が労働条件・雇用期間・私有地

に対するアクセス権・スウェーデンの交

通法規について通知されたと証明するこ

と。 
 
	 スウェーデンにおける季節雇用は，３

カ月を超えない範囲で行われるが、滞在

許可の有効期間はそれよりも２週間程度
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長く滞在できるようにされている。スウ

ェーデンの農業・園芸業・水産業に 102
日以下従事する労働力を季節労働力と定

義すると、OECDは2010年には季節労
働者の 71％がタイからやってきており、
そのほかに中国、ベトナム・バングラデ

シュ・ウクライナからとなっている。ス

ウェーデン移民局（ Immigration 
Council）は、2012年に5,700名程度の
季節動労者が雇用されたと推定している。 
	

 2.3.イタリア	

イタリアは，EEA外からの労働者に対
して，「流入法令（flow decree）」の中で
毎年設定される割当制に基づき季節労働

許可書を発行している。割当の 大値は、

労働・社会政策省（Ministry of Labour 
and Social Policies）が雇用・非雇用率
や労働市場の需要の動向，および地域レ

ベルでの需要予測に基づいて勧告し，閣

議の議長（the presidency of the council 
of ministers）によって決定される。 
イタリアは多くの送り出し国と二国

間協定を締結しており，これらの国には

モロッコ，モルドバ，エジプトが含まれ

る。協定では，被雇用目的で移住を希望

している労働者のリストを雇用主が得る

ことを認めている。ただし，季節労働者

はその他の国からもやってくる。雇用主

は，人物ごとに労働許可証の発行を申請

することが求められる。また，その際に，

被雇用者が適切な住居に入れることを証

明しなければならない。ブルガリア・ル

ーマニア国籍者は，農業部門での雇用に

際し労働許可証は必要ではない。 
認可される労働期間は，季節労働の種

類により異なるが，20日以上9カ月以下
となっている。雇用主は，連続した２ヵ

年において労働実績がある被雇用者につ

いて， 大３年の季節労働許可証を申請

することができる。その際でも，被雇用

者は毎年ビザの申請が必要である。 
イタリアにおける季節労働者の割当

は，2001年から2006年にかけて39,400
人から 80,000 人へと倍増した。割当は
2010年までこのレベルが維持されたが，
実際の申請は少なく，2010 年では
21,400の許可証の発行に留まった。その
後，2011年には割当は60,000人に削減
され，2012 年には 35,000 人となった。
2011 年における農業部門での季節労働
許可証の 大の利用者はバングラデシュ

（34％）であり，次がモロッコ（15％）
であった。 
	

 2.4.フランス	

	 スウェーデンと同様，フランスは明確

な季節農業労働者制度を運用していない。

あらゆるセクターにおける季節労働のた

めの居住許可証は，非EU国籍者に対し
て，一年につき6カ月を超えない期間で
発給される。2007年までは，季節労働者
は1年につき8カ月まで雇用されること
ができたが，短縮された。ただし，園芸
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や林業など季節労働がより長期にわたっ

て必要とされる特定の仕事については例

外とされている。これらの労働許可証は

３年の期間で発行され，申請者が 12 か
月中6か月以上滞在しないと証明できれ
ば更新することができる。2011年におい
て、896名の季節労働のための居住許可
証が発行された。 
	 雇用主は，EU の中からその職を埋め
る労働者を見つけられなかったと証明す

ることが求められる。また、雇用主は以

下も併せて証明する必要がある。 
・地域の雇用法規および当該職種の雇用

慣行を遵守すること 
・フランス国籍者を雇用する場合と同等

の支払いと労働条件を提供すること 
・臨時雇用であったとしても、月次の

低賃金と同等の支払いを行うこと 
・適切な住居を提供すること 
	 ブルガリア・ルーマニア国籍者は，３

か月以上12カ月未満の雇用契約の下で，
ヨーロッパ共同体居住許可証を請求する

ことができる。両国籍者は，雇用主が居

住者の労働市場テストを行う必要がない，

指定された291の職種に就業することが
できる。これらのうち，５つが季節農業

労働に関するものである。すなわち，園

芸・ブドウ栽培（viticulture workers）・
森 林 関 係 （ foresters ）・ 伐 採 者
（ lumberjacks）・季節農業補助者
（seasonal agricultural aides）である。 
	

 2.5.スペイン	

	 短期移民に関するスペインの政策は、

二国間協定に基づいており、これが外国

人の労働者がスペインの労働市場にアク

セスする主なルートとなっている。2004
年以降，短期移民政策は、本来の移民政

策と開発目的および合法・非合法の流入

管理を調整する大きな政府戦略の一部と

なった。 
	 今日，スペインは、二国間協定を、コ

ロンビア（2001），エクアドル（2001）、
モロッコ（2001），ドミニカ共和国（2002），
ルーマニア（2002），ブルガリア（2003），
モーリタリア（2007）と締結している。
また，協働協定（cooperation agreement）
をガンビア（2006）、ギアナ（2006）、ギ
ニアビサウ（2008），カーボベルデ（2007），
マリ（2007）、セネガル（2007），ニジェ
ール（2008）と締結している。このルー
トは，出身地における協同雇用管理

（CMRCO：Collective Management of 
Recruitment in Country of Origin）とし
て知られている。 
	 労働許可証は，CMRCOの下で，期間
ごとに必要となる被雇用者数の予測に応

じて発行されている。この予測は，労働・

移民省（Ministry of Labour and 
Immigration）が，公的雇用サービスか
ら提供される情報および関係団体との相

談によって決定している。外国人労働者

は，各国政府とスペイン政府の協働を通

じて，出身国内で選抜される。スペイン
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政府はまた，スペイン国内の求人に関す

る状況も収集する。 
	 短期労働者は，通常の計画にもとづい

てスペインに就労に来ることもある。こ

こでいう通常の計画とは，CMRCO実施
前からあるものである。このルートを通

じて居住許可証を得るためには，雇用主

により特定の個人に対して特定の仕事が

提供される必要がある。また，その仕事

がすでにスペインに居住している人によ

って満たすことができないという条件を

満たす必要がある。いずれの許可証も，

12か月中９カ月を上限に発行される。 
	 追加の条件として，以下が雇用主およ

び被雇用者に求められる。 
・外国籍の者は、その仕事を遂行するた

めの資格もしくは技術を保持し，スペイ

ンの法律下での犯罪歴がなく，非合法に

スペインに留まらない者でなければなら

ない。 
・雇用主は，許可証が有効な期間中，連

続的な仕事を保証しなければならない。 
・被雇用者は，契約期間終了後、母国に

戻ることに同意しなければならない。被

雇用者ははそれを証明するために，スペ

インにおける雇用期間終了後１カ月以内

に，スペインの在外公館・領事館を訪問

しなければならない。 
・雇用主は，適切な住居，衛生的な条件、

スペインへの往復の旅程、旅費の一定部

分の支払い負担を保証しなければならな

い。 

	 2004年～2008年にスペインで発行さ
れた労働許可証の詳細を見ると，ルーマ

ニア国籍者は、臨時労働許可証発給の過

半数を占めている。2009 年にブルガリ
ア・ルーマニア国籍者向けに労働市場へ

のアクセス制限を撤廃した後，許可証発

給数は劇的に減少している。2012年 12
月にスペインは，国内における失業の増

加を受け、2013年末までにルーマニア国
籍者向けの労働市場アクセス制限を再導

入する意向を表明し，許可を得ている。 
	

 2.6.カナダ	

	 カナダは，季節農業労働者プログラム

（ Seasonal Agricultural Workers 
Program: SAWP）を運用している。こ
のプログラムは，農業者が外国人労働者

を 12 か月中８カ月を上限に輸入できる
ようにするものである。プログラムは，

カナダと参加国間の２国間協定によって

運用されている。参加国には，ジャマイ

カ（1966），トリニダード・トバゴ（1967），
メキシコ（1974），東カリブ海諸国機構
（1976）が含まれる。２国間協定では，
以下が送り出し国の責任とされる。 
・短期外国人労働者の選抜と採用 
・労働者が必要な書類を整えるよう保証 
・外国人労働者の必要人数の確保 
・カナダで労働者を支援する代理人

（representative）の指名 
	 SAWPは割当制度ではない。雇用され
る労働者数は，雇用主の需要と送り出し
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国の供給のバランスによって定まる。 
	 このプログラムに参加する雇用主は，

カナダ人的資源・スキル開発局（Human 
Resources and Skills Development 
Canada）に対して，雇用主が全国労働
バンクおよびもう１つの媒体に２週間の

求人広告を出し，カナダ人の労働者を採

用するための努力を行ったことを証明し，

労働市場に関する意見書を出すよう依頼

しなければならない。その後，その職は，

カナダ市民権・移民局（Citizenship and 
Immigration Canada）に労働許可証を
申請できる外国人労働者に提示される。 
	 SAWP における雇用主は、様々な条
件・要件を満たすことが求められる。彼

らは，すべての被雇用者が健康保険に加

入することを保証し，無料の住居を提供

し，出身国からの渡航費の一部を支払い，

被雇用者を適切な労災・安全保険に登録

しなければならない。 
	 雇用主は，臨時の外国人労働者に対し

て，州の 低賃金，カナダ政府が指定し

た実勢賃金，あるいは同様の雇用をされ

たカナダ人に対する賃金、の中で も高

い賃金を提供しなければならない。 
	 2012年 12月に，25,000人の SAWP
労働者がカナダに在住している（カナダ

市民権・移民局による）。他国からの農業

労働者は，他に２つのルートによって採

用される。低熟練ストリームと農業スト

リーム（ 大 24カ月間）である。2011
年4月以降，累積で 大４年間までとす

る規制が多くの臨時の外国人労働者に適

用された。例えば，カナダ国内で１年あ

たり８カ月就労した労働者は，６年後に

４年間の上限に達することになる。上限

に達した労働者は，再びカナダで就労す

る権利を得るまでカナダを４年間離れな

ければならない。 
	

 2.7.アメリカ	

	 1986年以降，米国の農業者は，H-2A
農業労働者プログラムを通じて，臨時の

農業労働者を合法的に採用することがで

きる。ブルガリア・ルーマニアを含む50
カ国以上からの個人は，H-2A プログラ
ムの下で働く資格を有している。しかし，

H-2A 移民の圧倒的多数はメキシコ国籍
者である。2012年に65,000のビザが同
プログラムの下で発給されている（米国

国務省による）。本プログラムを通じて入

国可能な移民数の法的な制約はない。 
	 H-2Aビザは，通常１年間有効である。
雇用主は，H-2A 労働者の在留期間を１
年ごとに 大連続３年間，延長するよう

申請することができる。この後，当該労

働者は，再びH-2A労働者として認めら
れるまで、米国外に 低３か月間留まら

なければならない。 
	 H-2A プログラムを通じて労働者を採
用しようとする雇用主は，募集している

職種が、その仕事を遂行する能力・意思・

資格を持つ米国内の労働者によって満た

されることが現在も将来もないというこ
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とを証明するために、労働局に申請をし

なければならない。それに加え，H2-A
労働者の雇用が，米国人労働者の同種の

雇用に不利に影響することがないことも

証明しなければならない。この要件を満

たすために，雇用主は，以下を行わなけ

ればならない。 
・米国の労働者を採用するための職務仕

様書（job order）を地域の州労働力局
（State Workforce Agency）と協働して
準備する。 
・日刊の新聞あるいは同種物少なくとも

２媒体に求人広告を掲出し、それを行っ

た旨の証拠を提供する。 
・以前に働いていた米国の労働者に対し，

該当職種で求人をしていることを知らせ

る。 
・H-2A 労働者が米国に向け出発すると
きまで，米国の労働者に対する「積極的

な採用活動（active recruitment）」を継
続する。 
・H-2A 労働者が必要である理由を説明
し，採用活動の詳細を報告する採用報告

書を準備する。 
	 これらの要件に加え，H-2A 労働者の
雇用主および当該労働者は，米国の農業

労働者を保護するための賃金閾値（wage 
threshold）を順守しなければならない。
彼らは州および連邦の 低賃金，地域の

実勢賃金，もしくは悪影響賃金率

（Adverse Effect Wage Rates3）のうち，

                                            
3 悪影響賃金率とは，米国労働局が決定している，

も高い額を支払わなければならない。

悪影響賃金率は，農業労働者に対して特

別に適用される。 
	 H-2A プログラムは，農業の雇用労働
力のごく一部分を構成している。2011
年の米国農場における総雇用人数（農業

サービス労働者およびアラスカを除く）

は，749,000 人である。これに対し、同
年に発給された H-2A ビザは 55,000 で
あった。この計画があまり利用されてい

ないことは，恐らく手続きの負担を主な

理由として，このプログラムが米国の農

業雇用主のニーズを満たしていない証拠

といえるかもしれない。これを補足する

のが，非合法の労働者と思われる。彼ら

は，認定された労働者よりも低い賃金で

働く意思を持っている。 
	

 2.8.ニュージーランド	

	 ニュージーランドでは，2007 年 4 月
に，認定季節雇用主計画（Recognized 
Seasonal Employers Scheme: RSE）が
導入され，園芸およびブドウ栽培部門に

おける労働力不足の軽減が図られた。

RSE は，11 か月中 大８カ月間ニュー

ジーランドに滞在できる季節労働者の枠

を8,000名分設定しており，太平洋諸島
フォーラム構成国（フィジーを除く）の

労働者が優先する。ニュージーランド労

                                                             
米国籍あるいはH-2Aではない外国の労働者に対
して農業雇用主が支払わなければならない 低

賃金額。米国の労働者の雇用機会に悪影響を与え

ない賃金設定となっている。 
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働省の 2012 年報告書によると，開始当
初から，プログラムに参加する季節労働

者の75％はサモア，ソロモン諸島，トン
ガ，キリバス、ツバル，バヌアツ出身で

あった。 
	 プログラム実施に当たり，政策当局は，

プログラムの成功と不法滞在のリスクを

軽減するために，世界中の季節労働者プ

ログラムによる経験を調べた。プログラ

ムに参加しようとする雇用主は，労働者

採用の認可を申請する前に，まず認定季

節雇用者として登録しなければならない。

この過程で，雇用主は採用可能な職種に

ニュージーランド国籍者を採用する合理

的手順を踏むことを求められる。彼らは，

遂行される仕事に対する市場レートの賃

金と，往復航空券の半額を支払い，また

住居，食料，公共医療サービスを労働者

が合理的な価格で得られるよう保証しな

ければならない。 
	 労働者は，翌年度も再雇用が可能だが、

雇用主は，労働者の滞在が非合法となっ

た際の本国送還費を負担しなければなら

ない。これは，雇用主が本国に帰ると信

じるに足る労働者を選抜するインセンテ

ィブとなる。 
	 RSE 政策は，ニュージーランドの園
芸・ブドウ栽培業における季節労働者の

不足を充足するためだけでなく，太平洋

地域における国の幅広い発展という目的

に貢献するために作られた。制度開始時，

ニュージーランド外務省のウィンスト

ン・ピーター（Winston Peters）は2006
年10月，この制度について，「所得を得
る職がしばしば不足している田園地域お

よび離島地域の労働者に職を提供するこ

とにより，貧困の軽減に直接的に役立つ

だろう。彼らが送付する稼ぎは家族を支

え，教育や医療への支出を助け，時には

小規模ビジネスを始めるのに必要な資本

を提供する」と述べている。 
	

 2.9.オーストラリア	

	 ニュージーランドと同様，地域の労働

市場では十分な労働力を確保することが

できないオーストラリアの園芸部門の農

業経営者は，季節農業労働者計画を利用

可能である。この計画では，太平洋諸島

（キリバス・ナウル・パプアニューギニ

ア・サモア・ソロモン諸島・トンガ・ツ

バル・バヌアツを含む）および東チモー

ルから個人を採用することができる。こ

の計画は，2012年7月1日に開始され，
３年間のパイロット事業として行われて

いる。オーストラリアのプログラムでは，

約 12,000 の上限が設定されている。ニ
ュージーランドと同様に，計画の第一の

目的は，太平洋諸島国および東チモール

の経済発展に貢献することである。労働

者は，14週間から６か月の間，オースト
ラリアに来ることができる。 
	 季節労働者を採用するために，雇用主

は教育・雇用・職場関係省（Department 
of Education, Employment and 
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Workplace relations）から認可を得なけ
ればならない。認可を受けた園芸労働者

の雇用主には，以下の要件が課される。 
・オーストラリア政府に労働市場テスト

の証拠を提供する。 
・労働者に渡航，交通，住居を準備し，

その費用を労働者と折半する。 
・週当たり 低 30 時間の労働を保証す
る。 
・労働者の福祉（wellbeing）を監視，管
理することを保証する。 
・労働者がオーストラリア人と同一の条

件で雇用され，支払いを受けている証拠

を提出する。 
・季節労働者がビザ失効前にオーストラ

リアを出国することを保証する。 
	

3.他国からの季節労働者への依存を減じ

るための試み 

 3.1.ドイツ：1991年以降の季節外国人

農場労働者規則	

  1994年までは，ドイツおよびその他の
EU 加盟国の多くが 1990 年代初頭の不
況および欧州為替相場メカニズムの崩壊

危機を切り抜けていた時期にあった。そ

の中で，ドイツの若年失業者が，農業に

よる所得が低すぎると判断して農業就業

を拒否しているとの懸念が高まった。こ

のことが，拒否を回避するための法律の

改正提案をもたらしたが，週当たり 低

賃金の上昇 25 ドイツマルクの上昇（現
在のレートで15ユーロあるいは13ポン

ド）によっても埋め合わされた。法改正

の提案は，1996年中ごろに，ドイツ国籍
労働者の一日当たり 25 マルク相当の割
増金を認めるものとなった。 
	 1998年に，ドイツ人労働者を農業で雇
用することを奨励する試みがなされた。

1999 年に１つの農場が雇用できる外国
人農場労働者数を1996年実績の85％ま
でとする規制が導入された。ただし，ド

イツ国籍者を雇用できないことを証明す

れば，１つの農場が規制値より多くの外

国人労働者を雇用できる柔軟性は認めら

れた。このように，ポーランド国籍の労

働者を雇用するインセンティブを失わせ

ることで，ドイツ国籍者が需給ギャップ

を埋め合わせると考えられた。しかし，

マッチングプロセスに多大な取引費用が

発生した。その主な理由は，都市部（非

雇用側）と農村部（雇用側）との連帯の

欠如である。その結果，実態としてはよ

り多くの非公式の雇用が生まれることと

なった。 
	 この規制は 2007 年に延長され，さら
に 2005 年の季節労働者実績数の 80％
（実質的に 1996 年実績の約３分の２）
に雇用を制限するよう強化された。ただ

し，ドイツ国籍の労働者を十分に雇うこ

とができない農場および地域は、規制値

が 90％に緩和された。この規制は 2009
年に再び延長されたが，その際に、失業

率が 7.5％未満のすべての労働行政地区
（labour administration districts）にお
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いて，正式に90％へと緩和された。これ
らの規制は、徐々に終了してきている。

2010 年に A8 国籍者4がドイツ国内の労

働市場に完全にアクセスできるようにな

った。また，ブルガリアおよびルーマニ

ア国籍者は，2012年から季節労働の許可
を取得する必要がなくなった。 
	 この規制は，国内労働者のために他国

からの季節労働者への依存を減らすこと

にはきわめて限定的な効果しか持たなか

ったように見える。1994年から2005年
にかけて，他国からの季節農業労働者数

は２倍になった。2005年以後の規制強化
に伴い，人数は減少したが，これはおそ

らく，ポーランドにおける賃金上昇によ

る季節労働者の獲得競争激化とアスパラ

ガスなどの主要作物における労働需要の

停滞によるものである。 
	 ドイツ国籍の失業者は，この規制から

ドイツの労働行政が構想したような利益

を得ることはなかった。失業後に季節農

業労働に従事したドイツ国籍者は、支払

いを受けた賃金額がのちに社会保障支払

いから控除された。さらに，園芸の生産

が集中する地域（おもに南部・西部）と、

失業率が高い地域（例えば東ドイツ）と

の間におおきなミスマッチが生じていた。

                                            
4 A8国とは，2004年にEUに加盟した10カ国
のうち，キプロスとマルタを除いた８カ国（チェ

コ共和国，エストニア，ハンガリー，ラトビア，

リトアニア，ポーランド，スロバキア，スロベニ

ア）を指す。これらの国は，当時の国民所得が低

く，より裕福なEU諸国に移住することが想定さ
れていた。 

しかしながら，2005年の制度改正の効果
を検証した４つの地域では，いくらかの

成功が示されている。具体的には，ドイ

ツ国籍の失業者が、北ドイツの果樹地帯

であるシュターデ地域（Stade）におい
て職に就くことができた。その理由とし

て，職のマッチングプロセスにおいて、

この手の仕事に適しており，関心を持つ

求職者を早い段階で特定できたことが強

調されている。このプロセスは，当初公

的雇用サービスを通じて行われ，その後，

農場と潜在的な労働者との間で，実際に

従事する仕事をよりよく知るために行わ

れた。検証では，農場への交通手段がな

いことが障害として指摘されており，こ

れを軽減するための手段を多く持つこと，

また公的雇用サービスと農業者とが共同

でそのための資金を拠出すべきことが推

奨されている。 
	

 3.2.米国におけるブラセロ（季節労働

者）プログラムの終了（1964年）	

	 第二次世界大戦による農業労働力不足

の結果，米国はメキシコと二国間協定を

締結し，1942年にブラセロ（季節労働者）
プログラムを導入した。このプログラム

は，米国の生産者が、メキシコ国籍者を

農業労働に採用することを認めるもので

ある。プログラム導入にもかかわらず，

米国への不法移民数は 1950 年代に急増
した。1944年には約３万人であった不法
滞在メキシコ国籍者の逮捕数が，1954
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年には100万人以上になった。 
	 1954 年の不法移民の強制送還施策の
導入が，プログラムの人気を高めること

につながった。そのピークは 1959 年で
あり，約 44 万人のブラセロ（季節労働
者）が米国にやってきたが，その数は

1953年の２倍以上である。その後，同プ
ログラムは，国内労働者に対する影響の

拡大が政治的に懸念され，1964年に終了
した。 
	 プログラム終了の 15 年後に実施され
た影響調査では，外国人労働力を米国農

業から遠ざけようとする試みは，米国内

の労働者の賃金に有意によい影響をもた

らさないと結論付けられた。Jones and 
Rice(1980)は，時系列分析から，農場の
平均賃金の上昇は，途中でプログラムの

終了があったにもかかわらず，1954年か
ら 1977 年にかけて安定的に推移してい
ると結論付けている。十分に立証されて

いるわけではないが，彼らはブラセロプ

ログラムの終了後，メキシコ国籍者の不

法移民の急増があったと述べている。不

法移民者は1964年に11,000人だったが，
1966 年に 24,000 人，1976 年までに計
116,000 人となっている。これらの部分
的なデータは，米国移民帰化局

（ Immigration and Naturalization 
Service）が把握した不法移民のみを表し
ている。 
	 ブラセロプログラム終了後の不法移民

の増加は，合法的な雇用手段が失われて

も，技術革新では代替できない移民労働

力に一定の依存をしていることを意味す

る。 
	 しかしながら、Martin他（2006）は，
これは必ずしも事実ではないと議論して

いる。彼らは，いくつかの作物において

は，かつては他国からの季節労働者に依

存していたが、広く機械化が進展したこ

とを指摘している。1960年代に，ケチャ
ップ生産に必要なトマトの収穫を行う

45,000 人の労働者の 80％がブラセロで
あったが，2006年には約5,000人の地元
労働者が雇用されているにすぎず，それ

でもブラセロ時代の５倍のトマトを収穫

しているという。 
	 機械化は高い成功を収めてきた。技術

者は，トマトの植物体を切り，ブドウの

木から果実を振り落すことができる機械

を開発した。科学者たちは，同時に熟し，

機械による取扱いに適した形状のトマト

の品種を開発した。カリフォルニアの加

工トマトは，1960年には100％手作業で
収穫されていたが，1969年までに100％
が機械で収穫されるようになった。 
	 この証拠が指し示すのは，ブラセロプ

ログラムの終了は，米国の労働者が農業

に従事するようにするという観点では失

敗に終わったということである。カリフ

ォルニアのトマト産業が機械化に高く成

功した証拠はいくつもある。そうでなけ

れば，非合法移民が活用可能であるため，

移民労働者への依存は続いていたはずで
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ある。 
	

 3.3.オランダにおける農業イノベーシ

ョン	

	 イギリスに比べ，オランダ経済にとっ

て農業は重要な産業となっている。農林

水産業は，オランダのGDPの1.6％（イ
ギリスは0.8％）を占める。「アグロコン
プレックス」と呼ばれる農産物の生産・

加工・流通に関連するすべての経済活動

は，オランダの付加価値額の 10.3％
（2012年）を占め，雇用に占める割合で
も同様であると推計されている。 
	 オランダは，2003年においてヨーロッ
パの生鮮野菜輸出の３分の１以上を占め

る。この園芸部門のほとんどは温室によ

るものである。果実・野菜の生産が多い

他国（スペインなど）と比べ，オランダ

の自然条件下での「旬」は短く，労働コ

ストは高い。オランダ園芸における迅速

なイノベーションと生産性向上への重点

化は，1950年代に始まり，今も産業競争
力を維持している。 
	 オランダ農業における 近 60 年間の
技術的イノベーションは，1990年代中ご
ろからは減速しつつあるものの，労働生

産性を高めるための繰り返しの努力によ

って達成された。Buurma（2001）は，
オランダにおける省力型のイノベーショ

ンを時系列でまとめている。 
・1945年～1965年：園芸生産が温床か
ら温室へと移行した時期である。温床で

の作業はすべて屋外で行われていたが，

温室の導入により，このような作業を労

働者が行う必要はなくなった。これに加

え，スプリンクラー給水（ホース使用で

はなく）の導入は，労働時間の節約につ

ながった。運河を道路で代替する工事も，

労働生産性向上につながった。 
・1965年～1980年：1960年まで，温室
内の環境管理は手作業で行っていた。

1965年から1980年にかけて，電子制御
システムが広く導入され，労働時間の節

約と温室内の安定的な環境創出による産

出量向上が見られた。また，労働力利用

の観点から栽培・格付けシステム

(cropping and grading system)の評価研
究が行われた。これにより，農業経営者

は特定の条件下での も効率的な作業方

法を特定できるようになった。 
・1980年～1993年：果実・野菜生産に
おいて，温室内外で生産物を輸送する鉄

道システムが導入された。これにより，

作業に従事する労働時間が減少した。授

粉にマルハナバチが導入され，より低い

労働コストでより高い産出量が得られる

ようになった。1980年以前は，光の透過
率を改善するため屋根を定期的に洗浄す

る必要があったが、屋根洗浄機械の導入

により，労働費を節減できた。 
・1993年～2000年：改良の焦点が，労
働生産性の改善方策から，チーム・ビル

ディング，教育，動機づけといった人的

資源管理へと移行した。 
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	 1990年代半ば以降，オランダでは，現
状の知識が制約条件となり，物理的な技

術では労働生産性の更なる向上が望めな

い段階に達したと推測される。にもかか

わらず，オランダは現在，EEA外からの
労働者を対象とした季節農業労働者計画

を運営していない。ただし，これはオラ

ンダ人が季節労働に従事していることを

意味しない。 
	 2000年以降，オランダ公的雇用サービ
スは，園芸経営者組織と共同でプロジェ

クトを実施している。この制度では，EU
外からの労働者に対して労働許可証を発

行している。他の OECD 諸国での制度
と同様，雇用主はEU内から労働者を採
用する十分な努力を講じたと示すことを

要求される。2007年以降，雇用主は同制
度に対する関心を失った。これは，ポー

ランド人の労働者を簡単に雇用できるよ

うになったからである。 
	 しかしながら，オランダの園芸部門が

もはや条件のよい産業だとは言えないい

くつかの証拠がある。オランダの温室産

業の天然ガス利用者は，規制エネルギー

税（regulatory energy tax）の優遇措置
を受けている。小規模生産者は，同量の

ガスを他産業が使用した場合に支払う税

額の10％を支払うに過ぎない。園芸部門
におけるエネルギー費用，とりわけ温室

園芸におけるそれは，より温暖な自然条

件下にある競争国の方が低いことを考え

ると，オランダ園芸の競争力は，エネル

ギーにおける租税負担の軽減措置により，

少なくとも部分的には支えられているよ

うに見える。 
	

4.結論 

	 MAC 報告は，ほぼすべての先進国に
おいて，農業で外国人労働者を雇用する

何らかの短期計画が運用されていること

を示している。例外は，EU 内の労働者
に依存しているオランダである。これら

の計画が英国の SAWS と異なる側面は
以下の２つに集約される。 
・すべての計画は，雇用主が地元の労働

者を採用するための段階を踏んだことを

正式に示すことを求めるか，あるいは政

府が当該産業における他国からの季節労

働者の必要数を推計している（スペイ

ン・イタリア）。これらの方法は，イギリ

スにおけるポイントシステムの第二段階

にある英国居住者労働市場テスト（the 
UK Resident Labour Market Test）に
類似している。SAWSは現在，このよう
な要件を含めていないが，上限や割当の

利用を代替するもののようにみえる。 
・不法滞在を回避するための手段がいく

つかの計画には組み込まれている。スペ

インでは，EU 外からの季節労働者は，
雇用期間終了から一定期間以内に，送り

出し国の在外公館・領事館に報告を行わ

なければならない。ニュージーランドで

は，労働者が不法滞在となった場合，雇

用主は強制送還費用を負担しなければな

153



第 9章 農業における他国からの季節労働者に関する国際的状況（内山智裕） 

 

らない。これらの制度は，雇用終了後に

帰国すると信じるに足る労働者を採用す

るインセンティブとなる。 
 
	 一部の国々では，季節労働者計画を，

単に農業に労働力を供給するというだけ

でなく，同時により幅広い政策目的のた

めに利用していた。ニュージーランド・

オーストラリア・スペインでは，季節農

業労働者計画を開発目的と明確に関連付

けていた。スペインにとって，特定国と

の二国間協定を通じての季節労働者計画

の運営は，不法移民を抑制するための戦

略的役割も果たしている。この点におい

て，協定は，送り出し国の関係機関の協

力を担保するものである。 
	 国内の多数の労働者が，それまで他国

からの季節労働者が従事していた低賃金

の農業職に再参入すべく促進に成功した

証拠がある政策を見つけるのは困難であ

る。1964年の米国でのブラセロプログラ
ムの終了は，不法移民の増大につながっ

た。賃金助成を用いてドイツ人労働者を

農業雇用に導こうという試みは，失敗し

たように見える。なぜなら，他国からの

季節農業労働者の数は，実際には 1994
年から 2005 年にかけて倍増したからで
ある。 
	 カリフォルニアのトマト産業において，

他国からの季節労働者の利用が（国内の

労働者による代替ではなく）機械化の進

展に伴って減少したことには，いくつか

の証拠がある。 
	 オランダは，歴史的に，農業とくに園

芸部門において，労働生産性を改善する

のに技術的改良を用いた例として利用可

能である。労働節約的な技術革新は1990
年代後半までに減速したが，今日におい

てもなお，オランダはEU外からの労働
力に依存することなく，巨大な園芸産業

を誇っている。これは，部分的には炭素

税制上の湯宮措置によるとする証拠もあ

る。 
	 これらの例証から示されるのは，農業

に従事する国内労働力の比率を上げよう

とする取り組みは成功してこなかったと

いうことである。先進国における園芸産

業は，他国からの季節労働者もしくはそ

の他の優遇措置によって支援されている。 
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表４－１ 認可された他国からの季節農業労働者数と主な送り出し国（受け入れ国別） 

国名 人数（年） 主な送り出し国 
スウェーデン 5,700（2012） タイ 
フランス 896（2011） モロッコ・チュニジア 
スペイン 4,148（2009） モロッコ 
ドイツ 300,000（過去10年の平均） 

8,000（2012年以降） 
ルーマニア・ポーランド・ブルガ

リア（過去），クリアチア（現在） 
イタリア 35,000（割当） バングラデシュ・カリブ海諸国 
カナダ 25,000（2012） メキシコ・カリブ海諸国 
米国 55,000（2011） メキシコ 
ニュージーラン

ド 
8,000（割当） 

太平洋島嶼国 

オーストラリア 12,000（割当） 太平洋島嶼国・東チモール 
（出所：MACによる整理） 
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表４－２	 国別の季節農業労働者計画（要約） 
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フィリピン調査の概要とアンケート結果 

————送り出し団体と受け入れ監理団体との緊密な協力・着実に技能

実習生を送り出し安定的な関係が続く事例———— 

 
早稲田大学政治経済学術院 
名誉教授	 	 堀口	 健治 

（研究代表者） 
 
1. 調査の進め方 

 2015年1月31日から2月4日までフ
ィリピンを訪問した堀口・小島の科研グ

ループは、送り出し団体のU社及び同社
と緊密な関係を持つ日本の受け入れ監理

団体S社の協力の下、現地で多くのアン
ケート調査や聞き取りを実施することが

出来た。両社及び関係者に厚く感謝申し

上げる次第である。なお事情により調査

報告が遅れてしまったことをお詫びする。 
	 調査は、S社の社長F氏が現地を訪問
し長野県の酪農経営で受け入れる1名の
技能実習生選考を行うのでこれに立ち会

うこと、U社及び同社長のP氏との協議
の合間に我々も参加して事情を聞かせて

もらう、等の方法で行われた。 
	 フィリピンは、永住者も含め1千万人
が世界に散らばり、同国のGDPの 1割
をその人達の送金が占めるほど、海外へ

出稼ぎに行く人が多い国である。2014
年の送金額 243億ドルは 4割が米国、2

割が中東からであり、英語を公用語とす

る同国の強みはよく指摘される。2013
年では100億ドルの貿易赤字を、海外か
らの送金で、103億ドルの経常黒字にし
ているほどである（この情報は日本経済

新聞2015年3月24日による）。 
	 だが日本、それも農業で働くフィリピ

ンからの技能実習生にとって英語の強み

は日本では発揮できず、他の国からの実

習生と同様に日本語を学んで対応するこ

とになる。その場合、彼らの日本、特に

農業での実習目的は何か、報酬等の受け

入れ条件に満足しているのか、帰国した

他の人に勧めるかどうか、等の我々の関

心事について調査を行った。 
 
2.酪農経営1戸のための1名選考とその

面接 

	 今回は長野県の酪農家の技能実習生の

選考であり、その農場は毎年この時期に

1名の技能実習生の採用をS社に依頼し
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て、面接選考も F 氏にお願いしている。
同農場は3年経過のフィリピンの技能実
習生がこの時期に帰国するので、どうし

てもこの期に募集せざるを得ない。この

農場が 初に技能実習生を導入した時期

がこの頃であったため、一定の人数を切

れ目なく維持するためには今もそうせざ

るを得ないからである。 
長野の酪農家が住む地域は毎年、4 月
初めに100名以上、U社・S社から露地
野菜の仕事で技能実習生を受け入れてお

り、関係者が現地に選考に来て300名を
超える面接を行っている。だが今回の面

接と一緒にはできない事情は上記の通り

である。 
なおこの大量雇用は 7－8 か月間のみ
の露地野菜の仕事であり、冬季に仕事が

ないため帰国することから、1 年未満の
短期の技能実習生となる。その場合でも

一回来ているので、再度の来日は技能実

習生としてはあり得ない。この短期の実

習生を雇う露地野菜農家の中には、実習

生の雇用契約を1年間（結果として酪農
と同じく3年間になる）に伸ばして安定
雇用にするために、隣の山梨県の高度の

低い地域に農地を求めることで冬の仕事

を作る農家・法人も 近現れて来ている。 
なお酪農家を始め、この長野地域は募

集対象の人に体力を求めるので、男性に

限定する農家が多い。特に露地野菜農家

は男性にすべて限っている。 
今回の酪農の一人募集の場合は、U社

（賃金条件や同じ雇用者の下で3年間の
実習を期待されていること等は事前に告

知）が同社の持つリストの中から酪農に

向いた4倍プラスαの人数に連絡し応募
を募った。その中で、2月 2日に首都マ
ニラの大学の教室を借りて行われる面接

会場まで旅費を自己負担して来ると回答

があったのは 4 人である。ただし当日、
会場に実際に来たのは3名であった。そ
して F 氏と U 社のスタッフで面接した
が、主たる面接者及び判断はF氏が行い、
日本語をタガログ語に直しての通訳や試

験の指示等の役割をスタッフが果たして

いた。 
そしてその場で候補者を決め、すぐに

契約を結んでいた。合格者は2週間後に
U社の研修センター（マニラから数時間
の車距離にあるヌエバ・エシハ州）に入

り、5月の来日までの 3か月間、日本語
学習を主に、農作業、日本の生活・規律

などを合宿形式で、期間や農業種類、行

き先が異なる技能実習生候補者（契約は

結んであるが、その発効は、来日後、日

本での1か月の講習が終わってからであ
る）と一緒に学ぶことになる。 
日本が制度として要求する講習は、1
年目の 12か月の活動期間に対して 6分
の1にあたる2か月以上をそれに充てな
ければならないが、この合宿はその義務

講習の1部をなす。むしろ強調すべきは、
日本側が求める 低期間を超える長い期

間、研修所に合宿して学んでいることで
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ある。そしてこの合宿は、制度として求

められる講習6分の１以上になるが、来
日後はそれにもかかわらず、12 分の 1
の期間、すなわちさらに1か月間、必ず
日本で講習を受け、それに充てなければ

ならない（ということはこの技能実習生

は求められる講習の2倍の時間をかけて
いることになる）。 
このように日本語でなんとか意思疎

通できる水準をクリアするため、また日

本ですぐに実質的な労働や農作業を担え

るよう、２か月、余計に講習が行われて

いることに注目すべきである。このプラ

スαを含めて講習費用は日本側で実質的

に負担するが、合宿施設等はU社が提供
している。 
このことはU社、S社との緊密で永続
的な関係を反映したものであり、実習期

間中の失踪や誤解に基づく雇用主と実習

生との対立を起こさせない要因になって

いる。S社の日本の農家等、受け入れ実
施機関に対する熱心な指導、法の規制や

結んだ雇用契約や三六協定等を受け入れ

農場が順守することがトラブルを発生さ

せない主要な背景になっているが、両社

のお互いの理解がさらに緊密な関係を継

続させていることを指摘しておきたい。 
緊密な関係がこの合宿形式を生み出

し数年前にこれが始まったが、まだ日本

に行く農業関連の技能実習生全員を賄う

ほどの受入れ規模の施設（現在は 大20
人弱）にはなっていない。マニラ市内で

の教室を使っての日本語講習や農業以外

の作業の訓練（例えば旋盤や簡易な溶接）

は従来通りそこで行われているが、この

受講生の数の方が未だ多い。だが合宿の

方向を、期間を含め、さらに充実させる

方向で両社は動いている。 
4 人の男性の面接資料で、4 人は、未
婚者 26 歳・大学卒で畜産学、欠席した
未婚者 27 歳・大学で同じく畜産学、未
婚者 26歳・高卒、既婚者 26歳・高卒、
であった。面接は、 初に長野の勤務先

の様子、 低賃金の時給額、それでいく

と月収13万から14万円になること等を
説明した後、性格調査に関わる調査表を

タガロク語で読み上げ、すぐに書きこま

せる作業をした。この集計をしている間、

3 人同席の面接を行った。酪農の仕事に
従事した（水牛の改良品種による酪農が

フィリピンにはある）ことがあると3人
とも書きこんであったので、その作業の

内容などを聞き、適性を確認していた。

終的には、 後の人が酪農の作業を適

切に説明できており、書類に書きこんで

あることの確かさが確認できたとして選

ばれた。その後、長野での酪農の仕事、

冬の寒さ、それでも毎日2回の搾乳があ
り、しかもシフト制を敷いているので 1
日の労働時間の上限は守られているが割

増賃金は無いことなど、説明を受けてい

た。 
なお採用されなかった2人はU社のリ
ストに残り、今後の募集等の対象になる
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とのことで、これは従来のやり方と同じ

である。すなわち、同社はサイト等でそ

のたび毎に広く募集をするのではなく、

日本の技能実習生が日本から帰国した地

域やその事情をよく知っている人の地域

からの募集で、しかも経験者の推薦や日

本の状況を聞いた人が応募してくる体制

を作っていた。その方が正確に日本の制

度の趣旨や作業内容・手取り等が伝わっ

ていると考えるからである。 
ちなみにこの面接を受けた 3 人にも、
一人の決定が発表される前に共通のアン

ケートに書きこんでもらった。ただし３

人のうち一人はほとんど書きこんでいな

かったので、二人分の回答である。その

特徴点だけをあげておこう。今の仕事は

農業従事であり、水田経営規模はそれぞ

れ1.25㏊及び１㏊規模であった。今の世
帯の農業を含む総収入は年間３－４万ペ

ソと２―３万ペソであった。二人ともそ

れまでに海外で働いた経験は無く、日本

での仕事を希望した理由は、技術を学ぶ

ため、また安全である選択肢を２人とも

選んでいた。そして親族が日本の情報を

伝えてくれて、親族に日本で働いていた

人がいると二人とも回答している。すな

わち情報源は過去の技能実習生からのも

の、ということである。なお帰国後は二

人とも実家の農業の仕事に戻ると回答し

ている。なお大卒で応募しているのは、

フィリピンでは大卒者でも国内での仕事

は十分ではなく、高卒者に交じっての応

募が結構あるようである。 
 

3.技能実習生の仕事を終え帰国した9人

のアンケート結果 
	 首都マニラで夕刻に集まってもらった

ため、近いところに住む・日本の技能実

習の経験のある人が2月1日に集まった。
日本料理店で懇親を兼ねながら、共通の

アンケートに書きこんでもらったもので

あるが、首都ないし近いところで働いて

いる女性が多く集まり、地域の農業に戻

っている男性は来ることが難しくこのア

ンケートに多くは反映していないと思わ

れる。なお送りだし団体とは、女性を主

に帰国後も連絡がとれているものが今回

の呼びかけ対象になり、日本での技能実

習生の経験を元に新たな仕事にチャレン

ジする志向の強い人が送り出し団体と日

頃のコンタクトを持っているように見え

た。 
今回集まってくれた全員は、当時、農

家出身であり、男性４人（２０歳台が主）、

女性５人（２０歳台二人、３０歳台二人、

４０歳台一人・今回集まった女性は大半

が既婚者で日本に行っている）となって

いる。男性は全員高卒、女性は college
卒が大半であった。帰国後の現在の仕事

は、男性は３人が農業、女性は、一人は

農業だが他は経営者、主婦、学校の先生、

一人ずつという回答であった（回答数が、

応じてくれた人数に比べて足りないのは、

未記入のため）。回答者の海外での仕事は、
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日本以外は無い。日本に応募した理由は

大半が収入と技術を学ぶ、を挙げていた。

そして大半が行けるなら再度日本で働き

たいとの個所にチェックしていた。なお

男性は3人が2014年の4月から10－12
月の間に帰国であり、1 人が 2005 年 5
月から11月と回答していて、いずれも1
年未満の短期滞在である。女性は、4 人
が3年、その内、期間に記入があったの
は二人で2008年5月から2011年5月、
2011年4月から2014年の2月であった。
1 年と回答したのは 2002 年 5 月から
2003年5月までであった。 
働いていた場所は、男性の 3 人が長野、
女性は二人が北海道、あと回答があった

二人はそれぞれ岩手、広島であった。 
	 以下はアンケートから離れて、フリー

トークの時のやり取りだが、帰国した技

能実習生は、日本の賃金の高さと高い技

術を学べることを全員挙げていて、再度

可能ならば行きたいとしている。また今

の日本滞在３年間上限という制約がもし

5 年に置きかわった場合は、提示されれ
ば受け入れたであろうと答えた。そして

今後も他の人に日本に技能実習生で行く

ことを勧めると言っていた。 
また月毎、そして控除後の実質手取り

は残業の多さでかなり異なっていたが、

月に10万円を割る事例はなく、15万円
を超えさらに多い額と記憶しているもの

もあった。ただこの時点では受け取り額

の大小は大きな話題にはならなかった。

残業の多さなどが受取額に影響するが、

それは雇われた先の事情だということで

割り切っているように見えた。 
	 雇用先では異なると思われるが、教会

へは半年に2回行けるとなっていたと述
べた人がいるが、宿舎の門限が 21 時と
早すぎるので改善すべきだという人もい

た。 
なお 7－8 か月間しか仕事がない長野
の高冷地野菜地帯へは低学歴の男性が多

く、短大等の学歴を持つ女性は、未婚、

既婚を問わず3年間（酪農も含まれてい
るようだ）を日本で働き、帰国後はそれ

を契機に他の仕事等にチャレンジしてい

る人が多いようであった。集まった人の

みから受けた印象だが、女性が訪日を契

機に、所得を稼ぐ要因だけではなく、自

分のキャリアアップに積極的に生かそう

とする印象が強かった。もっとも地域に

戻った多くの男性の意見やキャリアアッ

プは聞いていないので、一部分の印象で

あるが。 
 
4．出発前研修中の116名・技能実習生候

補者へのアンケート結果 

 対象者は、2月 1日午前に訪問した合
宿所で語学・農業その他を研修中の 19
人、翌日午後、マニラ市内のU社の教室
で日本語を研修していた受講生 97 名で
ある。マニラ市内での対象者は休み時間

に5クラスお願いした。 
すでに日本での雇用者や仕事は、皆、
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決まっているが、この内、耕種農業（露

地野菜ないし施設園芸）43%、酪農8%、
養鶏 3%、と農業が半分以上を占めてい
る。他は、食品加工6%、溶接・板金16%、
プラスチック成型 3%、機械 3%、塗装
3%、産業用包装7%、縫製8%、その他、
となる。しかも日本の仕事と行先がバラ

バラでしかも訪日時期も異なり、日本語

の学習レベルが不統一なので教え方に苦

労していた。 
以下、全体の特徴をアンケートの項目

順に述べ、日本での仕事が農業と非農業

とで属性に差が見られる場合、付記する

ことにする。 
	 男性が75%、女性が２５％だが、農業
だけを取るとやや男性が 75%を上回っ
てより多い形である。年齢は 20－24 歳
35%、25－29歳47%、30歳以上18%で
あり、その内農業は 20 歳台前半、非農
業は 20 歳台後半が多いという特徴があ
る。未婚が75%、既婚が25%だが、農業
は若い人が多いだけに未婚者が非農業よ

りも多い。学歴は中高卒54%、大卒28%、
これ以外に職業校13%、高専や短大卒が
それぞれ 3%となっている。この場合、
農業は大卒が非農業よりもかなり多く、

この点は予想とは異なるものであった。 
	 直前の本人の仕事は、農業46%、その
他が37%であるが、農業に従事していた
人はすべて農業での訪日であり、その他

の仕事の従事者は非農業目的の訪日が多

い。出身地は、ルソン島57%、ビサヤ諸

島27%、ミンダナオ島17%だが、非農業
はルソン島中部の人が圧倒的であり、農

業は分散している。また地域を分けると、

農村出身が80%、都市は20%となってい
る。 
	 農地を耕作している場合は、面積は田

が29%、畑が27%で、作物は耕作してい
るものを複数挙げてもらったが、米38%、
トウモロコシ22%、野菜39%である。世
帯収入は分散しているが、農業は低く10
万ペソ以下の人が非農業よりも多い。 
	 日本の仕事に応募した理由は、出稼ぎ

が78%、技術を学ぶが34%、安全が14%
だが、農業は出稼ぎの割合がやや低く技

術を学ぶとする者が多い傾向である。日

本を仕事先として選んだ理由は、高賃金

37%、高度技術62%で、農業を選んだ人
は高賃金とした率が低く技術を評価して

いることがわかる。 
	 日本の雇用先事情で事前に知っている

ことは、賃金水準52%、規模18%、主要
生産物 34%、作業内容 34%、残業時間
16%となっているが、農業者は作業内容、
残業はやや少ない。日本に関する情報は、

家族から15%、親族28%、出身地の友人
16%、マニラの友人30%等となっている
が、農業者はマニラの友人という情報源

は少ない。これは出身地を反映していよ

う。周りの人の中に日本で働いていた例

は、家族の中にいるが15%、親族にいる
が28%、出身地の友人で12%、マニラの
友人で30%、となっている。ただし農業
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はマニラの友人は少ない。 
	 帰国後の予定される仕事は、実家の農

業24%、農業起業33%、非農業起業16%、
進学 6%、他国への出稼ぎ 16%となって
いるが、農業は当然だが実家の農業と農

業起業が多い。 
	 このように、日本の技能実習生の応募

の理由は所得稼ぎと技術習得が主であり、

農業、非農業という日本での仕事の違い

による差は無いといえよう。そして農村

に住み農業に従事していてその所得が低

い若者、学歴が低い若者、にとって日本

に行った人の経験を聞くと、所得は多く

技術も学べるということであり、飛躍を

図る機会としてとらえていると思われる。

この点は都会に住む若者も同じで、自分

が従事している仕事が日本での技能実習

生の仕事と同じ範囲であれば、所得と技

術習得を理由に応募してきたものと思わ

れる。 
	 しかも日本社会が安全という特徴を持

っているので、周りの人の話は事実を反

映しており、客観的に聞くことが出来る

と思っているようである。なお応募者に

は短大や大卒も含まれ、ほぼアンケート

の回答者の3分の1を占めている。大卒
者にとっても訪日の機会は、所得確保、

技術習得に役立つと見られており、大卒

者が占める比率は他の途上国よりも高い

ように思われる。往復の旅費自己負担が

なく、語学研修等の講習も日本側の負担

なので、大卒の学歴を持つものにとって

も魅力的なものとして捉えられているよ

うである。 
 
5.送り出し団体U社と受け入れ監理団体

S社の特徴 

 5.1.フィリピンの海外労働者派遣の仕

組み 

	 同国は、日本の 2010 年の入管法の改
正を受け、政府の窓口を労働雇用省技術

教育技能開発庁（TESDA）から担当省
を同省海外雇用庁（POEA）に変更した。
そして実習生からは手数料、講習費等を

徴収してはならないとし、代わりに送り

出し機関が日本の受け入れ監理団体から

1人7万―10万円の手数料を徴収してい
る。また来日後の講習も手当として7万
円以上の支払い義務を課している。これ

に対して他の国では実習生から講習を含

む準備作業として50万～80万円と高額
のお金を受け取る事例が見られる。 
派遣後は実習生一人当たり毎月1万～

2 万円の管理費を受入管理団体から徴収
するのは共通している。管理費は日本を

定期的に訪問し、受入管理団体及び実施

機関（例えば農家）を訪問するためのも

のであるが、通常、年1回ないし2回な
ので派遣する実習生の数が増えると、大

きな利益になる。こうした事情で、国別

に国が認定した日本への送り出し機関数

を 2014年 5月 7日現在で見ると、中国
265、ベトナム 139、フィリピン 66、ミ
ャンマー73、等となっている。日本への
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送り出しは利益があがるビジネスと見ら

れているようである。 
	 フィリピンからの技能実習生、その具

体的な受入れ手続きを見てみよう。

POEAから必要な推薦状、派遣状を発行
してもらって出国の各種手続きをもらう

には、事前にフィリピン大使館のPOLO
（Philippines Oversees Labor Offices）
から承認を得なければならず、その手続

きが煩雑であり、このこともフィリピン

からの実習生の数が急に増加しない原因

のひとつになっている。すなわち、他の

国では無いこと（なおタイの場合は同じ

ような仕組みがある）だが、監理団体か

ら送り出し機関へ実習生受入申込書兼求

人票（農家等の受入れ実施機関の要請を

踏まえての申し込み書）を送り、現地で

送り出し機関が約２週間かけて候補者を

募集する。これは、期間は別にして、他

の国も同様である。 
そして候補者が確定すると、送り出し

機関が監理団体へ求職票を送付するが、

フィリピンの場合は、POLOからの事前
承認が必要で、雇用契約書等の必要書類

を送付し、POLOの審査がなされること
になる。これを経て、初めて日本に求職

票を送ることができる。 
	 その後は他国と同様で、求人数に対し

３－５倍の求職者（候補者）が集まり、

日本現地に行った関係者による面接、適

性検査や面談等がなされ、求める雇用

者・社毎に採用者が確定される。 

U社の場合は、採用者が確定後、受け
入れ手続きを３か月かけて行い、その間、

現地では合宿研修が並行してなされるこ

とになるのである 
	 なお前述の７－１０万円、往復旅費の

１２万円（当時の飛行機代）、 初の支度

金の５万円、日本での１か月の講習の手

当ての５万円、等が求められ、その後は

毎月一人当たり 1－2 万円が求められる
ことになる。 
	 なおPOLOは、 低賃金を適用しての
１か月の手取りを、フィリピン労働者の

ために、 低６万円ないし７万円以上（残

業代は別）になるような契約書を求めて

おり、これに達しない場合は書類が返っ

てくることになる。 
 
 5.2.送り出し団体のU社 

	 日本への派遣に特化しているU社は、
同国でのビジネスシェアは3位の位置に
ある。さらに日本への送り出しを増やす

姿勢にある。フィリピンは海外へ向かう

事前の講習等も法により本人負担を認め

ていず、すべて関係団体の負担になる。

その意味で日本の受け入れ企業等の負担

が他国と比べ大きいという特徴がある。 
	 U社は 1994年にビジネスを始め、96
年に農業派遣に参入し、97－98年と急速
に仕事が増えた。07年には411人を送り
出したほどである。しかし 2008 年のリ
ーマンショックで300人弱へ落ち込むも
のの、その後は前の水準に戻し、また
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2011年3･11の東日本大震災後も回復し
て、2014年ではその年、新たに 404人
を日本に送り出している（この中に長野

を主とする8か月の120人を含むかは不
明：なお 2013年度は技能実習生 2号移
行者のみで150名となっていいて同国で
派遣実績第3位）。内訳は耕種農業33%、
酪農19%、食品加工4%、機械関連11%、
溶接13%、技術関連12%、塗装4%、残
り 4%となっている。しかし農業関係を
強化してきており、安定的な関係を求め、

受け入れ団体との関係を緊密にしている。 
 
 5.3.受入れ監理団体のS社 

同社は 2008 年に設立され、今は広島
に本社、熊本と長野に事務所、管理事務

所を設けている。2009 年に第 1 期生と
して中国から 2 名を入国させ、2010 年
には外国人技能実習生を累計 20 名に至
っている。2010年には法改正を踏まえ定
款変更、事業に職業紹介事業を加えた。

2012年には受け入れ累計が 250名にな
っている。数を追って見ると、2009 年
20名、10年 40名、11年 83名、12年
134人、13年164人となっていて、これ
らは 1年目の受け入れだから順調に皆 3
年目まで勤めているとこの3倍の数にな
る。7－8か月の短期の実習生はこれに含
まれていないので、同社が受け入れてい

る数はもっと大きいものになる。なお当

初は中国が多かったが、2013年では中国
（84人）、フィリピン（84人）が肩を並

べ、これ以降、中国減、フィリピン増、

そしてベトナム（2013 年は 3 人）が現
れてくる。 
近の同社の職種分布は、耕種農業８

２%（なお施設園芸が10%含まれている）、
畜産15%（うち酪農は10%）、溶接が3%
であり、農業の内訳は露地野菜が 79%、
施設園芸が10%、酪農が11%となってい
る。この間の地域での農業に大きく貢献

しようと農業に重点を強く置いている	 	

のが特徴である。 
建設関係（造船も含む）で 2016 年か
ら東京オリンピックまで、3 年間という
制限がある技能実習生をさらに2年間延
長することが出来る特例が実行され、こ

の特定監理団体に S 社も応募している。
応募の場合、法規違反、処分等が過去 5
年間ないことが必要で、同社は該当する。

応募が認められれば、同じようにそうし

た違反がない受入れ実施機関にすでに３

年を終えた実習生の中から、希望者を２

年間さらに継続して勤務させることが出

来るようになる。慣れた人をさらに2年
間雇用できるとすれば、雇用者としては

歓迎である。ただし昇給なり、従来とは

異なる仕組みを考えねばならないが・・・ 
現在進行している、農家との雇用契約

書の 1事例（九州の、2号コースのケー
ス：2014年 4月 7日の契約）を参考に
見せてもらったが、雇用契約期間は2014
年8月9日から2017年7月9日となっ
ている。契約更新は無いとしている。就
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業場所、従事すべき業務は、耕種農業職

種・施設園芸となっている。 
入国予定は 2014年 7月 9日であり、
この後は研修生として日本での講習（座

学）1 か月に充てるので、雇用契約期間
には含まれない。労働時間は1日の所定
労働時間を7時間として、始業8時、終
業 17 時である。変形労働時間制は取ら
ないとしている。 
休憩時間は120分、1週間の所定労働
時間数は39時間59分となっている。年
間の所定労働日数は1年目275日、2，3
年目はそれぞれ297日となっている。休
日は日曜、年間合計が 68 日、有給休暇
は6か月継続勤務した場合、10日となっ
ている。 
賃金は月給で11万5038円（時給664
円、これに12か月を乗じ、2079時間で
除している）、所定時間外は 25%増し、
休日は35%、法定外休日は25%、深夜は

25%、となっている。月末締めの毎月 5
日の現金支払い。協定に基づく賃金支払

い時の控除があり、別紙で税金1540円、
住居費 17千円、水道光熱費を 1万円と
記されている。雇用保険料、社会保険料

はゼロで、国保や国民年金等は本人の直

接払いとしている。個人経営の農家なの

で、社会保険に入っていない。すなわち

加入が国民年金、国民健康保険、労災保

険明示とされていて、この他、雇い入時

の健康診断、初回の定期健康診断のこと

が述べられている。なお昇給、賞与、退

職金は無いとされている。 
賃金から控除する金額は 28,540 円、
欠勤や時間外労働がないとして、手取り

額が86,498円となっている。 
こうした条件を、雇用者、労働者とも

に周知し、記録もしっかりと残すように

同社は指導している。 
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カンボジア国の農業労働力送出しと農村・人材開発 

————日本国の大規模農業経営との連携———— 

 
早稲田大学地域・地域間研究機構 

招聘研究員	 	 軍司	 聖詞 
（研究協力者） 

早稲田大学政治経済学術院 
名誉教授	 	 堀口	 健治 

（研究代表者） 
 
1. 序論 

	 農村地域における深刻な高齢化や過疎

化などを背景として、外国人技能実習制

度の活用による外国人若年農業労働力の

調達が進んでいる。堀口（2013）によれ

ば、すでに農業常雇労働力の約 15%が外

国人労働力によって占められており、も

はや外国人労働力なしに日本の農業・農

村はかなりの部分で成り立たなくなりつ

つある。	

	 農村における外国人労働力調達の研究

は、これまで、受入れ側の農家や協同組

合などのありようを中心に行われてきた

1。しかし、こんにち、課題は送出し側に

                                            
1 代表的研究として、統計調査から農業
における外国人労働力の位置を明らかに

した堀口（2014）、継続的な戸別調査か
ら外国人労働力調達が規模拡大につなが

ることを実証した安藤（2014）、監理団
体の調査から監理を中心とした受入れの

移りつつある。軍司（2013）などによれ

ば、これまで中心的な送出し国であった

中国は、経済成長や円安などによる実習

希望者の減少が深刻化したため、インド

ネシア、フィリピン、ベトナム、ラオス、

タイ、カンボジアなどへの送出し国の変

更が盛んとなっているとともに2、安定的

かつ長期的な労働力調達を可能とする送

出し側へのアプローチのありようが新た

な課題となっている。	

	 この現況に対し、送出し国での人材育

成・派遣事業にまで乗り出し、安定的か

つ長期的な労働力確保に取り組む先進的

                                                             
ありようを考察した軍司（2012）（2013）
などがある。 
2 例えば茨城県の外国人技能実習生は、
2011年2月時点では約8割が中国人で
あったが、2013年3月時点では約6割
に減少し、他国からの受入れに代替され

ている。 
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事例がみられはじめている。香川県の大

規模農業経営層（ほとんどが農業法人）

は、独自の事業協同組合（監理団体）の

設立のみならず、カンボジア国の日系人

材派遣会社（送出し機関）A社と連携し、

香川県の農業経営を対象にした専門の人

材派遣会社（送出し機関）B 社を設立す

るとともに、日本式農業技術の習得に特

化した独自のB社研修所を開設し、カン

ボジア国の農村・人材開発を一体とした、

総合的な外国人労働力調達に取り組みは

じめている3。	

	 そこで本研究は、この A 社、B 社、お

よびA社送出し実習帰国者に対してヒア

リング調査を行い、両社によるカンボジ

ア人農業労働力送出しの実際について、

安定的かつ長期的な労働力調達の達成と、

現地の農村・人材開発への寄与と役割の

観点からその特徴を考察する。よって、

労働力調達と現地開発とが一体となった、

賃金水準のみが基準ではない新たな外国

人労働力調達のありようが、事例的に明

らかとなる。	

 

2.A社・B社による送出し 

 2.1.A社・B社概要 

                                            
3 香川県の大規模農業経営層による事組、
B社、B社研修所設立の経緯については、
軍司・堀口（2016）に詳しい。この大規
模農業経営層は、外国人労働力の調達を

積極的に推し進めながら、経営規模の拡

大を続けており、うち耕種農業経営の平

均作付のべ面積は約40haにおよぶ。 

	 A社は、カンボジア国プノンペン市に

所在する日系の国際人材派遣会社である。

カンボジア政府の国際人材派遣ライセン

スはタイ・日本を取得しており、タイに

は 2003年から、日本には 2006年から人

材派遣を行っている4。日本には、年間、

農業約 230名、工業約 150名の送出しを

行っており、うち香川県の農業経営には

常時 50-60名が送出されている。 

	 プノンペン市中心部にある A 社には、

幅 5m×奥行 15mで 2階建ての建物が 9

棟あり、うち 3棟が事務所と教室、6棟

が寮として使用されている。A社従業員

は 9名（日本人 5名、カンボジア人 4名）

であり、日本人は代表ア氏のほか、教員

4 名、カンボジア人は社長、マネージャ

ー・イ氏のほか、教員 2名となっている5。 

                                            
4 A社代表ア氏によると、カンボジア国
には、2015年現在、約80社のカンボジ
ア政府国際人材派遣ライセンス取得企業

があり、うち日本への送出し機関は57
社（JITCO認定送出し機関は37社）あ
る。うち、日系は12社、中国系は20社
強となっている。カンボジア政府と人材

派遣に関する二国間協定を締結している

のは、日本、タイ、マレーシア、シンガ

ポール、韓国の5か国あり、ライセンス
は、うち3か国まで取得することが認め
られている。 
5 カンボジア国では外国人が社長となる
ことが基本的に認められていないため、

名義上のカンボジア人社長が置かれてい

る。A社の教員は、「日本語教育講習470
時間以上受講」「日本語教育系大卒」「日

本語教育検定合格」のいずれかを満たす
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	 B社は、カンボジア国プノンペン市郊

外に所在する、香川県の農業経営への送

出し専門の日系国際人材派遣会社である。

B社は、A社と香川県の農業経営群が共

同出資をして設立し6、2015 年に派遣ラ

イセンスの日本を取得して、これまで香

川県の農業経営群がA社に委託していた

送出し分を引き継いだものである。 

	 プノンペン市郊外にあるB社には、専

用の研修所があり、木造 2 階建ての教

室・宿舎 4棟と、日本式農業の専用農場

（雨季乾季両用 4ha、ハウス含む）があ

る。日本語教育はA社の日本語教員 2名

が務め、日本式農業技術の教育は、香川

                                                             
ことを採用条件としており、日本語会話

や生活指導は主に日本人教員が日本語で、

日本語文法と日本法令は主にカンボジア

教員がクメール語で担当している。 
6 B社の出資割合は、カンボジア人3名
（香川県農業経営群雇用通訳で名義上の

B社社長、香川県農業実習帰国者 2名）
が計51%、日本人3名（A社代表、香川
県農業経営群代表2名）が計49%となっ
ている。ただしカンボジア人分は香川県

農業経営群の資金による。B社の設立費
用は不明であるが、代表2名出資分を除
く香川県農業経営体群の出資総額は25
経営で27万ドルであり、これがカンボ
ジア人分出資額やライセンス料支払いな

どに充当されたとのことである（B社土
地建物は経営体群代表2名による出資分
が充当された）ため、設立費用総額は50
万ドル前後ではないかと推察される。な

お、この香川県農業経営群の平均販売額

は、経営者ベース（多くは分社化してい

る）で年間1億5千万円程度である。 

県農家での実習を修了した帰国者 2名が

教員として務めている7。 

	

 2.2.A社・B社による送出しの特徴 

  2.2.1.実習希望者の募集 

	 A社・B社による農業実習生の募集に

は、次の 4つの特徴がある。 

	 その 1つめは、実習希望者の募集にマ

スコミ広告などを用いず、広告は口コミ

のみで、採用は実習帰国者をリクルータ

ーとした紹介のみとしていることである。

これは、第一に、カンボジア国ではマス

コミの信用度が低く口コミが有効である

こと（カンボジア国には「口コミは光よ

り速い」との諺がある）、第二に、カンボ

ジア人は日本自体のことをよく知らない

ため、日本での実習について十分な情報

を与える必要があること8、第三に、信頼

                                            
7 プノンペン市中心部にあるA社では、
農業技術に関する事前研修は行われてい

ない。香川県農業経営群とA社は、A社
による日本語指導・生活指導・法令指導

に加え、日本式農業技術の実習を行うた

め、郊外にB社を設立した。B社の実際
の運営はおおむね、A社によって行われ
ている。 
8 カンボジア国では、日本のテレビ番組
はほとんど放送されておらず、かろうじ

て「クレヨンしんちゃん」が認識されて

いる程度である。イ氏によれば、カンボ

ジア人はテレビ出演者に容姿端麗なスタ

ーを求めるため、外国では日本よりも韓

国、中国、タイの番組が人気であり、日

本についてテレビから知ることは難しい。

実習生の事前情報不足による実習中の不
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できる紹介者を介することにより応募者

の素性や質を担保できること、があるた

めである9。 

	 2つめは、A社・B社が、実習費用の

本人負担分を貸与しないことである。多

くの国際人材派遣会社は、多額の本人負

担分を実習生に貸付け、帰国後に回収す

る方式を採用しているが、A社・B社で

は、応募者本人が調達できることを、応

募条件としている。すなわち、高額な本

人負担分を借り入れられるほど、周囲か

ら信頼された人物であることが、応募者

には求められる10。これを達成する応募

者の多くは、家族・親族のほか、実習帰

国者（リクルーター）から調達しており、

マイクロファイナンスによるスクリーニ

ングがなされている11。 

                                                             
満感の増大は、途中帰国につながるため、

実習希望者には十分な情報を与えられる

環境が不可欠となっている。 
9 また、応募を紹介のみとしているため、
募集対象はおおむね村落単位となるが、

トラブルを起こした実習生を送出した村

落は、村落単位で募集を停止している。

すなわち、カンボジア国の村落に残る地

縁・血縁関係を、実習トラブルの防止に

つなげている。 
10 A社・B社による送出しの本人負担は、
総額約3000ドルであり、応募者は採用
試験合格後、渡航までに約2300ドル、
実習中に約700ドルを支払うことが求め
られる。なお、カンボジア国農家の年収

は1000-2000ドル程度である。 
11 この借り入れを行うため、カンボジア
国農村地域の若年層には、素行を改善す

	 3 つめは、採用試験に合格した内定者

に対し、受入農業経営による家庭訪問を

行っていることである。家庭訪問時には、

村落の多くの人が集まるため、潜在的な

実習希望者やその家族に、雇用できるほ

どに裕福な日本の受入農業経営の姿を見

せることができ、実習希望者を増加させ

ることができる。 

	 4 つめは、実習の事前研修を、受入農

業経営による採用試験後に、内定者に対

してのみ行っていることである。多くの

国際人材派遣会社では、応募者全員に事

前研修を行ってから採用試験に臨ませて

いるが12、A 社・B 社は受入側と一体と

なっているため、事前研修事業で利益を

得る必要はなく、不採用者に経済的負担

を掛けず、内定者のみに充実した研修を

行うようにしている。	

	

  2.2.2.実習内定者の事前研修 

	 実習帰国者リクルーターが紹介する実

習応募者は、受入農業経営による採用試

                                                             
るインセンティブが生じる。よって、当

該村落の治安が改善されているものと推

察される。 
12 採用試験前の事前研修は、採用試験時
に応募者の資質を把握しやすいメリット

がある一方、不採用が続く応募者を何と

か採用させたいという思惑が送出し機関

に生じるというデメリットがある。A
社・B社の応募者は、募集段階でスクリ
ーニングがされており、また5科目の綿
密な採用試験が課されるため、資質が十

分に把握されている。 
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験を受け、合格者（内定者）は、カンボ

ジア国内での事前研修を受ける。A社送

出しの内定者は、プノンペン市中心部の

A 社社内での全寮制合宿研修を受け、B

社送出しの内定者は、プノンペン市郊外

のB社研修所での全寮制合宿研修を受け

る。 

	 うち、香川県の農業経営への送出し専

門のB社による事前研修には、次の 4つ

の特徴がある。 

	 1 つめは、極めて長期間の研修を行っ

ていることである。現地国での事前研修

は、事実上、日本側の規定で 1か月以上

と定められているが、B社では約 8か月

もの研修を行っている。これは、長期間

の研修によって内定者から多額の研修費

用を徴収しようとしているのではなく、

カンボジア国の農村地域の若年層は学習

経験に乏しく、1日 3時間以上の学習は

困難であり、また授業内容を理解しない

ことを問題であると感じにくいことから、

渡航後に即戦力となる人材育成を行うに

は時間を要するためである。 

	 2 つめは、香川県農業に即した、実践

的な農場研修が行われていることである。

カンボジア国プノンペン市近隣の農家は

ほとんどが稲作農家であるが13、香川県

の受入農業経営群は野菜作が主であるた

                                            
13 カンボジア国プノンペン市には、毎日、
ベトナム国ダラット市から大量の野菜が

運ばれてくるため、プノンペン市近隣地

域には野菜作の農家がほとんどない。 

め、農場研修では野菜作実習が中心とな

っている。 

	 3 つめは、少人数制のきめ細やかな日

本語指導を行っていることである。すな

わち、習熟度別に分けられた複数クラス

での授業が行われ、また 2週間ごとの習

熟度テストによるメンバーの入れ替えが

行われている14。多くの国際人材派遣会

社による事前研修では、受講者は内定者

ではなく応募者であり、また研修コスト

を抑え研修時間を稼ぐため、受講者は全

員同じ授業を受けるのが一般的である。

一方、B社の受講者は全員、内定者であ

るため、追加費用を掛けてでも、渡航後

に即戦力となるしっかりとした人材育成

を行うインセンティブが、受入農業経営

と内定者の両方に生じている15。 

	 4 つめは、生活指導・礼節指導を重要

視していることである。実習中に生じる

                                            
14 終的に、日本語能力検定N5から
N4程度の日本語力が習得される。 
15 ア氏によれば、1人あたり送出し費用
は約6000ドルで、これを内定者が3000
ドル、受入農業経営が288000円（送出
し管理費月額8000円を3年間。円建徴
収）負担している。厳密には、各費用項

目に対する負担者が決まっているが、費

用負担が内定者と受入農業経営でおおむ

ね折半となるよう、全体を調整している

（受入農業経営の支払総額は、支払義務

のある費用項目総額より多くなる）。よっ

て、長期間かつ充実した指導を行う合宿

研修費用もまた、おおむね折半であると

内定者・受入農業経営には認識されてい

る（ただし内定者生活費は本人負担）。 
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トラブルの多くは、カンボジア国と日本

国の間の文化差によるものであるため16、

日本文化に関する指導は徹底的に行われ

る。しかしながら、細かなトラブルが生

じることも少なくないため、これを大き

なトラブルに発展させないよう、徹底的

な礼節指導が行われる。ア氏によれば、

日本の農村地域の住民は、礼儀正しい若

年層による細かなトラブルには寛容に接

する人が多いため、徹底的な礼節指導が

必要となっているとのことである。 

 

 2.3.A社・B社送出し帰国実習生の役割 

  2.3.1.実習賃金の使途 

	 本研究がヒアリング調査を行った、A

社送出し実習帰国者 9名の主な賃金使途

は、表 1の通りである17。 

	 イ氏によれば、実習生の第一の目標は、

母のために郷里に土地を購入し、安全な

                                            
16 例えば、仕事中に外出をする際、日本
では同僚などに言付けするのが一般的だ

が、カンボジアでは黙って外出するのが

一般的である。 
17 B社のライセンス取得は2015年であ
るため、論文執筆時（2016年5月）現
在、実習帰国者はない。なお、実習生の

給与は、残業量の多寡によるが、おおむ

ね月額15万円程度である（ただし宿舎
費・水道光熱費・社会保険料半額は実習

生負担となるため、手取りは7.5万円程
度となる）。堀口（2013）によれば、年
収200万円保証の農業求人に応募者はい
ない現況があるとのことであり、実習生

の給与水準で日本人常雇労働者を雇用す

ることは困難である。 

家を建てることであり、ア氏によれば、

実習生は 12000-17000ドル程度を持ち帰

り、8000-12000ドル程度の家を建てるの

が一般的であるとのことである18。また、

上述のマイクロファイナンスよろしく、

実習費用返済・実習費用貸付に使われて

いることが表1から確認できる。	

	 帰国者は、後述の通り、出身村落を離

れてプノンペン市中心部で生活するよう

になるが、実習賃金の多くを故郷の土地

の購入と母の家の建設に使うため、郷里

村落の潜在的な実習希望者は、実習によ

る経済的効果を目の当たりにしている。 

 

  2.3.1.帰国後就職先 

	 実習帰国者9名の帰国後就職先もまた、

表1の通りである。ア氏によれば、帰国

者はおおむねプノンペン市に移住、就業

し、賃金の一部を実家に送金している。

うち8割程度が日系企業に就職する。カ

ンボジア国の賃金水準は、農村地域では

住込みで月給80ドル程度、プノンペン市

では現地企業（単純労働）で月給140ド

ル程度だが、日系企業（単純労働）は月

給200ドル以上（または寝食付で200ド

ル程度）であるため、帰国者はこぞって

                                            
18 カンボジア国は女系相続であるため、
子が母のために資産形成を行うことが一

般的である。カンボジア国の農村地域で

は、住宅は木造が一般的であるが、実習

帰国者は、自然災害面や治安面から安全

なコンクリート造住宅を建設する。 
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プノンペン市内の日系企業に就職する。

本来、カンボジア国の農村出身者は、日

系企業どころかプノンペン市内の現地企

業にも就職することが困難だが、実習帰

国者は日本語能力があり、日本式労働慣

行に慣れているため、日系企業に就職す

ることが可能となっている。すなわち、

日本での実習がカンボジア国の農村地域

の若年層のキャリアアップにつながって

いる19。	

	 また、上述の通り、農村地域の実習希

望者は、実習帰国者から実習の詳細を聞

き、紹介を受ける必要があるため、実習

希望者は、プノンペン市内の日系企業で

働く同世代の実習帰国者の姿を目の当た

りにすることになる。これによって、実

習希望者に、実習中の賃金のみにとどま

らない、キャリアアップの機会を訪日実

習が有していることを、認識させている。	

 

3.結論 

	 本研究は、農村地域における外国人労

働力調達が進むむこんにち、安定的かつ

長期的な外国人労働力調達を可能とする

送出しのありようが課題となっているこ

                                            
19 このキャリアアップがあるため、実習
賃金の大部分を郷里の土地購入・家屋建

設に充てたり、家族に贈与したりしても、

実習生本人は長期的に元が取れるように

なっている。すなわち、実習賃金のみな

らず、実習によるキャリアアップがある

ことが、他の高賃金の就業機会に対する

訪日実習の強みとなっている。 

とから、カンボジア国において農村・人

材開発を一体とした先進的な送出しを行

っている国際人材派遣会社 A 社・B 社お

よびA社送出し帰国実習生に対するヒア

リング調査を行い、両社によるカンボジ

ア人農業労働力送出しの実際について、

安定的かつ長期的な労働力調達の達成と、

現地の農村・人材開発への寄与と役割の

観点からその特徴を考察した。	

	 取り組みの詳細やその特徴については、

上述の通りであり、実習帰国者による安

全な家の建設や、実習希望者の素行改善

などをして、受入側と一体となった A

社・B 社が、カンボジア国の農村・人材

開発と一体となった総合的な労働力調

達・送出しを行っていることが明らかと

なった。しかし特に、その要諦が実習帰

国者のキャリアアップにあることは重要

である。また、これが、賃金水準のみで

ない安定的かつ長期的な外国人労働力調

達システムの要諦となっていること、す

なわち訪日実習における、他の高賃金の

就業機会に対する、実習賃金にプラスさ

れた強みとなっていることは、安定的か

つ長期的な労働力調達を達成するための、

今後のシステム設計に関する重要なポイ

ントとなろう。言い換えれば、安定的か

つ長期的な外国人労働力調達を行うため

には、費用を抑えるために粗雑な事前研

修や訪日実習を行うのではなく、現地日

系企業が優先的に採用しようとする程度

の人材育成を行うこと重要となる。よっ

173



第 11章 カンボジア国の農業労働力送出しと農村・人材開発（軍司聖詞・堀口健治） 

 
 

て、今後の送出し機関・受入農業経営に

は、まさに実習制度の本旨である、途上

国の農村地域の人的資本を涵養する役割

とその能力が求められていくものと推察

される。	
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	 本稿は、軍司・堀口「カンボジア国に

おける外国人技能実習生送出しの実際と
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ある。 

 

参考文献 

1)安藤光義（2014）「露地野菜地帯で進む

外国人技能実習生導入による規模拡大」

『農村と都市をむすぶ』64(2)、24-31． 

2)軍司聖詞（2012）「外国人技能実習生の

監理における JAの役割」『日本農業経済

学会論文集』2012、254-259． 

3)軍司聖詞（2013）「外国人技能実習生の

受け入れにおける事業協同組合の役割」

『農村計画学会誌』32（論文特集号）、

305-310． 

4)軍司聖詞（2015）「家族経営と外国人労

働力」早稲田大学人間科学研究科博士学

位請求論文． 

5)軍司聖詞・堀口健治（2016）「大規模雇

用型経営と外国人労働力」日本農業経済

学会秋田大会個別報告． 

6)堀口健治（2013）「日本農業を支える外

国人労働力」『農林金融』66(11)、736-737． 

7)堀口健治（2014）「農業における雇用労

働力の重みと外国人の位置」『農村と都市

をむすぶ』64(2)、15-23． 

174



第 11章 カンボジア国の農業労働力送出しと農村・人材開発（軍司聖詞・堀口健治） 

 
 

表1	 A社送出し実習帰国者の賃金使途と帰国後就職先	

	 実習先	
持帰り

総額	

主な使途	
帰国後	

就職先	家	 土地	 バイク	
実習費

用返済	

実習費

用貸付	

その

他	

1	
プラスチック	

工場（岐阜県）	
30000	 7500	 6000	 2000	 2000	 2000	 7000	

日系企業	

工場	

2	
果物農業経営	

（香川県）	
20000	 10000	 	 2000	 	 	 	

日系企業	

工場	

3	
果物農業経営	

（香川県）	
20000	 10000	 	 1300	 2000	 	 	

日系企業	

工場	

4	
プラスチック	

工場（岐阜県）	
20000	 	 14000	 1200	 2000	 	 	

日系企業	

工場	

5	
養鶏農業経営	

（香川県）	
15000	 	 2500	 2000	 2000	 2000	 3000	

日系企業	

工場	

6	
養鶏農業経営	

（香川県）	
15000	 7500	 	 	 3000	 	 	

現地学校	

教員	

7	
果物・野菜農業

経営（香川県）	
35000	 10000	 6000	 	 2000	 2000	 	

(日系企業	

工場)	

8	 不明	 (50000)	 9000	 	 	 	 	 	 日系飲食店	

9	 不明	 (50000)	 9000	 	 	 	 	 	 日系飲食店	

注：1)ドル単位。円額回答の場合、1ドル120円で換算（以下、同じ）。	

2)8 番・9番の手取り総額は不明であるため、総賃金額を参考表記。8番・9番は、家を建て、残額

は全て家族に贈与した。	

3)1番その他支払いは、兄の大学学費・生活費4年分。5番その他支払いは、母のための祭事費。	

4)カンボジア国では、実家の新築費用・土地費用は母や姉妹などと割勘することが多いため、帰国

者の家・土地支払いと家屋・土地代は一致しない。また、帰国後の生活費や遊興費などへの支出も

あるため、持ち帰り総額欄と主な使途欄合計は一致しない。	

5)7番は、調査時点では無職だが、日系企業工場に就職見込み。	
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第 12 章 

 

漁業における外国人技能実習生を取り巻く環境と特徴 

————漁業分野における技術面からみた 

外国人技能実習制度について———— 

 
島根県立大学 

非常勤講師	 	 三輪	 千年 
（研究協力者） 

 
はじめに 

	 漁業分野が受け入れている外国人技能

実習生（以下、単位に技能実習生とする）

は年間約450～550人で、技能実習生の研

修期間が３年間であることから、年にし

て約 1,350～1,650 人が日本の沿岸と沖

合漁業に従事していることになる（2013

年末）。一方、公海や他国沿岸域といった

遠洋海域で操業する、いわゆる遠洋漁船

には年間約 2,500～3,000 人もの外国人

漁船員が働いていると言われており（実

態はもっと多いが）、両者を併せて年間

3,850～4,650 人からの外国人が日本漁

業に従事していることになる。	

	 日本漁船が も漁業生産量を稼いでい

た80年代後半から90年代には海外漁場

で操業する遠洋漁船も多く、そこに

5,000～6,000 人もの外国人が日本漁船

に乗船していた。 近では、「200カイリ」

以降の国際的な操業規制の強化や資源・

環境保護意識の高まりなどから、日本漁

業を取り巻く環境は厳しさを増し、縮小

再編を繰り返し劇的に操業する漁船が少

なくなり、従事者である外国人漁船員も

減少している（1984 年の漁業生産量は

1,285.2 万㌧であったが、2013 年には

479.1万㌧にまで減少）。日本漁業の厳し

さを反映して、日本人自身が漁業に従事

したがらないこともあり、人手不足に悩

む漁業界は日本人に替わって技能実習生

を始めとする外国人漁船員に熱い視線を

注ぐと共に、依存することとなる。	

	 日本経済が成長を遂げた 1960 年から

近（2013年）までの、日本漁業の漁業

従事者と漁獲量及び漁獲金額の動向を時

系列にしてみたのが図１である。60年代

から70年代までは、漁業従事者数は年々

減少する傾向にあったが 60 万人台をキ

ープしており、漁業生産量も右肩上がり

の状況にあった。70年代に入り、漁業従

事者数の減少傾向が続く中で、漁業生産

量は頭打ち状況となるが、漁業生産額は
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急激に上昇し始める。漁業生産額の上昇

は高度経済成長に伴う国内での水産物市

場の拡大で魚価の上昇が見られたことに

ある。	

	 その後、世界的な石油ショックと 200

カイリが相前後して起こったことから、

漁業経営にとって、これらが経営コスト

の増大要因となったことは否定できない。

80年代に入っても、漁業従事者数は減少

を続け200カイリ問題が危惧される中か、

漁業生産量は 86 年まで増大し続けたの

である。しかし、生産量を押し上げたの

は沖合漁業が漁獲するイワシの増大がそ

のほとんどで、イワシ漁が不振になると

漁業生産量は大幅に減少しだし、漁業生

産量がピークであった時の２分の１にま

で縮小する。今日の漁業生産量は、年代

で言えば高度経済成長気前の水準に戻っ

たとも言える。一方、漁業生産金額も80

年代中盤まで増加を続けるが、生産量が

減少するに伴い減少へと転じる。しかし、

一旦引き上げられた価格は一定の水準を

維持したことから、安定的に推移する。

90年代以降は、生産量や生産金額がピー

ク時に比べ２分の１以下にまで落ち込む

が、漁業生産を担っている漁業従事者は、

60年代の約70万人台から2010年には20

万人を切る３分の１まで減少した。	

	 漁業経営に必要となる経営資源に、生

産の対象である魚などの水産資源と、操

業（生産）の場である漁場、更に漁業生

産を行う漁船や漁具といった漁業機器や

その他生産設備、更に漁業経営を維持す

るための資金に資本と言った金融資源、

加えて長年の漁業経営や操業で蓄積して

きた経営体独自の生産技術やノウハウな

どがある。中でも大切な資源は、これら

の経営資源を駆使して経営や生産（操業）

を担う労働力である人的資源がある。こ

のた経営資源の中でこの間に も減少し

た資源に、生産の対象とする水産資源と

担い手である人的資源である。水産資源

については200カイリ問題や環境及び資

源問題との関わりで関心を深めたが、も

う一方の人的資源（日本人の若手労働力）

については危機的な現状にあるにも拘わ

らずいまいち関心は低い。漁船漁業を今

後も日本で続けていく為には、人的資源

である日本人の従事者を確保していく必

要がある。	

	 図２は、漁業生産量と漁業生産金額を

漁業従事者数で割った日本漁業の物的生

産性と価値生産性の推移を見たものであ

る。物的生産性は1960年代から漁業生産

量がピーク（1988年）を迎えるまで、ほ

ぼ一直線に伸びてきた。しかし、それを

境として減少に転じ、2000年頃まで減少

傾向が続く。2000年代に入って、一段と

漁業従事者が減少すると物的生産性は上

昇に転じる。その当時、操業努力が意識

的に行われていたことが読み取れる。	

	 一方、価値生産性も物的生産性とほぼ

同じ傾向が読み取れるが、1960年代から

1970 年代までは物的生産性との乖離が
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大きく、資源は獲れるが価格は上昇しな

いという時代が続いていた。しかし、1970

年代から 1980 年代にかけての価値生産

性の急激な上昇は、先に見たように石油

危機と200カイリ問題とにより操業コス

トが魚価に反映し、魚価高傾向の中で価

値生産性の立ち上がりの高さが顕著とな

る。1990年代以降は、物的生産性を上回

る形で価値生産性も維持されて推移する。

このことから、それまで「食糧」として

「漁獲量」を確保することが使命であっ

た日本漁業も、他の産業と同じく経済発

展に伴い「量」から「質」への転換が図

られていく時代でもあった。その現れの

一つが、水産庁が漁業の動向を国会に報

告する「白書」が、それまでの「漁業白

書」から2001年に「水産白書」と衣替え

して、水産物の消費についても詳しく報

告するようになった。それは、90年代以

降のクオリティを求める消費者の声に応

える形で、日本漁業の使命が「食糧」供

給の時代から消費者に「商品」を意識し

た選択性の高い「食料」や「食品」を供

給する産業へと転換していったのである。	

	

日本漁船の「品質」を重視した緻密な作

業に対応した「技能実習生」の労働 

	 外国人技能実習制度に関心を持つジャ

ーナリストや研究している研究者（当然

に私も含まれるが）には、技能実習生に

対してある共通した認識、あるいは前提

に立っているのではないかと思われる節

がある。その認識と前提は、日本にやっ

てくる彼らをいわゆる「単純労働力」と

見なしていることである。彼らを未熟な

単純労働力とする認識や前提で、この「制

度」を論議していることから起こる問題

である。現行の「制度」下において、技

能実習生を明確に「労働者」に位置づけ

ず、「研修生」や「実習生」という曖昧な

立場で捉えていることから起こる問題が

ある。彼らに対して、「労働者」であれば

当然に行われるべき労働諸関係の法律上

の保護や対策が採られて然るべきものが、

中途半端に適応していることから起こる

「人権」上の問題である。この制度に問

題があるとするジャーナリストや研究者

の多くは、この論点から問題としている。

こうした認識や前提では共通しているの

だが、では将来どうすれば良いのかとな

ると真逆な結論を導き出している。一つ

は、彼らを「労働者」として真面に扱わ

ず、都合よく扱っている姿勢（日本政府）

に問題がありとして、この制度を即刻止

めるべきだとするアメリカ政府を始め、

内外の人権団体からの主張である。もう

一方の主張は、単純労働力の不足に陥っ

ている日本は、この制度を改正して、も

っと積極的に受け入れるべきだという主

張である。現在、これらの両主張がぶつ

かり合っているように思われる。それは、

それで政策論的には大切なことであり、

有効な論議かも知れない。しかし、日本

の生産年齢人口が減少し、現に慢性的な
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労働力不足に陥っている産業にあって、

技能実習生が「単純労働力」である、な

しに関係なく必要とされているのである。

正に、彼らの存在なくしては産業として

成り立たない状況にあるのもものも出現

している。そうした産業の一つに、漁船

分野がある。	

	 漁船分野では技能実習生を「単純労働

力」として、日本人労働者の補助的労働

力として受け入れているというよりも、

漁船労働の基幹的労働力として受け入れ

ているケースが多いのである。今日の日

本では（日本人の若者が）水産高校や水

産系の大学を卒業しても、沖合や沿岸で

操業する漁船に乗船して働く者は、全国

的に見ても数人から数十人という現状で

ある。ところが、技能実習生は出身国（今

日ではインドネシアがほとんど）の水産

高校や水産専門学校を卒業した青年たち

である。彼らは、それなりの専門的知識

と技術を持った青年たちで、単なる「単

純労働力」ではなく、「半熟練労働者」と

見なせるのではないかと考えている。受

け入れる日本の漁業経営者も、そうした

「半熟練」の労働力を持った彼らを受け

入れるために、事前に経営者自身が出身

国に赴き水産高校や専門学校を訪れ、優

秀な青年を見つけ出すべく人選を現地で

行うのである。現地で人選した技能実習

生の候補者を、簡単な日常会話や日本で

の生活習慣に、漁船での生活などについ

て現地で６ヵ月間教育した上で、彼らを

来日させる。この６ヵ月間の教育費用は

受け入れる船主の負担となっている。そ

の上で、来日してから２ヵ月日本での研

修が行われるのである（制度が2008年に

改正されるまで、来日以降の研修は６ヵ

月間であった。この６ヵ月間にも研修と

称して漁船に乗船させて実質的に労働を

行わせていたことが問題となった）。受け

入れた技能実習生を３年間という短い期

間であっても、彼らを使い捨てることで

はなく、育てようと研修と実習（OJT）を

実施しているのである。	

	 この「制度」が産まれた当時は、確か

に、日本の生産現場で「単純労働力」が

不足し、それを補うように外国人が不法

就労する状況にあった。「制度」は、建前

として発展途上国の若者に日本の先進的

な技術を習得させ、途上国の経済発展に

寄与することを目的に創られている。し

かし、日本にとっての現実的な意味合い

は、不適切な表現かも分からないが、「入

管法」で認められていない「単純労働力」

の就労を合法的に行うロンダリング・シ

ステムとして使われてきたことも事実で

あろう。そうしたことから、多くのジャ

ーナリストや研究者は、技能実習生＝「単

純労働力」と刷り込まれきたものと考え

られる。確かに、技能実習生を受け入れ

た企業も、不足する日本人「単純労働力」

の代替として、いやそれ以下の就労条件

（賃金や待遇など）で雇用できる有利な

「労働力」と位置づけてきたことも実態
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としてあった。こうした実態から、技能

実習生たちが職場を放棄し、逃亡する事

件も多発している。技能実習生たちを「単

純労働力」との前提で捉えても仕方ない

と思われるが、この制度が導入（1993年）

されて今年（2017）で23年が経過する。

この23年間で、漁船漁業の分野では単に

技能実習生を「単純労働力」として扱う

のではなく、「熟練労働者」あるいは「専

門技術者」の予備軍、「半熟練労働者」と

して位置づけて育てているのでる。これ

は、何も、技能実習生を必要以上に高く

評価しようという意味からではなく、今

日の日本の漁船漁業が置かれた厳しい現

実を反映して、彼らに求められている技

能から考えて、単純労働力である未熟練

労働者では務まらないからでもある。	

	 と言うのは、漁船漁業の操業で、従来

であれば効率よく、より多くの資源を漁

獲すればそれでよいとする効率至上主義

が採られていたが、今日では漁獲しても

それが市場にて高値で取引されなければ

経営が成り立たない。漁船での漁業活動

も、市場が求める高付加価値生産を行わ

ないと務まらないのである。そうなると、

漁船での生産は漁獲高を競うものではな

く、いかに付加価値の高い水産物商品を

船上においても生産するかにかかってく

る。それだけに、漁船内での労働は、魚

を獲るという漁労活動よりも、獲った魚

を価値の高い「水産物の商品」に高める

生産体制の構築が必要となる。そうした

活動を、技能実習生を乗船させることで

実現しないと、漁業経営者は生き残れな

い時代となっているのである。技能実習

生を乗船させた漁船では、技能実習生を

「単純労働力」として使い捨てるのでは

なく、「熟練労働者」若しくは「専門的技

術」を持った漁船員として使いこなすこ

とで、「品質」にこだわった付加価値生産

を実現しなければならない。	

	 技能実習生を３年間という短い間に限

って、漁業経営にとって有利に「使いこ

なす」には、経営サイドは漁船という生

産現場で技能実習生を使いこなす体制を

作る必要がある。そのために、漁船の漁

業生産システムも技能実習生の存在を前

提としたものとなっている。例えば、魚

を獲る漁労機械に装置、獲った魚を処理

する機械や装置も 新の制御テクノロジ

ーや情報装置を組み込んだロボットなど

が導入されている。そうなると、そこで

働く労働者は単純に力仕事ができるだけ

では対応できない。それらの機械化した

装置やロボットを操作できるオペレーシ

ョン能力が彼らの求められるのである。

しかも、海上の不安定な環境の中で、状

況を判断しながら操作し、作業するので

あるから、それにふさわしい技能が要請

される。そうした装置を使いこなせる知

識と技能が技能実習生にも求められてい

るのである。	

	 では何故、技能実習生を使う漁船にそ

れだけの設備投資を行う必要なのかと言
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えば、技能実習生を導入するのは単に不

足する労働力を確保する目的だけではな

く（20年前は、確かに不足する労働力を

技能実習生で補っていたが）、今日では技

能実習生を使ってでも漁業経営を維持し

たいという漁業経営者の「意思」と「使

命」が、そうさせている面があるように

思われる。それは、漁船漁業経営がそれ

だけ厳しい局面に立たされている現実の

中で、漁船漁業を続けていくという覚悟

の元で選択されているからでもあろう。

こうした漁業経営者の選択は、経済合理

性や経営の採算性を考えれば、漁船漁業

から撤退した方が合理的であり、多くの

経営は技能実習生を雇ってまで操業を続

けるという選択は行わない。敢えて、技

能実習生まで雇って漁業を続けるという

「不合理な」選択を行うのは、漁業を続

けなければと言う「意思」と「使命」が

なければできないことである。	

	 今日の漁船漁業は、 近では資源的に

若干上向き傾向の業種もあるが、総じて、

資源の減少や魚価の低迷、日本人の魚離

れなど、漁船漁業を取り巻く環境は厳し

さを増すばかりで、莫大な借金を行って

まで回収できる見通しが立たない状況に

ある。だから漁業経営から撤退する者も

多い。そうした中にあって、技能実習生

を雇ってでも操業を続ける経営者には、

それ相当の「勝算」と「覚悟」がないと

できない。	

	 以上のことから、漁業分野の外国人技

能実習制度を、漁船漁業、養殖業、水産

加工業のそれぞれの「技術」と「技能」

との関係から考察する必要性があるよう

に思われる。この「制度」の建前からし

て、途上国の若者たちに日本の進んだ技

術・技能を習得させるというものである

ことから、生産技術と技能実習生の技能

との関係や技術移転といった視点から、

緻密に分析していく必要があるのではな

いか。といっても、養殖業及び水産加工

業の生産技術については、 近の状況つ

いて詳しく勉強していない現状において

は十分に分析できないので後日の課題に

したいと思う。	

	

技能実習生の技能を「単純労働力」と見

なせるか？ 

	 建前として、技能実習生は日本の技術

を習得するために生産現場でOJT(on	the	

job	Training)を通して技能を習得する

が、日本にやってくる技能実習生たちは、

本当に、単なる「単純労働力」として位

置づけてよいのかという疑問が残る。	

	 水産加工業における技能実習生と比べ

て、漁船漁業に従事している技能実習生

の多くは、日本に来る段階で「漁船員」

としての訓練を身に付けた者たちであり、

漁船や漁業器機に対して一般的な知識を

既に持った青年たちである（彼らは、出

身地の中等教育機関に当たる「水産高校」

の出身者によって占められている）。その

彼らは、来日してから、日本で従事する
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漁業、マグロ延縄ならその延縄技術を、

また、底曳網ならそれぞれの地域で営ま

れている底曳網の技術を、定置網であれ

ば定置網といった具合に、実際に操業す

る漁船で働きながら技術を習得するとい

うOJTを積み重ねている。	

	 実際の操業においては、漁船での労働

として必要なことは漁船に搭載された漁

具や漁業機械・装置を、漁獲の対象とす

る水産資源の状態や、その資源が存在す

る海の状況（水温や海流、風向きに海底

の地形や低質など）、そして漁具や機械・

装置に漁船の性能や機能、また、過去の

経験に基づく蓄積された漁・海況情報な

どを駆使しながら、総合的に判断して生

産活動（労働）を行うのである。そうし

た生産活動の一端を技能実習生が担って

いるのが漁船での彼らの労働なのである。	

	 こうした点を考えると、彼ら技能実習

生に要求される操業上の技能は「単純労

働力」の域を出たものである。確かに、

これらの労働を一人で完全にマスターす

るには、来日してからそれ相当の経験を

積まないと身には付かないと思われる。

しかし、「単純労働力」（＝未熟練労働力）

でしかない素人が、「研修期間」が２ヵ月

でしかない中で習得できる技能なのであ

ろうか。それなりに、見よう見まねでも

行えるようになれるのは、求められた労

働に応えられるだけの知識と技能を既に

身に付けているからであると思われる。

日本にやってくる漁船漁業の技能実習生

は、２ヵ月の研修期間でそれらの多くを

習得し、一人前とまでは言わないが一応

に作業が行えるまで育つ「半熟練労働者」

たちではないかと考えられるのである。

乗船して直ぐの経験を積まない段階の彼

らは、漁具や漁業機械の運搬とその設置

作業、漁獲された水産物の拾い集め作業

に従事したり、箱詰めされた漁獲物の運

搬と言った補助的な労働に従事している

という。しかし、研修期間の２ヵ月を過

ぎ、OJT の段階に入って３ヵ月から半年

も漁船での経験を積むと「一人前」と言

わないまでも、日本人の熟練漁船員が行

う熟練した作業をまねて仕事を覚え、成

長していくのである。彼らのそうした労

働能力を単純に「単純労働力」と見なし

てよいのか疑問となる。	

	 さらに、技能実習生には日本人漁船員

との間に言葉や生活習慣に違いがある。

また、生産現場ではコミュニケーション

において多くのハンディキャップを持っ

ている。先にも述べたが、今日の日本漁

船は漁獲することだけに特化しているの

ではなく、「品質」にこだわった高付加価

値生産が行われている。そのために、漁

獲した魚を取り扱う場合にも、彼らが経

験したことのない細心の注意を払った緻

密な作業が求められる。そうした“心が

け”と繊細な手作業が求められる生産現

場に、彼らは上手に適合させていく能力

と技能が必要となる。そうした船内労働

を行っている技能実習生の労働能力を

184



第 12章 漁業における外国人技能実習生を取り巻く環境と特徴（三輪千年） 

 
 

「単純労働力」と見なせるのか？	

	 技能実習生は日本に来る前に、漁業に

関する技術をある程度習得してくるが、

そこには日本と違った出身国で習得した

知識でしかない。そうした限界は現実と

してあるが、また漁業に対する実際の経

験もそう多くはないはずである。しかし、

先にも述べたように、漁業や漁船での生

活に関しては全くの素人ではなく、水産

高校での訓練は経験してきている。その

ような彼らを、実習期間が３年間という

短い期間であっても、緻密に装置化され

た職場で作業を熟し、日本の水産物市場

ニーズに即した水産物の商品づくりを行

っているのである。そうなると、彼らに、

日本人が求める「質の高い」生産性を実

現するには、異国から来た彼らの技能で

も十分に対応できるだけの生産システム

が船内に構築されている必要がある。彼

ら技能実習生を積極的に受け入れている

漁船には、 新の情報機器や漁業機械・

装置に、ロボット化した機械を搭載した

新鋭船を投入されていることが多いこと

も、半熟練労働者である技能実習生を前

提にしているのではないかと考えられる

のである。また、そうした船では、徹底

した作業のマニュアル化が行われている

のも共通した特徴となっている。 

 

漁船漁業の「技能実習生」は船員組合の

労働組合員 

————「技能実習生」を見守る第三者機関

の必要性について 

	 漁船漁業に従事する技能実習生を「専

門技術者」とまで言えないとしても、半

熟練な労働者、若しくは漁船労働の職能

を持った労働者として扱うことで、他の

産業で技能実習生に関して起こっている

「逃亡」やその他の「事件」に「事故」

が相当に抑制されているように思われる。	

	 2015年４月に、佐々木、堀口と三輪と

三人で、「外国人労働力に支えられた日本

漁業の現実と課題－技能実習制度の運用

と展開に必要な視点－」（『水産振興』第

49 巻第４号）を発表したが、そこでは、

漁船漁業の分野がこの「制度」を実際上、

運用するに当たって以下のような特徴が

あると指摘している。	

	 漁船での技能実習生を「船員」（職種）

とみなしていることである。彼らの職種

を船員と見なしていることから、他分野

には見慣れない仕組みが取り入れられて

いる。その一つは、技能実習生は日本国

政府が発給する「船員手帳」の取得が必

要となっている。技能実習生の場合は、

日本人と同じ船員手帳ではなく、海外漁

業船員労使協議会が認めた技能実習生に

限って「オレンジブック」と呼ばれる外

国人向けの「船員手帳」の取得が要求さ

れる。	

	 もう一つが、船員労働組合員の非居住

特別組合員として登録する慣例となって

いる。技能実習生は既存の労働組合（全

日本海員組合、あるいは地域の船員労働
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組合）の「組合員」であって、賃金等の

労働条件はそれぞれが所属する労働組合

と船主団体が労働協約（巻末資料１：モ

デル労働協約）を締結して決めている。

技能実習生あっても漁船で働く「船員」

として扱われていることである。	

	 このため技能実習生の雇用や実習条件

（労働条件）に、待遇は労使交渉が前提

となる。そのため、漁業技能実習制度協

議会に船員の労働組合である全日本船員

労働組合（全日海）が構成メンバーとし

て入っている（図３を参照）。全日海は構

成メンバーとして参加しているだけでな

く、「協議会」の事務局も担っており、労

働組合のサイドからこの制度が、船主サ

イドの都合で無秩序に運用されるのをチ

ェックする形が取られている。漁船で働

く技能実習生は労働組合員であることか

ら、実習期間中は組合費を毎月支払って

いる。	

	 加えて、技能実習生を「船員」と見な

すことで、船主（漁業経営者）は実習生

を船員保険に加入する義務があり、保険

料などは源泉徴収している。一方、定置

網漁業や養殖業に従事する技能実習生は、

海上に設置された定置網や養殖いかだ等

の施設で作業を行うが「船員」としては

みなされておらず、陸上で実習する他の

技能実習生と同じく一般の健康保険に加

入している。	

	 一般的に、技能実習生の国内での受け

入れは、農業であれば農協や事業組合等

の法人格を有する組織が第一次受入団体

となるが、来日して以降の技能実習生の

管理は雇用している企業とこの第一次受

入団体が当たることになっている。第一

次受入団体は、基本的に技能実習生が来

日し、来日後直ちに行われる２ヵ月の研

修と１年後に行われる技能検定基礎２級

試験を実施（試験を行うのは中央の団体

が行う。漁船漁業の場合は大日本水産会）

するだけであり、日常的な技能実習生の

管理は受け入れた企業に任されている。

受入企業は技能実習生の労働管理を行う

だけでなく日本での私生活上の管理全般

も行っている。そのために、受入企業は

技能実習生を自活した『労働者』として

扱っておらず、私生活の上で技能実習生

の人格や人権を無視した行為が行われが

ちとなる。そうした待遇にあった技能実

習生が逃亡するなどの事件を起こしてい

るケースが多いのである。雇い主（企業）

の中には、逃亡を防ぐために技能実習生

のパスポートを取り上げるとことまで行

うケースもある。	

	 漁船漁業の場合には、国内で受け入れ

る第一次受入団体だけでなく、技能実習

生自身が船員労働組合の組合員であるこ

とから、企業と団体協約を締結する労働

組合が技能実習生の雇用条件のみならず、

生活面での不満や要求を聞き、企業と常

に交渉を行うというシステムが作られて

いる。そうした機能が働くことにより、

漁船漁業の場合、他産業でよく起こって
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いるような事件・事故の発生は、比較的

低いものとなっている。2013年３月に広

島県で起こった中国人技能実習生による

カキ養殖業者殺人事件は傷ましい記憶と

して残っているが、この中国人技能実習

生は恐らく陸上のカキ打ち専門である

「技能実習一号」の技能実習生であり、

漁船漁業の分野の技能実習生ではなく

「水産加工業職種」によるものと思われ

る。（仮定の話で恐縮だが）もし、事件を

起こした技能実習生が漁船での技能実習

生のように労働組合の準組合員であれば、

結果はまた違ったものになったかも知れ

ないのである。彼が、何らかの形で友だ

ちや、第三者機関（漁船の場合は労働組

合）との繋がりがあって、不満や悩みを

相談できる仲間・機関（組織）があれば、

ここまで悲劇的な結末にはならなかった

ようにも思われるのである。	

	 技能実習生が慣れない異国（日本）で、

家族と離れて生活しているのであるから、

想像もつかない不安や悩みといったスト

レスを蓄積させることが考えられる。そ

うした彼らが抱えるストレスなどに対し

て有効に対処でき、問題を解消するため

には、彼ら自身による仲間作りや、第三

者的な機関が必要と思われる。今後、こ

うした事件・事故を少なくしていくため

には、こうした第三者的機関の設置が必

要となる。第三者機関は、できれば技能

実習生の立場に立って問題解決がはかれ

る組織で、受入企業に対してだけでなく、

行政機関に対しても交渉力がある組織で

あってほしい。	

	

技能実習生の賃金と船主費用 

		技能実習生に支払われる賃金について、

千葉県銚子市と島根県浜田市に、山口県

下関市の３つのケースを見ていく。山口

県下関市のケースは、『水産振興』第 49

巻第４号の佐々木が担当した部分からの

抜粋している（一部、三輪が加筆してい

る）。	

	 千葉県銚子市には、技能実習生が乗船

しているのに大中型まき網漁業、沖合底

びき網漁業、近海マクロ延縄漁業の３業

種がある。これらの業種の漁船に現在

（2013年10月）55人のインドネシア人

が乗船している。	

	 彼らの賃金は、千葉県における船員の

低賃金に準拠して時給700円となって

いる。時給の700円は、日本人船員の場

合、漁業経験のない見習い漁船員に支払

われる額に相当している。月額にすると

11万3,000円となる。	

	 銚子市で技能実習生を乗せている漁船

はいずれも大仲制を採っている。大仲制

は、水揚金額を船主（漁業経営者）と乗

組員が、それぞれの持ち分船主６に対し

て乗組員４で分配する（持ち分は両者の

力関係で決まり、その時々で両者が話し

合って比率を決める。また、操業経費に

何を含めるかも両者の話し合いとなる。

例えば、乗組員が着るカッパや作業に使
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う軍手などを経費に含めるのか、乗組員

の自前とするかによっても、船主の負担

が違ってくる）。船主はそこから操業経費

を差し引き、残りが経営利益となる。一

方、乗組員の方は、漁労長、船長、機関

長、甲板長、甲板員、機関員と言った役

職で持ち歩が決まっていて、それぞれの

持ち歩と人数から総持ち歩を出し、総持

ち歩を母数としてそれぞれの役職に乗組

員の取り分を按分で分配する歩合制賃金

制が採られている。ただ、水揚金額が少

なく操業が赤字となった場合は、それぞ

れの役職で 低保障が行われることが労

働協約で決められており、それに従って

乗組員には賃金が支払われる。	

	 この独特の方法を大仲・歩合制賃金制

度と言って漁船漁業では古くから採用さ

れている。今日でも、この賃金システム

は漁船漁業では全国的に採用されている

一般的な方法となっている。大仲・歩合

制賃金制は、水揚や漁獲物の価格の変動

が激しく、水揚金額が不安定なことなど

を理由に、今日においても多くの業種で

採用されている。漁業種類や地域によっ

て様々な大仲制と歩合が存在しており、

大仲制では、何を経費に含めるかによっ

て違いが出てくる。歩合では、役職によ

る持ち歩が地域というよりも漁業種類に

よって違いがある。例えば、沿岸や沖合

で操業する漁船には少ないが、長期にわ

たって操業するマグロ漁船では－50℃か

ら－80℃といった超冷凍で獲ったマグロ

を冷やすが、そのために冷凍長という役

職が設けられており、船によっては甲板

長よりの多く機関長に次ぐ持ち歩が保障

されている。また、まき網漁船は本船（網

船）以外に魚を探し集める魚探船（灯船）

や獲った魚を港に運ぶ運搬船など船団で

操業している。船団操業をする場合に大

切なことは、漁労長の指揮下で船団が統

一して操業することである。そのために、

船団間の情報交換が必要不可欠となる、

その要を果たすのが漁労長と通信を担う

通信長で、通信長の持ち歩も一般の船員

よりも高めに設定されるのが一般的とな

る。日本人漁船員の賃金は一般に大仲・

歩合制賃金制度が採用されていると記し

たが、大仲・歩合制賃金の場合、漁業操

業が休漁となる月（漁業種類によって対

象とする資源保護を目的に休漁期間が設

けられている。また、漁業許可の更新や

漁船の定期検査ドック時も休漁すること

がある）には、日本人乗組員に漁業賃金

の支払は行われない。しかし、休漁期間

は次の操業に向けた準備を行うことが一

般的で、網繕いやドック時の保安要員と

して、またその他雑用などの仕事が漁船

乗組員にはある。そうした仕事に従事す

ると手当が支給されるのである。休漁中

のこうした仕事には乗組員を次の操業に

備えて、漁船員をつなぎ止めておくため

に手当が支払われる。しかし、技能実習

生には、休漁期間中であっても所定の賃

金が固定給として支払われる。技能実習
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生も、日本人漁船員が行う休漁中の作業

に共に従事するが、彼らには手当は支払

われない。	

	 大仲・歩合制賃金制度は、以上見てき

たように水揚金額が上がれば、自動的に

乗組員の賃金がスライドする、刺激性の

高い賃金システムとなっている。	

	 ところで、技能実習生の賃金は船主持

ちとなっていることから、日本人の乗組

員サイドからは彼らが乗船することによ

る賃金配分の上で不利益となることはな

い。従って、日本人漁船員は技能実習生

の存在を歓迎している側面が強く、彼ら

によって職場が奪われているという意識

は薄い。日本人乗組員の年齢構成が高齢

化していることから、高齢化した日本人

漁船員の中に 20 歳前後の技能実習生が

数名でも入ってくると、船内の雰囲気が

随分と和むことから、歓迎する乗組員が

多い。	

	 大仲・歩合制賃金制のモデル計算を、

島根県浜田市の沖合底びき網漁業で行っ

てみたので見てみることにする。	

	 水揚金額を１億3,000万円と仮定して、

船主と乗組員で55対45の割合で分ける。

船主の取り分が7,100万円となり、乗組

員が5,850万円となる。船主は、取り分

の中から操業経費を引いたものが利益と

して残る。乗組員は5,850万円を20名の

乗組員で、それぞれの持ち歩（漁労長の

持ち歩は2.1人歩、船長1.77人歩、機関

長1.5人歩、甲板長以下、操機長、甲板

員は1.0人歩、見習い船員0.8人歩、研

修・実習生も見習い船員同様0.8人歩）

で分配する。乗組員総勢20名（内見習い

船員1名と外国人技能実習生３名）が乗

り組み、水揚金額が1.3億円であった場

合、技能実習生に分配される213万円は

そのまま支給されるのではなく、実習生

の渡航費用や現地面接に係る費用等が差

し引かれ、 低賃金に見合う額になるよ

う計算されている。船員保険の船主負担

分や雇用保険負担分は、日本人船員と同

様に操業経費の中に含められている。	

	 技能実習生が負担した船員保険の内、

年金として差し引かれた２年６ヵ月の積

立金は帰国時に精算され、技能実習生に

支払われる。浜田市の技能実習生を乗せ

ている沖合底びき網漁船は、浜田市独自

で彼らを募集しているのではなく下関市

の沖合底びき業者と一緒に行っており、

技能実習生に支払われる賃金は下関市の

事例と同じものとなっている。	

	 技能実習生に支払われる実習期間の賃

金に対して所得税や住民税が源泉徴収さ

れるが、そうした関係をみておこう。漁

船に乗り組む技能実習生のほとんどがイ

ンドネシアから来る青年たちであること

から、日本はインドネシアとの間で租税

条約が締結されている。インドネシアか

ら来た技能実習生は、研修期間の半年間

（入国して６ヵ月間）は賃金としての所

得を得ていないと見なされ非課税扱いと

なる。しかし２年目以降は、技能実習生
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で被雇用者として賃金所得を得る関係か

ら所得税と住民税（住民登録を行う）が

徴収されることとなる。	

	 次に、山口県下関市の沖合底びき網漁

船でのケースを見る（この部分は、『水産

振興』第49巻第４号の佐々木分担部分か

ら抜粋）。	

	 賃金は、1 年目の技能実習一号と２～

３年目の二号とでは控除額を含め異なる

（図４）。技能実習一号では、基本給 11

万5,700円から控除額19,957円が引かれ

手取りで9万5,743円、技能実習二号で

は基本給 21 万 5,500 円から控除額

24,277円が引かれ10万1,233円となる。

帰国時に控除額のうち、厚生年金部分の

9割は払い戻されることから、3年間の月

平均支給額は、10万6,298円（支給総額

382 万 6,719 円）となる。インドネシア

の2014年の 低賃金は、首都ジャカルタ

で月額約240 万ルピア（2014 年 12 月現

在の為替レートで約23,000円）となって

おり、彼らにとって、日本の技能実習で

得られる賃金は一定以上の魅力を有して

いるといえる。	

	 経営側には、賃金以外に受け入れのた

めの経費が必要となる。入国・帰国費用

や毎月のマンニング会社（厚生労働省の

認可を受けて船員の手配を行う会社）へ

の支払い、陸上生活（休漁期間中含む）

にかかる費用等、月に10万円弱が必要と

なる。それを合わせても、人件費は日本

人船員の半分程度に抑えることができる

ことから、技能実習生を受け入れること

のメリットは小さくない。	

	 さらに人件費を抑えようとすれば、マ

ルシップ制度への移行がその方法にあげ

られる。しかし、マルシップ制度を利用

するためには、下関市を根拠地とする現

操業体制を変更しなければならないし、

外国人労働力を長期雇用することへの不

安がある。技能実習制度は、3 年間とい

う期間が決められているため、悪い意味

での「仕事慣れ」をしないことから、現

状を維持することが組合・経営者の総意

となっている。右の表は、下関市の沖合

底びき網漁業の技能実習生に支払われる

賃金と船主負担部分をまとめたのがであ

る。	

	 船内での技能実習生の位置づけが「単

純労働力」として扱われていた時代から、

漁船漁業の船内生産のあり方が高付加価

値生産を求める時代となって技能実習生

の実質的な労働が未熟練なままでは許さ

れないものとなっている。従って、彼ら

には「半熟練労働者」としての力量が求

められている。実際にも、彼らの漁船内

での働きは「半熟練」から、３年も経験

を積むと「熟練」の域に入る者もいると

いう。彼らの成長を賃金面で評価しよう

としているのが、山口県下関市の沖合底

びき網で算用されている賃金システムで

ある。２ヵ月の研修期間を終えて実際の

操業船に乗って働き出す１年目の「技能

実習１号」者には、１月の基本給は
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115,700 円であるが、技能検定基礎２級

試験をクリアーして「技能実習２号」に

なると、２年目以降は基本給が、僅かで

あるが125,500円へと増加する仕組みが

採られている。１年目と２年目以降に基

本給に格差を設け、技能実習生の技能・

能力差を賃金で評価するシステムとなっ

ている。こうした明確な形で賃金格差を

設けるのではなく、１年を経過して「技

能実習１号」になるとボーナスを支給し、

２年目以降には、年度替わりのボーナス

と、勤務の態度が勤勉な者や業績の優秀

な技能実習生者に特別ボーナスを支給す

るなど、技能実習生に対する能力を評価

する制度や仕組みが、それぞれの地域で

出来上がりつつある。	

＊漁船の技能実習生に支払われる賃金は、

基本給年間150万6,000円（月額11	 万3,000

円） 。雇用主（船主）は、往復旅費、関係

団体費用、保険料を	 含めて、実習生１人

当たり年200～215万円を負担	

＊技能実習生の手取り	 年間120万円	

	 支給総額151万円から、光熱費を含む宿舎代

、保険負担、自賄の食費代、所得税、市県民税

、労働組合費が差し引かれる	

＊高卒日本人の場合	 	 初任給	 月16万円弱

	 	 ボーナス加算で年間250万円	

	

帰国後の「技能実習生」の進路 

	 外国人技能実習制度は、日本の漁船で

漁業技術を３年間で習得し、帰国後、出

身国の漁業の発展に必要な人材として育

てることが建前となっている。国外の低

賃金である単純労働力を技能実習生とし

て受け入れるのは、その趣旨に反してい

ることになる。しかし、技能実習生が帰

国しても、日本で習得した技能を活かせ

る職業に就くことができない現状が送り

出し国にある。彼らの中には、帰国する

と雇用の場を求め、再度、韓国や台湾に、

技能実習生として働きにでる者が多くい

るという。	

	 技能実習を終えた後、日本の「漁船マ

ルシップ」漁船の船員として再雇用され

る就労サイクルが早くから取り組まれて

きた。制度が発足した当時から、習得し

た技能を活かせる場が送り出し国には少

ないことは分かっていたことである。そ

の一方、この制度が発足する３年前の

1990年から、日本国籍の海外基地操業の

遠洋漁船に限ってではあるが、外国人漁

船員を乗船させて働くことが認められ、

それを切っ掛けに、堰を切ったように遠

洋漁船は外国人漁船員を乗船させるよう

になっていった。更に、「漁船マルシップ」

が1997年から解禁されると、日本での３

年間の実習を終えると「漁船マルシップ」

に乗る実習経験者が増加していった。実

習を終えた技能実習生が乗船する「漁船

マルシップ」の漁業種類には、一つの特

徴が見られる。その特徴は、日本で実習

した漁業種類と同じ漁船に乗船している

のである。日本での実習をマグロ延縄漁

船でおこなえば「漁船マルシップ」のマ
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グロ延縄漁船に、まき網漁船では海外ま

き網漁船、沖合底びき網漁船では遠洋ト

ロール漁船やエビトロール漁船である場

合が多い。それは当然と言えば当然のこ

とであるが、日本で経験を積むことにで、

「半熟練労働」から「熟練労働者」に育

っていることから、単純に「単純労働力」

の再生産が行われている訳ではないので

ある。	

	 しかし 近では、こうした就労サイク

ルにも変化が起きている。「漁船マルシッ

プ」に乗船希望する技能実習生が少なく

なっているのである。その要因として、

一つに「漁船マルシップ」の賃金（実質

支給額）が技能実習生で得ていた賃金よ

り低くなってきたことにある。「漁船マル

シップ」では、日本漁船を用船する国の

基準に従って船員を雇用すれば良いため、

技能実習制度のような賃金保障（ 低で

も日本の 賃を適用）がないのである。

漁船マルシップがグローバル経済下で増

加した要因がそこにある。	

	 二つには、韓国や台湾など外国人労働

力を求めている国が増え、彼らに対する

賃金水準も競合的に上昇しており、「漁船

マルシップ」の賃金が優位という状況で

はなくなっている。	

	 三つとしては、彼ら外国人（単純労働

力）の賃金水準を規定していた中国が、

国内経済の拡大と発展により賃金水準が

大幅に改善され高値で推移することとな

り、アジア市場における外国人労働力の

賃金が上昇したのである。そうした事情

から、あえて「漁船マルシップ」に乗船

しなくても、それ以上の賃金が得られる

機会が彼らに生まれてきたことなどが要

因として考えられている。 近の中国経

済の先行きが不安、不透明感を増す中で、

将来はどうなるかは即断できない状況に

ある。	

＊帰国しても、日本で取得した技能を活かせる

産業はない。従って、３年間の実習は単にお金

を稼ぐ為の機会でしかない場合が多い。	

＊唯一、日本の「漁船マルシップ」の乗組員と

して乗船するケースがあり、「漁船マルシップ

」の労働力市場を形成していた。しかし、 近

では、「漁船マルシップ」の就労条件（特に賃

金）が実習生よりも悪く、日本以外の韓国や 

台湾等の漁船に乗船する者が増えているとい

う。	

	

今後の課題と方向性について 

	 以上、見てきた結果から、漁船分野の

外国人技能実習制度について今後の課題

や方向性について述べてみる。	

	 現在、技能実習生の受入人数は、受入

を希望する業種と企業が、めいめいが希

望する人数を定めて、現地に行き優秀な

青年を募集してくると言う方法が採られ

ている。どの業種がどれだけ必要とする

のかを前もって計画的に定めて、応募す

るサイドにも将来設計が描ける状態にし

ておく必要があるように思われる。また、

現在の制度では再来日が禁止されている
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が、その制限を撤廃し、技能実習生の今

以上の労働意欲（モチベーション）を高

めるインセンティブが必要となる。また、

彼らのモチベーションを高める為にも、

対象職種の拡充、実習期間の延長、来日

回数の撤廃など大胆な改正が必要となる。	

この制度には色々な面からの批判が出て

いる。その中には、当然に対処し、修正

していく必要なものもある。しかし、「技

能実習生」の賃金は日本の 低賃金水準

にあり、途上国の賃金からみて 賃レベ

ルは高く、往復旅費や研修費が船主が負

担しているのである。また、医療保険な

どが整備されていることから、国際的に

みても妥当なものであると思われる。必

要以上に批判されていることに対しては、

事実を持って反論していく必要があるの

では。	 	

	 今後の方向性としては、一つに、技能

実習生に日本の漁船が依存しても、送り

出し国に支払う管理費や、その他賃金以

外の費用が発生しており、労働コストの

大きな圧縮にはなっていないのが実態で

あるが、漁船サイドは彼らの受入をメリ

ットとして捉えている。それは、不足す

る労働力を彼らにとって補われたと言う

だけでは無いことにある。高齢化し、経

験が豊かで熟練した乗組員だけでは、生

産現場の生産性が期待したほどに上がら

ないが、未熟練な若い技能実習生が職場

に参加するだけで、職場の環境が変化し、

生産性が向上するという実態があるとの

こと。こうした問題も含めて、今後検証

していく必要があろう。二つに、彼らの

転職の可能性（職業選択の自由保障）や

家族の呼び寄せを認めるなど、日本での

単身で隔離された彼らの生活から解放さ

せ、もっと自由を与えることで彼ら自身

のモチベーションを引き出す制度設計も

必要となる。そうなると、限りなく「移

民」の受け入れに接近することとなる

が･･･。	

	 一方、彼らが地域社会に増加すること

で、治安の悪化や社会保障費の増大、格

差拡大などマイナス面も顕在化していく

ことが考えられる。こうした面での対策

も十分行っていかないと国内からの反発

が増加し、制度自体の存立が危ぶまれる

可能性もある。	

	 更に、この制度の建前である技術移転

にこだわるなら、研修制度に「学び」の

領域を拡充する必要があろう。また、帰

国後に、技術・技能が活用できる雇用の

場を創設することも検討しておく段階に

きているのでは（日本の開発投資などに

よって行う）。これは、私たち（佐々木、

堀口、三輪）が書いた「水産振興」論文

に対する元水産庁長官の佐竹五六氏から

指摘された点でもある（巻末資料２を参

照）。	

	 そして、私が も危惧する点は、日本

の漁船での技術、技能が日本人の手に残

っていくのかという点である。日本の漁

船に従事している「技能実習生」は、見
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てきたように優秀な青年が多く、３年間

の期間中に、経営者が期待するまでに技

能を高め、日本漁船で求められている品

質を重視した付加価値生産に十分に応え

てくれている。そうなると、心配なのが

日本の若者たちが如何なのかと言うこと

である。確かに、インドネシアの青年を

始め海外から「技能実習生」が来てくれ

るのは良いのだが、いままで作り上げて

きた日本の漁労技術や現場での技能にノ

ウハウと言った漁業経営にとって必要な

これらの資源は、日本人でなく彼らが担

うというパラドキシカルな関係に陥る危

惧が現実のものとなりつつある。	
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と課題－技能実習制度の運用と展開に必

要な視点－」東京水産振興会『水産振興』

第568号，2015年。	
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図１ 漁業従事者の推移と漁獲量及び漁獲額との関係 

図２ 高度経済成長以降の漁業生産性の推移（物的生産性と価値生産性） 
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水揚金額/年 130,000,000
操業経費/年 55,000,000
漁業利益/年 16,500,000

操業経費 漁業利益

　　船主取分 55 71,500,000 55,000,000 16,500,000
　　乗組員取分 45 58,500,000

役職 持歩 賃金(円) 人 賃金総額(円)

漁労長 2.1 5,584,091 1 5,584,091
船長 1.7 4,520,455 1 4,520,455

機関長 1.5 3,988,636 2 7,977,273
甲板長 1.0 2,659,091 2 5,318,182
操機長 1.0 2,659,091 2 5,318,182
コック 1.0 2,659,091 2 5,318,182

甲板員 1.0 2,659,091 6 15,954,545
見習い 0.8 2,127,273 1 2,127,273
実習生 0.8 2,127,273 3 6,381,818

計 20 58,500,000

  　例えば；水揚金額：1.3億円（操業経費：5,500万円とすると。漁業利益は7,500万円）
となるが，水揚金額1.3億円を船主と船員が折半する。

島根県浜田・沖合底曳網漁船の賃金モデル計算(試算)

－　大仲歩合制賃金　－

・漁業利益の船主と乗組員の分配方法：

　漁業利益を船主と船員で5.5:4.5で分配する。

　水揚金額の55％－操業経費（市場手数料十油代十漁具費十函・氷代十諸経費＜研
修費を含む　＞）＝漁業利益

技能実習1号 技能実習2号

115,700 125,500

19,957 24,277

雇用保険 578 627

厚生年金 10,290 10,987

船員保険 5,369 5,733

所得税 720 1,130

市県民税 0 2,800

海員組合費 3,000 3,000

95,743 101,223

〔表5-3〕技能実習生の月給（2013年9月現在、単位：円）

注）山口県以東機船底曳網漁業協同組合「実習生賃金（UPAN MAGANG
TEKHNIS）」より作成。

基本給

控除額

支給額
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  巻末資料１：［モデル例］	

 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 労働協約書	
	
 	 ○○漁業協同組合（以下「船主」という）と全日本海員組合（以下「組合」という）は、	
 相互の理解と信義に基づき、○○漁業の健全なる発展と、外国人漁業技能実習生（以下「技	
 能実習生」という）の秩序ある受入れを図るため、以下の通り、労働協約を締結する。	
	
 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 記	
 	 (協約の適用)	
 第１条	 本協約は別紙記載の漁協所属船に乗り組み技能実習制度に基づき就労する技能実習	
 	 	 	 生に適用する。	
 	 (有効期間)	
 第２条	 この協約の有効期間は○年○月○日から○年○月○日までとする。ただし、技能実	
 	 	 	 習生として在留資格受有後はこの許可期間を有効期間に読み換えるものとする。	
 	 （非居住特別組合員）	
 第３条	 漁協所属船舶に乗り組む技能実習生は組合の非居住特別組合員（以下「組合員」と	
 	 	 	 いう。）とする。	
 	 (雇用期間の解約)	
 第４条	 船主は、雇用期間中に船主の都合で雇用契約を解約するときは技能実習生に対し基	
 	 	 	 本給の１ヶ月分相当額の手当を支払わなければならない。ただし、懲戒解雇されたと	
 	 	 	 き、職務に関し本人に過失のあったとき、又は不適任であるとき、もしくは本人の都	
 	 	 	 合により解約するときはこの適用を除外する。	
 	 (組合費の徴収)	
 第５条	 船主は技能実習生の賃金から組合費を源泉徴収し、組合に納入するものとする。	
 	 (訪船活動)	
 第６条	 船主は組合執行部員が船内業務を妨げない範囲内で船舶を訪船することを認める。	
 	 	 	 ただし、予め船長の承認を得るものとする。	
 	 (船内の苦情処理)	
 第７条	 船内における苦情は職制を通じて解決するものとする。ただし、船内で解決できな	
 	 	 	 いときは船主と組合が協議し解決を図るものとする。	

インドネシア
中国

３年間の実習
従事した漁業種類 日　　本

カツオ釣

マグロ延縄 　　カツオ釣　　　→　　カツオ釣
　　マグロ延縄　 →　 マグロ延縄

まき網 　　まき網　　 　　→　　海外まき網
インドネシアの 　　イカ釣　　　　 →　　イカ釣

イカ釣     底曳網　　　　　　　 遠洋トロール
　　　　　　　　　　　　　　エビトロール

底曳網

インドネシア・中国

定置網

中国（学歴不詳） 養殖業

修得した技能を活かせる場を国内で
作る為に，JICAの援助を得て，定置
網や養殖業の振興を図っている。

<技能実習>

日　本

日本の資本が運営する漁船マルシップに乗
船する。乗船する漁船は，日本で実習した
漁船に乗る場合が多い。

実習終了（帰国）後

水産高等学校
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  （労働時間及び休憩時間）	
 第８条	 航海中の乗組員の通常の労働時間は１日○時間以内、１週間について○時間以内と	
       する。	
 	 	 ２	 操業中は１日について少なくとも○時間の休憩時間を与える。船長は臨時の必要が	
 	 	 	 あるときはこの規定にかかわらず休憩時間を○日について少なくとも○時間とするこ	
       とができる	
 	 	 ３	 停泊中（出入港口を除く。）の労働時間は１日○時間以内、１週間について○時間以	
       内とする。	
 	 	 ４	 前各項目の労働時間を原則とし、日本人船員の労働協約又は就業規則に定める労働	
 	 	 	 時間を準用するものとする。	
 	 （例外規定）	
 第９条	 次の作業に従事した時間は労働時間に算入しない。	
 	 	 	 （１）人命、船舶もしくは積荷の安全を図るため、又は人命もしくは他船を救助する	
           ための作業	
 	 	 	 （２）防災訓練・救命艇訓練、その他のこれに類似する作業	
 	 （休日）	
 第10条	 技能実習生の休日は日曜日・国民の祝日・年末年始（原則として12月31日から１	
 	 	 	 	 月３日まで）その他船主と組合が協議して決めた日とする。	
 	 	 	 ２	 国民の祝日が日曜日と重なったときは翌日を休日扱いとする。	
 	 	 	 ３	 前各項は航海中・操業中はその適用を除外する。	
 	 （有給休暇）	
 第11条	 有給休暇は船員法（省令）の定めに基づき乗船期間１年で○日の有給休暇を付与す	
         る。	
 	 （賃金の支払い方法）	
 第12条	 船主は技能実習生の賃金を直接本人に全額通貨で支払う。	
 	 	 	 ２	 船主は技能実習生から請求されたときは、本人に支払う賃金をその同居の親族ま	
 	 	 	 	 たは本人の収入で生活する者に支払う。	
 	 	 	 ３	 船主は賃金から家族送金額等を差し引いた残りの金額を直接本人に手渡さなけれ	
         ばならない。	
 	 （賃金からの控除及び相殺）	
 第13条	 船主は賃金を支給する場合、次のものを控除する。	
 	 	 	 （１）所得税	
 	 	 	 （２）船員保険料など公的保険料	
 	 	 	 （３）船主が技能実習生に対して債権を有するときは給料について３分の１を超えな	
 	 	 	 	 	 い範囲の金額。	
 	 	 	 （４）船主が技能実習生の犯罪行為に基づく損害賠償の請求権により相殺する金額	
 	 	 	 （５）組合費	
 	 （賃金の支払い時期）	
 第14条	 基本給（固定給）の支払日は毎月○日とする。ただし、その日が休日のときは前日	
 	 	 	 	 に繰り上げる。	
 	 	 	 ２	 船主は技能実習生が雇用期間途中に下船する場合、前各項の規定にかかわらずそ	
 	 	 	 	 の日数に応じて賃金を支払う。	
 	 （賃金の支払い計算）	
 第15条	 賃金計算の起算日は毎月○日とし、賃金の日割計算は１ヶ月を30日として算出す	
        る。	
 	 （賃金）	
 第16条	 技能実習生の賃金は、次の通りとする。（別表－１）	
 	 	 	 （１）基本給	
 	 	 	 （２）航海手当	
 	 	 	 （３）その他の賃金（手当）	
 	 （有給休暇中の賃金）	
 第17条	 有給休暇中の賃金は基本給の30分の１相当額及び食料金を加えたものを１日あた	
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 	 	 	 	 りの金額とし精算支給する。	
 第18条	 本線に乗船するための旅費はすべて船主が実費負担する。	
 	 	 	 ２	 船主は次の場合、本船下船地から居住地までの間の航空機・鉄道・船・バス等の	
 	 	 	 	 実費を旅費として支給する。	
 	 	 	 	 （１）契約期間満了後下船する場合	
 	 	 	 	 （２）傷病で下船する場合	
 	 	 	 	 （３）船主都合による下船の場合	
 	 	 	 	 （４）その他船主が必要と認めた場合	
 	 (船内食料)	
 第19条	 船主は技能実習生に対し、乗船中、日本人船員と同様の船内食料を供給する。	
 	 （傷病給付及び災害補償）	
 第20条	 船主は技能実習生に対し次の通り傷病給付及び災害補償を行う。	
 	 	 	 （１）技能実習生が職務上の事由（乗船中の職務外の事由を含む。）により負傷又は罹	
 	 	 	 	 	 病した場合は船員法及び労災保険の定めに基づき給付を行う。	
 	 	 	 （２）技能実習生は職務上の事由（乗船中の職務外の事由を含む。）により死亡した場	
 	 	 	 	 	 合又は乗下船（第18条各項に該当する場合に限る。）のための旅行中死亡した場	
 	 	 	 	 	 合はその遺族に対し船員法及び労災保険の定めに基づき給付を行う。	
 	 	 	 （３）技能実習生が職務上の事由により負傷又は罹病し、その結果機能障害のために	
 	 	 	 	 	 元の状態に復帰できない場合は船員法及び労災保険の定めに基づき給付を行う。	
 	 	 	 （４）技能実習生が乗船中に行方不明になった場合は船員法並びに労災保険及び船員	
 	 	 	 	 	 保険法の定めに基づき給付を行う。	
 	 	 	 （５）船主は前各項に定めるほか、国際研修協力機構（JITCO）が取り扱う外国人技能	
 	 	 	 	 	 実習生総合保険に加入し、技能実習生特約に基づき保険金請求を行い保険金給付	
          を行う。	
 	 (葬祭料)	
 第21条	 船主は技能実習生が第20条第２項により死亡した場合船員法並びに労災保険及び	
 	 	 	 	 船員保険法の定めに基づき給付を行う。	
 	 (所持品喪失手当)	
 第22条	 船主は技能実習生が乗船中海難に遭遇しその所持品を喪失した場合は、その程度に	
 	 	 	  応じて基本給の１ヶ月分相当額の範囲内の金額を所持品喪失手当として支給する。た	
 	 	 	  だし、その際本人が死亡したときはその遺族に対してこれを支給する。	
 	 （船内秩序）	
 第23条	 技能実習生は常に船内融和に努め、秩序を維持するため次の事項を守らなければな	
         らない。	
 	 	 	 （１）上長の職務上の指示命令に従うこと	
 	 	 	 （２）職務を怠り又は他の乗組員の職務を妨げないこと	
 	 	 	 （３）船長の指定する時までに船舶に乗り込むこと	
 	 	 	 （４）船長の許可無く船舶を立ち去らないこと	
 	 	 	 （５）船長の許可無く救命設備その他の重要な属具を使用しないこと	
 	 	 	 （６）船内の食料又は淡水を濫費しないこと	
 	 	 	 （７）船長の許可無く電気若しくは火気を使用し、又は禁止された場所で喫煙しない	
           こと	
     	 （８）船長の許可無く日用品以外の物品、特に劇薬・麻薬・火薬・凶器等危険物を船	
           内に持ち込み、又は船内から漁船用品や漁獲物を持ち出さないこと	
 	 	 	 （９）船内において争闘乱酔強要その他同僚と喧嘩口論したり粗暴な言動を弄しない	
     	     こと	
    	  （10）船内において賭博を行わないこと	
     	 （11）その他船内秩序を乱し危険をもたらすような事をしないこと	
    ２	 技能実習生は船長・漁労長の許可無く業務関係者以外の者を船内に立ち入らせてはな	
      らない。	
    ３	 技能実習生は業務上において正当な事由なくして他人から不当の金品その他の利益を	
      受け又は饗応を受けてはならない。	
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 第24条	 船主は技能実習生が職務上の業務に違反又は法令規則や労働協約に違反したときは	
 	 	 	  懲戒することができる。	
  	 ２	 懲戒は次の三種とする。	
 	 	 （１）解雇	 即時解雇とする。	
 	 	 （２）減給	 基本給の10分の１以内とし期間は３ヶ月以内とする。	

 	 	 （３）戒告	 始末書を提出させ将来を戒める。	
	
 	 	 	 	 ○○年○月○日	
 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ○○漁業協同組合	
 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 組合長○○○○	 印	
 	 	 全日本海員組合	
 	 	 組合長○○○○	
 ○○支部長○○○○	
 代理	
 印	

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊	
 別表－１	
 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (基本給その他の賃金表)	
	
	

  区分	    基本給	  航海日当	  その他の賃金(手当)	    合	 計	 	
	  月額	           円	          円	                   円	           円	

   １．航海日当額については○○○○船主協会と全日本海員組合が締結した労働協約の	
 	 	 定めによる。	
	  日額	   国内	   員級○○欄	           円	 	

 	 ２．上記賃金表の（その他の賃金）には労働協約第８条に定める労働時間を超えた場合の	
  	 	 対価を含むものとする。	
 	 （附則）	
 第８条（労働時間及び休息時間）の適用について	
 	 指摘漁船に乗り組む海員の労働時間及び休日に関する省令（漁労則）の適用を受けない漁	
 船については下記のとおり適用するものとする。	
	

 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 記	
	
 	 労働協約第８条に定める労働時間及び休息時間について、船長は臨時に特に必要と認める	
 場合にはこれを延長することができるものとする。	
	

 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 以上	
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第 13 章 

 

介護人材の不足と外国人労働者受け入れ 

————EPA による介護士候補者受け入れの事例から———— 

 
法政大学社会学部 

教授	 	 上林	 千恵子 
（研究協力者） 

 
1.はじめに 

	 介護人材は現時点でも既に不足状態に

ある。そのため労働力不足を外からの労

働者受け入れ、すなわち外国人労働者を

受け入れて解消しようとする試みがある。

その具体案を実施するための改正法案が

2015年に成立見込みだ。2015年 3月 6
日に閣議決定された内容では、第 1 に、
入国管理法を改正してそこに「介護」と

いう在留資格を新設し、日本で介護福祉

士等の国家資格を取得した外国人留学生

に対して就労を認めること、第2に、従
来の技能実習制度の中に介護職を認め、

技能実習生が介護労働者として就労する

道を開いたこと、である。本稿では、こ

のように近年、急速に展開を始めた介護

分野への外国人労働者の導入について、

2008 年から既に受け入れてきた経済連
携協定（EPA）による介護士候補者受け
入れの実態と現在の問題点を明らかにし

たい。そして、それは今後に開始される

技能実習生、元留学生というルートによ

る外国人介護人材の受け入れを考察する

際に、何らかの示唆となろう。 
 
2.介護人材の不足と外国人労働者導入 

 2.1.介護人材の不足 

	 日本の将来にわたって介護人材が不足

することは、直視すべき不可避の事実で

ある。少子高齢化が根本的原因であるが、

短期的には団塊世代が2025年以降に75
歳以上の後期高齢者のライフステージに

到達するため、この前後の十数年間は不

足が大きい。それの理由は単に高齢者が

75 歳以上になって後期高齢者の人数が
増加したという数量的なものだけでなく、

質的にも医療水準の向上により認知症の

高齢者が増加してくることが予測される

からだ。介護人材の人数は、介護保険が

創設された 2000年の 55万人から 2013
年度の 171 万人まで大幅に増加したが、
それでも 2025年の需要見込みは 253万
人であり、供給見込の215.2万人との間
の需給ギャップは 37.7 万人とされてい
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る1 
	 社会保障審議会福祉部会福祉人材確保

専門委員会は「2025年に向けた介護人材
の確保」(2015年 2月 25日)という報告
書を出した。報告書中には、(介護人材へ
の)参入促進、労働環境・処遇の改善、資
質の向上、という介護人材の供給拡大の

ための政策対応が記されている。しかし

外国人労働者への言及はみられない。不

足する介護人材のために外国人労働者を

受け入れるという施策は、この時点で既

定路線となっていたが、それがこの報告

書で言及されていない理由は、「介護職員

側からの慎重な意見や移民論議への警戒

感もあるため」2といわれている。同じく

厚生労働省の研究会として、「外国人介護

人材受入れの在り方に関する検討会」も

先の専門委員会と同時期の2014年10月
に開始されており、介護人材不足対策が

同時期に国内からの確保対策、国外から

の確保対策の両面から検討されているの

である。EPA以外による外国人介護人材
の受け入れ拡大政策は、それを移民政策

と称するかどうかは別として、また介護

福祉士の職業団体である日本介護福祉士

会、介護労働者の労働組合である日本介

                                            
1厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉

人材確保対策室（2015）「2025年に向け
た介護人材にかかる需給推計（確定値）

について」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000088998

.html  (2015年6月30日取得) 
2 日経新聞、2014年10月28日付朝刊 

護クラフトユニオン等の反対にもかかわ

らず、実質的にはゴーサインが出たとい

ってよいであろう。 
 
 2.2.なぜ外国人労働者なのか？：介護

労働の特徴と日本の介護保険制度 

	 なぜ介護人材不足が外国人労働者受け

入れと結びつくのか？これまで日本の移

民政策は一貫して単純労働分野の外国人

労働者の受け入れを拒否してきた。技能

実習制度は外国人労働者の受け入れでは

なく発展途上国への技能移転であるとい

う建て前が必要とされ、この建て前がな

くては制度設立が困難であった（上林、

2015）。また日本の外国人労働者政策は、
入国管理政策であるという口実の下に、

正しく労働者政策として位置づけられて

きておらず、従来の労使関係の枠外に置

かれてきたという指摘もある（濱口、

2010）。筆者からみると、外国人労働者
を受け入れないという建て前があるため

に、本来ならば移民政策と称すべきもの

を、正面から検討してこなかったという

憾みが残る。こうした日本社会の世論を

前提にしながら、今回の外国人介護労働

者受け入れに関してだけは、早急に受け

入れ態勢が整いつつある。その理由はど

こにあるのだろうか。その理由として以

下の3点を指摘できよう。 
	 介護人材を外国人労働者に依存しなけ

ればならない第1の理由は、介護労働が
典型的なサービス労働であるからだ。サ
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ービス労働の特徴は、商品の供給と消費

が同時に行われるために、サービスを予

め蓄えておくことができず、サービスの

移動も困難だ。要介護者である高齢者と、

介護支援者である介護人材が同じ場所に

居なければならない。製造業のように、

人手不足ならば企業が労働力豊富な海外

へ製造現場を移転させること、あるいは

海外から部品・製品を輸入することは介

護サービスではおよそ考えられない。健

康な高齢者ならば自由意志で海外での引

退生活という選択肢もあるだろうが、既

に要介護の段階に至った高齢者には該当

しない。介護人材は日本人であろうと、

外国人であろうと、日本の土地で就労し

てもらわなければならない。 
	 また第2に、サービス労働は労働集約
的労働の典型であり、機械化や技術革新

による生産性向上が難しい。確かに介護

労働の肉体的負荷を軽減化するために、

介護ロボットをはじめ多くの機器や設備

が開発され、現場へも少しずつさまざま

な機器が導入されている。今後もこうし

た方向でのイノベーションが待たれよう。

しかし介護労働の基本は人間同士のコミ

ュニケ―ションにあり、それを促進させ

るための技術革新である。介護職員一人

当たりの要介護者の基準人員が決められ

ている理由も、その基準以下では提供す

る介護サービスの質保証が難しくなるか

らで、製造業のように人員削減による生

産性向上という施策に対しては一定の掣

肘が加えられている。 
	 そして第3に介護労働に伴う特殊日本
的な事情である。日本の介護サービスに

はほとんど介護保険が適用されている。

したがって介護サービスの供給主体であ

る介護人材の雇用も主として公的保険で

運用される介護施設によってなされてい

る。介護人材の賃金は直接的には彼ら・

彼女らを雇用する介護施設から支払われ

るが、その基準は介護サービスごとに国

が単価を定めている介護報酬によってい

る。その結果、花岡智恵が指摘するよう

に、市場変化にともなう価格調整が遅れ、

介護労働力の供給変化が市場の需要動向

に追いつかず、慢性的な介護労働力の不

足が生じるというような事態が発生して

いる（花岡、2015）。こうした事態を前
提に、花岡は介護サービスを財政と切り

離して自由価格設定の余地を残すと共に、

介護報酬の引き上げを介護労働者の賃上

げに回すことを提案している。 
	 現状では、保険原理を介護サービスに

適用しており、その保険料は全国民の負

担によるものとなっている。介護労働者

の賃金は、保険料収入という財政原理の

もとで低めに抑えられている。その制度

下で就労する介護労働者の賃金を上昇さ

せるには、介護保険制度の見直しが必要

とされよう。 
しかしそもそも、介護保険制度は保険

制度という所得の再分配制度を採用して

おり、そこには一種の平等思想がみられ
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るのである。小川全夫は（医療保険制度

を含めた）介護保険制度について、「いつ

でも、どこでも、だれでもが病院での治

療や施設・在宅介護サービスを利用する

ことができるが、そんな国は珍しいとい

う」と評価している3。所得および資産格

差が大きくなる高齢期に、保険制度によ

って所得の再分配を実施し、一定の介護

サービス、主として要介護高齢者への介

護サービスを確保すること、とりわけ低

所得者への介護サービスを供給すること

が介護保険の目的であり、その目的は現

在まで十分に果たされているといえよう。 
	 この介護保険制度の理念と根本的な制

度設計を維持しつつ、かつ大幅な保険料

の値上げを避けつつ、さらに現行のよう

に介護サービス受給者に所得制限を設け

ないまま、必要とされる介護労働力を確

保するための提案の一つが、この介護労

働への外国人労働者受け入れ施策なので

はなかろうか。EPAで受け入れた外国人
介護候補者の来日動機には、①（現在の

日本人介護士に支払われている）日本の

賃金水準でも魅力を感じる、あるいは②

日本の介護サービスの内容に魅力を感じ

る、③日本語習得に意義を感じる、など

いくつかの動機がみられる。したがって

現状の日本の介護職への就業希望者を日

本の周辺国に見出すことは、可能であろ

                                            
3 （小川全夫、2010）pp.70 

う4。こうした人材を海外で見出せること

を前提にした上での、日本の外国人介護

労働者受け入れであると思われる。 
	 以上、介護労働の持つ特徴と、日本の

介護保険制度から、不足する介護人材の

供給源の一つとして、外国人労働者が期

待されているものと思われる。 
 
3.EPA（経済連携協定）による介護士労働

者の受け入れ実態 

 3.1.EPA による受け入れの経緯：受け

入れへの政策転換 

	 介護労働の持つ特徴は、外国人労働者

の受け入れに依存しやすいことを示した

が、これが政策として展開されるために

は別の政治的・社会的文脈が必要とされ

る。日本の場合は、外国人労働者を介護

                                            
4 もっともアメリカ、カナダ、EU諸国
もまた日本が期待するのと同じ外国人介

護労働者の受け入れを行っており、そう

した諸国での介護職への賃金水準は日本

を上回る場合が少なくない。その多くは、

介護労働者というよりも、家庭内で老人

介護や子どもの保育、料理などの職務を

こなす住み込みのメイドであり、当然の

ことながら、こうした外国人メイドを雇

用可能な社会階層は、高額所得者に属す

る。アジア諸国を含め、国際的にこの介

護労働者、あるいはメイドと総称される

家事使用人への需要は大きく、長期的に

見た場合には、将来の日本の介護労働市

場が、世界の家事労働者と介護労働者の

労働市場の中で競争力を持ちうるかどう

か、今後、丁寧に検討してみる必要があ

ろう。 
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士候補者として受け入れる契機となった

のは、東南アジア諸国との二国間経済連

携協定（EPA）の枠組みによる。日本と
フィリピンの間では 2004 年に既に大筋
の合意ができていた。外国人介護士候補

者の日本への受け入れ開始年度は、イン

ドネシアからが 2008 年、フィリピンか
らが2009年、ベトナムからは2014年で
ある。今後は、タイからの受け入れが予

定されている。その受け入れ人数は、

2008 年から 2015 年までの累積人数
2078人と非常に僅かであるが、とにかく、
日本の介護士受け入れに対して突破口を

開いたものとして意義が認められる。 
	 これまで日本は医療・福祉分野の外国

人従事者の受け入れは実質的にはなかっ

た。一方、他の先進国では既にこの分野

の人材を海外に求めている例が多く、「諸

外国の看護師・介護士の受け入れは、規

模にしてかなりのものであり、明確に国

内の需給のアンバランスの解決のために

導入された政策である」5という評価がな

されている。日本も遅ればせながら、医

療・福祉分野への外国人労働者の導入が

考えられる段階に達し、EPAによる介護
士候補者受け入れを開始した。これは明

らかに従来の政策の転換点であった。 
	 もっとも現実的な受け入れ効果は、受

け入れ人数があまりにも少なくて影響力

が乏しい。これは松本邦愛が既に、「国内

                                            
5 （松本・瀬戸・長谷川、2011）pp.196 

の需給には影響を与えない」と指摘して

おり(松本邦愛、2011)、また後藤純一も、
現状でも 15 万人以上の規模で受け入れ
なければ看護・介護分野の人手不足解消

にはつながらないと指摘している（後藤

純一、2014）。さらに、看護・介護士受
け入れの影響力が乏しいことは、EPA自
体にとっても同様であり、日本・インド

ネシアEPAの日本語の条文全 617ペー
ジのうち、物品の貿易に関する章が 218
ページと 大であるのに対し、外国人看

護師・介護福祉士の移動について割かれ

たページ数は僅か7ページに過ぎないと
いう6。現状では、送り出し国への経済的

影響力という点でも日本の外国人介護労

働者受け入れは象徴的意味合いの方が強

いといえるだろう。 
	 すなわち、日本への外国人介護労働者

受け入れは、日本製品の輸出への見返り

として受け入れが始まったのである。し

かし、日本は現在まで公的には単純労働

者の受け入れを承認しておらず、また日

本の介護労働市場への影響力を軽微なも

のとするために、この EPA による受け
入れ交渉でも、介護士の技能レベルをで

きるだけ専門職に近いものへ位置づける

努力を払った。 
	 そもそも介護福祉士という日本の国家

資格は他国にはないものであり、特殊日

本的資格である。また世界の潮流を見る

                                            
6 （松本・瀬戸・長谷川、2011）pp.196 
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と、介護士の職務内容と技能レベルにつ

いては、医療行為に近く高度の専門性を

必要とするものから、家事労働者に近く

低熟練作業まで非常に多様である。日本

の EPA での介護士候補者受け入れは、
その専門性を強調する枠組みで受け入れ

を実施したために、フィリピンとインド

ネシアの看護師協会からは、両国の看護

師を日本の介護士候補者として送り出す

ことは、現地の資格の格下げ
．．．．．．

であり、看

護師の社会的地位を下降させるものであ

るという批判がなされた7。いわば、日本

が送り出し国の資格を格下げして取り扱

うことに対する非難である。ただし、こ

うした職能団体の総論としての意見と、

個々の渡日希望の看護師資格保持者の立

場は別であるので、日本が厳しい受け入

れ基準を設定しても、候補者の募集は可

能であった。 
	 以上の経緯から、この EPA による外
国人介護労働者受け入れの意義は、日本

がこの分野の門戸を国外に開放したとい

う点にみられるのであり、実質的な介護

人材不足の解消のための政策であったこ

とではない。そうした留保条件を付した

上で、次に EPA 外国人介護労働者の受
け入れ実態をみておこう。 
 
 3.2.EPA による外国人介護労働者の受

け入れ実態 

                                            
7 （安里和晃、2009）pp.392 

 3.2.1.受け入れの枠組み 

	 2008 年に対インドネシアで開始され
た EPA による外国人介護労働者受け入
れの枠組みは表１に示されるとおりであ

る。 
	 介護士の応募要件が、現地送り出し国

の介護士認定基準よりも相当程度、厳格

に設定されていること、先方の送り出し

斡旋機関は直接的に政府組織の一部であ

ること、訪日前の日本語研修期間が6か
月（インドネシア、フィリピン）、1年（ベ
トナム）と相当程度、長期にわたってお

り、訪日後の6か月間の日本語研修を経
て、日本語能力N3レベルが求められて
いる。N3レベルとは、「日常的な場面で
使われる日本語をある程度理解すること

ができる」というレベルである。技能実

習制度による介護士候補者の受け入れ基

準がN4レベル（基本的な日本語を理解
することが出来る、小学校低学年レベル）

よりも高く設定していることに注目した

い。 
 
 3.2.2.受け入れ人数 

	 EPA による介護士候補者受け入れ実
績は、表2にみられるとおりである。 
	 2008 年以降 2015 年現在までおよそ
2000 人強の介護士候補者が来日してお
り、受け入れ施設数も延べ913施設とな
っている。2010年以降、受け入れ人数、
受け入れ施設数が減少した理由は、受け

入れ施設、受け入れ候補者に対する受け

207



第 13章 介護人材の不足と外国人労働者受け入れ（上林千恵子） 

 
 

入れ基準が高めに設定されていたためと

思われ、この点は次節で述べるように改

正されて、再び 2014 年以降に受け入れ
人数が増加した。 
 
 3.2.3.介護福祉士試験の合格の状況と

帰国者の人数 

	 各施設が受け入れた外国人介護士候補

者は、就業経験3年後に国家試験の受験
資格を得られる。これは日本人介護士が、

実務経験3年で国家試験可能となること
と同様の扱いである。試験制度について

は、1度不合格でも再受験を認めること、
試験問題で使用されたすべての漢字に振

り仮名を付記すること、疾病名等への英

語表記を付記する、試験時間を 1.5倍に
延長するなどの優遇措置を EPA による
介護士候補者へ認めることにより、合格

率は当初より向上した。2014年までで、
受験資格者 622人、合格者数 317人で、
合格率は51.0％となる。表3で示した数
値は、入国者に占める資格取得者の割合

であるが、3 年間の就業経験という資格
を満たせずに帰国した人も出ているため、

資格取得率は4割である。合格率よりも
低い。 
	 また入国者に占める就労者の比率をみ

ると、帰国者の割合は受け入れ年度を遡

れば遡るほど多くなっており、資格取得

者ならば日本への在留資格が付与される

にもかかわらず、帰国する人が少なくな

い。2009年度の場合、入国者379人で、

就労者は163人、資格取得せずに候補者
として就労継続している人が 64 人いる
ので、就労者の比率は43.0％となる。介
護福祉士の資格を取得できずに、再受験

を前提に就労継続している人は今後、ど

の程度生ずるかは予測しがたい。3 年の
就業経験の後に、介護福祉士試験に合格

しなくても、再受験を前提に1年間の就
労継続可能な措置がとられたので、これ

からは候補者としての身分のまま日本で

4 年間の単位で就労する人が増大する可
能性もあろう。 
	 その理由は、彼ら介護士候補者が必ず

しも日本への定住化を目的とせずに来日

しているからである。介護福祉士資格を

取得すれば日本での定住化が可能である

が、それを求めて来日している候補者が

どれだけいるだろうか。結城康博はイン

タヴュー調査から、EPA外国人介護労働
者の場合、「一定程度、日本で働き高い賃

金を得て日本語も取得できれば、それで

外国人介護士は十分であるのだ」と結論

付けている（結城康博、2014）。日本で
の介護福祉士資格を持てば母国での就業

に困ることはない。さらに結城は触れて

いないが、日本の介護施設では年功賃金

体系をとっていないから、勤続年数に伸

びによる賃金上昇もなく、また介護福祉

士資格取得による賃金上昇も基本的には

見込まれていないので、長期勤続や資格

取得への動機づけに欠ける。これは日本

人介護士の低い定着率の一つの原因であ
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るが、それは外国人介護士にとっても同

じ条件であろう。 
 
4.EPA による外国人介護労働者受け入れ

に伴う困難 
	 以上の受け入れ実態をもとに、次に受

け入れに伴う問題を検討しよう。 
 
 4.1.受け入れ費用の問題：受け入れ施

設側の問題 
	 EPA による外国人介護士受け入れ問
題に中で、受け入れ施設側にとって も

切実な問題は受け入れ費用の問題である。

外国人労働者受け入れというと、安価な

労働力を使い捨てにするという非難がな

されるが、その受け入れが介護福祉資格

の取得という目的を持つ場合、その受け

入れは一種の介護の実務研修という教育

訓練の性格を持たざるを得ないし、また

規範としてはそうでなければならない。

外国人技能実習制度が設立された当初は、

その研修目的を担保するために実に様々

な運用基準が設置されたことと重ね合わ

せればよいだろう。本来、教育訓練はコ

ストがかかるし、またコストを掛けるべ

きものなのだ。 
	 具体的に介護士受け入れ施設の費用負

担をみると、求人に伴う費用として、海

外現地での求人費用、斡旋手数料、日本

での滞在管理費(巡回訪問、相談窓口の開
設など、技能実習生に対して国際研修協

力機構 JITCO が行っていた活動のため

の費用)を日本側斡旋機関の国際厚生事
業団に支払い、また現地送り出し機関で

ある政府機関に1人あたり4万円弱から
5 万円強を支払う。更に、日本語研修費
用としてインドネシア人候補者、フィリ

ピン人候補者それぞれ 1人当たり 36万
円、ベトナム人候補者の場合は、現地で

の日本語訓練費用は ODAによる日本政
府負担となるのでやや費用が押さえられ、

1人当たり26万円である。受け入れ施設
は、基本的には2人以上の候補者を受入
れなければならないため、施設の負担金

額は就業前研修までの負担だけで100万
円を超え、就業後も月々約 30～50 万円
かかるという(寺本雅夫、2010)。その結
果、EPAによる介護士候補者受け入れ制
度が開始された直後は、受け入れ施設は

こうした費用負担が可能な極めて優良施

設に限定されていたことも不思議ではな

い。 
加えて金銭的な負担ばかりではなく、

もっとも大きな費用は、受け入れた介護

士候補者の研修を担当する、ベテラン介

護士の機会費用の問題である。外国人介

護士に対しての職場研修はどの職場でも

ベテランが担当するが、その研修担当者

を通常の現場業務から離して研修を担当

させるには、職場要員に余裕がなくては

難しい。人手不足の職場では、外国人労

働者を介護士候補者として受け入れる余

裕がないことになる。 
こうした金銭上の、また要員上の費用
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負担は、外国人介護士受け入れ施設の数

を限定してしまう。そのため、EPAによ
る介護士受け入れの枠組みにいくつかの

正が行われた。第1に、受け入れ施設へ
の学習経費の支援制度ができ、候補者一

人当たり年間 23.5 万円以内で日本語学
習に対する支援費用が給付され、また受

け入れ施設の研修担当者への手当という

名目で、1施設当たり年間 8万円以内の
支援費用が出されるようになった。第 2
は、配置基準の見直しである。2013年4
月から、介護士候補者でも就労して6か
月以上を経過した人、あるいはN2以上
の日本語能力を持つ人は介護保険制度で

認める職員として認められるようになり、

夜勤も担当可能となった。外国人介護士

に対しては、募集費用、日本語訓練費用

などを負担した上で、かつ賃金水準は日

本人介護士と同等、しかし正規職員とし

て介護報酬に反映はされない、という条

件では、受け入れ施設側の持ち出し費用

は極めて高かったので、その点が改正さ

れた。 
しかし、既にふれたように、教育訓練

とは費用を要するものであり、外国人介

護士の受け入れが留学としての性格を持

つとしたら、こうした労働力としてカウ

ントする側面は教育効果をやや減じるこ

とになろう。一時的に発生する求人費用

以外に、継続的に発生する教育訓練費用

の負担問題は、受け入れ施設にとって、

また外国人介護労働者受け入れの問題全

体にわたって大きな課題であろう。 
 
 4.2.日本語能力の問題：受け入れ候補

者の問題 
	 介護労働はサービス労働であるために、

要介護者とのコミュニケーション能力が

不可欠であることを既に指摘したが、ま

た介護施設ではチーム労働として介護を

行っているために、職場の同僚とのコミ

ュニケーション能力が必要である。その

ための外国人介護労働者要求される日本

語能力水準は一定のレベルが必要とされ

る。製造業で受け入れた技能実習生や日

系中南米人が、日常は製造するモノを相

手とし、コミュニケーションはもっぱら

同言語を使用する仲間内で限定されて、

滞日年数が長期にわたったにもかかわら

ず、日本語能力が向上しなかったという

事例の轍を踏むわけにはいかないだろう。 
	 EPA の枠組みによる介護労働者受け
入れにあたっては、制度開始当初はフィ

リピン人介護士候補者には訪日前日本語

研修はなかったが、この研修は 2011 年
から開始され、現在は表１でみたように

6か月あるいは 1年であり、訪日前にイ
ンドネシアとフィリピンの場合は日本語

能力試験N5合格が、ベトナムの場合は
日本語能力試験N3合格が目標となって
いる。EPA協定中には、訪日前日本語研
修の規定がなかったので、これは受け入

れ現場からの要請によって設置されたも

のと思われる。 
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	 	 EPA で受け入れた介護士候補者と
日本人介護職員の能力を比較した調査が

あるので紹介しよう。これはインドネシ

ア人候補者を受け入れた施設の指導責任

者に対して、日本人職員と比較した場合

のインドネシア人候補者の介護技術習得

期間を質問した調査である。サンプル数

は少ないが、他に、同種の調査がみられ

ないので参考にしたい。 
	 この調査結果によると、外国人介護労

働者である候補者と日本人職員との技能

習得期間には差があり、20 の調査項目
（介護技術）の平均習得期間は日本人が

平均 4.8か月であったのに対し、候補者
は約 8.7か月であった。もっとも差異が
大きかった技術は介護記録であり、日本

語習得が必要なため候補者では平均

17.0か月の習得期間を必要とした。食事
介助、移譲・移動・体位変換などの技術

には差が小さい。 
	 常識的に理解できる調査結果である。

職場での実務研修が優先される生活の中

で、日本語習得時間が限られている候補

者にとって、日本語の読み書き能力を必

要とする介護記録の習得が非常に難しい

ことがわかる。ただし、その場合でも日

本人よりも長期間の習得期間をかければ

習得可能ということであり、いったん、

技能習得した候補者の場合は、施設長か

らの総合的評価は日本人職員に対しての

評価より高いという結果であった。 
	 また日本語能力は、介護福祉士国家試

験の合格率とも関係し、外国人介護労働

者の国家試験に対する障壁は、日本語能

力にも大きく起因していよう。2010年か
ら 2011年に 1年間かけて外国人介護候
補者を受け入れた4つの施設とその候補
者を継続的にインタヴューした調査結果

（赤羽克子外、2012）では、EPA 枠組
みによる介護士候補者受け入れの制度の

喫緊の課題として、①	 施設ごとに就

労・研修の実態が大きく違うこと、②	 日

本語能力の障壁、③	 国家試験の障壁、

を挙げていた。そして国家試験不合格の

場合は、国際社会から「使い捨て」の非

難されかねないため、候補者の応募条件

に一定基準の日本語能力（日本語能力試

験 N2、できれば N１程度）を課すこと
を提案していた。 
	 	 しかしながら、現実には日本語能力

試験N5以上レベル（ベトナムからはN3
以上）が入国前の要件であるから、現状

では国家試験合格に必要な日本語能力を

育成することは極めて困難である。後藤

純一は、EPAによる看護師・介護士受け
入れ候補者プログラムの課題として、国

家試験での優遇策への疑問と、専門的職

種への外国人労働者受け入れ拡大策に対

して疑問を投げかけていた8。本国での看

                                            
8 「おそらくは、専門用語を含む日本語
能力が重要不可欠な職種において外国人

労働者の受入れを拡大することはあまり

現実ではないし、場合によっては危険な

ことであろう。日本語能力が不可欠な職
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護師有資格者が日本で補助業務に従事す

ることは、人的資源の非効率的動員とい

う主旨である。 
	 EPA による介護士候補者受け入れ制
度では、候補者が日本語能力を育成して

介護の補助業務担当から脱し、介護福祉

士資格を取得し、日本でのキャリアアッ

プを図ることが目標となっている。これ

は現状では EPA が非常に限定された候
補者だけを選抜していることだからこそ

可能だといえよう。費用対効果の側面か

ら見ると、候補者への日本語教育は大変

に費用がかかるものでありながらも、受

け入れ施設は彼らの長期勤続を望めない

という問題がある。受け入れ外国人介護

労働者への日本語教育の問題と、介護職

への専門性付与の問題はコインの裏表の

問題として密接に結びついており、外国

人介護労働者受け入れの根幹をなす問題

と言えよう。 
 
 4.3.介護現場の負担増と賃金構造：受

け入れ職場の問題  
                                                             
種には日本人労働者が集まるような方策

を講じ、EPAを含むさまざまな協定で受
け入れる外国人労働者は日本語があまり

前面に出てこない職種を提供したほうが、

受入国たる日本にとっても、日本に来る

外国人労働者にとっても望ましいものと

思われる（もちろん、真に日本語ができ

る外国人の場合には日本人と同様に看護

などの職務に差別なく就労できることは

言うまでもない）」（後藤純一、2014）
pp.93。 

	 受け入れ施設および受け入れ候補者と

並んで、3 つ目に考慮しなければならな
い点は、受け入れ職場の問題である。外

国人介護士候補者を職場に受け入れるこ

とによって、職場のメンバーの負担増の

問題があげられる。一つは、候補者に対

する日本語教育と介護福祉士資格取得の

ための受験教育である。これは研修担当

者の機会費用として既に前項で触れたが、

担当者にとっては費用の問題以上に、仕

事の負担増として感じられよう。またこ

うした負担感は、教育対象者の能力向上

や国家資格取得という結果によって報い

られ、負担感も和らげられる類のもので

あるが、候補者が帰国を前提に出稼ぎ意

識が強い場合、あるいは資格取得後の転

職などの出来事が起きると、仕事の負担

感がそのまま徒労感へと繋がりやすい。 
	 さらに、介護現場はチーム労働である

から、未熟練の候補者を受け入れは職場

全体の士気に影響を及ぼす。就労意欲が

高い候補者の受け入れによって、職場全

体が明るくなったという報告がある一方、

日本語が不自由で戦力とならず、職場で

の OJT に時間がかかって、通常業務の
遂行と候補者の教育で負担が増加すると

いう意見もあった。 
	 こうした職場で問題となるのが、既に

形成されている介護現場の職場構造であ

る。介護現場は、賃金カーブはフラット

な形であり、北浦正行は「業務に習熟し

た段階においても報酬に大きな変化がな
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く、それが従事者の不満につながってい

ると考えられている」と指摘している9。

また職場では正社員と非正社員であるパ

ートタイマーや契約社員が多く働いてい

るため、正規の職員との処遇面での格差

に不満を持つという均衡待遇上の問題も

同じく指摘している。「『介護現場』にお

いては、そもそも資格要件のない職場で

あり、現在でも日本人同士の差別処遇は

ほとんどみられない」10という介護労働

者の熟練の存在を否定するような事実認

識こそが、介護現場の従事者が抱いてい

る不満の根拠であるといってもよいだろ

う。従事者のこうした不満は、当然、離

職率の高さになって反映する。 
	 こうした職場に日本語能力において不

利な外国人介護労働者が参入したらどう

なるだろうか。現在の EPA の枠組みで
来日した介護士候補者の場合は、正規職

員として雇用されており、また賃金額は

日本人正規職員と同額である。日本人と

同等の賃金をもらいながら、あるいは非

正規職員よりも高い賃金をもらいながら、

（少なくとも受け入れ当初に時期に限定

                                            
9 （北浦正行、2013）pp.67. 
10 全国老人福祉施設協議会（2014）「外
国人介護人材の受入れについて」第8回	
第6次出入国管理政策懇談会	 提出資料
2、pp.3	
http://www.moj.go.jp/content/00012415
1.pdf 
	 (2015年6月8日取得) 
	  

すれば）職務能力は日本人より低く、職

場では周辺業務しか担当し得ない、とい

う事態が発生している。雇用主である施

設側や社会的認識の上で技能向上の余地

を認められていない介護職場の日本人職

員は、こうした職務遂行能力と賃金との

間のアンバランスに不満を抱くであろう。 
	 一般的に言えば、職場で OJT が成立
するための条件として、教育担当者の賃

金が教育訓練を受ける人間よりも高いと

いう年功賃金構造と、教育を受けた人間

が教育した人間を追い越さないという年

功昇進構造が必要とされる。すなわち年

功賃金構造の示す職場序列が、職場の階

層構造とパラレルになる構造が、OJTを
成功に導く条件である。しかし、外国人

介護士受け入れの場合は、職場の階層構

造と賃金構造との関係にアンバランスが

あるため、職場での OJT を成立させる
条件に欠ける。この点も今後、重要な問

題となる可能性があろう。 
 
5.おわりに 

	 EPA による介護士候補者受け入れは、
労働力受け入れではないことは当初から

明らかにされており、そのために制度設

計としては相当に丁寧な訓練計画が設計

された。また受け入れ人材の選抜に当た

っても、現地で普及している教育水準の

レベルと比較して、相当に高い教育水準

を要件としていた。そのため、受け入れ

施設側にとっては高い受け入れ費用とい
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う問題が存在した。また受け入れ候補者

に対しては、日本人と同等の資格取得を

可能とするために高い日本語能力を要求

した。こうした措置は、他方で、日本人

職員に EPA による外国人介護士候補者
受け入れに伴う負担感を増大させること

につながっている。 
	 EPA のような入念な制度設計下にお
いても介護士候補者受け入れに問題が伴

うのである。今後に予定されている技能

実習制度による外国人介護労働者受け入

れは、EPAによる受け入れより日本語能
力などの点で受け入れ基準が緩いのであ

るから、受け入れた実習生に対してどの

ように教育訓練の機会をどのように担保

していくかが、EPAによる受け入れ以上
に大きな課題となるだろう。とりわけ教

育訓練費の負担を誰が担うのかという点

は、受け入れ施設側だけでなく、今後の

介護保険制度の在り方も含めて検討しな

ければならないと思われる。（初出：『日

本労働研究雑誌』No.662,2015年）	
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表１	 EPAによる介護士候補者受け入れのプロセス 
 インドネシア フィリピン ベトナム 
応募要件 ＊大学の看護学部

卒業者 
＊高等教育機関（3
年以上）+介護士認
定 
＊看護学校（3年以
上）卒業 

＊4年制大学卒業＋
介護士認定 
＊看護学校（4年）
卒業 

＊3年制または4年
制の看護課程修了 

斡旋機関 
（日本側は国際厚

生事業団） 

インドネシア海外

労働者派遣・保護庁 
フィリピン海外雇

用庁 
ベトナム労働・傷病

兵・社会問題省海外

労働局 
受け入れ施設 雇用契約の締結 雇用契約の締結 雇用契約の締結 
訪日前の日本語研

修 
6か月 6か月 1年 

日本入国の要件と

なる日本語能力 
日本語能力試験 N5
以上 

日本語能力試験 N5
以上 

日本語能力試験 N3
以上 

訪日後日本語研修 
	 目標とするレベ

ル 

6か月 
	 日本語能力N3 

6か月 
	 日本語能力N3 

2.5か月 

受け入れ施設へ 就労開始 就労開始 就労開始 
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表 2 EPA による介護士候補者受入れ実績（人数・施設

数） 2015 年 3 月時点  

  インドネシア フィリピン ベトナム 
  

  人数 
受入れ

施設数 
人数 

受入れ

施設数 
人数 

受入れ

施設数   

2008 104 53 - - - - 
  

2009 189 85 190 92 - - 
  

2010 77 34 72 34 - - 
 

  

2011 58 29 61 33 - - 
  

2012 72 32 73 35 - - 
  

2013 87 37 87 37 - - 
  

2014 146 61 147 64 117 62 
  

2015(予定） 217 86 221 90 139 49 
  

受入れ人数合計及

び受入れ延べ施設

数 

950 417 851 385 256 111 
  

         
出所：国際構成事業団『平成 28 年版 EPA に基づく外国人看護師・介護福祉士受入れパンフレット』pp.33 よ

り作成 
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表 3  入国年度別候補者の現状(2014 年 4 月 1 日時点） 

  

         
  

入国者

数 

資格取

得者数 

資格取

得率  

（％） 

就労中 帰国等 

入国年度 候補者 
資格取

得者 

入国者に

占める就

労者の比

率（％） 

候補者 
資格取

得者 

2008 104 46 44.2 0 31 29.8 58 15 

2009 379 127 33.5 64 99 43.0 188 28 

2010 149 68 45.6 50 67 78.5 31 1 

2011 119 55   46.2 106 1   12 0 

2012 145 -   140 0   5 0 

2013 195 -   195 0   0 0 

2014 410 -   - -   - - 

2015(予

定） 
577 -   - -   - - 

 計 2,078 296   555 198   294 44 

         
出所：国際厚生事業団 第8 回 第6 次出入国管理政策懇談会 提出資料５(法務省 2014 年4 月21 日） 

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri06_00050.html 

 
および国際厚生事業団「受入支援等の取り組み・受入れ状況等について」（2015 年 4 月） 

注） 2014 年および 2015 年の入国者数については 2015 年 3 月時点の数値を付加した 
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表４ 介護士候補者および日本人の介護技術習得期間の比較 

     
(単位：月） 

  
インドネシア人候補

者（n=26) 
日本人職員（n=23) 差 

  平均値 標準偏差 平均値 標準偏差   

入浴介助 8.2 5.4 4.4 1.8 3.8 

食事介助 6.5 5.2 3.9 1.9 2.6 

排せつ介助 7.3 5.3 4.1 1.5 3.2 

移譲・移動・体位変換 7.8 4.9 4.4 1.5 3.4 

状態の変化に応じた対応 11.0 6.4 6.6 4.3 4.4 

介護記録 17.0 7.3 6.5 4.6 10.5 

全平均 8.7 6.1 4.8 2.8 3.9 

      
[引用] (伊藤鏡：2014) pp.31 の表 2 から筆者作成。 
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